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まとめ資料 比較表 〔第５条 津波による損傷の防止〕 別添１ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

Ⅰ.はじめに 

Ⅱ.耐津波設計方針 

1.基本事項

1.1津波防護対象の選定 

1.2敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

1.3基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4入力津波の設定 

1.5水位変動，地殻変動の考慮 

1.6設計または評価に用いる入力津波 

2.設計基準対象施設の津波防護方針

2.1敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2敷地への浸水防止（外郭防護1） 

2.3漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護2） 

2.4重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.5水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防

止 

2.6津波監視 

3.重大事故等対処施設の津波防護方針

3.1敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

3.2敷地への浸水防止（外郭防護1） 

3.3漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止（外郭防護2） 

第 2部 

Ⅰ．はじめに 

Ⅱ．耐津波設計方針 

1. 基本事項

1.1 設計基準対象施設の津波防護対象の選定 

1.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動・地殻変動の評価 

1.6 設計又は評価に用いる入力津波 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

2.2.1 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

2.2.2 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

2.4.2 浸水防護重点化範囲における浸水対策 

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響

防止 

2.5.1 非常用海水冷却系の取水性 

2.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持確

認 

2.6 津波監視設備 

【東海第二は４０条まとめ資料より抜粋】 

2.1.3 耐津波設計の基本方針 

2.1.3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.1.3.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

2.1.3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能へ

の影響防止(外郭防護 2) 

Ⅰ．はじめに 

Ⅱ．耐津波設計方針 

1. 基本事項

1.1 津波防護対象の選定 

l.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

1.6 設計または評価に用いる入力津波 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防

止 

2.6 津波監視 

3. 重大事故等対処施設の津波防護方針

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止（外郭防護２） 

（2.4は柏崎 6/7,女川，

島根で比較) 

（2.5は柏崎 6/7,女川，

島根で比較） 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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3.4重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離

（内郭防護） 

3.5水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するため

に必要な機能への影響防止 

3.6津波監視 

4.施設・設備の設計・評価の方針及び条件

4.1津波防護施設の設計 

4.2浸水防止設備の設計 

4.3津波監視設備の設計 

4.4施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 

（添付資料） 

－1基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

－2「浸水を防止する敷地」の範囲外が浸水することによる影響に

ついて 

－3津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

－4地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

－5港湾内の局所的な海面の励起について 

－6管路解析の詳細について 

2.1.3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設

の隔離(内郭防護) 

2.1.3.5 水変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響防止 

2.1.3.6 津波防護施設及び浸水防止設備等の設計・評価 

2.1.3.6 津波監視 

【４０条まとめ資料より抜粋ここまで】 

3. 施設・設備の設計方針

3.1 津波防護施設の設計 

3.2 浸水防止設備の設計 

3.3 津波監視設備 

3.4 施設・設備の設計・評価に係る検討事項 

添 付 資 料 

１ 設計基準対象施設の津波防護対象設備とその配置について 

２ 耐津波設計における現場確認プロセスについて 

３ 津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

４ 敷地内の遡上経路の沈下量算定評価について 

７ 港湾内の局所的な海面の励起について 

５ 管路解析のモデルについて 

６ 管路解析のパラメータスタディについて 

3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離

（内郭防護） 

3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するため

に必要な機能への影響防止 

3.6 津波監視 

4. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件

4.1 津波防護施設の設計 

4.2 浸水防止設備の設計 

4.3 津波監視設備の設計 

4.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 

（添付資料） 

１．基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

２．津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

３．地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

４．日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響に

ついて 

５．港湾内の局所的な海面の励起について 

６．管路計算の詳細について 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は設計基準

対象施設の津波防護施

設及び浸水防止設備等

と同様であり，別添１ 

４．において説明 

・津波と敷地形状の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，防波壁等

により津波が敷地内に

流入しない 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は別添３に

記載 

・津波波源と敷地距離の

違いによる地震影響の

考え方の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・資料構成の相違

【東海第二】
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－7入力津波に用いる潮位条件について 

－8入力津波に対する水位分布について 

 

 

 

 

 

－9敷地への浸水防止（外殻防護1）評価のための沈下量の算定に

ついて 

 

－10津波防護対策の設備の位置づけについて 

－11タービン建屋内の区画について 

 

 

 

 

 

 

 

－12内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

 

 

 

－13津波襲来時におけるタービン建屋内各エリアの溢水量評価 

 

 

 

 

 

 

 

－14浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実

施範囲及び施工例 

 

 

８ 入力津波に用いる潮位条件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 津波防護対策の設備の位置付けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．入力津波に用いる潮位条件について 

８．入力津波に対する水位分布について 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．津波防護対策の設備の位置付けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11．浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実

施範囲及び施工例 

島根２号炉は添付資料

６に記載 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は入力津波

の水位一覧及び入力津

波設定位置等を添付資

料に整理 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は添付資料

３に記載 

・設備の設置状況の相違 

【柏崎 6/7】  

島根２号炉は，非常用海

水ポンプを設置する取

水槽が屋外にあること

及び T/B 内の区画を細

分化していない 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は津波流入

防止対策によりタービ

ン建物に津波の流入は

ない。 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 
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－15貯留量の算定について 

－16津波による水位低下時の常用海水ポンプの停止に関わる運用

及び常用海水ポンプ停止後の慣性水流による原子炉補機冷

却海水ポンプの取水性への影響 

－17基準津波に伴う砂移動評価について 

－18柏崎刈羽原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果

について 

１０ 常用海水ポンプ停止の運用手順について 

１１ 残留熱除去系海水ポンプの水理実験結果について 

１２ 貯留堰設置位置及び天端高さの決定の考え方について 

１３ 基準津波に伴う砂移動評価 12．基準津波に伴う砂移動評価について 

13．島根原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果につ

いて 

島根２号炉は浸水防護

重点解範囲の浸水対策

等を記載 

・津波防護対策の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は海水貯留

堰を設置していない。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は引き波時

の常用海水ポンプの停

止操作を添付 37に記載 

・評価結果の相違

【東海第二】 

島根２号炉の取水可能

水位は JSME 基準より算

出しており，水理実験に

よる取水可能水位の確

認は不要 

・津波防護対策の相違

【東海第二】 

島根２号炉は貯留堰を

設置していない。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は周辺海域

における底質土砂の分

析結果を添付資料に整
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－19海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

－20津波漂流物の調査要領について 

－21燃料等輸送船の係留索の耐力について 

－22燃料等輸送船の喫水と津波高さの関係について 

－23浚渫船の係留可能な限界流速について 

－24車両退避の実効性について 

－25漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

－26津波監視設備の監視に関する考え方 

１４ 非常用海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

１５ 漂流物の移動量算出の考え方 

１６ 津波漂流物の調査要領について 

１９ 燃料等輸送船の係留索の耐力について 

２０ 燃料等輸送船の喫水と津波高さとの関係について 

14．海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

15．津波漂流物の調査要領について 

16．燃料等輸送船の係留索の耐力について 

17．燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

18．漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

19．津波監視設備の監視に関する考え方 

理 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は別添１ 

2.5に記載 

・漂流物になり得る船舶

等の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉に浚渫船に

よる作業は無い 

・漂流物になり得る船舶

等の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は日本海東

縁部に想定される地震

による津波について荷

揚場への遡上が想定さ

れるが，津波襲来までの

時間余裕により車両は

退避可能（添付資料 35

に記載） 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は漂流物評

価において考慮する津

波流速等を記載 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉は津波監視
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－27耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

 

 

 

－28海水貯留堰における津波波力の設定方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－29基準類における衝突荷重算定式について 

 

－30耐津波設計における津波荷重と余震荷重の組み合わせについ

て 

－31貯留堰設置地盤の支持性能について 

 

 

 

 

 

 

－32貯留堰継手部の漏水量評価について 

－33水密扉の運用管理について 

 

 

 

２６ 耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 鋼製防護壁の設計方針について 

２２ 鉄筋コンクリート防潮壁の設計方針について 

２３ 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の設計方針につ

いて 

２４ 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の設計方針について 

 

２７ 防潮堤及び貯留堰における津波荷重の設定方針について 

２９ 各種基準類における衝突荷重の算定式及び衝突荷重につい

て 

２８ 耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５ 防潮扉の設計と運用について 

 

 

 

20．耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21．基準類における衝突荷重算定式について 

 

22．耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23．防波壁通路防波扉，１号放水連絡通路防波扉及び水密扉の設

に関する考え方を記載 

（添付資料 19 は柏崎

6/7,女川，島根で比較） 

 

 

 

 

・津波防護対策の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は引き波時

の水位が，循環水系の停

止運用により海水ポン

プの取水可能水位を下

回らない 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は防波壁等

の設計方針等について

別添１ 4.1，添付資料

25に記載 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は添付資料

26に記載 

 

・津波防護対策の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は引き波時

の水位が，循環水系の停

止運用により海水ポン

プの取水可能水位を下

回らない 

・同上 

・資料構成の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０ 放水路ゲートの設計と運用について 

３１ 貯留堰継ぎ手部の漏水量評価について 

３２ 貯留堰の構造及び仕様について 

 

 

 

３３ 貫通部止水対策箇所について 

 

 

 

 

 

３４ 隣接する日立港区及び常陸那珂港区の防波堤の延長計画の

有無について 

 

 

３５ 防波堤の有無による敷地南側の津波高さについて 

 

 

 

 

３６ 防潮堤設置に伴う隣接する周辺の原子炉施設への影響につ

いて 

 

 

 

３７ 設計基準対象施設の安全重要度分類クラス３の設備の津波

防護について 

 

計及び運用管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は防波扉の

設計について別添 1 4.1

記載（添付資料 23 は柏

崎 6/7,女川，島根で比

較） 

・津波防護対策の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は放水路ゲ

ート，貯留堰は要しない 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，貫通部止

水処置について別添１ 

4.2に記載 

 

・設備の配置状況の相違 

【東海第二】 

島根２号炉には隣接す

る港湾施設はない 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は防波堤の

有無を考慮して入力津

波を設定している 

・設備の配置状況の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は周辺に隣

接する他の原子炉施設

はない 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は添付資料
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－34審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３８ 敷地側面北側防潮堤設置ルート変更に伴う入力津波の設定

について 

 

 

３９ 津波対策設備毎の条文要求，施設・設備区分及び防護区分

について 

 

 

 

 

 

 

 

４０ 東北地方太平洋沖地震時の被害状況を踏まえた東海第二発

電所の地震・津波による被害想定について 

 

 

 

４１ 審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24．審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

 

25. 防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 

26. 防波壁及び防波扉の津波荷重の設定方針について 

 

 

 

 

 

 

 

27.津波流入防止対策について 

 

 

 

１に安全重要度クラス

３の設備について記載。 

・設計条件の相違 

【東海第二】 

東海第二の設計変更に

伴う資料 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

東海第二は津波 PRA の

評価結果を踏まえ「津波

浸水による最終ヒート

シンク喪失」を事故シー

ケンスグループに追加

したことによる説明資

料を添付 

・立地条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は東北地方

太平洋沖地震の被害な

し 

 

 

・津波防護対策及び資料

構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は津波防護施

設として防波壁を設置

していない 

【東海第二】 

東海第二は添付資料 21

～27に記載 

・津波防護対策の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は配管を介

した浸水防護重点化範
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び

取水槽循環水ポンプエリアに設置する耐震 S クラスの設備に

対する浸水影響について 

 

 

 

 

 

 

29. １号炉取水槽流路縮小工について 

 

 

 

 

 

 

 

 

30. 取水槽除じん機エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア水密

扉の設計方針及び構造成立性について 

 

 

 

 

31. 施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速 

 

 

 

 

 

 

32. 海水ポンプの実機性能試験について 

囲への流入防止対策を

説明 

 

・設備の配置条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はタービン

建物等に非常用海水系

配管等の津波防護対象

設備を設置しているこ

とによる影響評価を実

施 

 

・津波防護対策の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は津波防護

対策として，１号炉取水

槽に流路縮小工を設置

することから，その影響

評価を実施 

（添付資料 29 は柏崎

6/7,女川，島根で比較） 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は防水壁及

び水密扉の設計方針及

び構造成立性の見通し

について示している 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は荷揚場に

ある設備等の漂流評価

のため，遡上域の範囲及

び流速について示して

いる 

・設備の相違 
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１７ 津波の流況を踏まえた漂流物の津波防護施設等及び取水口

への到達可能性評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 地震後の防波堤の津波による影響評価について 

 

 

33. 海水ポンプの吸込み流速と砂の沈降速度について 

 

 

 

34. 水位変動・流向ベクトルについて 

 

 

 

 

 

35. 荷揚場作業に係る車両・資機材の漂流物評価について 

 

 

 

 

36. 津波の流況を踏まえた漂流物の取水口への到達可能性評価に

ついて 

 

 

 

37. 津波時の運用対応について 

 

 

 

 

38. 地震後の荷揚場の津波による影響評価について 

 

 

 

 

（補足資料） 

・津波防護上の地山範囲における地質調査 ルートマップ,柱状図

及びコア写真集 

 

 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は海水ポン

プの長尺化による影響

評価を実施 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎 6/7，東海第二は，

水位変動・流向ベクトル

について，別添 1-2.5

に記載。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は荷揚場作

業における車両・資機材

が漂流物評価を実施。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は荷揚場作

業における車両・資機材

が漂流物評価を実施。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は津波発生

時の全体的な対応を本

資料に記載。 

・対象施設の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は荷揚場に

ついて記載している。 

 

・設計条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】

島根２号炉は防波壁端

部の地山評価が必要な

ため資料追加 

10
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（参考資料） 

－1柏崎刈羽原子力発電所における津波評価について 

－2柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉内部溢水の影響評価につ

いて（別添資料1第9章） 

－3柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉内部溢水の影響評価につ

いて（別添資料1第10章） 

 

 

（参考資料） 

－１ 島根原子力発電所における津波評価について 

－２ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添

資料１第 9章） 

－３ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添

資料１第 10章） 

－４ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添

資料 1補足説明資料 30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は基準津波

の策定及び内部溢水影

響評価の関連図書を参

考資料として追加 
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まとめ資料比較表 〔５条 津波による損傷の防止〕 

東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

添付資料２４ 

 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の設計方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 24 

 

防潮堤の設計方針及び構造成立性評価結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 25 

 

防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

目 次 

１．防潮堤の要求機能と性能目標について 

(1)防潮堤に要求される機能 

 

(2)鋼管杭鉄筋コンクリート防潮堤高さの設定方針 

(3)設計方針 

1) 構造概要 

2) 上部工の構造概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 設計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 設計荷重 

5) 鋼管杭及び鋼管杭基礎の設計方針 

6) 上部工の設計方針 

7) 止水ジョイント部の設計方針 

8) 防潮壁間の相互の支圧力に関する設計方針 

9) 地盤高さの嵩上げ（改良体）の設計方針 

10) 表層地盤改良及びシートパイルの設定方針 

11) 防潮壁の地山寄り付き部における設定方針 

12) 防潮壁底部の地盤根入れ長の設定方針 

目 次 

１． 防潮堤の要求機能と設計方針について 

（１） 防潮堤に要求される機能 

（２） 防潮堤の各部位の性能目標と許容限界 

（３） 防潮堤高さの設定方針 

（４） 設計方針 

ａ． 構造概要 

(a) 鋼管式鉛直壁（一般部） 

(b) 鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

 

(c) 盛土堤防 

 

 

 

ｂ． 防潮堤設置の地質構造 

ｃ． 防潮堤に作用する荷重と部位の役割 

ｄ． 損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

ｅ． 設計手順 

(a) 鋼管式鉛直壁（一般部） 

(b) 鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

 

(c) 盛土堤防 

 

 

 

 

 

ｆ． 設計荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 次 

１． 防波壁の要求機能と設計方針について 

（１） 防波壁に要求される機能 

（２） 防波壁の各部位の性能目標と許容限界 

（３） 防波壁高さの設定方針 

（４） 設計方針 

ａ． 構造概要 

(a) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

(b) 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

(c) 防波壁（波返重力擁壁） 

 

(d) １号放水連絡通路防波扉 

(e) 防波扉 

(f) 止水目地 

ｂ． 防波壁設置位置の地質構造 

ｃ． 防波壁に作用する荷重と発生断面力 

ｄ． 損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

ｅ． 設計手順 

(a) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

(b) 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

(c) 防波壁（波返重力擁壁） 

 

ｆ． 解析概要 

(a) 止水目地 

(b) 2次元動的有限要素解析（有効応力解析） 

(c) 静的フレーム解析 

(d) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 

ｇ． 設計荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根は発生断面力につ

いて記載 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根は解析概要を設

計方針に記載 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

13) 構内排水路と防潮壁の交差部の設計方針 

14) 海水引込み管と防潮壁の交差部の設定方針 

15) 東海発電所の取水路・放水路と防潮壁の横断部の設定方 

針 

16) 構造物評価における地下水位の設定方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 施工実績（本設杭構造） 

 

 

 

 

 

3. 構造成立性評価 

(1) 代表断面の選定 

 

 

 

 

 

(2) 代表地震波の選定 

 

(3) 地震時における鋼管杭基礎の成立性検討結果（二次元有効

応力解析） 

(4) 地震時における鋼管杭基礎の成立性検討結果（二次元有効

応力解析（断面：地点③，横断・縦断方向）） 

(5) 地震時における鋼管杭基礎の成立性検討結果（二次元有効

応力解析（岩盤傾斜部）） 

(6) 地震時における鋼管杭基礎の成立性検討結果（二次元有効

応力解析（岩盤傾斜部，豊浦標準砂を仮定）） 

 

 

 

 

ｇ． 地下水位の設定方針 

ｈ． 解析用物性値 

 

 

 

 

 

 

ｉ． 液状化強度特性の設定方針 

 

 

 

 

 

 

２． 構造成立性評価 

（１） 構造成立性評価の基本方針 

（２） 構造成立性評価断面の選定 

ａ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

 

 

ｂ．盛土堤防 

（３） 構造成立性評価地震波の選定 

（４） 解析条件 

ａ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ． 地下水位の設定方針 

ｉ． 解析用物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

j．構造成立性評価地震波 

 

 

 

 

２． 構造成立性評価 

（１） 構造成立性評価の基本方針 

（２） 構造成立性評価断面の選定 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

b. 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

c. 防波壁（波返重力擁壁） 

 

（３） 構造成立性評価地震波の選定 

（４） 解析条件 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，解析用物性値を設

定 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，液状化強度特性を

設定 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，部材毎に

構造成立性結果を記載 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

(7) 岩盤傾斜部における地震動の増幅特性及び振動特性による

挙動 

(8) 津波時及び重畳時における鋼管杭基礎の成立性検討結果

（二次元フレーム解析） 

(9) 上部工の成立性検討結果（二次元梁バネモデル解析） 

(10) 上部工の成立性検討結果（静的三次元FEM 解析） 

(11) 地盤高さの嵩上げ部及び表層改良体の成立性検討結果 

(12) 止水ジョイント部の成立性検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) まとめ 

(14) 部材の安全余裕について 

 

 

 

 

 

 

 

（参考資料１）敷地内の地下水位の上昇を仮定した場合における

防潮堤への影響評価について 

（参考資料２）鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の各設計対象の照

査に用いる解析手法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．盛土堤防 

（５） 構造成立性検討結果 

ａ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

 

 

ｂ．盛土堤防 

（６） 構造成立性評価における裕度及び裕度向上方針について 

 

 

（７） 止水性に係る検討結果 

（８） まとめ 

 

 

３． 施工実績 

 

 

 

 

 

（参考資料１）防潮堤の沈下防止・安定性確保の考え方について 

（参考資料２）改良地盤の追加施工の成立性について 

（参考資料３）置換コンクリートの施工計画の概要について 

（参考資料４）改良地盤及び置換コンクリートの施工手順につい  

て 

（参考資料５）セメント改良土の耐侵食性・耐洗堀性について 

（参考資料６）防潮堤を横断する構造物の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

c. 防波壁（波返重力擁壁） 

 

（５） 構造成立性検討結果 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

b. 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

c. 防波壁（波返重力擁壁） 

 

 

 

 

（６） 止水性に係る検討結果 

（７） まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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（参考資料７）液状化強度試験の試料採取位置選定とその代表性

について 

（参考資料８）構造成立性検討結果の補足 

（参考資料９）女川防潮堤の特徴と他サイト防潮堤との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考資料１） 島根防波壁の構造等に関する先行炉との比較 

（参考資料２） 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要 

（参考資料３） 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造概要 

（参考資料４） 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要 

（参考資料５） 防波壁多重鋼管杭の設計方針 

（参考資料６） 防波壁に作用する荷重と部位の役割 

（参考資料７） 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析用物性値の

準拠基準 

（参考資料８） 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護

岸の役割 

（参考資料９） 防波壁（波返重力擁壁）のケーソンの設計方針 

（参考資料 10） 施設護岸の役割の検討 

（参考資料 11） 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の地盤改良 

（参考資料12） １号放水連絡通路（既設）坑口部におけるクラッ

クの成因・対処方法 

（参考資料13） 引用文献の根拠資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

1. 防潮堤の要求機能と性能目標について 

(1) 防潮堤に要求される機能 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の平面位置図を第1-1 図

に，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に関する要求機能と設計

評価方針について第1-1 表に，評価対象部位を第1-2 図に示

す。 

津波防護施設として防潮堤に求められる要求機能は，繰返

しの襲来を想定した遡上波に対して浸水を防止すること，基

準地震動ＳＳに対して要求される機能を損なう恐れがないよ

う，構造物全体としての変形能力に対し十分な構造強度を有

することである。 

上記の機能を確保するための性能目標は，遡上津波に対し

て余裕を考慮した防潮堤高さを確保するとともに構造体の境

界部等の止水性を維持し，基準地震動ＳＳに対して止水性を損

なわない構造強度を有した構造物とすることである。 

 

 

 

 

第1-1 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁位置図 

 

 

１． 防潮堤の要求機能と設計方針について 

（１） 防潮堤に要求される機能 

防潮堤の構造形式は，鋼管式鉛直壁及び盛土堤防に分類され，

鋼管式鉛直壁は，更に一般部と岩盤部に分類される。防潮堤の

平面図を第 1-1 図に，防潮堤の評価対象部位の概要図を第 1-2 

図～第 1-5 図に示す。津波防護施設として防潮堤に求められる

要求機能は，繰返しの襲来を想定した遡上波に対して浸水を防

止すること，基準地震動 Ss に対し要求される機能を損なうおそ

れがないよう，構造物全体として変形能力に対し十分な構造強

度を有することである。 

 

上記の機能を確保するための性能目標は，基準津波による遡

上波に対して余裕を考慮した防潮堤高さを確保するとともに，

構造体の境界部等の止水性を維持し，基準地震動 Ss に対して止

水性を損なわない構造強度を有した構造物とすることである。 

防潮堤に関する要求機能と設計評価方針について第 1-1 表～

第 1-3 表に示す。 

 

 

第 1-1 図 防潮堤の平面図 

 

 

 

１．防波壁の要求機能と設計方針について 

（１）防波壁に要求される機能 

防波壁の構造形式は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管式逆 T 擁壁及

び波返重力擁壁に分類され，波返重力擁壁は，更に岩盤支持部

と改良地盤部に分類される。防波壁の平面図を第 1-1 図に，防

波壁の評価対象部位の概要図を第 1-2 図に示す。津波防護施設

として防波壁に求められる要求機能は，繰返しの襲来を想定し

た遡上波に対して浸水を防止すること，基準地震動 Ss に対し要

求される機能を損なうおそれがないよう，構造物全体として変

形能力に対し十分な構造強度を有することである。 

 

上記の機能を確保するための性能目標は，基準津波による遡

上波に対して余裕を考慮した防波壁高さを確保するとともに，

構造体の境界部等の止水性を維持し，基準地震動 Ss に対して止

水性を損なわない構造強度を有した構造物とすることである。 

  防波壁に関する要求機能と設計評価方針について第 1-1 表に

示す。 

 

 

 

 

第 1-1 図 防波壁の平面図 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第1-2 図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の評価対象部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-1 図 鋼管式鉛直壁（一般部）全体概要図（鳥瞰図） 

 

 

第1-2 図 鋼管式鉛直壁（一般部）鋼製遮水壁概要図（鳥瞰図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-2(1)図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象部位 

 

第 1-2(2)図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の評価対象部位 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E.L.(m) 

0 

-50 

E.L.(m) 

0 

-50 

▽E.L.+15.0m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

E.L.(m) 

0 

-50 

E.L.(m) 

0 

-50 

▽E.L.+15.0m 
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第1-3 図 鋼管式鉛壁（岩盤部）概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-4 図 盛土堤防概要図（断面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-2(3)図 防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（岩盤支持） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（改良地盤支持） 

 

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

E.L.(m) 

0 

-50 -50 

0 

E.L.(m) ▽E.L.+15.0m 
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第1-1 表 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に関する要求機能と設

計評価方針 

 

 

第 1-1 表 防潮堤（鋼管式鉛直壁）（一般部）に関する要求機能と

設計評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1(1) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に関する要求機能と

設計評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

東海第二及び女川 2

は，鋼管杭について，短

期許容応力度を許容限

界としている。一方，島

根２号炉は，鋼管杭につ

いて，短期許容応力度よ

り導出された降伏モー

メント（曲げ）及びせん

断応力度（せん断）を許

容限界としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施
設
名

要
求
機
能

機
能
設
計

構
造
強
度
設
計

設
計
に
用
い
る
許
容
限
界

審
査

ガ
イ

ド
要

求
機

能
性

能
目

標
機

能
設

計
方

針
性

能
目

標
構

造
強

度
設

計
（

評
価

方
針

）
評

価
対

象
部

位
応

力
等

の
状

態
損

傷
モ

ー
ド

防 波 壁 （ 多 重 鋼 管 杭 式 擁 壁 ）

基
準

津
波

及
び

耐
津

波
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
5
.1

津
波

防
護

施
設

の
設

計
津

波
防

護
施

設
に

つ
い

て
は

、
そ

の
構

造
に

応
じ

、
波

力
に

よ
る

侵
食

及
び

洗
掘

に
対

す
る

抵
抗

性
並

び
に

す
べ

り
及

び
転

倒
に

対
す

る
安

定
性

を
評

価
し

、
越

流
時

の
耐

性
に

も
配

慮
し

た
上

で
、
入

力
津

波
に

対
す

る
津

波
防

護
機

能
が

十
分

に
保

持
で

き
る

よ
う
設

計
す

る
こ

と
。

(1
)要

求
事

項
に

適
合

す
る

設
計

方
針

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
(2

)設
計

方
針

の
確

認
に

加
え

、
入

力
津

波
に

対
し

て
津

波
防

護
機

能
が

十
分

保
持

で
き

る
設

計
が

な
さ

れ
る

こ
と
の

見
通

し
を

得
る

た
め

、
以

下
の

項
目

に
つ

い
て

、
設

定
の

考
え

方
を

確
認

す
る

。
確

認
内

容
を

以
下

に
例

示
す

る
。

①
荷

重
組

合
せ

a
)余

震
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
こ

と
。
耐

津
波

設
計

に
お

け
る

荷
重

組
合

せ
:常

時
+

津
波

、
常

時
+

津
波

+
地

震
(余

震
)

②
荷

重
の

設
定

a
)津

波
に

よ
る

荷
重

(波
圧

、
衝

撃
力

)の
設

定
に

関
し

て
、
考

慮
す

る
知

見
(例

え
ば

、
国

交
省

の
暫

定
指

針
等

)及
び

そ
れ

ら
の

適
用

性
。

b
)余

震
に

よ
る

荷
重

と
し

て
、
サ

イ
ト

特
性

(余
震

の
震

源
、
ハ

ザ
ー

ド
)が

考
慮

さ
れ

、
合

理
的

な
頻

度
、
荷

重
レ

ベ
ル

が
設

定
さ

れ
る

。
c
)地

震
に

よ
り
周

辺
地

盤
に

液
状

化
が

発
生

す
る

場
合

、
防

潮
堤

基
礎

杭
に

作
用

す
る

側
方

流
動

力
等

の
可

能
性

を
考

慮
す

る
こ

と
。

③
許

容
限

界
a
)津

波
防

護
機

能
に

対
す

る
機

能
保

持
限

界
と
し

て
、
当

該
構

造
物

全
体

の
変

形
能

力
(終

局
耐

力
時

の
変

形
)に

対
し

て
十

分
な

余
裕

を
有

し
、
津

波
防

護
機

能
を

保
持

す
る

こ
と
。
(な

お
、
機

能
損

傷
に

至
っ
た

場
合

、
補

修
に

、
あ

る
程

度
の

期
間

が
必

要
と
な

る
こ

と
か

ら
、
地

震
、

津
波

後
の

再
使

用
性

に
着

目
し

た
許

容
限

界
に

も
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。
)

基
準

地
震

動
及

び
耐

震
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
6
.3

津
波

防
護

施
設

、
浸

水
防

止
設

備
等

津
波

防
護

機
能

を
有

す
る

施
設

、
浸

水
防

止
機

能
を

有
す

る
設

備
及

び
敷

地
に

お
け

る
津

波
監

視
機

能
を

有
す

る
設

備
の

う
ち

建
物

及
び

構
築

物
は

、
常

時
作

用
し

て
い

る
荷

重
及

び
運

転
時

に
作

用
す

る
荷

重
と
基

準
地

震
動

に
よ

る
地

震
力

の
組

合
せ

に
対

し
て

、
当

該
建

物
・
構

築
物

が
構

造
物

全
体

と
し

て
の

変
形

能
力

(終
局

耐
力

時
の

変
形

)に
つ

い
て

十
分

な
余

裕
を

有
す

る
と
と
も

に
、
そ

の
施

設
に

要
求

さ
れ

る
機

能
(

津
波

防
護

機
能

、
浸

水
防

止
機

能
)を

保
持

す
る

こ
と

・防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

入
力

津
波

に
対

し
て

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
津

波
防

護
施

設
が

要
求

さ
れ

る
機

能
を

損
な

う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

津
波

に
よ

る
浸

水
及

び
漏

水
を

防
止

す
る

こ
と
が

要
求

さ
れ

る
。

・防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
は

，
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

に
対

し
，

津
波

防
護

施
設

が
要

求
さ

れ
る

機
能

を
損

な
う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

構
造

物
全

体
と
し

て
の

変
形

能
力

(終
局

耐
力

時
の

変
形

)
に

対
し

，
十

分
な

構
造

強
度

を
有

し
た

構
造

で
あ

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

る
。

・防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

遡
上

波
に

対
し

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
想

定
さ

れ
る

津
波

高
さ

に
余

裕
を

考
慮

し
た

防
波

壁
高

さ
の

設
定

及
び

構
造

体
の

境
界

部
等

へ
の

止
水

処
置

に
よ

り
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
し

，
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
維

持
す

る
こ

と
で

，
津

波
時

の
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

遡
上

波
に

対
し

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
①

想
定

さ
れ

る
津

波
高

さ
に

余
裕

を
考

慮
し

た
防

波
壁

高
さ

（
浸

水
高

さ
E
L
+

1
1
.8

m
に

余
裕

を
考

慮
し

た
天

端
高

さ
E
L
+

1
5
.0

m
）

の
設

定
に

よ
り
，

敷
地

前
面

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
。

②
防

波
壁

の
上

部
構

造
は

，
鋼

管
杭

の
周

囲
に

設
置

す
る

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

り
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

③
防

波
壁

の
杭

周
辺

に
改

良
地

盤
（

薬
液

注
入

工
）

を
構

築
す

る
こ

と
で

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

る
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と

す
る

。
④

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

間
は

，
波

圧
に

よ
る

変
形

に
追

随
す

る
，

止
水

性
を

確
認

し
た

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
し

，
⑤

鋼
製

及
び

コ
ン

ク
リ
ー

ト
の

耐
性

の
あ

る
部

材
を

使
用

す
る

こ
と
で

止
水

性
能

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

⑥
防

波
壁

の
杭

周
辺

に
，

改
良

地
盤

（
薬

液
注

入
工

）
を

構
築

す
る

こ
と
で

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

る
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

⑦
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
壁

間
は

，
地

震
に

よ
る

変
形

に
追

随
す

る
，

止
水

性
を

確
認

し
た

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

津
波

荷
重

，
余

震
や

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
荷

重
に

対
し

，
鋼

管
杭

及
び

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

で
構

成
し

，
津

波
後

の
再

使
用

性
を

考
慮

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
に

対
し

，
鋼

管
杭

及
び

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

で
構

成
し

，
津

波
時

に
お

い
て

も
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
保

持
す

る
設

計
と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

鋼
管

杭
が

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

鋼
管

杭
曲

げ
・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態

「
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説

Ⅳ
下

部
構

造
編

（
平

成
1
4
年

３
月

）
」
を

踏
ま

え
た

降
伏

モ
ー

メ
ン

ト
（

曲
げ

）
及

び
せ

ん
断

応
力

度
（

せ
ん

断
）

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

が
，

概
ね

弾
性

状
態

に
留

ま
る

こ
と
を

確
認

す
る

。

被
覆

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

曲
げ

・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

，
構

造
性

能
照

査
編

，
2
0
0
2
年

制
定

」
を

踏
ま

え
た

短
期

許
容

応
力

度
と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

被
覆

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

間
か

ら
有

意
な

漏
え

い
を

生
じ

な
い

変
形

に
留

め
る

設
計

と
す

る
た

め
，

被
覆

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

間
に

設
置

す
る

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
が

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
変

形
量

以
下

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
ま

た
，

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

が
止

水
性

能
を

保
持

す
る

た
め

の
鋼

製
部

材
は

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

止 水 目 地

止
水

目
地

変
形

・
水

圧
有

意
な

漏
え

い
に

至
る

変
形

・
水

圧
メ

ー
カ

ー
規

格
及

び
今

後
必

要
に

応
じ

て
実

施
す

る
性

能
試

験
に

基
づ

く
許

容
変

形
量

及
び

許
容

水
圧

以
下

と
す

る
。

止
水

目
地

の
鋼

製
部

材
曲

げ
・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「
建

築
基

準
法

施
行

令
2
0
0
6
年

6
月

」
を

踏
ま

え
た

許
容

応
力

度
と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

鋼
管

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
地

盤
中

か
ら

の
回

り
込

み
に

よ
る

浸
水

を
防

止
す

る
設

計
と
す

る
た

め
セ

メ
ン

ト
ミ
ル

ク
が

す
べ

り
破

壊
せ

ず
に

津
波

が
敷

地
に

浸
水

し
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

。

地 盤

セ
メ

ン
ト

ミ
ル

ク
す

べ
り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
変

形
抑

制
機

能
や

難
透

水
性

を
喪

失
す

る
状

態

「
耐

津
波

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ

イ
ド

」
を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

鋼
管

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
地

盤
中

か
ら

の
回

り
込

み
に

よ
る

浸
水

を
防

止
す

る
設

計
と
す

る
た

め
改

良
地

盤
①

（
砂

礫
層

）
が

す
べ

り
破

壊
せ

ず
に

津
波

が
敷

地
に

浸
水

し
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

。

改
良

地
盤

①
（

砂
礫

層
）

す
べ

り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
変

形
抑

制
機

能
や

難
透

水
性

を
喪

失
す

る
状

態

「
耐

津
波

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ

イ
ド

」
を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

地
盤

中
か

ら
の

回
り
込

み
に

よ
る

浸
水

を
防

止
す

る
設

計
と
す

る
た

め
改

良
地

盤
③

（
防

波
壁

背
後

）
が

す
べ

り
破

壊
せ

ず
に

津
波

が
敷

地
に

浸
水

し
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

。

改
良

地
盤

③
（

防
波

壁
背

後
）

す
べ

り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
難

透
水

性
を

喪
失

す
る

状
態

「
耐

津
波

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ

イ
ド

」
を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

十
分

な
支

持
性

能
を

有
す

る
地

盤
に

支
持

さ
れ

る
設

計
と
す

る
た

め
，

作
用

す
る

押
し

込
み

力
が

許
容

値
以

下
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

岩
盤

支
持

力
鉛

直
支

持
機

能
を

喪
失

す
る

状
態

「
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説

Ⅳ
下

部
構

造
編

（
平

成
1
4
年

３
月

）
」
を

踏
ま

え
，

妥
当

な
安

全
余

裕
を

考
慮

し
た

極
限

支
持

力
度

と
す

る
。

 
赤

字
：

荷
重

条
件
 

緑
字

：
要

求
機

能
 

青
字

：
対

応
方

針
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第 1-2 表 防潮堤（鋼管式鉛直壁）（岩盤部）に関する要求機能と

設計評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1(2) 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）に関する要求機能と

設計評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

東海第二及び女川 2

は，鋼管杭について，短

期許容応力度を許容限

界としている。一方，島

根２号炉は，鋼管杭につ

いて，短期許容応力度よ

り導出された降伏モー

メント（曲げ）及びせん

断応力度（せん断）を許

容限界としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施
設
名

要
求
機
能

機
能
設
計

構
造
強
度
設
計

設
計
に
用
い
る
許
容
限
界

審
査

ガ
イ

ド
要

求
機

能
性

能
目

標
機

能
設

計
方

針
性

能
目

標
構

造
強

度
設

計
（

評
価

方
針

）
評

価
対

象
部

位
応

力
等

の
状

態
損

傷
モ

ー
ド

防 波 壁 （ 鋼 管 杭 式 逆 Ｔ 擁 壁 ）

基
準

津
波

及
び

耐
津

波
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
5
.1

津
波

防
護

施
設

の
設

計
津

波
防

護
施

設
に

つ
い

て
は

、
そ

の
構

造
に

応
じ

、
波

力
に

よ
る

侵
食

及
び

洗
掘

に
対

す
る

抵
抗

性
並

び
に

す
べ

り
及

び
転

倒
に

対
す

る
安

定
性

を
評

価
し

、
越

流
時

の
耐

性
に

も
配

慮
し

た
上

で
、
入

力
津

波
に

対
す

る
津

波
防

護
機

能
が

十
分

に
保

持
で

き
る

よ
う
設

計
す

る
こ

と
。

(1
)要

求
事

項
に

適
合

す
る

設
計

方
針

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
(2

)設
計

方
針

の
確

認
に

加
え

、
入

力
津

波
に

対
し

て
津

波
防

護
機

能
が

十
分

保
持

で
き

る
設

計
が

な
さ

れ
る

こ
と
の

見
通

し
を

得
る

た
め

、
以

下
の

項
目

に
つ

い
て

、
設

定
の

考
え

方
を

確
認

す
る

。
確

認
内

容
を

以
下

に
例

示
す

る
。

①
荷

重
組

合
せ

a
)余

震
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
こ

と
。
耐

津
波

設
計

に
お

け
る

荷
重

組
合

せ
:常

時
+

津
波

、
常

時
+

津
波

+
地

震
(余

震
)

②
荷

重
の

設
定

a
)津

波
に

よ
る

荷
重

(波
圧

、
衝

撃
力

)の
設

定
に

関
し

て
、
考

慮
す

る
知

見
(例

え
ば

、
国

交
省

の
暫

定
指

針
等

)及
び

そ
れ

ら
の

適
用

性
。

b
)余

震
に

よ
る

荷
重

と
し

て
、
サ

イ
ト

特
性

(余
震

の
震

源
、
ハ

ザ
ー

ド
)が

考
慮

さ
れ

、
合

理
的

な
頻

度
、
荷

重
レ

ベ
ル

が
設

定
さ

れ
る

。
c
)地

震
に

よ
り
周

辺
地

盤
に

液
状

化
が

発
生

す
る

場
合

、
防

潮
堤

基
礎

杭
に

作
用

す
る

側
方

流
動

力
等

の
可

能
性

を
考

慮
す

る
こ

と
。

③
許

容
限

界
a
)津

波
防

護
機

能
に

対
す

る
機

能
保

持
限

界
と
し

て
、
当

該
構

造
物

全
体

の
変

形
能

力
(終

局
耐

力
時

の
変

形
)に

対
し

て
十

分
な

余
裕

を
有

し
、
津

波
防

護
機

能
を

保
持

す
る

こ
と
。
(な

お
、
機

能
損

傷
に

至
っ
た

場
合

、
補

修
に

、
あ

る
程

度
の

期
間

が
必

要
と
な

る
こ

と
か

ら
、
地

震
、

津
波

後
の

再
使

用
性

に
着

目
し

た
許

容
限

界
に

も
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。
)

基
準

地
震

動
及

び
耐

震
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
6
.3

津
波

防
護

施
設

、
浸

水
防

止
設

備
等

津
波

防
護

機
能

を
有

す
る

施
設

、
浸

水
防

止
機

能
を

有
す

る
設

備
及

び
敷

地
に

お
け

る
津

波
監

視
機

能
を

有
す

る
設

備
の

う
ち

建
物

及
び

構
築

物
は

、
常

時
作

用
し

て
い

る
荷

重
及

び
運

転
時

に
作

用
す

る
荷

重
と
基

準
地

震
動

に
よ

る
地

震
力

の
組

合
せ

に
対

し
て

、
当

該
建

物
・
構

築
物

が
構

造
物

全
体

と
し

て
の

変
形

能
力

(終
局

耐
力

時
の

変
形

)に
つ

い
て

十
分

な
余

裕
を

有
す

る
と
と
も

に
、
そ

の
施

設
に

要
求

さ
れ

る
機

能
(

津
波

防
護

機
能

、
浸

水
防

止
機

能
)を

保
持

す
る

こ
と

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
入

力
津

波
に

対
し

て
，

余
震

，
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

津
波

防
護

施
設

が
要

求
さ

れ
る

機
能

を
損

な
う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

津
波

に
よ

る
浸

水
及

び
漏

水
を

防
止

す
る

こ
と
が

要
求

さ
れ

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
し

，
津

波
防

護
施

設
が

要
求

さ
れ

る
機

能
を

損
な

う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

構
造

物
全

体
と
し

て
の

変
形

能
力

(終
局

耐
力

時
の

変
形

)
に

対
し

，
十

分
な

構
造

強
度

を
有

し
た

構
造

で
あ

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
遡

上
波

に
対

し
，

余
震

，
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

想
定

さ
れ

る
津

波
高

さ
に

余
裕

を
考

慮
し

た
防

波
壁

高
さ

の
設

定
及

び
構

造
体

の
境

界
部

等
へ

の
止

水
処

置
に

よ
り
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
し

，
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
維

持
す

る
こ

と
で

，
津

波
時

の
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
遡

上
波

に
対

し
，

余
震

，
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

①
想

定
さ

れ
る

津
波

高
さ

に
余

裕
を

考
慮

し
た

防
波

壁
高

さ
（

浸
水

高
さ

E
L
+

1
1
.8

m
に

余
裕

を
考

慮
し

た
天

端
高

さ
E
L
+

1
5
.0

m
）

の
設

定
に

よ
り
，

敷
地

前
面

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
。

②
防

波
壁

の
上

部
構

造
は

，
鋼

管
杭

の
上

部
に

設
置

す
る

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

り
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

③
防

波
壁

の
杭

周
辺

に
改

良
地

盤
（

薬
液

注
入

工
）

を
構

築
す

る
こ

と
で

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

る
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

④
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

間
は

，
波

圧
に

よ
る

変
形

に
追

随
す

る
，

止
水

性
を

確
認

し
た

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
し

，
⑤

鋼
製

及
び

コ
ン

ク
リ
ー

ト
の

耐
性

の
あ

る
部

材
を

使
用

す
る

こ
と
で

止
水

性
能

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

⑥
防

波
壁

の
杭

周
辺

に
，

改
良

地
盤

（
薬

液
注

入
工

）
を

構
築

す
る

こ
と
で

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

る
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

⑦
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

間
は

，
地

震
に

よ
る

変
形

に
追

随
す

る
，

止
水

性
を

確
認

し
た

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

鋼
管

杭
及

び
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

で
構

成
し

，
津

波
後

の
再

使
用

性
を

考
慮

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・
防

波
壁

（
鋼

管
杭

式
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
，

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
に

対
し

，
鋼

管
杭

及
び

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

で
構

成
し

，
津

波
時

に
お

い
て

も
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
保

持
す

る
設

計
と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

鋼
管

杭
が

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

鋼
管

杭
曲

げ
・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態

「
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説

Ⅳ
下

部
構

造
編

（
平

成
1
4
年

３
月

）
」
を

踏
ま

え
た

降
伏

モ
ー

メ
ン

ト
（

曲
げ

）
及

び
せ

ん
断

応
力

度
（

せ
ん

断
）

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
製

逆
Ｔ

擁
壁

が
，

概
ね

弾
性

状
態

に
留

ま
る

こ
と
を

確
認

す
る

。

逆
Ｔ

擁
壁

曲
げ

・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

，
構

造
性

能
照

査
編

，
2
0
0
2
年

制
定

」
を

踏
ま

え
た

短
期

許
容

応
力

度
と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

逆
Ｔ

式
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
擁

壁
間

か
ら

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
変

形
に

留
め

る
設

計
と
す

る
た

め
，

逆
Ｔ

式
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
擁

壁
間

に
設

置
す

る
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
が

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
変

形
量

以
下

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
ま

た
，

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

が
止

水
性

能
を

保
持

す
る

た
め

の
鋼

製
部

材
は

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

止 水 目 地

止
水

目
地

変
形

・
水

圧
有

意
な

漏
え

い
に

至
る

変
形

・
水

圧
メ

ー
カ

ー
規

格
及

び
今

後
必

要
に

応
じ

て
実

施
す

る
性

能
試

験
に

基
づ

く
許

容
変

形
量

及
び

許
容

水
圧

以
下

と
す

る
。

止
水

目
地

の
鋼

製
部

材
曲

げ
・
せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「
建

築
基

準
法

施
行

令
2
0
0
6
年

6
月

」
を

踏
ま

え
た

許
容

応
力

度
と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

鋼
管

杭
の

変
形

を
抑

制
し

，
地

盤
中

か
ら

の
回

り
込

み
に

よ
る

浸
水

を
防

止
す

る
設

計
と
す

る
た

め
改

良
地

盤
が

す
べ

り
破

壊
せ

ず
に

津
波

が
敷

地
に

浸
水

し
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

。

地 盤

改
良

地
盤

※
す

べ
り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
変

形
抑

制
機

能
や

難
透

水
性

を
喪

失
す

る
状

態

「
耐

津
波

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ

イ
ド

」
を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

改
良

地
盤

（
鋼

管
杭

前
面

）
す

べ
り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
難

透
水

性
を

喪
失

す
る

状
態

「
耐

津
波

設
計

に
係

る
工

認
審

査
ガ

イ
ド

」
を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

十
分

な
支

持
性

能
を

有
す

る
地

盤
に

支
持

さ
れ

る
設

計
と
す

る
た

め
，

作
用

す
る

押
し

込
み

力
が

許
容

値
以

下
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

岩
盤

支
持

力
鉛

直
支

持
機

能
を

喪
失

す
る

状
態

「
道

路
橋

示
方

書
・
同

解
説

Ⅳ
下

部
構

造
編

（
平

成
1
4
年

３
月

）
」
を

踏
ま

え
，

妥
当

な
安

全
余

裕
を

考
慮

し
た

極
限

支
持

力
度

と
す

る
。

 
赤

字
：

荷
重

条
件
 

緑
字

：
要

求
機

能
 

青
字

：
対

応
方

針
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第 1-3 表 防潮堤（盛土堤防）に関する要求機能と設計評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1(3) 表 防波壁（波返重力擁壁）に関する要求機能と設計

評価方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

東海第二及び女川 2

は，鋼管杭について，短

期許容応力度を許容限

界としている。一方，島

根２号炉は，鋼管杭につ

いて，短期許容応力度よ

り導出された降伏モー

メント（曲げ）及びせん

断応力度（せん断）を許

容限界としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施
設
名

要
求
機
能

機
能
設
計

構
造
強
度
設
計

設
計
に
用
い
る
許
容
限
界

審
査

ガ
イ

ド
要

求
機

能
性

能
目

標
機

能
設

計
方

針
性

能
目

標
構

造
強

度
設

計
（

評
価

方
針

）
評

価
対

象
部

位
応

力
等

の
状

態
損

傷
モ

ー
ド

防 波 壁 （ 波 返 重 力 擁 壁 ）

基
準

津
波

及
び

耐
津

波
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
5
.1

津
波

防
護

施
設

の
設

計
津

波
防

護
施

設
に

つ
い

て
は

、
そ

の
構

造
に

応
じ

、
波

力
に

よ
る

侵
食

及
び

洗
掘

に
対

す
る

抵
抗

性
並

び
に

す
べ

り
及

び
転

倒
に

対
す

る
安

定
性

を
評

価
し

、
越

流
時

の
耐

性
に

も
配

慮
し

た
上

で
、
入

力
津

波
に

対
す

る
津

波
防

護
機

能
が

十
分

に
保

持
で

き
る

よ
う
設

計
す

る
こ

と
。

(1
)要

求
事

項
に

適
合

す
る

設
計

方
針

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
(2

)設
計

方
針

の
確

認
に

加
え

、
入

力
津

波
に

対
し

て
津

波
防

護
機

能
が

十
分

保
持

で
き

る
設

計
が

な
さ

れ
る

こ
と
の

見
通

し
を

得
る

た
め

、
以

下
の

項
目

に
つ

い
て

、
設

定
の

考
え

方
を

確
認

す
る

。
確

認
内

容
を

以
下

に
例

示
す

る
。

①
荷

重
組

合
せ

a
)余

震
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
こ

と
。
耐

津
波

設
計

に
お

け
る

荷
重

組
合

せ
:常

時
+

津
波

、
常

時
+

津
波

+
地

震
(余

震
)

②
荷

重
の

設
定

a
)津

波
に

よ
る

荷
重

(波
圧

、
衝

撃
力

)の
設

定
に

関
し

て
、
考

慮
す

る
知

見
(例

え
ば

、
国

交
省

の
暫

定
指

針
等

)及
び

そ
れ

ら
の

適
用

性
。

b
)余

震
に

よ
る

荷
重

と
し

て
、
サ

イ
ト

特
性

(余
震

の
震

源
、
ハ

ザ
ー

ド
)が

考
慮

さ
れ

、
合

理
的

な
頻

度
、
荷

重
レ

ベ
ル

が
設

定
さ

れ
る

。
c)

地
震

に
よ

り
周

辺
地

盤
に

液
状

化
が

発
生

す
る

場
合

、
防

潮
堤

基
礎

杭
に

作
用

す
る

側
方

流
動

力
等

の
可

能
性

を
考

慮
す

る
こ

と
。

③
許

容
限

界
a
)津

波
防

護
機

能
に

対
す

る
機

能
保

持
限

界
と
し

て
、
当

該
構

造
物

全
体

の
変

形
能

力
(終

局
耐

力
時

の
変

形
)に

対
し

て
十

分
な

余
裕

を
有

し
、
津

波
防

護
機

能
を

保
持

す
る

こ
と
。
(な

お
、
機

能
損

傷
に

至
っ
た

場
合

、
補

修
に

、
あ

る
程

度
の

期
間

が
必

要
と
な

る
こ

と
か

ら
、
地

震
、

津
波

後
の

再
使

用
性

に
着

目
し

た
許

容
限

界
に

も
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。
)

基
準

地
震

動
及

び
耐

震
設

計
方

針
に

係
る

審
査

ガ
イ

ド
6
.3

津
波

防
護

施
設

、
浸

水
防

止
設

備
等

津
波

防
護

機
能

を
有

す
る

施
設

、
浸

水
防

止
機

能
を

有
す

る
設

備
及

び
敷

地
に

お
け

る
津

波
監

視
機

能
を

有
す

る
設

備
の

う
ち

建
物

及
び

構
築

物
は

、
常

時
作

用
し

て
い

る
荷

重
及

び
運

転
時

に
作

用
す

る
荷

重
と
基

準
地

震
動

に
よ

る
地

震
力

の
組

合
せ

に
対

し
て

、
当

該
建

物
・構

築
物

が
構

造
物

全
体

と
し

て
の

変
形

能
力

(終
局

耐
力

時
の

変
形

)に
つ

い
て

十
分

な
余

裕
を

有
す

る
と
と
も

に
、
そ

の
施

設
に

要
求

さ
れ

る
機

能
(

津
波

防
護

機
能

、
浸

水
防

止
機

能
)を

保
持

す
る

こ
と

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

入
力

津
波

に
対

し
て

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
津

波
防

護
施

設
が

要
求

さ
れ

る
機

能
を

損
な

う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

津
波

に
よ

る
浸

水
及

び
漏

水
を

防
止

す
る

こ
と
が

要
求

さ
れ

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

に
対

し
，

津
波

防
護

施
設

が
要

求
さ

れ
る

機
能

を
損

な
う
恐

れ
が

な
い

よ
う
，

構
造

物
全

体
と

し
て

の
変

形
能

力
(終

局
耐

力
時

の
変

形
)に

対
し

，
十

分
な

構
造

強
度

を
有

し
た

構
造

で
あ

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

遡
上

波
に

対
し

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
想

定
さ

れ
る

津
波

高
さ

に
余

裕
を

考
慮

し
た

防
波

壁
高

さ
の

設
定

及
び

構
造

体
の

境
界

部
等

へ
の

止
水

処
置

に
よ

り
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

維
持

す
る

こ
と
で

，
津

波
時

の
止

水
性

を
保

持
す

る
こ

と
を

機
能

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

遡
上

波
に

対
し

，
余

震
，

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
①

想
定

さ
れ

る
津

波
高

さ
に

余
裕

を
考

慮
し

た
防

波
壁

高
さ

（
輪

谷
湾

内
浸

水
高

さ
E
L
+

1
1
.8

m
，

輪
谷

湾
外

浸
水

高
さ

E
L
+

1
0
.6

m
に

余
裕

を
考

慮
し

た
天

端
高

さ
E
L
+

1
5
.0

m
）

の
設

定
に

よ
り
，

敷
地

前
面

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
。

②
防

波
壁

の
上

部
構

造
は

，
施

設
護

岸
ケ

ー
ソ

ン
上

部
に

設
置

す
る

重
力

擁
壁

及
び

止
水

目
地

に
よ

り
止

水
性

を
保

持
す

る
設

計
と
す

る
。

③
重

力
擁

壁
間

は
，

波
圧

に
よ

る
変

形
に

追
随

す
る

，
止

水
性

を
確

認
し

た
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

に
対

し
，

④
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

耐
性

の
あ

る
部

材
を

使
用

す
る

こ
と
で

止
水

性
能

を
保

持
す

る
設

計
と

す
る

。
⑤

重
力

擁
壁

間
は

，
地

震
に

よ
る

変
形

に
追

随
す

る
，

止
水

性
を

確
認

し
た

ゴ
ム

ジ
ョ

イ
ン

ト
及

び
シ

ー
ト

ジ
ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

す
る

こ
と
に

よ
る

止
水

処
置

を
講

ず
る

設
計

と
す

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
地

震
後

の
繰

返
し

の
襲

来
を

想
定

し
た

津
波

荷
重

，
余

震
や

漂
流

物
の

衝
突

，
風

及
び

積
雪

を
考

慮
し

た
荷

重
に

対
し

，
重

力
擁

壁
及

び
ケ

ー
ソ

ン
で

構
成

し
，

津
波

後
の

再
使

用
性

を
考

慮
し

，
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
保

持
す

る
設

計
と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

重
力

擁
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
は

，
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

に
よ

る
地

震
時

荷
重

に
対

し
，

重
力

擁
壁

及
び

ケ
ー

ソ
ン

で
構

成
し

，
津

波
時

に
お

い
て

も
主

要
な

構
造

部
材

の
構

造
健

全
性

を
保

持
す

る
設

計
と
し

，
十

分
な

支
持

性
能

を
有

す
る

地
盤

に
設

置
す

る
設

計
と
す

る
と
と
も

に
，

重
力

擁
壁

間
は

，
ゴ

ム
ジ

ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
を

設
置

し
，

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
設

計
と
す

る
こ

と
を

構
造

強
度

設
計

上
の

性
能

目
標

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

重
力

擁
壁

，
ケ

ー
ソ

ン
（

止
水

性
能

を
有

す
る

部
材

）
及

び
H

鋼
が

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

重
力

擁
壁

曲
げ

・せ
ん

断
部

材
が

弾
性

域
に

留
ま

ら
ず

塑
性

域
に

入
る

状
態

「コ
ン

ク
リ
ー

ト
標

準
示

方
書

，
構

造
性

能
照

査
編

，
2
0
0
2
年

制
定

」を
踏

ま
え

た
短

期
許

容
応

力
度

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

重
力

擁
壁

間
か

ら
有

意
な

漏
え

い
を

生
じ

な
い

変
形

に
留

め
る

設
計

と
す

る
た

め
，

重
力

擁
壁

間
に

設
置

す
る

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョ
イ

ン
ト

に
よ

る
止

水
目

地
が

有
意

な
漏

え
い

を
生

じ
な

い
変

形
量

以
下

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
ま

た
，

ゴ
ム

ジ
ョ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ト
ジ

ョイ
ン

ト
が

止
水

性
能

を
保

持
す

る
た

め
の

鋼
製

部
材

は
，

概
ね

弾
性

状
態

に
留

ま
る

こ
と
を

確
認

す
る

。

止 水 目 地

止
水

目
地

変
形

・水
圧

有
意

な
漏

え
い

に
至

る
変

形
・水

圧
メ

ー
カ

ー
規

格
及

び
今

後
必

要
に

応
じ

て
実

施
す

る
性

能
試

験
に

基
づ

く許
容

変
形

量
及

び
許

容
水

圧
以

下
と
す

る
。

止
水

目
地

の
鋼

製
部

材
曲

げ
・せ

ん
断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「建

築
基

準
法

施
行

令
2
0
0
6
年

6
月

」を
踏

ま
え

た
許

容
応

力
度

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

主
要

な
構

造
部

材
の

構
造

健
全

性
を

保
持

す
る

設
計

と
す

る
た

め
に

，
構

造
部

材
で

あ
る

重
力

擁
壁

，
ケ

ー
ソ

ン
（

止
水

性
能

を
有

す
る

部
材

）
及

び
H

鋼
が

，
概

ね
弾

性
状

態
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

ケ ー ソ ン

前
壁

，
後

壁
，

側
壁

曲
げ

・せ
ん

断

部
材

が
弾

性
域

に
留

ま
ら

ず
塑

性
域

に
入

る
状

態
「コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

，
構

造
性

能
照

査
編

，
2
0
0
2
年

制
定

」を
踏

ま
え

た
短

期
許

容
応

力
度

と
す

る
。

底
版

，
隔

壁
，

フ
ー

チ
ン

グ
部

材
の

終
局

状
態

「原
子

力
発

電
所

屋
外

重
要

土
木

構
造

物
の

耐
震

性
能

照
査

指
針

・マ
ニ

ュ
ア

ル
，

2
0
0
5
年

）
」を

踏
ま

え
，

曲
げ

は
限

界
層

間
変

形
角

又
は

圧
縮

縁
コ

ン
ク

リ
ー

ト
限

界
ひ

ず
み

，
せ

ん
断

は
せ

ん
断

耐
力

と
す

る

H
鋼

せ
ん

断
部

材
が

弾
性

域
に

留
ま

ら
ず

塑
性

域
に

入
る

状
態

「道
路

橋
示

方
書

・同
解

説
Ⅳ

下
部

構
造

編
（

平
成

1
4
年

３
月

）
」を

踏
ま

え
た

せ
ん

断
応

力
度

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

十
分

な
支

持
性

能
を

有
す

る
地

盤
に

支
持

さ
れ

る
設

計
と
す

る
た

め
，

作
用

す
る

設
置

圧
が

許
容

値
以

下
に

と
ど
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

地 盤

M
M

R
・

改
良

地
盤

支
持

力
鉛

直
支

持
性

能
を

喪
失

す
る

状
態

「道
路

橋
示

方
書

・同
解

説
Ⅳ

下
部

構
造

編
（

平
成

1
4
年

３
月

）
」を

踏
ま

え
，

妥
当

な
安

全
余

裕
を

考
慮

し
た

極
限

支
持

力
度

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

地
盤

中
か

ら
の

回
り
込

み
に

よ
る

浸
水

を
防

止
す

る
設

計
と
す

る
た

め
，

す
べ

り
破

壊
せ

ず
に

津
波

が
敷

地
に

浸
水

し
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

。

す
べ

り
安

全
率

す
べ

り
破

壊
し

，
難

透
水

性
を

喪
失

す
る

状
態

「耐
津

波
設

計
に

係
る

工
認

審
査

ガ
イ

ド
」を

準
用

し
て

す
べ

り
安

全
率

1
.2

以
上

と
す

る
。

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

よ
る

地
震

時
荷

重
，

地
震

後
の

繰
返

し
の

襲
来

を
想

定
し

た
津

波
荷

重
，

余
震

や
漂

流
物

の
衝

突
，

風
及

び
積

雪
を

考
慮

し
た

荷
重

に
対

し
，

十
分

な
支

持
性

能
を

有
す

る
地

盤
に

支
持

さ
れ

る
設

計
と
す

る
た

め
，

作
用

す
る

押
し

込
み

力
が

許
容

値
以

下
に

留
ま

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

岩
盤

支
持

力
支

持
機

能
を

喪
失

す
る

状
態

「道
路

橋
示

方
書

・同
解

説
Ⅳ

下
部

構
造

編
（

平
成

1
4
年

３
月

）
」を

踏
ま

え
，

妥
当

な
安

全
余

裕
を

考
慮

し
た

極
限

支
持

力
度

と
す

る
。

 
赤

字
：

荷
重

条
件
 

緑
字

：
要

求
機

能
 

青
字

：
対

応
方

針
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（２） 防潮堤の各部位の性能目標と許容限界 

ａ．鋼管式鉛直壁 

新規制基準への適合性において，防潮堤直下の盛土・旧表

土は沈下対策として地盤改良を行うことを踏まえ，鋼管式鉛

直壁における設置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を

第 1-4 表に示す。鋼管式鉛直壁は一般部と岩盤部があるが，

各部位の性能目標と許容限界については，一般部の整理結果

を岩盤部にも展開するため，以下では一般部を対象に整理す

る。 

 

第 1-4 表 鋼管式鉛直壁における検討要旨 

 

 

鋼管式鉛直壁（一般部）における条文に対応する施設の範

囲及び各部位の役割を第 1-6 図，第 1-7 図及び第 1-5 表に示

す。なお，以下では，津波を遮断する役割を『遮水性』，材料

として津波を通しにくい役割を『難透水性』とし，これらを

総称して『止水性』と整理する。 

 

 

 

（２）防波壁の性能目標と許容限界 

ａ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

新規制基準への適合性において，防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）における設置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を

第 1-2 表に示す。以下の条文を確認することにより，防波壁

（多重鋼管杭式擁壁）の各条文への適合性を確認する。 

 

 

 

 

第1-2 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における検討要旨 

 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における条文に対応する施

設の範囲及び各部位の役割を第 1-3 図及び第 1-3 表に示

す。なお，以下では，津波を遮断する役割を『遮水性』，材

料として津波を通しにくい役割を『難透水性』とし，これ

らを総称して『止水性』と整理する。防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の周辺地盤及び施設護岸については，設置状況に

応じて解析モデルに取り込むが，防波壁の前面に位置して

いる施設護岸については，その損傷による防波壁への影響

が大きいと考えられるため，それが損傷した場合の防波壁

の耐震性への影響を確認する（参考資料 10参照） 。 

鋼管杭間を間詰めしているグラウト材及び改良地盤②は

難透水性の地盤ではあるが，地震により施設護岸が損傷し，

杭間に直接津波波圧が作用した場合には，止水性を担保す

ることが困難であることから，津波の地盤中からの回り込

みに対して万全を期すため，防波壁の背後に地盤改良（改

良地盤③）を実施する（参考資料 10参照）。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

周辺地盤状況の相違

による記載内容の相違 
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第 1-6 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の「施設」の範囲 

 

 

第 1-7 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の役割を期待する範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-3 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の役割を期待する範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-5 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割 

 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，背面補

強工，置換コンクリート，改良地盤及びセメント改良土の具

体的な役割を第 1-6 表のとおり整理した。 

要求機能を満たすために設計上必要な項目（第 1-6 表中

「◎」と記載）を持つ部位として，背面補強工は津波時に鋼

製遮水壁や止水目地とともに止水性（第５条）としての遮水

性を保持すること，置換コンクリートは地震時にすべり安定

性確保（第３条）の役割を主体的に果たすことから，『施設』

と区分する。また，支持地盤や側方地盤としての役割（第 1-6 

表中「○」と記載）を有する改良地盤及びセメント改良土は

『地盤』と区分する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映

する項目「〇」と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

改良地盤の役割である鉛直支持については，鋼管杭（短

杭）及び背面補強工を鉛直支持するために支持力を設計

に反映することから「○」とした。 

第 1-3 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，セメン

トミルク，改良地盤①（砂礫層）及び改良地盤③（防波壁背

後）の具体的な役割を第 1-4 表のとおり整理した。 

 

 

 

 

 

側方地盤としての鋼管杭の変形抑制を主な役割（第 1-4 表

中「○」と記載）とするセメントミルク及び改良地盤①（砂

礫層），また，難透水性の保持を役割とする改良地盤③（防波

壁背後）について，『地盤』と区別する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映

する項目「〇」と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

・セメントミルク，改良地盤①（砂礫層）及び改良地盤③

（防波壁背後）の役割である健全性については，鋼管杭

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 
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改良地盤及びセメント改良土の役割であるすべり安定性

については，基礎地盤のすべり安定性を確保するために

滑動抵抗力（強度特性）を設計に反映することから「○」

とした。 

背面補強工，置換コンクリート，改良地盤及びセメント

改良土の役割である健全性については，鋼管杭の変形を

抑制するために剛性（変形特性）を設計に反映すること

から「○」とした。 

置換コンクリート，改良地盤及びセメント改良土の役割

である止水性については，地盤中からの回り込みによる

浸水を防止するために透水係数を設計に反映することか

ら「〇」とした。なお，透水係数を保守的に考慮しても

津波の滞水時間中に敷地に浸水しないことを浸透流解析

により確認する。 

 

第 1-6 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の具体的な役割 

 

 

以上を踏まえ，鋼管式鉛直壁（一般部）における各部位の

役割に対する性能目標を第 1-7 表に，性能目標を満足するた

めの照査項目と許容限界を第 1-8 表に示す。液状化の影響に

ついては有効応力解析により考慮し，盛土・旧表土の変状に

伴う施設評価への影響を検討する。 

また，液状化に伴う海側の盛土・旧表土斜面部の変状によ

り斜面形状が変化し，荷重伝達経路や津波波圧に影響する可

能性があることから，詳細設計時（工認段階）に影響の程度

の変形を抑制するために剛性（変形特性）を設計に反映

することから「○」とした。 

・セメントミルク，改良地盤①（砂礫層）及び改良地盤③

（防波壁背後）の役割である止水性については，地盤中

からの回り込みによる浸水を防止するために透水係数を

設計に反映することから「〇」とした。なお，透水係数

を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に敷地に浸水し

ないことを浸透流解析により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-4 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

 

 

 

以上を踏まえ，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における各部

位の役割に対する性能目標を第 1-5 表に，性能目標を満足す

るための照査項目と許容限界を第 1-6 表に示す。岩盤は「鋼

管杭の支持」及び「基礎地盤のすべり安定性に寄与」の役割

を有していることから，支持力及び基礎地盤のすべり安全率

により健全性を確認する。液状化の影響については有効応力

解析により考慮し，埋戻土，砂礫層の変状に伴う施設評価へ

の影響を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違による区分の

相違 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

部位

具体的な役割

『施設』と『地盤』の
区分の考え方地震時 津波時

鉛
直
支
持

す
べ
り
安
全
率

耐
震
性

（
鋼
管
杭
の
変
形
抑
制
）

耐
津
波
性

（
遮
水
性
・
難
透
水
性
）

セメントミルク
・鋼管杭間にセメントミルクを設置すること
で，鋼管杭の変形を抑制する。

・鋼管杭間にセメントミルクを設置すること
で，鋼管杭の変形を抑制する。

・難透水性を有するセメントミルクを鋼管
杭間に連続的に設置することで，津波
時の水みちを形成しない。

ー ー ○ ○

鋼管杭の変形抑制が主な役
割であり，施設の側方地盤に
要求される役割と同等であるこ
と，難透水性の保持の役割を
もつことから『地盤』と区分する。

改良地盤①
（砂礫層）

・鋼管杭の海側に改良地盤を設置するこ
とで鋼管杭の変形を抑制する。

・難透水性を保持することで，遮水性を
有する被覆コンクリート壁，止水目地の
下部地盤中からの回り込みによる浸水
を防止する。

ー ー ○ ○

鋼管杭の変形抑制が主な役
割であり，施設の側方地盤に
要求される役割と同等であるこ
と，難透水性の保持の役割を
もつことから『地盤』と区分する。

改良地盤③
（防波壁背後）

・役割に期待しない。

・難透水性を保持することで，遮水性を
有する被覆コンクリート壁，止水目地，
下部地盤中からの回り込みによる浸水
を防止する。

ー ー ー ○
難透水性の保持の役割をもつ
ことから『地盤』と区分する。

26



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を検討する。 

なお，施設である背面補強工及び置換コンクリートのすべ

り安全率の確認においては，地盤と施設を連成した２次元 FEM 

解析により，各要素の破壊状況についても確認し，必要に応

じて破壊の進展を考慮した検討（非線形解析等）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-7 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割に対する性能目

標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，液状化に伴う海側の埋戻土，砂礫層の変状により護

岸形状が変化し，荷重伝達経路や津波波圧に影響する可能性

があることから，詳細設計段階に影響の程度を検討する。 

 

 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に

維持していくために必要な保守管理方法を今後検討してい

く。 

 

 

 

 

第 1-5 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割に対する性

能目標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川 2は保守管理方

法を「ｄ． 損傷モード

の抽出と設計・施工上の

配慮」に記載 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役割

の相違に伴う性能目標

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位

性能目標

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性
（透水性，難透水性）

（第５条）

施
設

鋼管杭

－ －

構造部材の健全性を保持するために，
鋼管杭が概ね弾性状態に留まること。

構造部材の健全性を保持するために，
鋼管杭が概ね弾性状態に留まること。

被覆コンクリート壁
構造部材の健全性を保持するために，
被覆コンクリート壁が概ね弾性状態に
留まること。

止水目地の支持機能を喪失して被覆コ
ンクリート間から有意な漏えいを生じない
ために，被覆コンクリート壁が概ね弾性
状態に留まること。

止水目地
被覆コンクリート壁間から有意な漏え
いを生じないために，止水目地の変
形性能を保持すること。

被覆コンクリート壁間から有意な漏えいを
生じないために，止水目地の変形・遮
水性能を保持すること。

地
盤

セメントミルク － －
鋼管杭の変形を抑制するため，セメ
ントミルクがすべり破壊しないこと。
（内的安定を保持）

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するためセメントミ
ルクがすべり破壊しないこと。（内的安定
を保持）

改良地盤①
（砂礫層）

－ －
鋼管杭の変形を抑制するため，改良
地盤がすべり破壊しないこと。（内的
安定を保持）

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するため改良地盤
がすべり破壊しないこと。（内的安定を
保持）

改良地盤③
（防波壁背後）

－ － －

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するため改良地盤
がすべり破壊しないこと。（内的安定を
保持）

岩盤
鋼管杭を鉛直支持するため，
十分な支持力を保持すること。

基礎地盤のすべり安定性を確
保するため，十分なすべり安全
性を保持すること。

－ －
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第 1-8 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の照査項目と許容限界 

（上段：照査項目，下段：許容限界） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-6 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）各部位の照査項目と許容限

界（上段：照査項目，下段：許容限界） 

 

 
 

 

 

ｂ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

新規性基準への適合性において，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁

壁）における設置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を

第 1-7 表に示す。 

以下の条文を確認することにより，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ

擁壁）の各条文への適合性を確認する。 

 

第 1-7 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における検討要旨 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における条文に対応する施

設の範囲及び各部位の役割を第 1-4 図及び第 1-8 表に示

す。なお，以下では，津波を遮断する役割を『遮水性』，材

料として津波を通しにくい役割を『難透水性』とし，これ

らを総称して『止水性』と整理する。防波壁（鋼管杭式逆

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の性能

目標の相違に伴う許容

限界の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

部位

照査項目と許容限界

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性※1

（透水性，難透水性）
（第５条）

施
設

鋼管杭

－ －

曲げ・せん断

（降伏モーメント（曲げ）及びせん断応力度（せん断））

被覆コンクリート壁
曲げ・せん断

（短期許容応力度以下）

止水目地
変形 変形・水圧

（許容変形量以下） （許容変形量・許容水圧以下）

地
盤

セメントミルク － －
すべり安全率※３

（1.2以上）

改良地盤①
（砂礫層）

－ －

すべり安全率※３

（1.2以上）

改良地盤③
（防波壁背後）

－
すべり安全率※３

（1.2以上）

岩盤
支持力 すべり安全率（基礎地盤）※２

－ －
（極限支持力度） （1.5以上）
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Ｔ擁壁）の周辺地盤及び施設護岸については，設置状況に

応じて解析モデルに取り込むが，防波壁の前面に位置して

いる施設護岸については，その損傷による防波壁への影響

が大きいと考えられるため，それが損傷した場合の防波壁

の耐震性への影響を確認する。 

 

 

第 1-4 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の役割を期待する範囲 

 

第 1-8 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割 

 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，改良地

盤及び改良地盤（鋼管杭前面）の具体的な役割を第 1-9 表の

とおり整理した。 

側方地盤としての鋼管杭の変形抑制を主な役割（第 1-9 表

中「○」と記載）とする改良地盤，また，難透水性の保持を

役割とする改良地盤（鋼管杭前面）について，『地盤』と区別

する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映

する項目「〇」と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

・改良地盤及び改良地盤（鋼管杭前面）の役割である健全性

については，鋼管杭の変形を抑制するために剛性（変形特

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の相

違 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 

 

 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割

施
設

鋼管杭 ・逆Ｔ擁壁を支持する。 ・逆Ｔ擁壁を支持する。

逆Ｔ擁壁 ・止水目地を支持する。 ・止水目地を支持するとともに，遮水性を保持する。

止水目地 ・逆T擁壁間の変形に追従する。 ・逆T擁壁間の変形に追従し，遮水性を保持する。

地
盤

改良地盤※ ・鋼管杭の変形を抑制する。
・鋼管杭の変形を抑制する。
・難透水性を保持する。

改良地盤（鋼管杭前面）
・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，防波壁への相互作用を考
慮する）。

・難透水性を保持する。

岩盤
・鋼管杭及び逆Ｔ擁壁を支持する。
・基礎地盤のすべり安定性に寄与する。

・鋼管杭及び逆Ｔ擁壁を支持する。

埋戻土（掘削ズリ）
・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，防波壁への相互作用を考
慮する）。

・防波壁より陸側については，津波荷重に対して地盤反力として寄与する。

施設護岸，基礎捨石
被覆石，捨石

・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，防波壁への波及的影響を
考慮する）。

・役割に期待しない。

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。

※ RC床板については，保守的に改良地盤として扱う。
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性）を設計に反映することから「○」とした。 

・改良地盤及び改良地盤（鋼管杭前面）の役割である止水性

については，地盤中からの回り込みによる浸水を防止する

ために透水係数を設計に反映することから「〇」とした。

なお，透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に

敷地に浸水しないことを浸透流解析により確認する。 

 

第 1-9 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

以上を踏まえ，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における各部

位の役割に対する性能目標を第 1-10 表に，性能目標を満足す

るための照査項目と許容限界を第 1-11 表に示す。液状化の影

響については有効応力解析により考慮し，埋戻土，砂礫層の

変状に伴う施設評価への影響を検討する。防波壁（鋼管杭式

逆 T擁壁）RC床板部の海側に設置した改良地盤（鋼管杭前面）

は「難透水性の保持」の役割を有するため，「内的安定の保持」

を性能目標として，すべり安全率を 1.2以上確保したうえで，

止水性の観点から保守的に改良地盤を埋戻土として浸透流解

析を実施する。 

また，液状化に伴う海側の埋戻土，砂礫層の変状により護

岸形状が変化し，荷重伝達経路や津波波圧に影響する可能性

があることから，詳細設計段階において影響の程度を検討す

る。 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に

維持していくために必要な保守管理方法を今後検討してい

く。 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違による区分の

相違 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川 2は保守管理方

法を「ｄ． 損傷モード

の抽出と設計・施工上の

配慮」に記載 

 

部位

具体的な役割

地震時 津波時

鉛
直
支
持

す
べ
り
安
全
率

耐
震
性

（
鋼
管
杭
の
変
形
抑
制
）

耐
津
波
性

（
遮
水
性
・
難
透
水
性
）

『施設』と『地盤』の
区分の考え方

改良地盤※

・鋼管杭周辺に改良地盤を設置
することで逆Ｔ擁壁を支持する鋼
管杭の変形を抑制する。

・鋼管杭周辺に改良地盤を設置
することで鋼管杭の変形を抑制す
る。
・難透水性を保持することで，遮
水性を有する逆T擁壁，止水目
地の下部地盤中からの回り込みに
よる浸水を防止する。

ー ー ○ ○

逆Ｔ擁壁を支持する鋼管
杭の変形抑制が主な目的
であり，側方地盤に要求さ
れる役割と同様であること，
難透水性の保持の役割を
持つことから『地盤』と区分す
る。

改良地盤
（鋼管杭前面）

・役割に期待しない。

・難透水性を保持することで，遮
水性を有する逆Ｔ擁壁，止水
目地，下部地盤中からの回り込
みによる浸水を防止する。

ー ー ー ○
難透水性の保持の役割をも
つことから『地盤』と区分する。

凡 例
◎：要求機能を主体的に満たすために設計上必要な項目

（該当する部位を施設と区分する）
○：施設の役割を維持するために設計に反映する項目
ー：設計上考慮しない項目

※ RC床板については，保守的に改良地盤として扱う。
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第 1-10 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割に対する

性能目標 

 

 

第 1-11 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）各部位の照査項目と許容

限界（上段：照査項目，下段：許容限界） 

 

 

ｃ．防波壁（波返重力擁壁） 

新規性基準への適合性において，防波壁（波返重力擁壁）

における設置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を第

1-12 表に示す。 

以下の条文を確認することにより，防波壁（波返重力擁壁）

の各条文への適合性を確認する。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役割

の相違に伴う性能目標

の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の性能

目標の相違に伴う許容

限界の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

部位

性能目標

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性
（透水性，難透水性）

（第５条）

施
設

鋼管杭

－ －

構造部材の健全性を保持するた
めに，鋼管杭が概ね弾性状態に
留まること。

構造部材の健全性を保持するた
めに，鋼管杭が概ね弾性状態に
留まること。

逆Ｔ擁壁
構造部材の健全性を保持するた
めに，逆T擁壁が概ね弾性状態
に留まること。

止水目地の支持機能を喪失して
逆T擁壁間から有意な漏えいを生
じないために，逆T擁壁が概ね弾
性状態に留まること。

止水目地
逆T擁壁間から有意な漏えいを生
じないために，止水目地の変形性
能を保持すること。

逆T擁壁から有意な漏えいを生じ
ないために，止水目地の変形・遮
水性能を保持すること。

地
盤

改良地盤※ － ー
鋼管杭の変形を抑制するため，
改良地盤がすべり破壊しないこと。
（内的安定を保持）

地盤中からの回り込みによる浸水
を防止（難透水性を保持）する
ため改良地盤がすべり破壊しない
こと。（内的安定を保持）

改良地盤
（鋼管杭前面）

－ － －

地盤中からの回り込みによる浸水
を防止（難透水性を保持）する
ため改良地盤がすべり破壊しない
こと。（内的安定を保持）

岩盤
鋼管杭を鉛直支持するため，
十分な支持力を保持すること。

基礎地盤のすべり安定性を確保
するため，十分なすべり安全性を
保持すること。

－ －

※ RC床板については，保守的に改良地盤として扱う。

部位

照査項目と許容限界

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性※1

（透水性，難透水性）
（第５条）

施
設

鋼管杭※４

－ －

曲げ・せん断

（降伏モーメント（曲げ）及びせん断応力度（せん断））

逆Ｔ擁壁
曲げ・せん断

（短期許容応力度以下）

止水目地
変形 変形・水圧

（許容変形量以下） （許容変形量・許容水圧以下）

地
盤

改良地盤※５ － －
すべり安全率※３

（1.2以上）

改良地盤
（鋼管杭前面）

－ － －
すべり安全率※３

（1.2以上）

岩盤
支持力 すべり安全率（基礎地盤）※２

－ －
（極限支持力度） （1.5以上）

※１ 設備及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，改良地盤の透水係数を保守的に考慮しても津波の耐水時間中に浸水しないことを確認する。
※２ 第3条のすべり安全率は施設の外的安定の確認を目的としており，「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価結果に係る審査ガイド」に基づいて1.5以上を許容限界とする。
※３ 第4条・第5条のすべり安全率は各部位の内的安定の確認を目的としており，「耐津波設計に係る審査ガイド」を準用して1.2以上を許容限界とする。
※４ 鋼管杭の杭頭の水平変位量については，地盤改良を実施することにより変形を抑制していることから，許容限界は設定しない。
※５ RC床板については，保守的に改良地盤として扱う。
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第 1-12 表 防波壁（波返重力擁壁）における検討要旨 

 

 

防波壁（波返重力擁壁）における条文に対応する施設の範

囲及び各部位の役割を第1-5(1) 図及び第1-13(1) 表に示す。

なお，以下では，津波を遮断する役割を『遮水性』，材料とし

て津波を通しにくい役割を『難透水性』とし，これらを総称

して『止水性』と整理する。 

また，ケーソンの各部材の名称と地震時（海側方向）及び

津波時にケーソンに作用する荷重図を第 1-5(2) 図に示す。 

地震時及び津波時にケーソンに作用する荷重を踏まえ，ケ

ーソンの各部材に期待する役割を第 1-13(2) 表のとおり整理

すると，ケーソンは常に海に接しており，重力擁壁を支持し

ていることから，地震時及び津波時の役割は同じとなる。 

 

 

 

第 1-5(1) 図 防波壁（波返重力擁壁）の役割を期待する範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，
耐震・耐津波安全性を担保している。

消波ブロック

岩盤

埋戻土（掘削ズリ）

ケーソン（施設護岸）
←海 陸→

砂礫層

グラウンドアンカー※

改良地盤

EL+15m

ＭＭＲ

▽HWL

改良地盤

地盤によるバウンダリ

施設によるバウンダリ

地盤改良部

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ

重力擁壁

西端部 東端部

岩盤
岩盤

重力擁壁

コンクリート
コンクリート，基礎砕石

H鋼材

H鋼材
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第 1-5(2) 図 ケーソンに作用する荷重 

 

第 1-13(1) 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

 

第 1-13(2) 表 ケーソン部材に期待する役割 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，ＭＭＲ

及び改良地盤の具体的な役割を第 1-14 表のとおり整理した。 

施設の支持及び難透水性の保持を主な役割（第 1-14 表中

「○」と記載）とするＭＭＲ及び改良地盤について，『地盤』

と区分する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映

する項目「〇」と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

ＭＭＲ及び改良地盤の役割である鉛直支持については，

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割

施
設

重力擁壁 ・止水目地を支持する。 ・止水目地を支持するとともに，遮水性を保持する。

止水目地 ・重力擁壁間の変形に追従する。 ・重力擁壁間の変形に追従し，遮水性を保持する。

ケーソン ・重力擁壁を支持するとともに，遮水性を保持する。 ・重力擁壁を支持するとともに，遮水性を保持する。

H鋼 ・重力擁壁の滑動を抑制する。 ・重力擁壁の滑動を抑制する。

地
盤

ＭＭＲ
・ケーソン及び重力擁壁を支持する。
・基礎地盤のすべり安定性に寄与する。

・ケーソン及び重力擁壁を支持する。
・難透水性を保持する。

改良地盤
・ケーソン及び重力擁壁を支持する。
・基礎地盤のすべり安定性に寄与する。

・ケーソン及び重力擁壁を支持する。
・難透水性を保持する。

岩盤
・ケーソン及び重力擁壁を支持する。
・基礎地盤のすべり安定性に寄与する

・ケーソン及び重力擁壁を支持する。

埋戻土（掘削ズリ）,
砂礫層

・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，防波壁への相互作
用を考慮する）。

・津波荷重に対して地盤反力として寄与する。

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。

名称 地震時及び津波時の役割

・前壁
・後壁
・側壁

・重力擁壁を支持する
・遮水性を保持する

・底版 ・前壁，後壁，側壁，隔壁を支持する

・隔壁 ・重力擁壁を支持する
・前壁，後壁，側壁，底版の変形を抑制する

・フーチング ・滑動，転倒に対して安定性を確保する
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ケーソン及び重力擁壁を鉛直支持するために支持力を設計に

反映することから「○」とした。 

ＭＭＲ及び改良地盤の役割であるすべり安定性について

は，基礎地盤のすべり安定性を確保するために滑動抵抗力

（強度特性）を設計に反映することから「○」とした。 

ＭＭＲ及び改良地盤の役割である止水性については，地盤

中からの回り込みによる浸水を防止するために透水係数を

設計に反映することから「〇」とした。なお，透水係数を

保守的に考慮しても津波の滞水時間中に敷地に浸水しない

ことを浸透流解析により確認する。 

 

第 1-14 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

 

以上を踏まえ，防波壁（波返重力擁壁）における各部位の

役割に対する性能目標を第 1-15 表に，性能目標を満足するた

めの照査項目と許容限界を第 1-16 表に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）については，地上部である重力擁

壁の性能照査に使用する応答値及び止水目地の変形量を算出

するため，2次元動的 FEM解析（有効応力）による地震応答解

析を実施する。 

ケーソン重量算定の考え方については「港湾の施設の技術

上の基準・同解説（平成 19年 7月）（以下，「港湾基準」）」に

準拠する。ケーソン重量の算定にあたっては，中詰材（銅水

砕スラグ※1 又は砂）を考慮することにより適切に設定する。

中詰材で使用する銅水砕スラグは，砂状で粒子密度が砂より

も大きい材料であり，解析で考慮する重量については，工事

記録や土質試験により得られた結果を用いることにより適切

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役

割の相違による区分の

相違 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

部位

具体的な役割

地震時 津波時

鉛
直
支
持

す
べ
り
安
全
率

耐
震
性

耐
津
波
性

（
遮
水
性
・
難
透
水
性
）

『施設』と『地盤』の
区分の考え方

ＭＭＲ

ケーソン及び重力擁壁の下方にMMRを
設置することで，防波壁を鉛直支持す
るとともに，基礎地盤のすべり安定性に
寄与する。

・ケーソン及び重力擁壁の下方にMMR
を設置することで防波壁を鉛直支持す
る。
・難透水性を保持することで，遮水性を
有する重力擁壁，止水目地の下部地
盤中からの回り込みによる浸水を防止す
る。

○ ○ ー ○

施設の鉛直支持が主な役割で
あり，施設の支持地盤に要求さ
れる役割と同様であることから，
『地盤』と区分する。

改良地盤

ケーソン，重力擁壁及びMMRの下方
の砂礫層を地盤改良（沈下防止）す
ることで防波壁を鉛直支持するとともに，
基礎地盤のすべり安定性に寄与する。

・ケーソン及び重力擁壁の下方の砂礫
層を地盤改良（沈下防止）することで
防波壁を鉛直支持する。
・難透水性を保持することで，遮水性を
有する重力擁壁，止水目地の下部地
盤中からの回り込みによる浸水を防止す
る。

○ ○ ー
○

施設の鉛直支持が主な役割で
あり，施設の支持地盤に要求さ
れる役割と同様であること，難
透水性の保持の役割を持つこと
から，『地盤』と区分する。
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に評価する。港湾基準によると，護岸施設の地震応答解析に

おいて，ケーソン全体に対してコンクリートの解析用物性値

（ヤング率等）を設定しているが，島根 2 号炉ケーソンにつ

いては中詰材の剛性を考慮せずに，ケーソンの躯体のコンク

リート強度と構造に応じた剛性を考慮した解析用物性値を設

定して地震応答解析を実施する。なお，中詰材の重量は，銅

水砕スラグ又は砂の施工状況に応じて付加質量として考慮す

る。ケーソンの照査項目は，曲げ及びせん断とする。詳細は

参考資料 9に示す。 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に

維持していくために必要な保守管理方法を今後検討してい

く。 

※1 銅の精錬過程で発生するスラグを水で細かく砕いた砂

状の物質で一般の砂に比べ密度が大きい。 

 

第 1-15 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割に対する性能

目標 

 

 

第 1-16 表 防波壁（波返重力擁壁）各部位の照査項目と許容限界 

（上段：照査項目，下段：許容限界） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川 2は保守管理方

法を「ｄ． 損傷モード

の抽出と設計・施工上の

配慮」に記載 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の役割

の相違に伴う性能目標

の相違 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

各評価対象部位の性能

目標の相違に伴う許容

限界の相違 

 

 

部位

性能目標

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（第４条）

耐津波性
（透水性，難透水性）

（第５条）

施
設

重力擁壁

－ －

構造部材の健全性を保持するた
めに，重力擁壁が概ね弾性状態
に留まること。

止水目地の支持機能を喪失して
重力擁壁間から有意な漏えいを
生じないために，重力擁壁が概ね
弾性状態に留まること。

止水目地
重力擁壁間から有意な漏えいを
生じないために，止水目地の変形
性能を保持すること。

重力擁壁間から有意な漏えいを
生じないために，止水目地の変
形・遮水性能を保持すること。

ケーソン
構造部材の健全性を保持するた
めに，ケーソンが概ね弾性状態に
留まること。

構造部材の健全性を保持し，有
意な漏えいを生じないために，ケー
ソンが概ね弾性状態に留まること。

H鋼
構造部材の健全性を保持するた
めに，H鋼が概ね弾性状態に留ま
ること。

構造部材の健全性を保持するた
めに，H鋼が概ね弾性状態に留ま
ること。

地
盤

ＭＭＲ

・ケーソン及び重力擁壁を鉛直
支持するため，十分な支持力を
保持すること。

基礎地盤のすべり安定性を確保
するため，十分なすべり安全性
を保持すること。

－

地盤中からの回り込みによる浸
水を防止（難透水性を保持）
するため，MMR及び改良地盤
が破壊しないこと。（内的安定
を保持）

改良地盤

岩盤 －

部位

照査項目と許容限界

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（第４条）

耐津波性※１

（透水性，難透水性）
（第５条）

施
設

重力擁壁

－ －

曲げ・せん断

（短期許容応力度以下）

止水目地
変形 変形・水圧

（許容変形量以下） （許容変形量・許容水圧以下）

ケーソン
（前壁，後壁，側壁）

曲げ・せん断

（短期許容応力度以下）

ケーソン
（底版，隔壁，フーチング）

曲げ・せん断

（限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ以下・せん断耐力以下）

H鋼
せん断

（せん断応力度以下）

地
盤

ＭＭＲ 支持力 すべり安全率（基礎地盤）※２

－

すべり安全率※３

改良地盤 （1.2以上）
（極限支持力度） （1.5以上）

岩盤 －

※１ 設備及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，MMR及び改良地盤の透水係数を保守的に考慮しても津波の耐水時間中に浸水しないことを確認する。
※２ 第3条のすべり安全率は施設の外的安定の確認を目的としており，「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価結果に係る審査ガイド」に基づいて1.5以上を許容限界とする。
※３ 第4条・第5条のすべり安全率は各部位の内的安定の確認を目的としており，「耐津波設計に係る審査ガイド」を準用して1.2以上を許容限界とする。
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ｂ．盛土堤防 

新規制基準への適合性において，防潮堤直下の盛土・旧表

土は沈下対策として地盤改良を行うことを踏まえ，盛土堤防

における設置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を第

1-9 表に示す。 

 

第 1-9 表 盛土堤防における検討要旨 

 

 

盛土堤防における条文に対応する施設の範囲及び各部位の

役割を第 1-8 図，第 1-9 図及び第 1-10 表に示す。セメント

改良土については，堤体として本体部分と海側の道路部分を

一体的に構築しており，津波荷重も全体で受けることから，

海側の道路部分も含めたセメント改良土全体を施設として評

価する。 

なお，セメント改良土の陸側の道路部分（盛土・旧表土）

は，セメント改良土とは異種材料で別々に構築し，構造的に

も一体化していない。荷重に対する抵抗力等の具体的な役割

は期待していないが，適切にモデル化して施設への影響を評

価する。 

 

 

第 1-8 図 盛土堤防の「施設」の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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第 1-9 図 盛土堤防の役割を期待する範囲 

 

 

第 1-10 表 盛土堤防の各部位の役割 

 

 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，セメン

ト改良土，置換コンクリート及び改良地盤の具体的な役割を

第 1-11 表のとおり整理した。 

要求機能を満たすために設計上必要な項目（第 1-11 表中に

「◎」と記載）を持つ部位として，セメント改良土は堤体本

体としての高さ維持（第４・５条），止水性維持（第５条）の

役割を主体的に果たすこと，置換コンクリートは地震時にす

べり安定性確保（第３条）の役割を主体的に果たすことから，

『施設』と区分する。また，支持地盤としての役割（第 1-11 表

中「○」と記載）を有する改良地盤は『地盤』と区分する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映

する項目「〇」と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

改良地盤の役割である鉛直支持については，セメント改

良土を鉛直支持するために支持力を設計に反映すること

から「○」とした。 

改良地盤の役割であるすべり安定性については，基礎地

盤のすべり安定性を確保するために滑動抵抗力（強度特

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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性）を設計に反映することから「○」とした。 

置換コンクリート及び改良地盤の役割である健全性につ

いては，堤体であるセメント改良土の堤体高さ及び難透

水性を維持するために，剛性（変形特性）を設計に反映

することから「○」とした。 

置換コンクリート及び改良地盤の役割である止水性につ

いては，地盤中からの回り込みによる浸水を防止するた

めに透水係数を設計に反映することから「〇」とした。

なお，透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中

に敷地に浸水しないことを浸透流解析により確認する。 

 

第 1-11 表 盛土堤防の各部位の具体的な役割 

 

 

以上を踏まえ，盛土堤防における各部位の役割に対する性

能目標を第 1-12 表に，性能目標を満足するための照査項目と

許容限界を第 1-13 表に示す。液状化の影響については有効応

力解析により考慮し，盛土・旧表土の変状に伴う施設評価へ

の影響を検討する。また，セメント改良土の陸側の盛土・旧

表土（道路）については，荷重に対する抵抗力として期待せ

ず，適切にモデル化して施設への影響を評価する。 

なお，施設であるセメント改良土及び置換コンクリートの

すべり安全率の確認においては，地盤と施設を連成した２次

元 FEM 解析により，各要素の破壊状況についても確認し，必

要に応じて破壊の進展を考慮した検討（非線形解析等）を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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 (2 ) 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮堤高さの設定方針 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は， 津波遡上高さに対して

余裕をもった防潮堤高さを設定している。入力津波高さと防

潮堤高さの関係を第1-2表に示す。 

 

 

第1-2表 入力津波高さと防潮堤高さの関係 

 

第 1-12 表 盛土堤防の各部位の役割に対する性能目標 

 
 

第 1-13 表 盛土堤防の各部位の照査項目と許容限界 

（上段：照査項目，下段：許容限界） 

 

 

 

 

（３） 防潮堤高さの設定方針 

防潮堤は，設計に用いる津波遡上高さ（入力津波高さ）に対

して余裕を持った高さを設定している。入力津波高さと防潮堤

高さの関係を第 1-14 表に，設計裕度のイメージを第 1-10 図に

示す。 

 

第 1-14 表 入力津波高さと防潮堤高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二，女川2】 

入力津波高さ及び防

潮堤又は防波壁の高さ

が相違 
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(3 ) 設計方針 

1) 構造概要 

 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は， 鋼管杭を地盤に対し

て一列に打設し，上部工は鋼管杭と鉄筋コンクリートを連

結させ設置する。 

上部工は，下部工の鋼管杭から上部工に連続する鋼管杭

を鉄筋コンクリートで被覆した部材と， 堤外側に設置する

鉄筋を密に配置した鉄筋コンクリート梁壁部材で構成され

る。これら部材を鉄筋で強固に一体化した鋼管杭5本を1ブ

ロックとした壁体を連続して設置する。このブロック間の

境界には，止水性を確保するための止水ゴム等を設置する。 

また， 防潮壁の堤内側には， 津波による波力低減を目

的とした改良体による地盤高さの嵩上げを行うとともに， 

洗掘防止対策やボイリング対策として，堤内・外の表層部

の地盤改良を実施する。 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の構造概要を第1-3図に，

構成部材とその役割を第1-3表に示す。 

なお，現在設定している材料の仕様については第1-4表の

とおりであるが，今後の詳細設計で仕様変更が想定される。 

 

 

 

 

 

第 1-10 図 防潮堤設計裕度のイメージ 

 

 

（４） 設計方針 

ａ．構造概要 

(a)鋼管式鉛直壁（一般部） 

鋼管式鉛直壁（一般部）の鋼管杭は，長杭（岩盤に支持さ

れる杭）と，長杭の中間に配置する短杭（改良地盤に支持さ

れる杭）から構成される。長杭・短杭いずれも，施工性のた

め上杭（φ2,200mm）と下杭（φ2,500mm）に分けて施工して

おり，接続部周辺をコンクリートで充填している。 

鋼管式鉛直壁（一般部）の正面図を第1-11 図に，断面図を

第1-12 図に，構成部材とその役割を第1-15 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）防波壁高さの設定方針 

防波壁は，設計に用いる津波高さ（入力津波高さ）に対して

余裕を持った高さを設定している。設計に用いる津波高さと防

波壁高さの関係を第 1-17 表 に，設計裕度のイメージを第 1-6 

図に示す。 

第 1-17 表 設計に用いる津波高さと防波壁高さの関係 

 

 

 

 

 
第 1-6 図 防波壁設計裕度のイメージ 

 

 

（４）設計方針 

ａ．構造概要 

(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，１，２号炉北側に配置

し，鋼管杭を岩盤に打設した（根入れ深さ：5.0m程度）。鋼

管杭は，コンクリートで中詰めされた大口径管の多重構造

を採用している。また，岩盤部では隣り合う多重鋼管杭間

にセメントミルクを間詰めし，埋戻土部はグラウト材で間

詰めした。 

被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管

杭を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成される。鋼管

杭６本程度を１ブロックの標準とした壁体を連続して設置

した。このブロック間の境界には，止水性を保持するため

・記載方針の相違 

【東海第二】 

女川2及び島根２炉

は，設計裕度イメージを

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計に用いる津波高さ
（高潮ハザードの裕度を参照）

EL+12.6m

防波壁高さ EL+15.0ｍ

設計裕度 2.4ｍ

▼許容津波高さ

基準津波及び地震による
地形の変化を考慮した

▼最大水位上昇量

▼入力津波高さ

EL+15.0(防波壁高さ)

③参照する裕度
【0.64m】

EL＋11.9m

EL＋12.6m

防波壁の設計に用いる
▼津波高さ

設計の裕度

①朔望平均満潮位

【0.58m】

②潮位のばらつき
【0.14m】

高潮ハザード

の再現期間

100年期待値

【1.36m】

許容値
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第1-3図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の構造概要図 

（ 正面図及び断面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-11 図 鋼管式鉛直壁（一般部）正面図 

 

 

 

第 1-12 図 鋼管式鉛直壁（一般部）断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の止水目地（（４）ａ．(f)参照）を設置する。 

また，地中部の鋼管杭の最外管の間隔は約 30㎝であり，

隣り合う多重鋼管杭間はセメントミルク（岩盤部）又はグ

ラウト材（埋戻土部）で充填されている。 

なお，防波壁の背後に止水性を有する地盤改良を実施す

る対策を行う。（詳細は参考資料１０参照） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図を第 1-7 図に，構

造概要を第 1-8図に示す。 

 

 

 

 

第 1-7 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図 

 

 

第 1-8 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，1，2 号炉北側

全線にわたり多重鋼管杭を連続的に設置した。岩盤上に砂

礫層が堆積している範囲において防波壁前面で薬液注入工

法（特殊スラグ系固化材）により地盤改良を実施した（改

良地盤①）。また，取水路及び屋外排水路設置箇所等で杭

間隔が大きい区間については，側方の鋼管杭に支持された

上部工が横断する構造としており，横断部の地中について

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管杭（単管）

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

イメージ図

1600mm 1600mm

900mm

2200mm2200mm

最外管の間隔
300mm

中詰めモルタル
中詰めコンクリート

グラウト材（埋戻土部）
セメントミルク（岩盤部）鋼管杭断面図

【地中部】
直径2.2m,厚さ25mm

直径2.0m,厚さ25mm

直径1.8m,厚さ25mm

直径1.6m,厚さ25mm

改良地盤③

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 杭間部 断面図

陸

海

凡例

セメントミルク

グラウト材

改良地盤③

1.6
2.4

岩盤

捨石

被覆石

消波ブロック

EL+ 15.0

6
.8

セメントミルク

捨石

EL+ 8.2

5
.0

グラウト材

GL EL+ 8.5

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

改良地盤③

埋戻土
（掘削ズリ）

直径2.2m

直径2.0m

直径1.8m

直径1.6m

【鋼管杭断面図】

中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ

直径2.2m,厚さ25mm
直径2.0m,厚さ25mm
直径1.8m,厚さ25mm
直径1.6m,厚さ25mm

中詰めモルタル
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は，止水性を保持する観点から薬液注入工法（セメント系

固化材）により地盤改良を実施した（改良地盤②）。防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図を第 1-9 図に，平面図（止

水目地位置含む）を第 1-10図に示す。防波壁取水路横断部

（④－④断面）南側には２号炉取水槽，北東端部（⑤－⑤

断面）東側にはサイトバンカ建物，及びその他の断面近傍

には管理事務所４号館などの一般事務建物がそれぞれ隣接

している。 

 

 

第 1-9 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図 

 

 
第 1-10 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の平面図 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，一般部，改良地盤部，

施設護岸前出し部，取水路横断部，北東端部及び西端部で

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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構成される。特徴は以下のとおり。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①断面）に

ついては，施設護岸の南側（陸側）に防波壁（多重鋼

管杭式擁壁）が配置される構造となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）

については，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の南東角部

に位置し，支持地盤が深く，杭長が最も長い箇所であ

る。周辺の砂礫層（海側）に対しては，薬液注入工法

により地盤改良を実施した。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－

③断面）については，施設護岸の北側（海側）に防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置される構造となってい

る。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－④断

面）については，2号炉取水管（φ4.3m）を横断するた

め，側方の多重鋼管杭を南北方向に 2 列配置し，杭頭

連結材を設置した（杭頭部の構造については参考資料

２参照）。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）北東端部（⑤－⑤断面）

については，施設護岸上に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

が配置される構造となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）西端部（⑥－⑥断面）に

ついては，施設護岸の南西側（陸側）に防波壁（多重

鋼管杭式擁壁）が配置される構造となっている。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部の構造を第 1-11(1) 図

に，改良地盤部の構造を第 1-11(2)図に，施設護岸前出し部

の構造を第 1-11(3)図に，取水路横断部の構造を第 1-11(4)

図に，北東端部の構造を第 1-11(5)図に，西端部の構造を第

1-11(6)図に示す。また， 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）を

構成する評価対象部位及び構造上のバウンダリを第1-18表

及び第 1-12 図に，各部位の仕様を第 1-19表に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は被覆コンクリート壁及び

止水目地を構造上のバウンダリとする。また，地中部の改

良地盤③についても構造上のバウンダリとする。 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-11(1) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①）断

面図 

 

第 1-11(2) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②） 

断面図 

 

第 1-11(3) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③

－③）断面図 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-11(4) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－

④）断面図 

 

 

第 1-11(5) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）北東端部（⑤－⑤断面）

断面図 

 

 

第 1-11(6) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）西端部（⑥－⑥断面）

断面図 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記載

内容の相違 
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第1-3表 構成部材と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-15 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管式鉛直壁の鋼製遮水壁は，各鋼管杭の前面に設置す

る。鋼製遮水壁の詳細図を第 1-13 図に示す。鋼製遮水壁の

間は，地震時等に発生する鋼製遮水壁間の変位に追従でき

る止水目地を設置する。止水目地は想定される変位量に応

じ選択する。止水目地の設定例を第 1-14 図に示す。 

なお，ここで示す止水目地の設定例は，沈下対策を実施

しない場合の設定例を示したものであり，沈下対策の実施

により止水目地に要求される変位量は大幅に小さくなるこ

とから，適用する止水目地の仕様については今後の詳細設

計において決定する。 

第 1-18 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-12 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（改良地盤部）における

構造上のバウンダリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，施設範

囲を明示した図面を記

載 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，止水目

地の詳細について，(f)

で記載。 

 

 

 

 

 

EL+15m

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海
陸→

改良
地盤①

砂礫層

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

改良地盤③

鋼管杭（単管）

セメントミルク（岩盤部杭間充填）

グラウト材（埋戻土部杭間充填）

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ
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また，現在設定している材料の仕様については，第 1-16 

表のとおりである。 

 

 

 

第 1-13 図 鋼製遮水壁詳細図（鋼管式鉛直壁（一般部：長杭）） 

 

 

 

第 1-14 図 止水目地の設定例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，止水目

地の詳細について，(f)

で記載。 
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第1-4表 材料仕様 

 

 

 

 

 

2) 上部工の構造概要 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工は，下部工の鋼

管杭から上部工に連続する鋼管を被覆した①被覆型の鋼管

コンクリート構造の柱部材（以下，鋼管鉄筋コンクリート

という）及びその構造の堤外側に設置した②鉄筋コンクリ

ート梁の主筋を密に配置し，せん断耐力筋で補強した壁部

材（以下，鉄筋コンクリート梁壁という）から構成される。

鋼管鉄筋コンクリート及び鉄筋コンクリート梁壁の範囲を

第1-4図に示す。 

鋼管鉄筋コンクリートと鉄筋コンクリート梁壁は，鉄筋

を全部材の外周にも配置することで一体として束ねられ，

鋼管鉄筋コンクリート5本毎を1ブロックとして構成する。 

津波や漂流物に対しては，堤外側の鉄筋コンクリート梁

壁に津波や漂流物の荷重が伝わり，鉄筋コンクリート梁構

造として鋼管鉄筋コンクリートを支点とした連続梁として

抵抗する。その支点反力が鋼管鉄筋コンクリートに伝わり，

下部工の鋼管杭へ荷重伝達される。また堤外側の鉄筋コン

クリート梁壁により，1ブロック内の止水性を確保するとと

もに，ブロック間は別途に止水ジョイントを設けて止水す

る。 

第 1-16 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の仕様 

 

 

 (b)鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）は，岩盤に支持される鋼管杭と，

鋼管杭の前面に設置した鋼製遮水壁で構成される。鋼製遮

水壁及び止水目地については，(a)に示した鋼管式鉛直壁

（一般部）と共通の構造とするが，鋼管式鉛直壁（岩盤部）

の南端より１本目～５本目の鋼管杭の区間は，鋼管杭頂部

をコンクリート巻きしたRC遮水壁とする。鋼管式鉛直壁（岩

盤部）の構造概要を第 1-15 図～第 1-17 図に，構成部材と

その役割を第 1-17 表に示す。 

現在設定している材料の仕様については，第 1-18 表のと

おりである。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-19 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，３号炉東側に配置し，

鋼管杭を岩盤に打設した。「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部

構造編（平成 14 年 3 月）」に示される式によると，極限支

持力が杭先端における単位面積当たりの極限支持力度と杭

先端面積の積で表されることから，杭先端部全周を確実に

支持させるため岩盤不陸を考慮し，0.5m 程度の根入れ深さ

を確保した。（参考資料 3参照）逆Ｔ擁壁は，鋼管杭８本程

度（横断方向に 2 列，縦断方向に 4 列）を１ブロックの標

準とした壁体を連続して設置した（杭頭部の構造について

は参考資料３参照）。このブロック間の境界には，止水性を

保持するための止水目地（（４）ａ．(f)参照）を設置する。 

なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置して

いるが，アンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波

性を担保している。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造概要を第 1-13 図に示

す。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位 仕様

【施設】

鋼管杭

最内管：φ1600mm,t=25mm,SKK490
最内から2番目の管：φ1800mm,t=25mm,SKK490
最内から3番目の管：φ2000mm,t=25mm,SKK490
最外管：φ2200mm,t=25mm, SKK490又はSM490Y
中詰コンクリート（f’ck=18N/mm2）

被覆コンクリート壁
コンクリート：f'ck=24N/mm2

鉄筋 ：SD345

止水目地 ゴムジョイント，シートジョイント：クロロプレンゴム

【地盤】※

セメントミルク qu=9.8N/mm2以上

改良地盤①（砂礫層） 薬液注入工法（セメント系固化材，特殊スラグ系固化材）

※防波壁の背後に実施する地盤改良（改良地盤③）の仕様は詳細設計段階において説明する。
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地震時に対しては，下部工の鋼管杭の応答変位により各

杭間に生じる相対変位から発生する荷重に対して，鋼管鉄

筋コンクリート間を結んでいる鉄筋コンクリート梁壁によ

り抵抗する。鉄筋コンクリート梁壁には， せん断耐力筋が

密に配置されており，梁壁のせん断抵抗力により構造物全

体の健全性を確保することができる。 

 

 

第1-4 図(1) 上部工概要図 

 

 

第1-4 図(2) 上部工上面図 

 

 
第1-4 図(3) 上部工詳細図 

 

 

 

 

第 1-15 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）正面図 

 

 

 

 

 

 

第 1-16 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-13 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）構造概要図 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）については，3号炉東側全線

にわたり鋼管杭を約 4m間隔で配置し，止水性の保持等の観

点から杭間の埋戻土（掘削ズリ）に対して地盤改良を実施

した 。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の縦断図を第 1-14 図に，平

面図（止水目地位置含む）を第 1-15 図に示す。 

 

 

第 1-14 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）縦断図 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-15 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）平面図 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，荷揚護岸北側部，荷揚

護岸南側部，RC 床版部，防波扉南側部及び防波扉北側部で

構成される。特徴は以下のとおり。 

 

・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）荷揚護岸北側部（①－①断

面）については，施設護岸の西側（陸側）に防波壁（鋼

管杭式逆Ｔ擁壁）が配置される構造となっている。 

・防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）荷揚護岸南側部（②－②断

面）については，施設護岸の西側（陸側）に防波壁（鋼

管杭式逆Ｔ擁壁）が配置される構造となっている。 

・防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）RC床版部（③－③断面）に

ついては，施設護岸の西側（陸側）に防波壁（鋼管杭式

逆Ｔ擁壁）が配置される構造となっている。３号炉建設

時において，地盤改良を実施し，その上部に RC床板を設

置している。当該区間は岩盤が浅く，鋼管杭が短いこと

から，地震時及び津波時の鋼管杭の変形量が小さいため，

鋼管杭間の埋戻土（掘削ズリ）に対して地盤改良を実施

していないが，津波による地盤中からの回り込みを防止

することを目的として，鋼管杭の海側に幅の狭い地盤改

良を実施した。 

・防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）防波扉南側部（④－④断面）

については，施設護岸の西側（陸側）に防波壁（鋼管杭

式逆Ｔ擁壁）が配置される構造となっている。 

・防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）防波扉北側部（⑤－⑤断面）

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-17(1)図 南側取付部 概要図（1/2） 

 

については，施設護岸の西側（陸側）に防波壁（鋼管杭

式逆Ｔ擁壁）が配置される構造となっている。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の荷揚護岸北側部の構造を

第 1-16 (1)図に，荷揚護岸南側部の構造を第 1-16 (2)図に，

RC床版部の構造を第 1-16 (3)図に，防波扉南側部の構造を

第 1-16 (4)図に，防波扉北側部の構造を第 1-16 (5)図に示

す。また，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）を構成する評価対

象部位及び構造上のバウンダリを第 1-20表及び第 1-17図

に，各部位の仕様を第 1-21表に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は逆 T擁壁及び止水目地を

構造上のバウンダリとする。また，地中部の改良地盤につ

いても構造上のバウンダリとする。 

 

 

第 1-16(1) 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）荷揚護岸北側部（①－

①断面） 断面図 

 

 

第 1-16(2) 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）荷揚護岸南側部（②－

②断面） 断面図 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-17(2)図 南側取付部 概要図（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-16(3) 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）RC床版部（③－③断

面） 断面図 

 

 

第 1-16(4) 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）防波扉南側部（④－④

断面） 断面図 

 

 

第 1-16(5) 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）防波扉北側部（⑤－⑤

断面） 断面図 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-17 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-18 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位の仕様 

 

 

 

 

 

 

第 1-20 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の評価対象部位の役割 

 

 

 

第 1-17 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）（荷揚護岸北側部）にお

ける構造上のバウンダリ 

 

 

第 1-21 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，施設範

囲を明示した図面を記

載 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象部位 役割 備考

鋼管杭 逆Ｔ擁壁を支持

逆Ｔ擁壁 止水目地を支持，遮水性の保持

止水目地 逆Ｔ擁壁間の遮水性の保持

改良地盤※ 鋼管杭の変形を抑制，難透水性の保持 薬液注入工法，表層改良工法

改良地盤（鋼管杭前面） 難透水性の保持 薬液注入工法

岩盤 鋼管杭及び逆Ｔ擁壁を支持，基礎地盤のすべり安定性に寄与 基礎地盤

埋戻土（掘削ズリ），施設護岸，被覆
石，捨石，基礎捨石，消波ブロック

役割に期待しない

施設の範囲 「役割」を期待する地盤

※ RC床板については，保守的に改良地盤として扱う。

改良地盤

逆T擁壁（鉄筋コンクリート造）

←海
陸→

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

基礎捨石 岩盤

鋼管杭(φ1.3m，t=22mm)
グラウンドアンカー※

EL+15m

▽HWL

被覆石

捨石

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

部位 仕様

【施設】

鋼管杭 φ1300mm,t=22mm,SKK490

逆T擁壁
コンクリート：f'ck=24N/mm2

鉄筋 ：SD345

止水目地 ゴムジョイント，シートジョイント：クロロプレンゴム

【地盤】

改良地盤
薬液注入工法（セメント系固化材，特殊スラグ系固化材），
表層改良工法（セメント系固化材）

改良地盤（鋼管杭前面） 薬液注入工法（セメント系固化材，特殊スラグ系固化材）
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(c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）は，３号炉北側及び防波壁両端

部に配置した。３号炉北側についてはケーソン及びＭＭＲ

（マンメイドロック）を介して岩盤上に設置し，防波壁両

端部については堅硬な地山に直接設置した。（ケーソンの構

造については参考資料４参照）。なお，砂礫層が分布する箇

所については，地盤改良を実施した。重力擁壁は，約 10ｍ

を１ブロックとした壁体を連続して設置する。このブロッ

ク間の境界には，止水性を保持するための止水目地（（４）

ａ．(f)参照）を設置する。 

なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置して

いるが，アンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波

性を担保している。 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要を第 1-18 図に示す。 

 

 

 

第 1-18 図 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図 

 

 

防波壁（波返重力擁壁）については，3号炉北側の概ね全

線にわたり岩盤に支持されているが，一部に砂礫層が介在

する箇所に対して地盤改良を実施した。また，2，3 号炉放

水路がケーソンを貫通する箇所がある。防波壁（波返重力

擁壁）の縦断図を第 1-19 図に，平面図（止水目地位置含む）

を第 1-20 図に示す。防波壁放水路横断部（③－③断面）に

は３号炉放水路（放水接合槽を含む），また，東端部（⑤

－⑤断面）東側にはサイトバンカ建物がそれぞれ隣接して

いる。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-19 図 防波壁（波返重力擁壁）の縦断図 

 

 

第 1-20 図 防波壁（波返重力擁壁）の平面図 

 

防波壁（波返重力擁壁）は，一般部，改良地盤部，放水

路貫通部，輪谷部，東端部及び西端部で構成される。特徴

は以下のとおり。 

・防波壁（波返重力擁壁）一般部（①－①断面）につい

ては，MMRを介して岩盤に直接設置されたケーソン上に

重力擁壁を設置した。 

・防波壁（波返重力擁壁）改良地盤部（②－②断面）に

ついては，ケーソン下部に砂礫層を介在していたこと

から，高圧噴射撹拌工法による地盤改良を実施した。 

・防波壁（波返重力擁壁）放水路貫通部（③－③断面）

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

凡例

施設護岸

止水目地※

防波扉

改良地盤①（砂礫層）

防波壁

屋外排水路横断部

３号炉
取水槽

３号炉
放水槽

３号炉放水路
(幅5.2m×高さ5.2m，2連)

３号炉取水路

２号炉放水路

屋外排水路

屋外排水路

屋外排水路

Ｎ

14.5m 16.5m

①

①

②

②

③

③

④④

⑥

⑥

Ｎ

⑤⑤

Ｎ

３号炉
放水接合槽

２号炉
放水接合槽

サイトバンカ
建物

55



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

については，３号炉放水路（幅 5.2m×高さ 5.2m，2連）

が貫通するケーソン上に重力擁壁を設置した。３号炉

放水路貫通部の放水路（ケーソン）は重力擁壁を間接

支持する構造物とする。 

・防波壁（波返重力擁壁）輪谷部（④－④断面）につい

ては，防波壁（波返重力式擁壁）の東側に位置し，輪

谷湾に面しており，防波壁の海側に消波ブロックを設

置していない断面である。 

・防波壁（波返重力擁壁）東端部（⑤－⑤断面）につい

ては，地震及び津波による沈下やずれを生じさせない

ため，岩盤を露出させ，H鋼（H-350×350×12×19）を

1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山に直接設置す

る設計とした。また，前面及び背面をコンクリートで

被覆した。 

・防波壁（波返重力擁壁）西端部（⑥－⑥断面）につい

ては，地震及び津波による沈下やずれを生じさせない

ため，岩盤を露出させ，H鋼（H-350×350×12×19）を

1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山に直接設置す

る設計とした。また，前面及び背面をコンクリートで

被覆した。 

防波壁（波返重力擁壁）一般部の構造を第 1-21(1) 図に，

改良地盤部の構造を第 1-21(2) 図に，放水路貫通部の構造

を第 1-21(3) 図に，輪谷部の構造を第 1-21(4) 図に，東端

部の構造を第 1-21(5) 図に，西端部の構造を第 1-21(6) 図

に示す。また，東端部の状況写真を第 1-22(1) 図に，西端

部の状況写真を第 1-22(2) 図に，防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）を構成する評価対象部位及び構造上のバウンダリを第

1-22 表及び第 1-23 図に，各部位の仕様を第 1-23 表に示

す。 

防波壁（波返重力擁壁）は重力擁壁，止水目地，ケーソ

ン，MMR及び地盤改良を構造上のバウンダリとする。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-21(1) 図 防波壁（波返重力擁壁）一般部（①－①）断面図 

 

 

第 1-21(2) 図 防波壁（波返重力擁壁）改良地盤部（②－②）断

面図 

 

 

第 1-21(3) 図 防波壁（波返重力擁壁）放水路貫通部（③－③） 

断面図 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）

重力擁壁
（鉄筋コンクリート造）

EL+ 6.5

３号炉
放水

接合槽

岩盤

消波ブロック

EL+ 15.0

▽HWL

EL -13.3

防護コンクリート

1.5

13.0

9.0

8
.5

4
.5

水中基礎コンクリート

ＭＭＲ

EL -4.0

３号炉放水路ケーソン

Ｎ

Ｎ波返重力擁壁（岩盤部）
延長約690m

波返重力擁壁
（改良地盤部）

③

③
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第 1-21(4) 図 防波壁（波返重力擁壁）輪谷部（④－④） 断面

図 

 

 

第 1-21(5) 図 防波壁（波返重力擁壁）東端部（⑤－⑤）断面図 

 

 

第 1-21(6) 図 防波壁（波返重力擁壁）西端部（⑥－⑥）断面図 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-22(1) 図 防波壁（波返重力擁壁）東端部 状況写真 

 

 

 

第 1-22(2) 図 防波壁（波返重力擁壁）西端部 状況写真 

 

第 1-22 表 防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁

（波返重力擁壁）東端部

の状況写真を記載 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁

（波返重力擁壁）西端部

の状況写真を記載 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象部位 役割 備考

重力擁壁 止水目地を支持，遮水性の保持

止水目地 重力擁壁間の遮水性の保持

ケーソン 重力擁壁を支持，遮水性の保持

H鋼 重力擁壁の滑動を抑制 東端部，西端部に設置

MMR ケーソン及び重力擁壁を支持，基礎地盤のすべり
安定性に寄与，難透水性の保持

基礎地盤，24N/mm2

改良地盤 ケーソン及び重力擁壁を支持，基礎地盤のすべり
安定性に寄与，難透水性の保持

基礎地盤（ケーソン下面と岩盤上面の間に，砂礫層が
介在している区間のみ），高圧噴射撹拌工法

岩盤 ケーソン及び重力擁壁を支持，基礎地盤のすべり
安定性に寄与

基礎地盤

埋戻土（掘削ズリ），砂礫層，消波ブロック 役割に期待しない

施設の範囲 「役割」を期待する地盤
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第 1-23 図 防波壁（波返重力擁壁））における構造上のバウンダ

リ 

 

 

第 1-23 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，施設範

囲を明示した図面を記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，
耐震・耐津波安全性を担保している。

消波ブロック

岩盤

埋戻土（掘削ズリ）

ケーソン（施設護岸）
←海 陸→

砂礫層

グラウンドアンカー※

改良地盤

EL+15m

ＭＭＲ

▽HWL

改良地盤

地盤によるバウンダリ

施設によるバウンダリ

地盤改良部

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ

重力擁壁

西端部 東端部

岩盤
岩盤

重力擁壁

コンクリート
コンクリート，基礎砕石

H鋼材

H鋼材

部位 仕様

【施設】

重力擁壁
コンクリート：f'ck=24N/mm2

鉄筋 ：SD345

止水目地 ゴムジョイント，シートジョイント：クロロプレンゴム

ケーソン プレキャストコンクリート

H鋼 H-350×350×12×19，SM490

【地盤】

MMR ケーソン架台に打設した基礎コンクリート，f'ck=24N/mm2

改良地盤 高圧噴射撹拌工法（セメント系固化材）
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(c)盛土堤防 

盛土堤防はセメント改良土の堤体により構成される。ま

た，盛土堤防の海側の道路は堤体の本体部分と連続した構

造としている。 

盛土堤防の断面図を第 1-18 図に，構成部材とその役割を

第 1-19 表に示す。 

また，盛土堤防と鋼管式鉛直壁（一般部）の境界部は，

鋼管式鉛直壁（一般部）の構造に盛土堤防が重なる構造と

する。境界部の概観図を第 1-19 図に示す。 

現在設定している材料の仕様については，第 1-20 表のと

おりである。 

 

 

第 1-18 図 盛土堤防断面図 

 

 

第 1-19 表 盛土堤防の各部位の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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第 1-19 図 盛土堤防と鋼管式鉛直壁の境界部概観図 

 

 

第 1-20 表 盛土堤防を構成する部位と仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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  (d)１号放水連絡通路防波扉 

    １号放水連絡通路防波扉は，防波扉及び扉体支持コンク

リート（開閉機構を支持する鉄筋コンクリート構造物）で

構成される。地震及び津波による沈下やずれを生じさせな

いため，岩盤を露出させ，ＭＭＲ（マンメイドロック）を

介し，堅硬な地山に設置しており，津波荷重や地震荷重等

に対して津波防護機能を十分に保持する設計とした。津波

の流入を防止するため，１号放水連絡通路坑口部（既設）

と扉体支持コンクリートとの取り合い部に止水目地を設置

する。また，両構造物周辺に間詰コンクリートを打設して

周辺地山と一体化を図ることにより地震による変形を抑制

する設計とした。１号放水連絡通路防波扉の設置位置図を

第 1-24図に，設置状況写真を第 1-25 図に，鳥瞰図を 1-26

図に，断面図を 1-27図に示す。 

 

第 1-24 図 １号放水連絡通路防波扉の位置図 

 

第 1-25図 １号放水連絡通路防波扉の設置状況写真 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，放水連

絡通路防波扉を有する

ため記載 
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第 1-26 図 １号放水連絡通路防波扉の鳥瞰図（１） 

 

 

 

 

第 1-27 図 １号放水連絡通路防波扉の断面図（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，１号放

水連絡通路防波扉を有

するため記載 
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１号放水連絡通路坑口部（既設）については，一部区間

において既設コンクリートが設置されていないため，コン

クリートにより補強する。1号放水連絡通路坑口部（既設）

及び既設連絡津路取り合い部については，追加で実施する

コンクリートにより耐震・耐津波性を有する構造とするが，

念のため変形・遮水性能を保持する止水目地を追加で設置

する。１号放水連絡通路防波扉の鳥瞰図を第 1-28 図に，断

面図を第 1-29図に，構造部位とその役割及び施設の範囲を

第 1-24表及び第 1-30 図に，評価対象部位の仕様を第 1-25 

表に示す。 

 

 

 

第 1-28 図 １号放水連絡通路防波扉の鳥瞰図（２） 

 

 

第 1-29図 １号放水連絡通路防波扉の断面図（２） 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，１号放

水連絡通路防波扉を有

するため記載 
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第 1-24 表 １号放水連絡通路防波扉の各部位の役割 

 

 

 

 
第 1-30図 １号放水連絡通路防波扉「施設」の範囲 

 

第 1-25表 １号放水連絡通路防波扉の各部位の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，１号放

水連絡通路防波扉を有

するため記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象部位 役割 備考

防波扉 遮水性の保持

扉体支持コンクリート 防波扉（開閉機構含む）の支持，止水目地の
支持，遮水性の保持

止水目地（追加） １号炉放水連絡通路間の止水機能の保持

【地盤】

MMR 防波扉及び扉体支持コンクリートを支持 基礎地盤

間詰コンクリート 扉体支持コンクリートの変形を抑制

改良地盤 間詰コンクリートを支持 周辺地盤
表層改良工法

岩盤 防波扉及び扉体支持コンクリートを支持 基礎地盤

施設の範囲
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  (e)防波扉 

防波壁通路防波扉は，３号炉東側に１箇所，１，２号炉

北側に３箇所，１号放水連絡通路に１箇所の計５箇所に設

置しており，鋼製の主桁，補助縦桁及びスキンプレート等

により構成される。防波壁通路防波扉は津波荷重や地震荷

重等に対して浸水防止機能を十分に保持設計とした。３号

炉東側の防波扉（①）及び 1，2号炉北側の防波扉（②～④）

は下部及び側部に設置した水密ゴムにより遮水性を確保し

ている。防波扉下部に設置した水密ゴムは津波による水圧

により扉に押し付けられる構造としている（防波扉断面図 

詳細図参照）。なお，防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）

については，開状態において扉を支持する受枠構造物が設

置されている。この受枠構造物は，上位クラス施設の防波

壁に近接していることから，波及的影響を評価するものと

する。 

防波扉の位置図を第 1-31 図に，構造を第 1-32～40図に，

設置状況を第 1-41～45図に，防波扉を構成する評価対象部

位の役割及び施設の範囲を第 1-26 表及び第 1-46 図に示

す。 

 

 

第 1-31 図 防波壁通路防波扉の位置図 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-32 図 防波壁通路防波扉（３号炉東側）① 正面図 

 

 

 

第 1-33図 防波壁通路防波扉（３号炉東側）① 断面図 

 

 

 

第 1-34図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 正面図 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-35 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 断面図 

 

第 1-36図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 正面図 

 

第 1-37図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 断面図 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-38図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 正面図 

 

第 1-39図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 断面図 

 

第 1-40図 防波壁通路防波扉（１号放水連絡通路） 正面図・断

面図 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-41図 防波壁通路防波扉（３号炉北側）① 設置状況 

 

 

 

第 1-42図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-43図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 設置状況 

 

 

 

 

 

第 1-44図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 設置状況 

 

1号放水連絡通路防波扉（⑤）は扉前面に設置した下部水

密ゴム，背面に取り付けた側部及び上部水密ゴムにより遮水

性を確保している。 

1号放水連絡通路防波扉は開閉時に上昇・下降する機構と

なっており，下部水密ゴムは閉状態で押さえ板に押し付けら

れる構造としている。 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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第 1-45図 防波壁通路防波扉（１号放水連絡通路防波扉）⑤ 設

置状況 

 

第 1-26表 防波壁通路防波扉の各部位の役割 

 

 

第 1-46図 防波壁通路防波扉「施設」の範囲 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，防波扉

を有するため記載 
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  (f)止水目地 

防波壁の施工ブロック間の目地部からの津波の流入を防

止するため，止水目地を設置する。なお，防波壁の縦断方

向に地形の急変部はないことから，隣合う施工ブロック同

士の地震時の変形量及び位相は概ね一致するが，保守的に

位相が逆になったことを考慮して，最大相対変形量を２倍

して算出（絶対値和に保守性を考慮）し，それに応じて決

定した仕様を，同一構造型式内のすべての止水目地に採用

する。（詳細は１．（４）f.(a)参照） 

止水目地は，隣接する防波壁の施工ブロック間の地震時

の相対変形に応じ，ゴムジョイント又はシートジョイント

を採用する。また，遡上する津波波圧に対する耐津波性を

有し，入力津波高さを踏まえた設計とする。 

ゴムジョイント及びシートジョイントは止水性を保持さ

せるため，鋼製部材（押え板，アンカーボルト）で固定す

る。止水目地の許容変形量，許容水圧及び耐久性は，メー

カー規格及び基準を参考に定める。また，施工ブロック間

の地震時の相対変形及び津波波圧に対して，メーカー規格

及び基準と比較し，上回る場合は性能試験を実施し，許容

限界を再設定する。止水目地は，津波漂流物の衝突による

損傷を防止するため，防波壁の陸側に設置する。 

防波壁（波返壁重力式擁壁）を例に止水目地の設置箇所，

及びを第 1-47 図に示す。 

各構造形式の防波壁において，最も相対変形が大きくな

る断面は以下のとおり。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）：岩盤が最も深部に位置し，

かつ基礎捨石の下側に改良地盤及び砂礫層が存在する

「②-②断面」 

・防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）：岩盤が最も深部に位置す

る「⑤‐⑤断面」 

・防波壁（波返重力擁壁）：輪谷湾に面し，岩盤が最も深

部に位置する「④-④断面」 

なお，詳細設計段階において決定する地下水位に基づき，

地震時及び津波時の解析を実施し，最も相対変形が大きく

なる断面位置と最終変形量を確定する。 

各構造形式において最大相対変形が生じる断面位置を第

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，止水目

地の設計方針を(f)で記

載 
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1-48 図に示す。 

 

 

第 1-47 図 防波壁の止水目地の設置個所及び概要図 

 

 

第 1-48 図 各構造形式において最大相対変形が生じる断面位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，止水目

地の設計方針を(f)で記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴムジョイント（相対変形：小）

シートジョイント（相対変形：大）

陸側

GL EL+6.5m

EL+12.6m※

EL+15m

海側

止水目地根入れ部

止水目地の設置箇所（例）（防波壁断面図（波返重力擁壁））

止水目地設置箇所

※ 止水目地の設置高さは入力津波高さ（11.8m）に参照する裕度（0.74m ）を考慮した高さとした。

防波壁

止水目地 概要図

押え板

アンカーボルト

目地

目地

押え板

アンカーボルト
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防波壁には異種構造型式の境界部が３箇所存在するた

め，構造を擦り付けることで離隔が生じないように設置

した。目地からの津波の流入を防止するため，境界に止

水目地を設置する。異種構造形式間の止水目地は，隣合

う構造形式のそれぞれの最大変形量に位相差を考慮して

最大相対変形量を算出し，それに応じて決定した仕様を

採用する。 

防波壁構造形式の境界位置図を第 1-49 図に，境界部の

止水目地の形状を第 1-50 図に示す。 

 

第 1-49 図 防波壁の構造形式の境界位置図 

 

第 1-50図 防波壁構造形式境界部の止水目地形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，止水目

地の設計方針を(f)で記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①波返重力擁壁/
鋼管杭式逆T擁壁 境界

②鋼管杭式逆T擁壁/
多重鋼管杭式擁壁 境界

③多重鋼管杭式擁壁/
波返重力擁壁 境界
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ｂ．防潮堤設置位置の地質構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防潮堤縦断方向の地質構造の分布を第 1-20 図に示す。ま

た，盛土堤防及び鋼管式鉛直壁の地質断面図※を第 1-21 図～

第 1-32 図に示す。 

※：盛土堤防の地質断面図は第 700 回審査会合（女川原子

力発電所２号炉耐震重要施設及び常設重大事故等対処

施設の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について）

で示した置換コンクリート範囲の変更を反映。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．防波壁設置位置の地質構造 

   防波壁周辺の被覆層の分布状況及び地山の岩盤の分布状況

を第 1-51図に示す。 

 

 

第 1-51 図 敷地の被覆層 平面図 

 

(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩相縦断図を第1-52図 に，

岩級縦断図を第 1-53 図 に，地質断面図を 第 1-54～58 図

に示す。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，杭を介して主に

CM級及び CH級岩盤に支持されており，縦断方向に応じた地

質変化部は存在しない。 

また，耐震評価候補断面の整理方針を第 1-27表に示す。

各断面の特徴は以下のとおり。 

・①-①断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周

辺には埋戻土（掘削ズリ）等が分布している。 

・②－②断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，

周辺には埋戻土（掘削ズリ），砂礫層等が分布している 

・③－③断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，

周辺には埋戻土（掘削ズリ）等が分布している。 

・④－④断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，

周辺には埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

   ・⑤－⑤断面は，鋼管杭を岩盤に根入れする。また，周辺

には埋戻土（掘削ズリ）等が分布している。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

女川2及び島根２号炉

は，防波壁設置位置の地

質構造を記載 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁

周辺の被覆層の分布状

況及び地山の岩盤の分

布状況を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁

の構造形式別に地質構

造を記載。また，各断面

の地質の特徴を記載。 

 

 

 

 

凡例
：調査位置
：埋戻土（掘削ズリ）
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）
：埋戻土（掘削ズリ）+砂礫層
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）+砂礫層
：砂礫層
：岩盤に支持される構造物
：岩盤

３号炉

２号炉 １号炉
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第 1-20 図 防潮堤の地質構造分布（縦断図） 

 

 

 

 

第 1-21 図 防潮堤 盛土堤防 横断図（A-A’） 

 

 

 

第 1-22 図 防潮堤 盛土堤防 横断図（B-B’） 

 

 

第 1-52図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩相縦断図 

 

 

第 1-53図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩級縦断図 

 

 

第 1-54図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（①－①） 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

取水路横断部 施設護岸前出し部 一般部 一般部 改良地盤部

（②-②断面）（①-①断面）（④-④断面） （③-③断面）

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東南西←

取水路横断部 施設護岸前出し部西端部

西←

一般部

折
れ

点

折
れ

点

（⑥-⑥断面） （⑤-⑤断面）

北東端部

取水路横断部 施設護岸前出し部 一般部 一般部 改良地盤部

（②-②断面）（①-①断面）（④-④断面） （③-③断面）

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東南西←

取水路横断部 施設護岸前出し部

西←

一般部

折
れ

点

折
れ

点

（⑥-⑥断面）

西端部

北東端部

（⑤-⑤断面）
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第 1-23 図 防潮堤 盛土堤防 横断図（C-C’） 

 

 

第 1-24 図 防潮堤 盛土堤防及び鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図

（D-D’） 

 

 

第 1-25 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図（E-E’） 

 

 

 

 

第 1-55図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（②－②） 

 

 

第 1-56図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（③－③） 

 

 

 

第 1-57 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（④－④） 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 
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第 1-26 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図（F-F’） 

 

 

 

第 1-27 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図（G-G’） 

 

 

 

 

 

第 1-28 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図（H-H’） 

 

 

第 1-58 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（⑤－⑤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 
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第 1-29 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（一般部） 横断図（I-I’） 

 

 

 

第 1-30 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（岩盤部） 横断図（J-J’） 

 

 

 

 

 

第 1-31 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（岩盤部） 横断図（K-K’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 
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第 1-32 図 防潮堤 鋼管式鉛直壁（岩盤部） 横断図（L-L’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 
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第 1-27 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は耐震評価

候補断面の整理を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭4,5本程度を標準とした壁体を連続して

設置している。
・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンク

リートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭６本程度を標準とした壁体を連続して設

置している。
・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンクリー

トで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，支持され
ている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：18.1m

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，支持されて
いる。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布し，
基礎捨石の下側に改良地盤及び砂礫層が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：22.9m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断方向
・北側に施設護岸が隣接する。
・南側に埋戻土（掘削ズリ）上に直接基礎形式で設置された北口警備

所が隣接する。

・北側に施設護岸が隣接する。
・北東側に埋戻土（掘削ズリ）上に直接基礎形式で設置された管理事務

所４号館が隣接する。

縦断方向 ・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

施設護岸前出し部（③-③断面） 取水路横断部（④-④断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭8本程度を標準とした壁体
を連続して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭1６本程度による壁体を設
置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ（海側，陸側に2列配置）

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：20.8m

・鋼管杭を根入れ深さ7.0m程度で主にCM級及びCH級岩
盤に打設し，支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布している。
・地表面から岩盤までの深さ：16.8m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断
方向

・南側に施設護岸が隣接する。 ・南側に施設護岸及び２号炉取水槽が隣接する。

縦断
方向

・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

北東端部（⑤-⑤断面） 西端部（⑥-⑥断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭4本を標準とした壁体を設
置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭5本程度による壁体を連続
して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅3.25m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.80～2.20ｍ

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCH級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：12.7m

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級及びCH級岩
盤に打設し，支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布している。
・地表面から岩盤までの深さ：9.5m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断
方向

・施設護岸上に鋼管杭を設置している。
・東側に岩盤上に直接基礎形式で設置されたサイトバンカ建

物が隣接する。
・北東側に施設護岸が隣接する。

縦断
方向

・異種構造形式（波返重力擁壁）が隣接する。 ・異種構造形式（鋼管杭式逆T擁壁）が隣接する。

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。
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(b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩相縦断図を第1-59図 に，

岩級縦断図を第 1-60 図 に，地質断面図を 第 1-61～64 図

に示す。防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，杭を介して主に

CM級及び CH級岩盤に支持されており，縦断方向に応じた地

質変化部は存在しない。 

また，耐震評価候補断面の整理方針を第 1-28表に示す。

各断面の特徴は以下のとおり。 

・①－①断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，

周辺の埋戻土（掘削ズリ）を地盤改良している。 

・③－③断面は，鋼管杭を岩盤に根入れする。また，周辺

の埋戻土（掘削ズリ）を地盤改良している。 

・④－④断面は，鋼管杭を岩盤に根入れする。また，周辺

の埋戻土（掘削ズリ）を地盤改良している。 

・⑤－⑤断面は，鋼管杭を岩盤に根入れする。また，周辺

の埋戻土（掘削ズリ）を地盤改良している。 

 

 

 

第 1-59 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩相縦断図 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管杭式
逆Ｔ擁壁
延長約320m

Ｎ

▽ EL+15.0m

鋼管杭式逆Ｔ擁壁

北← →南

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

北←→南 東←    →西

（①-①断面）

折
れ

点

折
れ

点

（⑤-⑤断面） （④-④断面） （③-③断面） （②-②断面）

防波扉南側部
荷揚護岸
北側部

荷揚護岸部 荷揚護岸南側部防波扉北側部 防波扉部 RC床板部
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第 1-60 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩級縦断図 

 

 

第 1-61 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

 

第 1-62 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質断面図（③－③） 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違による

記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ EL+15.0m E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

折
れ

点

折
れ

点

鋼管杭式逆Ｔ擁壁

北← →南北←→南 東←    →西

（①-①断面）（⑤-⑤断面） （④-④断面） （③-③断面） （②-②断面）

防波扉南側部
荷揚護岸
北側部

荷揚護岸部 荷揚護岸南側部防波扉北側部 防波扉部 RC床板部
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第 1-63 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質断面図（④－④） 

 

 

第 1-64 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質断面図（⑤－⑤） 

 

第 1-28 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）） 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は耐震評価

候補断面の整理を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点
防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）

荷揚護岸北側部（①-①断面） 荷揚護岸南側部（②-②断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式
・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭8本を１ブロックとした壁体を連続して設置した。

・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭6本又は8本を１ブロックとした壁体を連続して設置
した。

寸法
・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ7.0m
・鋼管杭：φ1.3m

・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ7.0m
・鋼管杭：φ1.3m

③周辺
状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCM級岩盤に対して打
設し，支持されている。

・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：10.3m

・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCH級岩盤に対して打設
し，支持されている。

・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：10.0m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断方向 ・なし ・なし

縦断方向 ・なし ・異種構造形式（多重鋼管杭式擁壁）が隣接する。

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。
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(c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）岩相縦断図を第 1-65 図 に，岩

級縦断図を第 1-66 図 に，地質断面図を 第 1-67 図～第

1-72 図に示す。防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，直接又は

ケーソンを介して主に CM 級及び CH 級岩盤に支持されてお

り，縦断方向に応じた地質変化部は存在しない。 

また，耐震評価候補断面の整理方針を第 1-29表に示す。

各断面の特徴は以下のとおり。 

・①－①断面は，岩盤上にケーソンを介して重力擁壁を設

置した。また，背面の周辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）

が分布している。 

・②－②断面は，岩盤上の砂礫層を高圧噴射撹拌工法によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁

の構造形式別に地質構

造を記載。また，各断面

の地質の特徴を記載。 

観点
防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）

RC床板部（③-③断面） 防波扉南側部（④-④断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式
・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭8本を１ブロックとした壁体を連続して設置した。

・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭6本又は8本を１ブロックとした壁体を連続して設置
した。

寸法
・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ7.0m
・鋼管杭：φ1.3m

・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ7.0m
・鋼管杭：φ1.3m

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCM級岩盤に対して打
設し，支持されている。

・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布して
いる。なお，一部岩盤が浅い区間において，防波壁前面
のみ改良地盤を設置している。

・地表面から岩盤までの深さ：6.3m

・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCM級岩盤に対して打
設し，支持されている。

・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：14.5m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構
造物

横断
方向

・なし ・なし

縦断
方向

・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

観点
防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）

防波扉北側部（⑤-⑤断面）

要求機能 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし

②構造的特徴

形式
・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭6本又は10本を１ブロックとした壁体を連続して設置した。

寸法
・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ8.5m
・鋼管杭：φ1.3m

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCM級岩盤に対して打設し，支
持されている。

・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布している。
・捨石部の一部については，地盤改良を実施している。
・地表面から岩盤までの深さ：16.5m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断
方向

・東側に施設護岸が隣接する。

縦断
方向

・異種構造形式（波返重力擁壁）が隣接する。

④地震力特性
・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での
断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。
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り地盤改良し，その上部にケーソンを介して重力擁壁を

設置した。また，背面の周辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）

が分布している。 

・③－③断面は，防波壁下部のケーソンを 3 号炉放水路が

貫通している。 

・④－④断面は，岩盤上にケーソンを介して重力擁壁を設

置した。また，背面の周辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）

が分布している。 

・⑤－⑤断面は，岩盤上に直接，重力擁壁を設置した。 

・⑥－⑥断面は，岩盤上に直接，重力擁壁を設置した。 

 

 

 

第 1-65 図 防波壁（波返重力擁壁）の岩相縦断図 

 

 

第 1-66 図 防波壁（波返重力擁壁）の岩級縦断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ
波返重力擁壁（岩盤部）

延長約690m

波返重力擁壁
（改良地盤部）

Ｎ Ｎ波返重力擁壁（岩盤部）
延長約30m

一般部

波返重力擁壁（岩盤部）

改良地盤
ＭＭＲ

▽ EL+15.0m

２号炉放水路 ３号炉放水路

波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁
（改良地盤部）

西← →東南西←

E.L.(m)

0

-50

0

-50

北西← →南東→北東

E.L.(m)

北← →南

輪谷部改良地盤部

（③-③断面） （①-①断面） （④-④断面）

▽ EL+15.0m

波返重力擁壁(岩盤部)

E.L.(m)

0

-50

→北東

東端部

（⑤-⑤断面）

西端部 一般部

一般部

放水路貫通部 一般部放水路貫通部

折
れ

点

折
れ

点

折
れ

点

一般部

波返重力擁壁（岩盤部）

改良地盤
ＭＭＲ

▽ EL+15.0m

２号炉放水路 ３号炉放水路

波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁
（改良地盤部）

西← →東南西←

E.L.(m)

0

-50

0

-50

北西← →南東→北東

E.L.(m)

北← →南

輪谷部改良地盤部

（③-③断面）（⑥-⑥断面） （②-②断面） （①-①断面） （④-④断面）

▽ EL+15.0m

波返重力擁壁(岩盤部)

E.L.(m)

0

-50

→北東

東端部

（⑤-⑤断面）

西端部 一般部

一般部

放水路貫通部 一般部放水路貫通部

折
れ

点

折
れ

点

折
れ

点

88



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-67 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

 

第 1-68 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（②－②） 

 

 

 

第 1-69 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（③－③） 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽海水位

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン
消波ブロック

被覆ブロック

基礎捨石

▽EL+6.5

埋戻土（掘削ズリ）

▽ 地下水位

（単位：m）

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン
消波ブロック

被覆ブロック

基礎捨石

▽EL+6.5

埋戻土（掘削ズリ）

▽ 地下水位▽ 海水位

（単位：m）

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

消波ブロック

▽ 地下水位

（単位：m）

▽ 海水位
被覆ブロック

基礎捨石

折
れ

点
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第 1-70 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（④－④） 

 

 

 

第 1-71 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（⑤－⑤） 

 

 

 

第 1-72 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（⑥－⑥） 

 

 

 

・地質状況の相違 

【女川2】 

地質状況の相違によ

る記載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン

埋戻土（掘削ズリ）

▽ 海水位 ▽ 地下水位

（単位：m）
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第 1-29 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（波返重力擁壁）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は耐震評価

候補断面の整理を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点
防波壁（波返重力擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面） 放水路貫通部（③-③断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし ・なし

②構造
的特徴

形式
・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の
壁体を連続で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の壁
体を連続で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の壁
体を連続で設置している。

寸法
・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

③周辺
状況

周辺地質

・ケーソンを介して主にCM級岩盤に支持される。
・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布し
ている。

・地表面から岩盤までの深さ：21.2m

・高圧噴射撹拌工法により地盤改良を実施して
いる改良地盤部が存在する。

・ケーソンを介して主にCM級岩盤または改良地
盤に支持される。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫
層が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：29.0m

・ケーソンを介して主にCH級岩盤に支持される。
・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：16.3m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断方向 ・なし ・なし
・南北両側に3号炉放水路が隣接する。
・南側に放水接合槽が隣接する。

縦断方向 ・なし ・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

観点
防波壁（波返重力擁壁）

輪谷部（④-④断面） 東端部（⑤-⑤断面） 西端部（⑥-⑥断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の
壁体を連続で設置している。

・下端部にH鋼（H-350×350×12×19）を
1m間隔で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の壁
体を連続で設置している。

・端部にかけて岩盤に擦り付く。
・下端部にH鋼（H-350×350×12×19）を
1m間隔で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート造の壁
体を連続で設置している。

・端部にかけて岩盤に擦り付く。
・下端部にH鋼（H-350×350×12×19）を
1m間隔で設置している。

寸法
・幅1.50m
・高さ6.50m（地上部のみ）

・幅1.00m
・高さ7.50m

・幅1.50m
・高さ8.50m

③周辺
状況

周辺地質

・ケーソンを介して主にCM級岩盤に支持される。
・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布し
ている。

・地表面から岩盤までの深さ：23.2m

・主にCH級岩盤に直接支持される。
・地表面から岩盤までの深さ：0.0m

・CＭ級岩盤に直接支持される。
・地表面から岩盤までの深さ：0.0m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構
造物

横断
方向

・なし
・東側に岩盤上に直接基礎形式で設置されたサ
イトバンカ建物が隣接する。

・なし

縦断
方向

・異種構造形式（鋼管杭式逆T擁壁）が隣接
する。

・異種構造形式（多重鋼管杭式擁壁）が隣接
する。

・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。
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ｃ．防潮堤に作用する荷重と部位の役割 

防潮堤は，鋼管式鉛直壁（一般部），鋼管式鉛直壁（岩盤部）

及び盛土堤防の３つの構造形式に分かれているが，それぞれ

に作用する荷重に対し各部位が所要の機能を発揮して構造成

立性を確保することが必要であることから，作用する荷重，

構造体の変形モード及び各部位の役割について，地震時，津

波時及び重畳時（津波＋余震時）に分けて整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地震時 

ⅰ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

地震時において，鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位は，

地震荷重及び地震後に来る津波に対して防潮堤の機能

（津波に対する止水性）を維持するため，第 1-21 表及び

第 1-22 表に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（一般部）における地震時の変形モード

及び荷重図を第 1-33 図に示す。 

 

 

第 1-21 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割（地震時） 

 

ｃ．防波壁に作用する荷重と発生断面力 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返

重力擁壁の３つの構造形式に分かれているが，それぞれに作

用する荷重に対し各部位が所要の機能を発揮して構造成立性

を確保することが必要であることから，作用する荷重，構造

体の発生断面力について，地震時及び津波時に分けて整理す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地震時 

ⅰ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（海側方向）の

荷重図と発生断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-73 

図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

海側に位置する施設護岸及び埋戻土の受働抵抗は考

慮しない。 

防波壁に作用する地震力（慣性力及び主働土圧）は，

防波壁を介して鋼管杭前面の岩盤に伝わり，反力とし

て受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

発生断面力は基礎捨石と岩盤との境界に集中する。 
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第 1-22 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の地盤の役割（地震時） 

 

 

 

 

第 1-33 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の変形モード及び荷重図（地

震時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-73 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（海側方向）の

荷重図と発生断面力イメージ図 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（陸側方向）の

荷重図と発生断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-74 

図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

海側に位置する施設護岸及び埋戻土は，主働土圧と

して考慮する。 

防波壁に作用する地震力（慣性力及び主働土圧）は，

防波壁を介して鋼管杭背後の岩盤及び埋戻土に伝わ

り，反力として受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

基礎捨石と岩盤（根入れ部）の剛性差によって岩盤

の受働抵抗が大きくなることから，せん断及び曲げモ

ーメントは埋戻土と岩盤との境界に集中する。 

 

 

第 1-74 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（陸側方向）の

荷重図と発生断面力イメージ図 
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ⅱ．鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

地震時において，鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位は，

地震荷重及び地震後に来る津波に対して防潮堤の機能

（津波に対する止水性）を維持するため，第 1-23 表及び

第 1-24 表に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）における地震時の変形モード

及び荷重図を第 1-34 図に示す。 

 

第 1-23 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位の役割（地震時） 

 

第 1-24 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の地盤の役割（地震時） 

 

 

 

 

 

 

第 1-34 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の変形モード及び荷重図（地

震時） 

 

 

 

 

 

ⅱ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地震時（海側方向）の

荷重図と発生断面力断面力（応力状態）のイメージ図を

第 1-75 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

逆Ｔ擁壁及び鋼管杭に作用する地震力（慣性力及び

主働土圧）は，竪壁・フーチング・鋼管杭を介して鋼

管杭前面の改良地盤に伝わり，反力として受働抵抗が

働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

逆Ｔ擁壁の断面力は竪壁とフーチングとの接合部に

集中する。また，鋼管杭とフーチング及び岩盤との接

合部がヒンジ構造であるため，鋼管杭の曲げモーメン

トは鋼管杭中央付近，せん断力は鋼管杭両端に集中す

る。 

 

第 1-75 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地震時（海側方向）の

荷重図と発生断面力イメージ図 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地震時（陸側方向）の

荷重図と発生断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-76 

図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

逆Ｔ擁壁及び鋼管杭に作用する地震力（慣性力及び

主働土圧）は，竪壁・フーチング・鋼管杭を介して鋼

管杭背後の改良地盤に伝わり，反力として受働抵抗が

働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，発生断面

力について説明 
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逆Ｔ擁壁の断面力は竪壁とフーチングとの接合部に

集中する。また，鋼管杭とフーチング及び岩盤との接

合部がヒンジ構造であるため，鋼管杭の曲げモーメン

トは鋼管杭中央付近，せん断力は鋼管杭両端に集中す

る。 

 

第 1-76 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地震時（陸側方向）の

荷重図と発生断面力イメージ図 

 

ⅲ．防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）の地震時（海側方向）の荷重

図と発生断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-77 図に

示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

地震力に対して海側に位置する消波ブロックは，受

働抵抗として期待しない。 

重力擁壁およびケーソンに作用する地震力（慣性力

及び主働土圧）は，重力擁壁・ケーソンを介して前面

の捨石およびケーソンの底面に伝わり，反力として受

働抵抗および底面摩擦が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

重力擁壁には受働抵抗が作用しないため，重力擁壁

の発生断面力は重力擁壁付け根に集中する。 
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第 1-77 図 防波壁（波返重力擁壁）の地震時（海側方向）の荷重

図と発生断面力イメージ図 

 

防波壁（波返重力擁壁）の地震時（陸側方向）の荷重

図と発生断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-78 図に

示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

重力擁壁およびケーソンに作用する地震力（慣性力

及び主働土圧）は，重力擁壁・ケーソンを介して背後

の埋戻土およびケーソンの底面に伝わり，反力として

受働抵抗および底面反力が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

重力擁壁には受働抵抗が作用しないため，重力擁壁

の発生断面力は重力擁壁付け根に集中する。 

 

 

第 1-78 図 防波壁（波返重力擁壁）の地震時（陸側方向）の荷重

図と発生断面力イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震荷重

岩盤

←海 陸→

砂礫改良地盤

荷重図

ＭＭＲ

重力擁壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

グラウンドアンカー※１

ケーソン（施設護岸）
▽H.W.L

発生断面力

〈主働土圧〉

〈底面摩擦力〉

※１ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

※２ 雪荷重，風荷重は省略

〈底面反力〉

〈海水による動水圧〉

〈自重＋慣性力〉

〈受働抵抗〉

〈せん断力〉〈曲げモーメント〉 〈軸力〉

圧縮
重力擁壁

ケーソン
上部コン

圧縮

地震荷重

岩盤

←海 陸→

砂礫改良地盤

荷重図

ＭＭＲ

重力擁壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

グラウンドアンカー※１

ケーソン（施設護岸）
▽H.W.L

発生断面力

〈受働抵抗〉

※１ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

※２ 雪荷重，風荷重は省略

〈底面反力〉

〈海水による動水圧〉

〈主働土圧〉

〈自重＋慣性力〉

〈せん断力〉〈曲げモーメント〉 〈軸力〉

圧縮
重力擁壁

ケーソン
上部コン

圧縮
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ⅲ．盛土堤防 

地震時において，盛土堤防の各部位は，地震荷重及び

地震後に来る津波に対して防潮堤の機能（津波に対する

止水性）を維持するため，第 1-25 表及び第 1-26 表に示

す役割を有する。 

盛土堤防における地震時の変形モード及び荷重図を第

1-35 図に示す。 

 

 

 

第 1-25 表 盛土堤防の各部位の役割（地震時） 

 

 

 

第 1-26 表 盛土堤防の地盤の役割（地震時） 

 

 

 

第 1-35 図 盛土堤防の変形モード及び荷重図（地震時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 
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(b)津波時 

ⅰ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

津波時において，鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位は，

津波荷重及び漂流物荷重に対して防潮堤の機能（津波に

対する止水性）を維持するため，第 1-27表及び第 1-28 表

に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（一般部）における津波時の変形モード

及び荷重図を第 1-36図に示す。 

 

 

 

 

 

第 1-27 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割（津波時） 

 

 

 

第 1-28 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の地盤の役割（津波時） 

 

 

 

 

 

 

(b)津波時 

ⅰ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の荷重図と発生

断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-79 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

津波荷重に対して海側に位置する施設護岸及び埋戻

土は考慮せず，津波荷重は防波壁に直接作用させる。 

防波壁に作用する津波荷重は，防波壁を介して鋼管

杭背後の岩盤及び埋戻土に伝わり，反力として受働抵

抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

埋戻土と岩盤（根入れ部）の剛性差によって岩盤の

受働抵抗が大きくなることから，せん断及び曲げモー

メントは埋戻土と岩盤との境界に集中する。 

 

 

第 1-79 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の荷重図と発生

断面力イメージ図 
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第 1-36 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の変形モード及び荷重図（津

波時） 

 

 

 

ⅱ．鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

津波時において，鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位は，

津波荷重及び漂流物荷重に対して防潮堤の機能（津波に

対する止水性）を維持するため，第 1-29表及び第 1-30 表

に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）における津波時の変形モード

及び荷重図を第 1-37図に示す。 

 

第 1-29 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位の役割 

 

 

第 1-30 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の地盤の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の津波時の荷重図と発生

断面力（応力状態）のイメージ図を第 1-80 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

逆Ｔ擁壁に作用する津波荷重は，竪壁・フーチング・

鋼管杭を介して鋼管杭背後の改良地盤に伝わり，反力

として受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

逆Ｔ擁壁の発生断面力は竪壁とフーチングとの接合

部に集中する。また，鋼管杭とフーチング及び岩盤と

の接合部がヒンジ構造であるため，鋼管杭の曲げモー

メントは鋼管杭中央付近，せん断力は鋼管杭両端に集

中する。 

 

第 1-80 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の津波時の荷重図と発生

断面力イメージ図 
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第 1-37 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の変形モード及び荷重図（津

波時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ．盛土堤防 

津波時において，盛土堤防の各部位は，津波荷重及び

漂流物荷重に対して防潮堤の機能（津波に対する止水性）

を維持するため，第 1-31 表及び第 1-32 表に示す役割を

有する。 

盛土堤防における津波時の変形モード及び荷重図を第

1-38 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

ⅲ．防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の荷重図と発生断面

力（応力状態）のイメージ図を第 1-81 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

津波荷重に対して海側に位置する消波ブロックは考

慮せず，津波荷重はケーソンに直接作用させる。 

重力擁壁およびケーソンに作用する津波荷重は，重

力擁壁・ケーソンを介して背後の埋戻土および底面に

伝わり，反力として受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

重力擁壁には受働抵抗が作用しないため，重力擁壁

の発生断面力は重力擁壁付け根に集中する。 

 

 

第 1-81 図 防波壁（波返重力擁壁）の津波時の荷重図と発生断面

力イメージ図 
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・記載方針の相違 
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島根２号炉は，発生断面

力について説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載

無。 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩盤

←海 陸→

砂礫改良地盤

荷重図

ＭＭＲ

重力擁壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

グラウンドアンカー※１

ケーソン（施設護岸）
▽H.W.L

発生断面力

〈受働抵抗〉

〈せん断力〉〈曲げモーメント〉

〈揚圧力＋底面反力〉

※１ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

※２ 雪荷重，風荷重，衝突荷重は省略

津波荷重

〈自重〉

〈軸力〉

圧縮
重力擁壁

ケーソン
上部コン

圧縮
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第 1-31 表 盛土堤防の各部位の役割（津波時） 

 

 

 

第 1-32 表 盛土堤防の地盤の役割（津波時） 

 

 

 

 

第 1-38 図 盛土堤防の変形モード及び荷重図（津波時） 

 

(c)重畳時（津波＋余震時） 

ⅰ．鋼管式鉛直壁（一般部） 

重畳時（津波＋余震時）において，鋼管式鉛直壁（一

般部）の各部位は，津波荷重及び余震荷重に対して防潮

堤の機能（津波に対する止水性）を維持するため，第 1-33 

表及び第 1-34 表に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（一般部）における重畳時（津波＋余震

時）の変形モード及び荷重図を第 1-39 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c)重畳時（津波＋余震時） 

「津波＋余震時」の外力は，「地震時」又は「津波時」

の外力に包絡されることから，検討を省略する。詳細は参

考資料６を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，参考資

料６に示すとおり，重畳

時の検討を省略 
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第 1-33 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の各部位の役割（重畳時） 

 

 

 

 

 

第 1-34 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の地盤の役割（重畳時） 

 

 

 

 

第 1-39 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の変形モード及び荷重図（重
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畳時） 

ⅱ．鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

重畳時（津波＋余震時）において，鋼管式鉛直壁（岩

盤部）の各部位は，津波荷重及び余震荷重に対して防潮

堤の機能（津波に対する止水性）を維持するため，第 1-35 

表及び第 1-36 表に示す役割を有する。 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）における重畳時（津波＋余震

時）の変形モード及び荷重図を第 1-40 図に示す。 

 

 

 

 

 

第 1-35 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の各部位の役割（重畳時） 

 

 

 

第 1-36 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の地盤の役割（重畳時） 

 

 

 

 

第 1-40 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の変形モード及び荷重図（重

畳時） 
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ⅲ．盛土堤防 

重畳時（津波＋余震時）において，盛土堤防の各部位

は，津波荷重及び余震荷重に対して防潮堤の機能（津波

に対する止水性）を維持するため，第 1-37 表及び第 1-38 

表に示す役割を有する。 

盛土堤防における重畳時（津波＋余震時）の変形モー

ド及び荷重図を第 1-41図に示す。 

 

 

 

第 1-37 表 盛土堤防の各部位の役割（重畳時） 

 

 

第 1-38 表 盛土堤防の地盤の役割（重畳時） 

 
 

 

 

第 1-41 図 盛土堤防の変形モード及び荷重図（重畳時） 
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ｄ．損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防潮堤は，鋼管式鉛直壁（一般部），鋼管式鉛直壁（岩盤部）

及び盛土堤防の３つの構造形式に分かれている。ここでは，

防潮堤の設計方針について，サイト特性を踏まえた構造の特

異性及び設計の保守性を整理した上で，地震時，津波時及び

重畳時（津波＋余震時）に，防潮堤が維持すべき機能を喪失

し得る事象（損傷モード）を仮定し，その損傷モードに対し

設計・施工上どのような配慮が必要となるかを整理する。 

 

(a) サイト特性・制約条件を踏まえた構造の特異性 

防潮堤設計から見たサイト特性・制約条件等を抽出し，

防潮堤の各構造の特異性と特に確認するべき項目を整理し

た結果を第 1-42 図に示す。 

 

 

 

第 1-42 図 防潮堤の各構造の特異性と特に確認するべき項目の整

理 

 

(b)損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防潮堤について，設計の保守性の観点から，以下に示す

ように津波高さに対する裕度及び想定を超える事象に対す

る配慮をしている。 

ⅰ．津波高さに対する裕度 

ｄ．損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返

重力擁壁の３つの構造形式に分かれている。ここでは，防波

壁の設計方針について，サイト特性を踏まえた構造の特異性

及び設計の保守性を整理した上で，地震時及び津波時に，防

波壁が維持すべき機能を喪失し得る事象（損傷モード）を仮

定し，その損傷モードに対し設計・施工上どのような配慮が

必要となるかを整理する。 

 

(a)サイト特性・制約条件を踏まえた構造の特異性 

防波壁設計から見たサイト特性・制約条件等を抽出し，

防波壁の各構造の特異性と特に確認するべき項目を整理し

た結果を第 1-82 図に示す。 

 

 

 

第 1-82図 防波壁の各構造の特異性と特に確認するべき項目の整

理 

 

 

  (b) 損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防波壁について，設計の保守性の観点から，以下に示す

ように津波高さに対する裕度及び想定を超える事象に対す

る配慮をしている。 

   ⅰ．津波高さに対する裕度 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，参考資

料６に示すとおり，重畳

時の検討を省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

【防波壁設計から見たサイト特性・制約条件等】

・敷地が狭隘なため，近接施設が多い

・防波壁周辺に液状化検討対象層（埋戻土（掘削ズリ）・砂礫層）が分布

している

・防波壁（波返重力擁壁）直下に砂礫層が分布する箇所が一部ある

・取水路及び放水路を跨ぐ構造

・防波壁の設置及び地盤改良により，地下水の流れが遮断する等，流動場が

変化する可能性がある

《各構造共通》

・設計津波高さに対して十分な裕度を
確保

・防波壁周辺の地盤改良により鉛直支
持，すべり安定性向上及び鋼管杭変
形抑制対策を実施

・施工ブロック間には止水目地を設置
し，止水する構造

・異種構造型式の境界部には止水目地
を設置し止水する構造

・構造上の裕度確認
・改良地盤の支持力等の確認
・止水目地に発生する変形の確認

【防波壁の構造の特異性】

《多重鋼管杭式擁壁》

・鋼管杭として多重管を採用
・鋼管杭を鉄筋コンクリートで被覆した
壁体を連続して設置する構造

・鋼管杭が一体挙動することを確認
・鋼管杭の健全性確認
・被覆コンクリートの健全性確認

《波返重力擁壁》

・重力擁壁はケーソンを介して岩盤
上に設置し，防波壁両端部では
岩盤に直接設置する構造

・ケーソン上部に重力擁壁を設置
し，一体化する構造

・ケーソン，重力擁壁及びH鋼の健
全性確認
・ケーソンと重力擁壁が一体化してい
ることを確認

《鋼管杭式逆Ｔ擁壁》

・鋼管杭で支持した逆Ｔ擁壁を連続
して設置し，壁体間を目地で止水
する構造

・鋼管杭周辺を地盤改良した構造
・杭頭部がヒンジ構造となっている

・鋼管杭の健全性確認

【特に確認するべき項目】

《各構造共通》

・地盤改良等の健全性

・遮水性の保持

《多重鋼管杭式擁壁》

・鋼管杭の一体挙動

・鋼管杭の健全性

・セメントミルクの健全性

《鋼管杭式逆Ｔ擁壁》

・鋼管杭の健全性

《波返重力擁壁》

・ケーソン，重力擁壁及びH鋼の健全性

・ケーソンと重力擁壁の一体挙動

《 異種構造型式の境界部》

・遮水性の保持

《関連する項目の例》

・液状化パラメータの設定

・荷重の組合せ

・地下水位の設定
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・入力津波高さ O.P.+24.4m に対し O.P.+29m の高さの防

潮堤を設置しており，十分な裕度を有する設計 

・防潮堤天端高さにまで津波が遡上したとしても，防潮

堤の健全性が維持できる構造上の裕度を確保 

 

 

ⅱ．想定を超える事象に対する配慮 

・鋼管式鉛直壁（一般部）について，改良地盤，置換コ

ンクリート及びセメント改良土の透水係数を保守的に

盛土・旧表土相当と仮定した場合でも津波の滞水時間

中に敷地に浸水しないよう配慮 

・鋼管式鉛直壁（一般部）と周辺地盤の境界部に隙間が

生じた場合でも，背面補強工前面のコーベル状の形状

（鰻止め）により，浸水しにくい形状 

・鋼管式鉛直壁（一般部）と盛土堤防の境界部に隙間が

生じた場合でも，水みちとなる経路に，第 1-43 図に示

すような可撓性目地シール材（ケーソンシール）を設

置し，浸水しないよう配慮 

・想定を上回り防潮堤を越波した場合でも，防潮堤背面

の背面補強工（コンクリート）により侵食対策を配慮 

 

 

第 1-43 図 鋼管式鉛直壁（一般部）と盛土堤防の境界部に設置す

る可撓性目地シール材（ケーソンシール）の概要 

 

 

 

・入力津波高さ EL+11.8m に対し EL+15.0m の高さの防波

壁を設置しており，十分な裕度を有する設計 

・防波壁天端高さにまで津波が遡上したとしても，防波

壁の健全性が維持できる構造上の裕度を確保 

 

 

ⅱ．想定を超える事象に対する配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【女川2】 

サイト毎に入力津波

高さ及び防潮堤又は防

波壁の高さが相違 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，想定を

超える事象に対する設

計・施工の配慮につい

て，第1-42 表～第1-45 

表により記載  
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防潮堤の各構造について，各部位が損傷して要求機能

を喪失する事象を抽出し，それに対する設計・施工上の

配慮を整理した結果を第 1-39 表～第 1-42 表に示す。 

 

 

 

第 1-39(1)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）について，各部位が損傷

して要求機能を喪失する事象を抽出し，それに対する設

計・施工上の配慮について整理した。また，これに合わ

せて，防波壁の構造上の弱部を抽出した。結果を第 1-30 

表に示す。 

 

第 1-30(1)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

     鋼管杭について，地震時及び津波時に局所的に応力が

集中し，構造上の弱部となる箇所を第 1-83 図に示す。 

また，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の構

造上の弱部となる箇所を第 1-84 図に示す。取水路横断部

では，１号炉及び２号炉の取水管を横断するため，地震

又は津波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，遮水

性を喪失する可能性があることから，取水管側方の多重

鋼管杭を南北方向に 2列配置した。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

鋼管杭

• 地震又は津波荷重により埋戻土－改良地盤間，埋戻土－岩盤間，改良地盤
－岩盤間に曲げモーメントが集中し，曲げ破壊することで，被覆コンクリート壁を支
持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，② • 地震後や津波後の再使用性，津波時の影響（繰返しの津
波）を考慮して，被覆コンクリート壁や止水目地の変形を許容
限界以下に留めて遮水性を確保するために，鋼管杭の変形が
概ね弾性範囲であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により埋戻土－改良地盤間，改良地盤－岩盤間に相対変
形が生じ，せん断力が鋼管杭に作用し，鋼管杭が損傷し，被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，②

○

• 地震又は津波荷重により，単管と多重管の境界部で鋼管杭が損傷し，被覆コン
クリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，②
○

• 地震又は津波荷重により，杭頭連結部に応力が集中することで，杭頭連結部が
破損し，被覆コンクリート壁が損傷するか，位置を保持できなくなり，遮水性を喪
失する。

①，② • 杭頭連結部が損傷しないことを確認する。（杭頭連結材を設置
している取水路横断部の構造については次頁以降参照） ○

• 防波壁と干渉する取水路横断部において，鋼管杭のピッチが広いことから，地震
又は津波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，遮水性を喪失する。【弱部
②】

①，② • 取水路横断部では，側方の多重鋼管杭を南北方向に２列配
置し，杭頭連結材を設置する。 ○

• 津波荷重により，鋼管杭の下部が転倒するようなモードが発生し，被覆コンクリート
壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

② • 鋼管杭が転倒しないことを確認する。
○

• 地震時に施設護岸が損傷し，鋼管杭に衝突することにより鋼管杭が損傷し，被
覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 施設護岸を適切にモデル化した２次元動的FEM解析（有効応
力）により，鋼管杭の変形が概ね弾性範囲であることを確認す
る。

○

• 地震時に施設護岸が損傷し，仮に施設護岸が無いものとした場合に，鋼管杭が
露出した状態で津波が来襲し，鋼管杭間から津波が遡上する。【弱部③】

② • 隣合う多重鋼管杭間について，地中部はセメントミルク，岩盤
面より上部はグラウト材を注入する。

• 仮に施設護岸が無いものとした場合に，鋼管杭間の止水性をよ
り確実なものとするため，鋼管杭背面を地盤改良する。（参考
資料10参照）

〇

• 地震時に施設護岸が損傷し，受働土圧が低下することにより鋼管杭が損傷し被
覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部③】

①，② • 施設護岸を適切にモデル化した２次元動的FEM解析（有効応
力）により，鋼管杭の変形が概ね弾性範囲であることを確認す
る。

• 防波壁前面の施設護岸をモデル化しないケースにおいて，防波
壁の構造成立性を確認する。（参考資料10参照）

○

• 汀線方向の地震荷重により，曲げ・せん断破壊し，被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，被覆コ
ンクリート壁や止水目地の変形を許容限界以下に留めて
遮水性を確保するために，鋼管杭の変形が概ね弾性範
囲であることを確認する。

○

• 隣接するブロックからの荷重により，鋼管杭が損傷し被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，隣接ブ
ロックの影響を確認する。 ○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，漂流物として被覆コン
クリート壁に衝突することで鋼管杭が損傷し，被覆コンクリート壁を支持で
きなくなり，遮水性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さいことを
確認しているため，護岸構成部材は津波により漂流物と
ならないと判断する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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第 1-83 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部①概要図 

 

 

第 1-84 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部②概要図（取水路横

断部） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の正面図を

第 1-85 図に示す。取水路横断部の耐震及び耐津波評価

は，下図に示すとおり，２号炉側のスパンが１号炉側よ

り大きく，構造上の弱部となる箇所での発生断面力が大

きくなることから，２号炉側に代表させて行う。 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ

Ｎ

取水路横断部（２号炉側） 取水路横断部（１号炉側）

Ａ

Ａ

正面図
の方向

正面図
の方向

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部平面図

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地※

防波扉基礎

改良地盤②（杭間部）

改良地盤①（砂礫層）

防波壁

屋外排水路横断部

防波壁と干渉する取水路横断部において，
鋼管杭のピッチが広いことから，地震又は津
波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，
遮水性を喪失する。

２号炉取水槽

１号炉取水槽
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第 1-85 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部②概要図（取水路横

断部正面図） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（２号炉側，

Ａ－Ａ断面）の断面図を第 1-86 図に示す。取水路横断部

（２号炉）では，2号炉取水管（φ4.3m）を横断するため，

側方の多重鋼管杭を南北方向に 2列配置し，杭頭連結材

を設置した（杭頭部の構造については参考資料２参照）。 

 

 

 

第 1-86 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部②概要図（取水路横

断部（２号炉側，Ａ－Ａ断面） 断面図） 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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第 1-39(2)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

第 1-39(3)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

第 1-30(2)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-30 (3)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

被覆コンクリー
ト壁

• 地震又は津波荷重により曲げ・せん断破壊し，遮水性を喪
失する。

①，② • 被覆コンクリート壁の発生応力度が，許容応力
度以下であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，同一ブロック内で鋼管杭に相対
変形が発生し，被覆コンクリート壁がねじれ，曲げ・せん断破
壊し，遮水性を喪失する。

①，②
○

• 津波荷重により鋼管杭接続部に押抜きせん断応力が働き，
押抜きせん断破壊が生じることで被覆コンクリート壁が損傷し，
遮水性を喪失する。【弱部①】

①，②
○

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，被覆コンクリート壁が損
傷する，あるいは止水目地を支持できなくなり，遮水性を喪
失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

• 津波時の漂流物荷重により，被覆コンクリート壁が損傷し，
遮水性を喪失する。

② • 漂流物荷重による被覆コンクリート壁の発生応力
度が許容応力度以下であることを確認する。

○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，津波により
運ばれて被覆コンクリート壁に衝突することで被覆コンクリート
壁が損傷し，遮水性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さ
いことを確認しているため，護岸構成部材は津波
により漂流物とならないと判断する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

止水目地
（支持部含む）

• 地震又は津波時により発生した施工ブロック間の相対変
形により，目地の許容変形量を超える変形が生じ，遮
水性を喪失する。

①，② • メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量
及び許容水圧以下であることを確認する。

• 異種構造形式の境界部，防波壁周辺の隣接
構造物，改良地盤の有無を考慮して選定した
断面について止水目地の相対変形量を算定し，
許容変形量及び許容水圧以下であることを確
認する。

○

• 津波時の漂流物が衝突することにより，目地が損傷し遮
水性を喪失する。

② • 止水目地は，津波漂流物の衝突による損傷を
防止するため，防波壁の陸側に設置する。

―

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，止水目地が損傷し，
遮水性を喪失する。 ―

• 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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第 1-39(4)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-30 (4)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

改良地盤①
（砂礫層）

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，杭の横抵抗を喪失し，杭の変形量が大きく
なり，被覆コンクリート壁を支持できなくなることで，被覆
コンクリート壁の遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制するため，改良地盤がす
べり破壊しないこと（内的安定を保持）を確認
する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

改良地盤③
（防波壁背後）

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

①，② • 地盤中からの回り込みによる浸水を防止（難透
水性を保持）するため，改良地盤がすべり破
壊しないこと（内的安定を保持）を確認する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。（参
考資料10参照）

○• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

111



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-39(5)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-30 (5)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）前面の施設護岸が地震に

より損傷し，鋼管杭が露出した状態で津波が襲来した場

合，構造上の弱部となる杭間部の正面図を第 1-87 図に示

す。隣り合う多重鋼管杭間について，地中部（岩盤部）

はセメントミルク，岩盤面より上部はグラウト材を注入

した。 

 

 

第 1-87 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図（杭間部正

面図） 

 

セメントミルク及びグラウト材の設計上の役割等につ

いて第 1-31 表及び第 1-88 図のとおり整理した。 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

セメントミルク

• 地震時又は津波時に，セメントミルクがせん断破壊し，
鋼管杭の変形を抑制できなくなることで，杭の変形量が
大きくなり，被覆コンクリート壁を支持できなくなることによ
り，被覆コンクリート壁の遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制するため，セメントミルクが
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確
認する。（多重鋼管杭間の岩盤部の構造につ
いては次頁以降参照）

○

• 取水路からの漏水により改良地盤が洗掘され，難透水
性を喪失する。

①，② • 取水路（取水管）は，基準地震動に対して安
全性を確保している。

• 取水路（取水管）の劣化等による漏水を防止
する観点から保守管理を適切に実施している。

―

岩盤

• 地震時に鋼管杭下端底面のすべりが生じ，杭の変形量
が大きくなり，杭が被覆コンクリート壁を支持できなくなるこ
とで，被覆コンクリート壁の遮水性を喪失する。

① • すべり安全率が許容値以上であることを確認する。
（3条で確認） ○

• 地震時に鋼管杭に伝わる荷重により岩盤が破壊し，鉛
直支持機能を喪失する。

① • 杭先端部の最大軸力が地盤の極限支持力以下
であることを確認する。 ○

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

正面図の方向

杭間部

A

A
セメントミルク

グラウト材

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地※

防波扉

改良地盤②（杭間部）

改良地盤①（砂礫層）防波壁

屋外排水路横断部

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 杭間部 正面図

被覆コンクリート壁
下端

岩盤面

埋戻土部：
グラウト材注入

岩盤部：
セメントミルク注入

地震時に施設護岸が損傷し，
仮に施設護岸が無いものとした
場合に，鋼管杭が露出した状
態で津波が来襲し，鋼管杭間
から津波が流入する。
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第 1-31表 セメントミルク及びグラウトの設計上の役割 

 

 

 

第 1-88 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図（杭間部（A

－A断面） 断面図） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）前面の施設護岸が損傷した

場合，構造上の弱部となる防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の

概要図を第 1-89 図に示す。 

【地震時】 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への

影響の検討は，防波壁より海側の施設護岸及び埋戻土が

無いと仮定した場合の解析を実施し，施設護岸がある場

合と比較することにより行う。（詳細は参考資料１０参

照） 

 

【津波時】 

地震による施設護岸損傷後に，仮に施設護岸が無いも

のとした場合に，鋼管杭が露出した状態で津波が襲来す

ることを想定し，津波の地盤中からの回り込みに対して

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 
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万全を期すため，防波壁の背後に耐震性を有する地盤改

良を実施することにより対策を行う。（詳細は参考資料１

０参照） 

 

第 1-89 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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 島根は図表により弱
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被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

平 面 図

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

一般部（①－①断面） 追加
改良地盤

：地盤改良③の範囲
（防波壁背後に施工）

・地震時に施設護岸が損傷し，受働土圧が低下することにより鋼管杭が
損傷し被覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。
・地震時に施設護岸が損傷し，仮に施設護岸が無いものとした場合に，
鋼管杭が露出した状態で津波が来襲し，鋼管杭間から津波が遡上する。

：防波壁前面では，地震により地形
変状が発生する可能性を踏まえ，
施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に
関する物性値を考慮しない

改良地盤③

（陸側）

グラウト材
（水ガラス系固化材）

（海側）

2200mm 2200mm
300mm

津波

断 面 図
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第 1-39(6)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁），防波壁（波返重力擁壁）

及び境界部について，各部位が損傷して要求機能を喪失

する事象を抽出し，それに対する設計・施工上の配慮に

ついて整理した。また，これに合わせて，防波壁の構造

上の弱部を抽出した。結果を第 1-32 表～第 1-34 表に示

す。 

 

第 1-32(1)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

第 1-32 (2)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 
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部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

鋼管杭

• 地震又は津波荷重により曲げ・せん断破壊し，逆T擁壁を支
持できなくなり，遮水性を喪失する。

①，② • 地震後や津波後の再使用性，津波時の影響
（繰返しの津波）を考慮して，逆T擁壁や止水目
地の変形を許容限界以下に留めて遮水性を確保
するために，鋼管杭の変形が概ね弾性範囲である
ことを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により逆T擁壁－改良地盤間，改良地
盤－岩盤間に相対変形が生じ，せん断力が鋼管杭に作用し
て鋼管杭が損傷することで，逆T擁壁を支持できなくなり，遮
水性を喪失する。

①，②

○

• 汀線方向の地震荷重により，曲げ・せん断破壊し，逆T擁壁
を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，
逆T擁壁や止水目地の変形を許容限界以下に留
めて遮水性を確保するために，鋼管杭が概ね弾性
範囲であることを確認する。

○

• 隣接するブロックからの荷重により，鋼管杭が損傷し逆T擁壁
を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，
隣接ブロックの影響を確認する。

○

• 津波荷重により，鋼管杭の下部が転倒するようなモードが発
生し，逆T擁壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

② • 鋼管杭が転倒しないことを確認する。
○

• 地震により杭頭部に曲げモーメントが集中し，曲げ破壊するこ
とで，逆T擁壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱
部①】

① • 曲げモーメントが大きい設計荷重状態ではヒンジ結
合として挙動すると考えているため，模型実験により
杭頭部の力学的特性について確認するとともに，杭
頭部に曲げモーメントが発生する剛結合による影響
検討も行い，両ケースについて防波壁に損傷が発
生しないことを確認する。（参考資料3参照）

〇

• 地震時に施設護岸の一部が損傷し，津波により運ばれて逆
T擁壁に衝突することで鋼管杭が損傷し，逆T擁壁を支持で
きなくなり，遮水性を喪失する。

• 地震時に施設護岸の一部が損傷し，受働抵抗が低下するこ
とにより鋼管杭が損傷し逆T擁壁を支持できなくなり，遮水性
を喪失する。【弱部②】

① • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さい
ことを確認しているため，護岸構成部材は津波によ
り漂流物とならないと判断する。

• 防波壁前面の施設護岸をモデル化しないケースにお
いて，防波壁の構造成立性を確認する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

逆T擁壁

• 地震又は津波荷重により曲げ・せん断破壊し，遮水性を喪
失する。

①，②

• 逆T擁壁の発生応力度が，許容応力度以下
であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，杭頭接合部に応力が集中するこ
とで，杭頭接合部が破損し，逆T擁壁が損傷するか，位置
を保持できなくなり，遮水性を喪失する。

①，②
○

• 津波荷重により鋼管杭接続部に押抜きせん断応力が働き，
押抜きせん断破壊が生じることで逆T擁壁が損傷し，遮水性
を喪失する。【弱部①】

①，②
○

• 津波時の漂流物荷重により，逆T擁壁が損傷し，遮水性を
喪失する。

② • 漂流物荷重による逆T擁壁の発生応力度が短
期許容応力度以下であることを確認する。

○

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，被覆コンクリート壁が損
傷する，あるいは止水目地を支持できなくなり，遮水性を喪
失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

• 地震又は津波荷重により，逆T擁壁が転倒もしくは滑動によ
り透水性を喪失する。

①，② • 逆T擁壁の転倒及び滑りの有無を確認する。
○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，津波により
運ばれて逆T擁壁に衝突することで逆T擁壁が損傷し，遮水
性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さ
いことを確認しているため，護岸構成部材は津波
により漂流物とならないと判断する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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第 1-39(7)表 鋼管式鉛直壁（一般部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-32 (3)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 
 

第 1-32 (4)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

第 1-32 (5)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

鋼管杭及び逆 T 擁壁について，地震時及び津波時に局

所的に応力が集中し，構造上の弱部となる箇所を第 1-90 

図に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆 T 擁壁）のうち，前面の施設護岸

の一部が地震により損傷し，受働抵抗が低下することに

より構造上の弱部となる防波扉北側部の平面図及び断面

図を第 1-91 図に示す。 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

止水目地
（支持部含む）

• 地震又は津波時により発生した施工ブロック間の相対変
形により，目地の許容変形量を超える変形が生じ，遮
水性を喪失する。

①，② • メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量
及び許容水圧以下であることを確認する。

• 異種構造形式の境界部，防波壁周辺の隣接
構造物，改良地盤の有無を考慮して選定した
断面について止水目地の相対変形量を算定し，
許容変形量及び許容水圧以下であることを確
認する。

○

• 津波時の漂流物が衝突することにより，目地が損傷し遮
水性を喪失する。

② • 止水目地は，津波漂流物の衝突による損傷を
防止するため，防波壁の陸側に設置する。

―

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，止水目地が損傷し，
遮水性を喪失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

改良地盤

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，杭の横抵抗を喪失し，杭の変形量が大きく
なり，逆Ｔ擁壁を支持できなくなることで，逆Ｔ擁壁の
遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制すること及び地盤中からの
回り込みによる浸水を防止（難透水性を保
持）するため，改良地盤がすべり破壊しないこ
と（内的安定を保持）を確認する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。 ○

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

改良地盤
（鋼管杭前面）

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

①，② • 地盤中からの回り込みによる浸水を防止（難透
水性を保持）するため，改良地盤がすべり破
壊しないこと（内的安定を保持）を確認する。
（参考資料11参照）

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。

○• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

岩盤

• 地震時に鋼管杭下端底面のすべりが生じ，杭の変形量
が大きくなり，杭が逆Ｔ擁壁を支持できなくなることで，
鋼製遮水壁の遮水性を喪失する。

① • すべり安全率が許容値以上であることを確認する。
（3条で確認） ○

• 地震時に鋼管杭に伝わる荷重により岩盤が破壊し，鉛
直支持機能を喪失する。【弱部①】 ①

• 杭先端部の最大軸力が地盤の極限支持力以下
であることを確認する。（参考資料3参照） ○

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への

影響（耐震性）の検討は，防波壁前面の施設護岸及び埋

戻土が無いと仮定した場合の解析を実施することにより

行う。 

 

第 1-90 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）弱部①概要図 

 

 

第 1-91 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）弱部②概要図 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良地盤

陸→

埋戻土
（掘削ズリ）

岩盤

鋼管杭

グラウンドアンカー

津波荷重

漂流物荷重
←海

逆T擁壁
（鉄筋コンクリート造）

改良地盤

逆T擁壁
（鉄筋コンクリート造）

陸→

埋戻土
（掘削ズリ）

岩盤

鋼管杭

グラウンドアンカー

地震荷重←海

【鋼管杭】
改良地盤－岩盤間に相対変形が生じ，せん断力が鋼管杭に
作用して鋼管杭が損傷することで，逆T擁壁を支持できなくなり，
遮水性を喪失する。

【鋼管杭】
逆T擁壁－改良地盤間に相対変形が生じ，せん断力が鋼管
杭に作用して鋼管杭が損傷することで，逆T擁壁を支持できな
くなり，遮水性を喪失する。
【逆T擁壁】
押し抜きせん断応力が働き，押抜きせん断破壊が生じることで
逆T擁壁が損傷し，遮水性を喪失する。

津波時

地震時

【鋼管杭】
改良地盤－岩盤間に相対変形が生じ，せん断力が鋼管杭に
作用して鋼管杭が損傷することで，逆T擁壁を支持できなくなり，
遮水性を喪失する。

【鋼管杭】
・逆T擁壁－改良地盤間に相対変形が生じ，せん断力が鋼管
杭に作用して鋼管杭が損傷することで，逆T擁壁を支持できな
くなり，遮水性を喪失する。
・杭頭部に曲げモーメントが集中し，曲げ破壊することで，逆T
擁壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。
【逆T擁壁】
押し抜きせん断応力が働き，押抜きせん断破壊が生じることで
逆T擁壁が損傷し，遮水性を喪失する。

117



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-40 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の損傷モードの抽出と設計・

施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-33 (1)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

第 1-33 (2)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

第 1-33 (3)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

重力擁壁

• 地震又は津波荷重により曲げ・せん断破壊し，遮水性を喪失
する。

①，② • 重力擁壁の発生応力度が，許容応力度以下
であることを確認する。

○

• 津波時の漂流物荷重により，重力擁壁が損傷し，遮水性を
喪失する。

② • 漂流物荷重による重力擁壁の発生応力度が許
容応力度以下であることを確認する。

○

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，重力擁壁が損傷する，
あるいは止水目地を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

• 地震荷重により，重力擁壁が滑動し，ケーソンと重力擁壁の
境界に水みちが形成されることで，遮水性を喪失する。【弱部
①】

①，② • ケーソンと重力擁壁の境界は，蓋コンクリート天
端をケーソン天端から20cm下げて打設することで，
一体構造としている。ケーソンと重力擁壁の境界
部であるケーソン張出部の健全性を確認し，遮
水性を確保することを確認する。（参考資料4参
照）

○

• 地震又は津波荷重により，重力擁壁の既設コンクリートと新設
コンクリートの取合い部が損傷し，遮水性を喪失する。【弱部
②】

①，② • 既設コンクリートの表面は目荒らしを実施し，必
要な付着強度を確保している。また，嵩上げした
重力擁壁は，海側及び陸側に新たに鉛直鉄筋
を主筋として配置し，この鉄筋を施設護岸に定
着させ，一体化させた構造としている。（参考資
料4参照）

○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，津波により
運ばれて重力擁壁に衝突することで重力擁壁が損傷し，遮水
性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さ
いことを確認しているため，護岸構成部材は津波
により漂流物とならないと判断する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

止水目地
（支持部含む）

• 地震又は津波時により発生した施工ブロック間の相対変
形により，目地の許容変形量を超える変形が生じ，遮
水性を喪失する。

①，② • メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量
及び許容水圧以下であることを確認する。

• 異種構造形式の境界部，防波壁周辺の隣接
構造物，改良地盤の有無を考慮して選定した
断面について止水目地の相対変形量を算定し，
許容変形量及び許容水圧以下であることを確
認する。

○

• 津波時の漂流物が衝突することにより，目地が損傷し遮
水性を喪失する。

② • 止水目地は，津波漂流物の衝突による損傷を
防止するため，防波壁の陸側に設置する。

―

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，止水目地が損傷し，
遮水性を喪失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

ケーソン

• 地震時又は津波時に，ケーソンが曲げ及びせん断破壊し，
重力擁壁を支持できなくなることで，重力擁壁の遮水性
を喪失する。

①，② • ケーソンの各部材の層間変形角又は圧縮縁コン
クリートひずみが限界層間変形角又は圧縮縁コ
ンクリート限界ひずみ以下であることを確認する。

• ケーソンの各部材のせん断力がせん断耐力以下
であることを確認する。

○

• 地震時又は津波時に，放水路貫通部のケーソンが曲げ
及びせん断破壊し，重力擁壁を支持できなくなることで，
重力擁壁の遮水性を喪失する。

①，②

○

• 地震又は津波荷重により，ケーソンが曲げ及びせん断破
壊し，遮水性を喪失する。

①，② • ケーソン（前壁，後壁，側壁）の発生応力度
が，許容応力度以下であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，ケーソンが滑動及び転倒する
ことで，重力擁壁を支持できなくなり，遮水性を喪失す
る。

①，② • ケーソンの滑動及び転倒の有無を確認する。
○

H鋼
• 地震時又は津波時に，H鋼のせん断破壊又は周辺岩
盤のすべり破壊により，重力擁壁を支持できなくなること
で重力擁壁の遮水性を喪失する。

①，② • H鋼の発生応力度がせん断応力度以下であるこ
とを確認する。 ○
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第 1-41(1)表 盛土堤防の損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-33 (4)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

第 1-33 (5)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

第 1-33 (6)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設

計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

改良地盤

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

①，② • 地盤中からの回り込みによる浸水を防止（難透
水性を保持）するため，改良地盤がすべり破
壊しないこと（内的安定を保持）を確認する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。

○• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

• 地震又は津波荷重により改良地盤がすべり破壊し，安
定性を喪失して防波壁の高さを維持できなくなり，重力
擁壁の遮水性を喪失する。

①，② • すべり安全率が許容値以上であることを確認する。
（3条で確認） ○

• 地震時に重力擁壁及びケーソンに伝わる荷重により改良
地盤が破壊し，ケーソンを支持できなくなる。

① • 防波壁直下またはケーソン直下の地盤の鉛直圧
縮応力が極限支持力以下であることを確認する。

○

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

岩盤

• 地震又は津波荷重により岩盤がすべり破壊し，安定性を
喪失して防波壁の高さを維持できなくなり，重力擁壁の
遮水性を喪失する。

①，②
• すべり安全率が許容値以上であることを確認する。
（3条で確認） ○

• 地震時に重力擁壁及びケーソンに伝わる荷重により岩盤
が破壊し，重力擁壁又はケーソンを支持できなくなる。 ①

• 防波壁直下またはケーソン直下の地盤の鉛直圧
縮応力が極限支持力以下であることを確認する。 ○

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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第 1-41(2)表 盛土堤防の損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-34表 境界部の損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮及び

構造上の弱部の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※1

設計・施工上の配慮 照査※2

波返重力擁壁と鋼
管杭式逆T擁壁の
境界部

• 地震又は津波荷重により逆Ｔ擁壁と重力擁壁の間に相対
変形が生じ，水みちとなり，波返重力擁壁と鋼管杭式逆T
擁壁の境界部での遮水性を喪失する。

①，② • 異種構造型式の境界部では構造をすりつけたうえ，
止水目地を設置することで，遮水性に配慮する。

• メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量及
び許容水圧以下であることを確認する。

○

鋼管杭式逆T擁
壁と多重鋼管杭式
擁壁の境界部

• 地震又は津波荷重により逆Ｔ擁壁と被覆コンクリート壁の間
に相対変形が生じ，水みちとなり，鋼管杭式逆T擁壁と多
重鋼管杭式擁壁の境界部での遮水性を喪失する。

○

多重鋼管杭式擁
壁と波返重力擁壁
の境界部

• 地震又は津波荷重により被覆コンクリート壁と重力擁壁の間
に相対変形が生じ，水みちとなり，多重鋼管杭式擁壁と波
返重力擁壁の境界部での遮水性を喪失する。

○

波返重力擁壁
西端・東端部

• 地震により地山が崩壊して，高さが維持できなくなり，波返
重力擁壁と端部地山の境界部での遮水性を喪失する。

① • 地山斜面が崩壊しないことを確認する。
○

• 津波により地山が洗掘され，高さが維持できなくなり，波返
重力擁壁と端部地山の境界部での遮水性を喪失する。

② • 硬固な岩盤であるため，洗掘されない。
―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。
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第 1-42 表 防潮堤の構造境界部の損傷モードの抽出と設計・施工

上の配慮 

 

 

 

(c)置換コンクリート及びセメント改良土の施工管理・維持管

理について 

鋼管式鉛直壁（一般部）及び盛土堤防において施設とし

て区分した置換コンクリート，盛土堤防において施設とし

て区分したセメント改良土について，要求機能を喪失せず

に，各部位の役割や性能目標を長期的に維持していくため

の配慮事項として，施工管理・維持管理の考え方を以下に

示す。 

なお，具体的な施工管理・維持管理方法は今後検討する。 

 

ケーソンの構造及び地震時に局所的に応力が集中

し，構造上の弱部となる箇所を第 1-92 図に示す。ケー

ソンは鉄筋コンクリート製であり，隔壁で仕切られた

ケーソン内は，中詰材（コンクリート，銅水砕スラグ

又は砂）で充填されており，中詰材の流出を防止する

ため，中詰材の上部に蓋コンクリートを打設している。

中詰材は銅水砕スラグ又は砂を使用しており，これら

の飽和単位体積重量は，22.6kN/m3,20.0kN/m3である。 

ケーソンと重力擁壁の境界は，蓋コンクリート天端

をケーソン天端から 20cm下げて打設することで，一体

構造としている。また，保守的にケーソンと重力擁壁

の境界部のケーソン張出部の健全性を確認し，遮水性

を確保することを確認した（詳細は参考資料４参照）。 

蓋コンクリート打設前の中詰材の充填状況を第 1-93 

図に示す。 

 

 

第 1-92 図 防波壁（波返重力擁壁）弱部①概要図 

 

 

第 1-93 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン中詰材充填状況 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

 島根は図表により弱

部を明示 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川2は，置換コンク

リート及びセメント改

良土の施工管理・維持管

理について記載 

 

 

 

 

凡例

コンクリート

銅水砕スラグ又は砂←海 陸→

ＭＭＲ

重力擁壁（鉄筋コンクリート造）

ケーソン（施設護岸）

防波壁断面図（波返重力擁壁）

① ①

消波ブロック 埋戻土（掘削ズリ）

グラウンドアンカー※

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

岩盤

ケーソン構造図（①－①断面）

②

②

13.0m

1
9
.9
m

フーチング

側壁

陸側壁海側壁

隔壁

ケーソン構造図（②－②断面）

19.9m

1
5
.0
m

底版

隔壁

側壁

蓋コンクリート

重力擁壁が滑動し，ケーソンと重力擁壁の境界
に水みちが形成されることで，遮水性を喪失する。

地震荷重
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ⅰ．置換コンクリート 

置換コンクリートの施工管理については，参考資料３

に示す施工上の配慮事項により品質を確保するととも

に，通常のコンクリートと同様に強度試験による品質管

理を行う。 

また，置換コンクリートの維持管理については，置換

コンクリートは土中の湿潤環境下に設置されるため，風

雨や乾燥収縮等の影響を受けにくい。また，無筋コンク

リートのため，塩害や中性化等によるひび割れの影響も

ないことから，周辺のセメント改良土や盛土・旧表土等

の変状の有無を目視により確認することとし，変状が確

認された場合には詳細な調査を行う。 

 

ⅱ.セメント改良土 

(ⅰ)盛土堤防 

盛土堤防のセメント改良土（施設）の施工管理につ

いては，敷均し厚，転圧試験，現場密度等による施工

管理を行うとともに，強度試験による品質管理を行う。 

また，盛土堤防のセメント改良土（施設）の維持管

理については，堤体高さを維持する観点において，沈

下及び変位を目視及び測定により確認する。また，止

水性を維持する観点においては，セメント改良土の難

透水性を期待するため，目視により変状の有無を確認

する。 

一方，侵食・洗掘に対しては，参考資料５に示した

とおり，セメント改良土として十分耐性を有している

が，自主的な配慮としてセメント改良土の表面に保護

工を施工する。 

(ⅱ)鋼管式鉛直壁（一般部） 

鋼管式鉛直壁（一般部）のセメント改良土（地盤）

の施工管理については，施設である置換コンクリート

の上部に設置されることも踏まえ，施設である盛土堤

防のセメント改良土と同等の施工管理・品質管理を行

う。 

また，鋼管式鉛直壁（一般部）のセメント改良土（地

盤）の維持管理については，目視により変状の有無を

重力擁壁の構造及び構造上の弱部となる箇所を第

1-94 図に示す。 

重力擁壁は，津波による敷地内への浸水を防止する

ため，既設の護岸を嵩上げした構造としている。 

新設コンクリートは，既設の護岸の重力擁壁表面に

目荒らしを行い，既設コンクリートを巻き込むように

打設し，新設コンクリートに配置する鉄筋を既設の護

岸に定着することにより，既設コンクリートと新設コ

ンクリートの一体化を図っている。 

したがって，設置許可段階においては，新設コンク

リート主筋の既設の護岸への定着長と新設コンクリー

トの付着強度について確認する。（詳細は参考資料４参

照）。 

 

 

第 1-94 図防波壁（波返重力擁壁）弱部②概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川2は，置換コンク

リート及びセメント改

良土の施工管理・維持管

理について記載 
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3) 設計手順 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の耐震・耐津波評価は，津

波防護施設であること，Ｓクラスの設計基準対象施設である

ことを踏まえ，第1-5表の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の評

価項目に従い，各構造部材の構造設計を行う。 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の構造健全性評価の検討フ

ローを第1- 5図に，解析評価に係る検討フローを第1-6図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認する。 

一方，侵食・洗堀に対しては，参考資料５に示した

とおり，セメント改良土として十分耐性を有している

が，自主的な配慮としてセメント改良土の表面に保護

工を施工する。 

 

 

ｅ．設計手順 

防潮堤の耐震・耐津波設計は，津波防護施設であること，Ｓ

クラスの設計基準対象施設であることを踏まえ，第 1-1 表～第

1-3 表の防潮堤に関する要求機能と設計評価方針，第 1-8 表及

び第 1-12 表の照査項目と許容限界に従い，防潮堤の各部位の設

計を行う。設計の対象断面や解析条件等について，設置許可段

階と工認段階に区分して整理した結果を第 1-43 表に示す。 

 

 

第 1-43(1)表 設置許可段階と工認段階における解析条件等の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．設計手順 

防波壁の耐震・耐津波設計は，津波防護施設であること，

Ｓクラスの設計基準対象施設であることを踏まえ，第 1-1(1) 

表～第 1-1(3) 表の防波壁に関する要求機能と設計評価方針，

第 1-6 表, 第 1-11 表及び第 1-16 表の照査項目と許容限界

に従い，防波壁の各部位の設計を行う。設計の対象断面や解

析条件等について，設置許可段階において提示する内容を整

理した結果を第 1-35 表に示す。 

 

第 1-35(1)表 設置許可段階における解析条件等の整理 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

女川2は，置換コンク

リート及びセメント改

良土の施工管理・維持管

理について記載 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可段階(設計方針と構造成立性評価) 本資料の説明範囲

対象断面 構造成立性
(4条・5条)

[防波壁（多重鋼管杭式擁壁）]
• 支持岩盤が深く，鋼管杭の長さが最大となり，また，砂礫層，埋戻
土（掘削ズリ）埋戻土（粘性土）及び改良地盤が分布しており，
当該構造区間における応答が相対的に大きいと考えられる断面（１
断面）を構造成立性評価断面として選定。

○

[防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）]
• 支持地盤が深く，鋼管杭の長さが最大となり，当該構造区間におけ
る応答が相対的に大きいと考えられる断面（１断面）を構造成立性
評価断面として選定。

[防波壁（波返重力擁壁）]
• 支持岩盤が深く，擁壁高さが高くなり，砂礫層，埋戻土（掘削ズ
リ），改良地盤が分布しており，当該構造区間における応答が相対
的に大きいと考えられる断面（２断面）を構造成立性評価断面とし
て選定。

地盤安定性
(3条)

[防波壁（多重鋼管杭式擁壁）・
防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）・
防波壁（波返重力擁壁）]

• 照査項目であるすべり安全率が，地質状況等から最も小さくなると考
えられる断面を代表断面（各１断面）として選定。

ー
(基礎地盤の安定性評価にて

説明予定)
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第1-5表 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の評価項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-43 表(2) 設置許可段階と工認段階における解析条件等の整

理 

 

 

 

第 1-43(3)表 設置許可段階と工認段階における解析条件等の整理 

 

 

第 1-35(2)表 設置許可段階における解析条件等の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-35 (3)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等

の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，地下水

位の設定について別途

審査中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可段階(設計方針と構造成立性評価) 本資料の説明範囲

対象地震波 構造成立性
(4条・5条)

• 構造物への影響が大きい地震波(１波)を構造成立性評価地震波
として選定。

〇

地盤安定性
(3条) • 全基準地震動５波

ー
(基礎地盤の安定性評価に

て説明予定)

解析方法 [防波壁（多重鋼管杭式擁壁）]
• 「e.(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計手順」を基本とし，
「２.（１）構造成立性評価の基本方針」に示すフローにより，構造
成立性を確認する。

〇

[防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）]
• 「e.(b)防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）の設計手順」を基本とし，
「２.（１）構造成立性評価の基本方針」に示すフローにより，構造
成立性を確認する。

[防波壁（波返重力擁壁）]
• 「e.(c)防波壁（波返重力擁壁）の設計手順」を基本とし，「２.
（１）構造成立性評価の基本方針」に示すフローにより，構造成
立性を確認する。

設置許可段階(設計方針と構造成立性評価) 本資料の説明範囲

地下水位 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）
・防波壁から陸側：EL+0.30m
・施設護岸から防波壁まで：EL+0.14m
・施設護岸から海側： EL-0.02m

○

防波壁（鋼管杭式逆T擁壁） ・施設護岸から陸側：地表面
・施設護岸から防波壁まで：EL+0.14m
・施設護岸から海側：EL-0.02m

○

防波壁（波返重力擁壁） ・防波壁から陸側：地表面
・防波壁から海側：EL-0.02m

○

液状化
(液状化
強度特性)

• 液状化検討対象層（埋戻土（掘削ズリ，砂礫層））に対して，液状化試験結
果及び有効応力解析（FLIP）の簡易設定法により設定する。なお，簡易設定
法荷より設定された液状化強度特性は，液状化試験結果下限値の液状化強度
特性よりも保守的であることを確認する。

ー
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第 1-43(4)表 設置許可段階と工認段階における解析条件等の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-35 (4)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等

の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可段階(設計方針と構造成立性評価) 本資料の説明範囲

地盤物性のばらつき 各断面で解析用物性値（基本物性）に基づいた評価を行い，構造成立性が確保できる見
通しであることを確認する。

[防波壁（多重鋼管杭式擁壁）]
（剛性）解析用物性値
（強度）解析用物性値

[防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）]
（剛性）解析用物性値
（強度）解析用物性値

[防波壁（波返重力擁壁）]
（剛性）解析用物性値
（強度）解析用物性値

○
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第1-5図 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の構造健全性評価の検討

フロー 

 

 

 

 

 

 

 

(a)鋼管式鉛直壁（一般部） 

鋼管式鉛直壁（一般部）の設計フローを第 1-44 図に，解

析モデル及び解析概要を第 1-45 図及び第 1-46 図に示す。 

 

 

第 1-44 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の設計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フローを第 1-95 図に，

解析モデル及び解析概要を第 1-96 図及び第 1-97 図に示

す。 

 

第 1-95 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・鋼管杭は線形はり要素でモデル化する（多重鋼管杭のモ

デル化に関しては参考資料５参照）。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層，改良地

盤，被覆石及び基礎捨石はマルチスプリング要素でモデル

化する。消波ブロックは荷重で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層

は液状化パラメータを設定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する

箇所は，ジョイント要素でモデル化する。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，モデル化

方針についても記載 
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第1-6図 防潮壁の検討モデルと評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-45 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-46 図 鋼管式鉛直壁（一般部）の解析概要 

 

 

鋼管式鉛直壁（一般部）の部位ごとの設計方針を第 1-44 

表に示す。 

また，鋼管式鉛直壁（一般部）の設置許可段階における

確認項目を第 1-47 図に示す。 

 

第 1-96 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-97 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析概要 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針を第

1-36 表に示す。被覆コンクリート壁の役設計方針概要につ

いては以下に示す。 

【被覆コンクリート壁の役設計方針概要】 

・設備の相違 

【東海第二，女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

岩盤 砂礫層 埋戻土（粘性土）

埋戻土（掘削ズリ） 被覆石（捨石を含む）改良地盤

基礎捨石

ジョイント要素；

消波ブロック荷重；

施設護岸；

EL9.40m EL8.50m
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第 1-44 表 鋼管式鉛直壁（一般部）の部位ごとの設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２次元動的ＦＥＭ解析及び２次元静的フレーム解析の結

果から算出された加速度と変形量を用いて，３次元静的Ｆ

ＥＭ解析により被覆コンクリート壁の照査をする。また，

取水路横断部の被覆コンクリート壁についても，前後２列

に配置される鋼管杭を含む３次元的な挙動を精緻に評価す

るため，鋼管杭の配置を考慮した梁モデルによる静的解析

から３次元静的ＦＥＭ解析による照査に見直す。 

参考として，取水路横断部における当初の設計方針をｆ．

解析概要（参考）に示す。 

 

第 1-36 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の支持力は，岩盤の支持力

試験から定めた極限支持力と地震応答解析により求められ

る杭先端の杭先端の最大軸力を比較することにより確認す

る。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14年 3月）」

に示される極限支持力の推定式について以下の記載がされ

ている。 

・支持杭の軸方向支持力は杭先端支持力と周面摩擦力の

和として表されるが，多重鋼管杭式擁壁の支持力評価に当

たっては，周面摩擦力による抵抗に期待しない設計とする。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【女川2】 

島根2号炉は極限支持力

算定の考え方を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

鋼管杭

地震時
２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ

せん断
（曲げ）降伏モーメント
（せん断）せん断応力度

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年３月）

津波時 ２次元静的フレーム解析

被覆
コンクリート壁

地震時

３次元静的FEM解析
曲げ
せん断

短期許容応力度
コンクリート標準示方書，構造性能照査編，
2002年制定

津波時

止水目地

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 変形・水

圧
メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量及び許容水圧以下とする。

津波時 2次元静的フレーム解析

止水目地の
鋼製部材

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ・せん

断
「建築基準法施行令2006年6月」を踏まえた許容応力度とする。

津波時 波圧算定式により算定

岩盤

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

支持力 極限支持力
道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

改良地盤①
（砂礫層）

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） すべり安全

率
すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

改良地盤③
（防波壁背後）

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） すべり安全

率
すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

セメントミルク

地震時
２次元動的FEM解析
（有効応力解析） すべり安全

率
すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析
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第 1-47 図 設置許可段階における確認項目［鋼管式鉛直壁（一般

部）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14年 3月）」

に示される極限支持力の推定式》 

 

 

また，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設置許可段階にお

ける確認項目を第 1-98 図に示す。 

 

第 1-98 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）］ 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は，付加条

件（前提条件）が無いた

め記載無し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成14年3月）」に示される極限支持力の推定式》

qd：杭先端における単位面積あたりの極限支持力度（kN/m
2）

A:杭先端面積（m2）

周面摩擦力

対
象

役
割

設
置
許
可
段
階
の
確
認
事
項
《ク
ラ
イ
テ
リ
ア
》

施 設 地 盤

鋼
管
杭

被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁

止
水
目
地

岩
盤

埋
戻
土
・
砂
礫
層

施
設
護
岸
等

改
良
地
盤
①

（
砂
礫
層
）

セ
メ
ン
ト
ミ
ル
ク

被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
を
支
持

被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
に
有
害
な
変
形
を
与
え
な
い

遮
水
性
を
保
持

被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
間
の
止
水
機
能
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

鋼
管
杭
を
鉛
直
支
持

す
べ
り
安
定
性
に
寄
与

液
状
化
を
含
む
地
盤
の
変
形
に
対
し
て
，
鋼
管
杭
の

要
求
機
能
を
損
な
わ
な
い

鋼
管
杭
の
変
形
を
抑
制

〈
3
条
1
項
〉

〈
3
条
2
項
〉
⇒
杭
の
設
計
方
針
〈
4
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
3
条
1
項
〉

・
鋼
管
杭
の
健
全
性

《
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト
（
曲
げ
）
及
び
せ
ん
断
応
力
度

（
せ
ん
断
）
》

（
止
水
目
地
）

・
止
水
目
地
の
変
形
・
水
圧

《
許
容
限
界
値
※
２
以
下
》

・
基
礎
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
U
S
H
）

－
杭
下
方
の
す
べ
り
《
F
s>
1
.5
》

ー
杭
の
支
持
力
《極
限
支
持
力
以
下
》

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
３
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

※
2
施
工
ブ
ロ
ッ
ク
間
の
地
震
時
の
相
対
変
形
及
び
津
波
波
圧
に
対

し
て
，
メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
基
準
と
比
較
し
，
上
回
る
場
合
は

性
能
試
験
を
実
施
し
，
許
容
限
界
を
再
設
定
す
る
。

・
改
良
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
IP
）

－
す
べ
り
安
全
率
1
.2
以
上

〈
4
条
・
5
条
〉

難
透
水
性
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

（
被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
※
１
）

・
被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
の
健
全
性

《
短
期
許
容
応
力
度
以
下
》

※
1
被
覆
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
健
全
性
に
つ
い
て
は
，
3
次
元
静
的
F
E
M

解
析
に
よ
り
精
緻
に
評
価
す
る
た
め
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い

て
説
明
す
る
。

改
良
地
盤
③

（
防
波
壁
背
後
）
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(b)鋼管式鉛直壁（岩盤部） 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）の設計フローを第 1-48 図に，解

析モデル及び解析概要を第 1-49 図及び第 1-50 図に示す。 

 

 

なお，鋼管式鉛直壁（岩盤部）については，地盤の液状

化の影響がないことから，地震時及び重畳時（津波＋余震

時）は２次元動的 FEM 解析（全応力解析）により，津波時

は静的フレーム解析により，鋼管杭等の照査を行う。 

 

 

第 1-48 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の設計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設計フローを第 1-99 図に，

解析モデル及び解析概要を第1-100 図及び第1-101 図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-99 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・防波壁及び鋼管杭は線形はり要素でモデル化する。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），改良地盤，被覆石及び基礎捨石は

マルチスプリング要素でモデル化する。消波ブロックは荷

重で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）は液状化パ

ラメータを設定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する

箇所は，ジョイント要素でモデル化する。 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉防波壁（鋼

管杭式逆Ｔ擁壁）は液状

化の影響を考慮して解

析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，モデル化

方針についても記載 
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第 1-49 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-50 図 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の解析概要 

 

 

 

鋼管式鉛直壁（岩盤部）の部位ごとの設計方針を第 1-45 表に

示す。 

また，鋼管式鉛直壁（岩盤部）の設置許可段階における確認

項目を第 1-51 図に示す。 

 

 

 

第 1-100 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

第 1-101 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の解析概要 

 

 

 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の部位ごとの設計方針を第

1-37 表に示す。 

また，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設置許可段階にお

ける確認項目を第 1-102 図に示す。 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50(m)

EL6.0m

EL15.00m

EL8.50m

EL(m)EL(m)

防波壁

42.25m

26m

100m 140m

240m

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

岩盤
（第①速度層）

岩盤
（第③速度層）

埋戻土（掘削ズリ） 改良土① 改良土②

改良土③ 改良土④ 被覆石（捨石を含む）

基礎捨石

ジョイント要素；

施設護岸；

岩盤
（第②速度層）

：積雪荷重
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第 1-45 表 鋼管式鉛直壁（岩盤部）の部位ごとの設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-37 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の部位ごとの設計方針 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

鋼管杭

地震時
２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ

せん断
（曲げ）降伏モーメント
（せん断）せん断応力度

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

津波時 ２次元静的フレーム解析

逆T擁壁

地震時
２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ

せん断
短期許容応力度

コンクリート標準示方書，構造性能照査編
2002年制定

津波時 ２次元静的フレーム解析

止水目地

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 変形・水

圧
メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量及び許容水圧以下とする。

津波時 2次元静的フレーム解析

止水目地の
鋼製部材

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ・せん

断
「建築基準法施行令2006年6月」を踏まえた許容応力度とする。

津波時 波圧算定式により算定

岩盤

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

支持力 極限支持力
道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

・改良地盤※

・改良地盤
（鋼管杭前面）

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） すべり安全

率
すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

※ RC床板については，保守的に地盤改良として扱う。
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第 1-51 図 設置許可段階における確認項目［鋼管式鉛直壁（岩盤

部）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-102 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（鋼管杭式逆

Ｔ擁壁）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は，付加条

件（前提条件）が無いた

め記載無し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対
象

役
割

設
置
許
可
段
階
の
確
認
事
項
《ク
ラ
イ
テ
リ
ア
》

施 設 地 盤

鋼
管
杭

逆
T
擁
壁

止
水
目
地

岩
盤

埋
戻
土
・
砂
礫
層

施
設
護
岸
等

逆
Ｔ
擁
壁
を
支
持

逆
T
擁
壁
に
有
害
な
変
形
を
与
え
な
い

遮
水
性
を
保
持

逆
T
擁
壁
間
の
止
水
機
能
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

鋼
管
杭
を
支
持

す
べ
り
安
定
性
に
寄
与

液
状
化
を
含
む
地
盤
の
変
形
に
対
し
て
，
鋼
管
杭
の

要
求
機
能
を
損
な
わ
な
い

〈
3
条
1
項
〉

〈
3
条
2
項
〉
⇒
杭
の
設
計
方
針
〈
4
条
〉

〈
3
条
1
項
〉

・
鋼
管
杭
の
健
全
性

《
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト
（
曲
げ
）
及
び
せ
ん
断
応
力
度

（
せ
ん
断
）
》

（
逆
T
擁
壁
）

・
逆
T
擁
壁
の
健
全
性

《
短
期
許
容
応
力
度
以
下
》

（
止
水
目
地
）

・
止
水
目
地
の
変
形
・
水
圧

《
許
容
限
界
値
※
以
下
》

・
基
礎
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
U
S
H
）

－
杭
下
方
の
す
べ
り
《
F
s>
1
.5
》

－
杭
の
支
持
力
《
極
限
支
持
力
以
下
》

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
３
条
〉

改
良
地
盤
※

鋼
管
杭
の
変
形
を
抑
制

〈
4
条
・
5
条
〉

・
改
良
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
IP
）

－
す
べ
り
安
全
率
1
.2
以
上

〈
4
条
・
5
条
〉

難
透
水
性
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

〈
4
条
・
5
条
〉

※
R
C
床
板
に
つ
い
て
は
，
保
守
的
に
改
良
地
盤
と
し
て
扱
う
。

※
施
工
ブ
ロ
ッ
ク
間
の
地
震
時
の
相
対
変
形
及
び
津
波
波
圧
に
対
し
て
，

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
基
準
と
比
較
し
，
上
回
る
場
合
は
性
能
試
験
を
実
施
し
，

許
容
限
界
を
再
設
定
す
る
。

改
良
地
盤

（
鋼
管
杭
前
面
）
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(c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）の設計フローを第 1-103 図に，

解析モデルを第1-104 図に，解析概要を第1-105 図に示す。  

なお，防波壁（波返重力擁壁）を構成するケーソンは，複

数の隔壁を有しており，その影響を考慮する必要があるこ

とから，重力擁壁を含めた 3 次元モデルにより，耐震評価

を行う。 

 

第 1-103 図 防波壁（波返重力擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・波返重力擁壁は施設護岸と一体化した構造のため線形は

り要素でモデル化する。 

・岩盤及びＭＭＲは線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），砂礫層，改良地盤はマルチスプリ

ング要素でモデル化する。消波ブロックは荷重で考慮す

る。なお，ケーソン前面の基礎捨石天端以深に存在する消

波ブロック（一般部①－①断面他）は，基礎捨石天端以深

の範囲を設置状況に応じてモデル化を行う。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）は液状化パ

ラメータを設定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する

箇所は，ジョイント要素でモデル化する。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，モデル化

方針についても記載 
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第 1-104 図 防波壁（波返重力擁壁）の解析モデル 

 

 

第 1-105 図(1) 防波壁（波返重力擁壁）の解析概要 

 

 

第 1-105 図(2) 防波壁（波返重力擁壁）東端部及び西端部の解析

概要 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NG

【照査】
■改良地盤，MMR
・支持力，すべり安全率
■岩盤
・支持力

＜地震時＞ ＜津波時＞

OK

START

仕様設定

END

解析モデル作成

動的解析

応答値抽出

【照査】
■改良地盤，MMR
・支持力，すべり安全率
■岩盤
・支持力

基準地震動Ｓｓ

解析モデル作成

静的解析

断面力算定

NG

OK

OK

津波荷重
漂流物荷重

NG

NG

OK

・２次元動的ＦＥＭ解析の結果から算出された加速
度及び荷重（地震時土圧，動水圧）を用いて，
３次元静的FEM解析により重力擁壁及びケーソンの
照査を行う。

改良地盤，MMRの設計，岩盤の照査

３次元静的FEM解析

【照査】
■重力擁壁
・曲げ，せん断
■ケーソン
・曲げ，せん断

重力擁壁，ケーソンの設計

２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力）

解析モデル作成

静的解析

断面力算定

【照査】
■重力擁壁
・曲げ，せん断
■ケーソン
・曲げ，せん断

土圧
３次元静的FEM解析

静的解析

応答値抽出

２次元静的ＦＥＭ解析

地震時土圧

動水圧

自重・慣性力

解析モデル作成

・津波荷重，漂流物荷重及び土圧を考慮し，３
次元静的FEM解析により重力擁壁及びケーソン
の照査を行う。

加速度
及び荷重

EL15.00m

EL8.50m

EL(m) EL(m)

防波壁

EL15.00m

EL8.50m

EL(m) EL(m)

防波壁

＜地震時＞ ＜津波時＞

OK

START

仕様設定

解析モデル作成

動的解析

応答値抽出

基準地震動Ｓｓ

OK

津波荷重
漂流物荷重

NG

重力擁壁（東端部，西端部），Ｈ鋼の設計，岩盤の照査

２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力）

NG

静的解析

断面力算定

２次元静的ＦＥＭ解析

【照査】
■重力擁壁（東端部，西端部）
・曲げ，せん断
■H鋼
・せん断
■岩盤
・支持力，すべり安全率

【照査】
■重力擁壁（東端部，西端部）
・曲げ，せん断
■H鋼
・せん断
■岩盤
・支持力，すべり安全率

END

解析モデル作成
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防波壁（波返重力擁壁）の部位ごとの設計方針を第 1-38 

表に示す。重力擁壁，ケーソン及びＨ鋼の設計方針概要に

ついては，以下に示す。 

【重力擁壁の設計方針概要】 

重力擁壁は，ケーソンを含めてモデル化した 3 次元静的

FEM解析により，地震時及び津波時の照査を行う。なお，東

端部及び西端部は，地震時は 2 次元動的 FEM 解析により，

津波時は 2次元静的 FEM解析により照査を行う。 

2 次元動的 FEM 解析において平面要素でモデル化する重

力擁壁は，重力擁壁付根各要素での発生応力（垂直応力σy，

せん断応力τxy）を基に，重力擁壁付根中心位置における，

軸力 N，曲げモーメント M，せん断力 Qを算定する。 

本照査方法は，JEAG4601-1987における p.381「基礎マッ

ト等の厚いコンクリートの断面評価法」に準じたものであ

る。モデル図を第 1-106 図に示す。 

 

 

第 1-106 図 2次元動的 FEM解析モデル図 

 

【ケーソンの設計方針概要】 

ケーソンの各部位に対しては，重力擁壁を含めてモデル

化した 3 次元静的 FEM 解析により，地震時及び津波時の照

査を行う。 

【Ｈ鋼の設計方針概要】 

重力擁壁の転倒に伴うＨ鋼の引抜きについては，岩盤の

支持力照査を踏まえて評価する。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸力 N＝Σ（σyi×li）
曲げモーメント M＝Σ（σyi×li×Li）
せん断力 Q＝Σ（τxyi×li）

ここに，σyi：防波壁付根要素の垂直応力（kN/m
2）

τxyi：防波壁付根要素のせん断応力（kN/m
2）

ｌi ：防波壁付根各要素の要素幅（m）
Ｌi ：防波壁付根中心からのアーム長（m）
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第 1-38 表 防波壁（波返重力擁壁）の部位ごとの設計方針 

 

 

また，防波壁（波返重力擁壁）の設置許可段階における

確認項目を第 1-107 図に示す。 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は，付加条

件（前提条件）が無いた

め記載無し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

重力擁壁

地震時
3次元静的FEM解析
又は2次元動的FEM解析 曲げ

せん断
短期許容応力度

コンクリート標準示方書，構造性能照査編
2002年制定

津波時
3次元静的FEM解析
又は2次元静的FEM解析

ケーソン
（前壁，後壁，
側壁）

地震時
3次元静的FEM解析

曲げ
せん断

短期許容応力度
コンクリート標準示方書，構造性能照査編，
2002年制定津波時

ケーソン
（底版，隔壁，
フーチング）

地震時

3次元静的FEM解析
曲げ
せん断

曲げ：限界層間変形角
又は圧縮縁コンクリート限
界ひずみ
せん断：せん断耐力

原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震
性能照査指針・マニュアル，2005年津波時

H鋼
地震時

２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） せん断 せん断応力度

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

止水目地
地震時

2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 変形・水

圧
メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量及び許容水圧以下とする。

津波時 静的解析

止水目地の
鋼製部材

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 曲げ・せん

断
「建築基準法施行令2006年6月」を踏まえた許容応力度とする。

津波時 波圧算定式により算定

岩盤
地震時

2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） 支持力 極限支持力

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

改良地盤及び
ＭＭＲ

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

支持力 極限支持力
道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

すべり安全
率

すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

支持力 極限支持力
道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）

すべり安全
率

すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド
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第 1-107 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（波返重力擁

壁）］ 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根2号炉は，付加条

件（前提条件）が無いた

め記載無し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
対
象

役
割

設
置
許
可
段
階
の
確
認
事
項
《ク
ラ
イ
テ
リ
ア
》

施 設 地 盤

重
力
擁
壁

止
水
目
地

遮
水
性
を
保
持

重
力
擁
壁
間
の
止
水
機
能
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

（
止
水
目
地
）

・
止
水
目
地
の
変
形
・
水
圧

《
許
容
限
界
値
※
２
以
下
》

〈
4
条
・
5
条
〉

ケ
ー
ソ
ン

重
力
擁
壁
の
支
持
及
び
遮
水
性
の
保
持

〈
4
条
・
5
条
〉

岩
盤

改
良
地
盤

ケ
ー
ソ
ン
を
鉛
直
支
持

す
べ
り
安
定
性
に
寄
与

〈
3
条
1
項
〉

〈
3
条
1
項
〉

地
盤
中
か
ら
の
回
り
込
み
に
よ
る
浸
水
を
防
止

（
難
透
水
性
の
保
持
）

〈
4
条
・
5
条
〉

M
M
R

・
基
礎
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
U
S
H
）

－
ケ
ー
ソ
ン
下
方
の
す
べ
り
《
F
s>
1
.5
》

〈
３
条
〉

・
改
良
地
盤
の
安
定
性
（
F
L
IP
）

－
す
べ
り
安
全
率
1
.2
以
上

〈
4
条
・
5
条
〉

H
鋼

重
力
擁
壁
の
滑
動
を
抑
制
す
る
。

〈
4
条
・
5
条
〉

※
2
施
工
ブ
ロ
ッ
ク
間
の
地
震
時
の
相
対
変
形
及
び
津
波
波
圧
に
対
し
て
，

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
基
準
と
比
較
し
，
上
回
る
場
合
は
性
能
試
験
を
実

施
し
，
許
容
限
界
を
再
設
定
す
る
。

（
ケ
ー
ソ
ン
※
1
）

・
ケ
ー
ソ
ン
（
前
壁
，
後
壁
，
側
壁
）
の
健
全
性

《
短
期
許
容
応
力
度
以
下
》

・
ケ
ー
ソ
ン
（
底
版
，
隔
壁
，
フ
ー
チ
ン
グ
）
の
健
全
性

《
曲
げ
：
限
界
層
間
変
形
角
又
は
圧
縮
縁
コ
ン
ク
リ
ー

ト
限
界
ひ
ず
み
以
下

せ
ん
断
：
せ
ん
断
耐
力
以
下
》

（
H
鋼
）

・
H
鋼
の
健
全
性

《
せ
ん
断
応
力
度
以
下
》

（
重
力
擁
壁
※
1
）

・
重
力
擁
壁
の
健
全
性

《
短
期
許
容
応
力
度
以
下
》

〈
4
条
・
5
条
〉

※
1
ケ
ー
ソ
ン
及
び
重
力
擁
壁
に
つ
い
て
は
，
3
次
元
静
的
F
E
M
解
析
に
よ
り

精
緻
に
評
価
す
る
た
め
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
説
明
す
る
。
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(c)盛土堤防 

盛土堤防の設計フロー及び解析概要を第 1-52 図に，解析

モデルを第 1-53 図に示す。 

 

 

 

第 1-52 図 盛土堤防の設計フロー及び解析概要 

 

 

 

第 1-53 図 盛土堤防の解析モデル 

 

 

 

盛土堤防の部位ごとの設計方針を第 1-46 表に示す。 

また，盛土堤防の設置許可段階における確認項目を第

1-54 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

島根２号炉には，盛土

堤防は無いため，記載無

し。 
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第 1-46 表 盛土堤防の部位ごとの設計方針 
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第 1-54 図 設置許可段階における確認項目（盛土堤防） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

141



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．解析概要 

各解析の設計方針の概要を以下に示す。 

 

(a)止水目地  

止水ジョイントの設計フロー及び地震時の相対変形の概

念図を第 1-108 図に示す。 

止水目地の構造成立性評価については，基準地震動 Ssを

用いた地震応答解析及び津波荷重を用いた静的フレーム解

析により算出された変形量と，入力津波を用いて津波波圧

算定式より算出した津波荷重に対して止水ゴム等の止水性

が維持できる仕様であることを確認する。 

止水ゴム等の仕様設定は，性能試験（耐圧試験・引張変

形試験）により津波荷重に耐え，止水機能を維持できる変

形量となるよう設定するとともに，構造物間に生じる相対

変形に対し追従可能な材料を選定する。 

止水目地の鋼製部材に発生する応力が許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

 

第 1-108 図 設計フロー及び地震時の相対変形の概念図 

 

(ｂ) 2次元動的有限要素解析（有効応力解析）  

地震時の検討は，2次元動的有限要素解析（有効応力解析）

にて行う。2次元動的有限要素解析（有効応力解析）の設計

フローを第1-109 図に，代表断面選定の考え方を第1-39 表

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は解析概要

を設計方針に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

START

変形量の設定
【以下のケースで最大変形量を選定】
・地震時：保守的に位相が逆になったことを考慮して，最大相対変形量を

２倍して算出（絶対値和に保守性を考慮）
・津波時：地震時最終変形量と津波荷重作用時最終変形量の和を算出
【上記の変形量を基に合成変形量の算出】
X方向，Y方向，Z方向の３成分の相対変形量を算出し，
これらを合成した最大変形量を変形量と設定

津波荷重の設定

止水ゴム等の仕様設定

鋼製部材の仕様設定

【照査】
止水目地の鋼製部材
・曲げ，せん断

NG

OK

END

【同一構造形式間の合成変形量の算出方法】

X方向の相対変位δx：δx=abs{δx(T)×２}

y方向の相対変位δy：δy=abs{δy(T)×２}

z方向の相対変位δz：δz=abs{δz(T)×２}

δx(T)： X方向の最大相対変位

δy(T)： y方向の最大相対変位

δz(T)： z方向の最大相対変位

合成方向変位（3方向合成）δ＝ δx
2+δx

2+δx
2

δx(T)

δy(T)
δx(T)

δy(T)

地震時の相対変形の概念図
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の例
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に示す。 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭，被覆コンクリート壁，逆 T擁壁，重力擁壁，

ケーソン，埋戻土，基礎捨石，砂礫層，改良地盤，

施設護岸，岩盤等を含めた全体の動的挙動評価 

・地盤特性及び液状化を考慮した影響評価 

ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭，被覆コンクリート壁，逆 T 擁壁，重力擁壁

及びケーソン等の照査 

・止水目地の変形量 

・地震時応答（変形量を含む） 

ⅲ．解析条件 

・地盤物性のばらつきを考慮する 

 

第 1-109 図 設計フロー 

 

第 1-39 表 代表断面選定の考え方 

 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は解析概要

を設計方針に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着目点 概要 代表断面の選定

地質分布

構造的特徴，周辺の
地質分布及び隣接構
造物を考慮して，代表
断面を選定する。

詳細設計段階において，地
震応答解析により耐震評価
を行う上で，構造物の応答
が耐震評価上最も厳しくなる
と考えられる断面を選定する。
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(ｃ) 静的フレーム解析 

津波時の検討は，静的フレーム解析にて行う。静的フレ

ーム解析の設計フローを第 1-110 図に示す。 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭，逆 T擁壁の挙動評価（津波時） 

ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭，逆 T擁壁の照査 

・止水目地の変形量 

ⅲ．モデル化方針 

・鋼管杭，逆 T 擁壁は線形はり要素（ビーム要素）で

モデル化する。 

・岩盤は地盤ばねでモデル化する。 

ⅳ．解析条件 

・解析用物性値（静的物性）を用いる。 

 

第 1-110 図 設計フロー 

 

(ｄ)防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 

防波壁（波返重力擁壁）ケーソンは長辺方向及び短辺方

向に配置された隔壁を有することから，各部材の照査は３

次元モデルによる静的ＦＥＭ解析により行う。3次元モデル

化の例を第 1-111 図に示す。 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は解析概要

を設計方針に記載 
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第 1-111 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンの 3次元モデル化

の例 

 

(参考)防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部 

取水路横断部の当初の設計方針における解析モデルを第

1-112 図に示す。 

取水路横断部は，一般部同様，地震荷重や津波荷重に対

し，各部位に発生する断面力や応力度が許容限界以下であ

ることを確認する。 

被覆コンクリート壁の評価について，水平方向荷重に対

しては，取水路横断箇所以外は鋼管杭と一体構造であるこ

とを考慮し，第 1-112 図（a）に示すとおり，鋼管杭をばね

による弾性支承とし，被覆コンクリート壁を梁でモデル化

して評価する。鉛直方向荷重に対しては，第 1-112 図（b）

に示すとおり，鋼管杭を固定支承とし，被覆コンクリート

壁を梁でモデル化して評価する。 

鋼管杭の評価について，鋼管杭は，多重管構造を１本の

梁としてモデル化し，上部コンクリート及び内部の間詰め

コンクリートの剛性及び強度は考慮しない。 

また，海側と陸側に２本の杭が隣接し，杭頭連結部で一

体化していることから，第 1-112 図に示すとおり，両端ピ

ン剛梁で相対する節点を結合したモデルでモデル化し，杭

頭連結部以外で両端ピン剛梁に引張が生じている箇所は，

この梁を取り外して評価する。 

なお，地盤は地盤ばねでモデル化する。 

ここで，地震時検討における水平方向の震度は，被覆コ

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は解析概要

を設計方針に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 要求性能
許容限界

曲げ せん断

・前壁
・後壁
・側壁

止水性能
支持性能

短期許容応力度

・隔壁
・底版
・フーチング

支持性能
限界層間変形角
又は圧縮縁コンク
リート限界ひずみ

せん断耐力

ケーソンの各部材の要求性能と許容限界

モデル化の例（地震時（海側方向））

主働土圧

動水圧

海側

陸側

重力擁壁

ケーソン

ケーソン部材名称
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ンクリート壁下端位置における基準地震動Ｓｓに対する地

震応答解析結果から得られた加速度応答スペクトルから，予

め算定した防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の水平

方向１次固有周期に対応する応答加速度を用いて算定する。 

鉛直方向の震度は，地震応答解析から得られた鉛直上向

き及び下向きそれぞれの最大応答加速度から算定する。 

 

第 1-112 図 解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は解析概要

を設計方針に記載 
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4) 設計荷重 

設計に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

①  常時荷重＋地震荷重（ＳＳ） 

②  常時荷重＋津波荷重（動・波圧） 

③  常時荷重＋津波荷重（動・波圧）＋漂流物荷重 

④  常時荷重＋津波荷重（動・波圧）＋余震荷重 

⑤  常時荷重＋T.P.＋24m津波荷重（動・波圧）＋漂流物

荷重 

⑥ 常時荷重＋T.P.＋24m津波荷重（動・波圧）＋余震荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．設計荷重 

設計に用いる荷重の組合せを第 1-47 表に，各荷重の内容を

第 1-48 表に，鋼管式鉛直壁（一般部）の津波時の例を第 1-55 

図に示す。 

なお，津波時の検討における基準地震動 Ss による影響の考

慮について，設置許可段階においては，保守的に Ss 直後の応

力状態及び過剰間隙水圧上昇による地盤の剛性低下を考慮し

た解析を行う。 

一方，工認段階においては，Ss による応力状態及び過剰間

隙水圧の上昇による地盤の剛性低下による影響について，残

留間隙水圧の取扱いを含めた評価方法を検討する。 

 

第 1-47 表 荷重の組合せ 

 

 

 

第 1-48 表 荷重の内容 

 

 

 

 

 

ｇ．設計荷重 

設計に用いる荷重の組合せを第 1-40 表に，各荷重の内容を

第 1-41 表に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の例を第

1-113 図に示す。 

    

 

 

 

 

 

 

 

第 1-40 表 荷重の組合せ 

 

 

第 1-41 表 荷重の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記

載内容の相違 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，それぞ

れの荷重条件を詳述 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

 島根2号炉は，日本海

東縁部に想定される地

震による津波を考慮す

る。波源位置は，敷地

から600km以上の距離

にあり，その波源の活

動に伴う地震について

は，敷地への影響が明

らかに小さいことか

ら，津波時における基

準地震動Ssによる影響

を考慮しない。 

（参考資料６参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース 荷重の組合せ

地震時 常時荷重＋地震荷重

津波時 常時荷重＋津波荷重＋漂流物衝突荷重

重畳時
（津波＋余震時）

常時荷重＋津波荷重＋余震荷重
※ 海域活断層より想定される地震による津波は，

防波壁の敷地の壁体部（被覆コンクリート
部等）には到達しないが，到達する部位に
ついては個別に評価を実施する。
（参考資料6参照）
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5) 鋼管杭及び鋼管杭基礎の設計方針 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の基礎は，岩盤に鋼管杭の

直径程度以上を根入れする岩着支持杭とした。 

鋼管杭は地震時及び津波時において各部位が十分な裕度を

有することを確認する。 

鋼管杭基礎の支持性能については，基礎に作用する地盤反

力が基礎地盤の極限支持力以下であることを照査する。 

津波時及び重畳時（津波＋余震時）は二次元静的フレーム

解析，地震時は液状化を精緻に評価するために有効応力解析

を実施し，基礎に発生する断面力を用いて応力照査を実施す

る。 

①  耐震設計（有効応力解析） 

設計対象構造物～地盤の連成系モデルによる二次元地  

震応答解析を行い，地震時の鋼管杭基礎の構造健全性及び

支持性能を確認する。また，地盤の液状化の影響を緻密に

反映するため，有効応力の変化に伴う地盤挙動の変化を考

慮することができる有効応力法を用いることとし，地震応

答解析により算定される部材の発生応力度が短期許容応力

度以下となるよう設計する。 

液状化強度特性については，平均－1σの値を用いること

で保守性を考慮する。さらに，地質分布の不確かさに着目

 

 

第 1-55 図 荷重の概念図 

（鋼管式鉛直壁（一般部）における津波荷重＋漂流物荷重の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-113 図 荷重の概念図 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における津波荷重＋漂流物荷重の

例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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し，原地盤の液状化強度特性を適用した基準地震動ＳＳによ

る解析結果のうち，最も厳しいケースにおいて，より一層

保守的な検討を目的に，液状化検討対象層である全ての砂

層・礫層に対して豊浦標準砂の液状化強度特性を与えるこ

とで，強制的に液状化させる条件を仮定した解析モデルに

ついても検討する。 

ａ ． 解析モデルの作成 

地質断面図を反映して解析モデルを作成する。鉛直方

向はT.P.－130mまでをモデル化する。鋼管杭は線形梁要

素，地盤はマルチスプリング要素でモデル化し，地下水

位以深については間隙水圧要素を配置する。 

鋼管杭と地盤との間には，杭と地盤の相互作用を適切

に考慮できる相互作用バネを配置する。解析モデルの一

例を第1-7図に示す。 

 

 

第1-7図 解析モデルの一例 

 

ｂ ． 地震応答解析 

有効応力解析により構造物及び地盤の応答値を算定す

る。 

入力地震動は，東海第二発電所の解放基盤表面深度で

あるT.P.－370mからT.P.－130mまでをモデル化した剥ぎ

取り地盤モデルを用いて，一次元波動論によりT.P.－13 

0m位置で評価した地震動（2E）を用いる。 

 

ｃ ． 照査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

149



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

地震応答解析により算定された鋼管杭の断面力を用い

て，曲げモーメント・軸力に対する照査，せん断に対す

る照査を行い，短期許容応力度以下であることを確認す

る。 

基礎地盤の支持性能として，基礎に作用する地盤反力

が極限支持力以下であることを確認する。 

 

②  耐津波設計（二次元静的フレーム解析） 

鋼管杭のみで津波に抵抗するため，鋼管杭のみを二次元

フレーム解析モデルで表現する。この鋼管杭をモデル化し

た梁に地盤バネを接続したモデルで応答変位法による二次

元静的フレーム解析を行い，津波時と重畳時（津波＋余震

時）の鋼管杭の構造健全性及び支持性能を確認する。死荷

重及び積雪の長期荷重，津波荷重と漂流物荷重，余震荷重

等を外力として入力し，部材の発生応力度が短期許容応力

度以下となるよう設計する。津波や漂流物の荷重は，鉄筋

コンクリートを通じて上部工の鋼管に直接的に作用し，下

部工の鋼管杭へ伝達される。なお，津波時における漂流物

荷重は，入力津波高さに作用するものとして考慮する。 

基礎地盤の支持性能として，基礎に作用する地盤反力が

極限支持力以下であることを確認する。 

解析モデル概念図を第1-8図に示す。 

 

第1-8図 解析モデル概念図 
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地盤バネは，「道路橋示方書・同解説（Ⅳ 下部構造編）」に

基づき設定し，上限値を有するバイリニア型とする。余震時の

地盤バネの算定に用いる地盤の変形係数EDは，以下の式により

算出する。 

 

 

地盤バネ定数及び地盤バネの上限値の算定内容を第1-6表に

示す。同表中の地盤バネ定数4種類と地盤バネの上限値4種類を

用いて，地盤の最も高い剛性と最も大きい強度の組合せによる

構成式及び地盤の最も低い剛性と最も小さい強度の組合せによ

る構成式を地盤バネの設定で用いることにより，各部位で安全

側となる設計を行う。 

 

第1-6表 地盤バネ定数及び地盤バネの上限値 

 

 

余震時荷重としては，余震時の一次元地盤応答解析及び二次

元有効応力解析により算定される応答変位分布を強制変位とし

てバネ端に載荷するとともに，地表面最大加速度より算定する

設計震度を慣性力として考慮する。 

 

 

6) 上部工の設計方針 

津波に対する止水性を確保し，津波荷重や漂流物荷重によ

るせん断力を全て受け持てるよう，「鋼管鉄筋コンクリート」

の前面に一体化した「鉄筋コンクリート梁壁」を設置する。 

二次元梁バネモデル解析では，上部工前面の「鉄筋コンク

リート梁壁」（鉄筋コンクリート梁の主筋を密に配置し，せ

ん断耐力筋で補強した壁部材）のみをモデル化し，地震時， 津

波時，重畳時（津波＋余震時）の全てのケースにおいて，「鉄

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

151



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

筋コンクリート梁壁」のみで成立する構造とする（実際には

「鉄筋コンクリート梁壁」と背面にある「鋼管鉄筋コンクリ

ート」との一体構造断面で抵抗することになる）。 

上部工の検討においてモデル化を行わない「鋼管鉄筋コン

クリート」（下部工の鋼管杭から上部工に連続する鋼管を被

覆した部材）には， コンクリート標準示方書に基づく必要鉄

筋量を配置する。 

なお，二次元梁バネモデル解析で鉄筋コンクリート梁壁を

モデル化して，上部工の設計を行うことを基本とするが，断

面力の確認のため，代表断面については静的三次元ＦＥＭ 解

析を実施し，二次元梁バネモデルの妥当性についても検討す

る。 

第1-9図に上部工検討フローを示す。 

 

 

 

第1-9図 上部工検討フロー 

 

①  モデル化方針 
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ａ ． 二次元梁バネモデル 

地震荷重，津波荷重，積雪荷重，風荷重及び漂流物荷重

に耐えうる構造である鉄筋コンクリート梁壁をビーム要素

でモデル化し，地盤抵抗を表現するため，地盤バネを配置

する。左右外側のバネには地盤のばらつきを考慮するため， 

－1σあるいは＋1σ物性のバネ値を与える。 

二次元梁バネモデルの概要図を第1-10 図に示す。 

 

 

第1-10図 二次元梁バネモデル 

 

 

ｂ ． 三次元ＦＥＭモデル 

上部工及び下部工を三次元ＦＥＭでモデル化し，防潮壁

が地震，津波及び津波＋余震より受ける応力を精緻に評価

する。三次元ＦＥＭについては，傾斜部のモデル化も行い， 

地震時の1ブロックにおけるねじれの検討も実施する。さら

に傾斜部については，固有値解析を実施して防潮壁の振動

特性を評価する。 

解析モデルは上部工をソリッド要素でモデル化し，鋼管

杭をシェル要素でモデル化する。地盤の抵抗については，

バネで表現し，杭周り及び地盤高さの嵩上げの該当部分に

付加する。なお，地盤バネについては，鋼管杭のモデル化

で二次元静的フレーム解析の際に用いた地盤バネを用い

る。ただし，引張方向はNotensionバネとする。 

三次元ＦＥＭモデルの概要を第1-11 図に示す。 
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第1-11 図(1) 三次元ＦＥＭ解析モデル（一般部） 
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第1-11図(2）三次元ＦＥＭモデル（傾斜部） 

 

②  地震時 

ａ ． 静的フレーム解析（梁バネモデル） 

地盤や杭の剛性を表現したバネに支持された鉄筋コンク

リート梁壁を二次元梁バネモデルで表現し，地震時の静的

挙動を評価する。鉄筋コンクリート梁壁をビーム要素でモ

デル化し，地盤抵抗を表現するため，地盤バネを配置する。

左右外側のバネには地盤のばらつきを考慮するため，－1σ 

あるいは＋1σ物性のバネ値を与える。 

地震時の地盤変位についても，左右外側には±1σ物性を

用いた一次元地震応答解析から算出した変位を入力する。 

二次元梁バネモデルより算出された断面力を用いた鉄筋

コンクリート梁壁の照査を行い，地震による慣性力を鉄筋

コンクリート梁壁に作用させ，梁壁に生じる曲げ，せん断

応力度の照査を行い，短期許容応力度以下であることを確

認する。 

地震時の地盤変位入力概要を第1-12図に示す。 
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第1-12図 地震時の地盤変位入力概要 

 

ｂ ． 三次元ＦＥＭモデル 

二次元梁バネモデルの保守性検討のため，三次元ＦＥＭ

モデルを用いた解析を行う。三次元ＦＥＭ解析のモデル概

念図を第1-13図に示す。 

水平慣性力は，一次元地震応答解析及び二次元有効応力

解析で地表面の最大加速度を算定し，その加速度を杭と防

潮壁に対して堤外から堤内方向へ平均地盤の表面最大加速

度の水平慣性力を作用させる。一次元地震応答解析は各々

の杭に対して実施する。 

鉛直慣性力は，一次元地震応答解析及び二次元有効応力

解析で地表面の最大加速度を求め，その加速度を杭と防潮

壁に平均地盤の表面最大加速度の下向き鉛直慣性力を作用

する。 

水平地盤変位は各杭先端からの最大相対変位とする。最

大変位の算出についても各々の杭に対して算出した結果を

入力する。 

杭体には全ての節点に水平バネ（Ｙ方向，Ｘ方向）を設

定し，水平方向バネは杭体と同様に圧縮方向が地盤反力度

の上限値を用いたバイリニア型，引張方向をNotensionとし

ている。地盤バネの特性図を第1-14図に示す。 
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第1-13図 三次元ＦＥＭ解析の概念図 

 

 

第1-14図 ＦＥＭ解析に与える地盤バネの特性 

 

③  津波時，津波＋余震時 

津波時及び津波＋余震時においても，二次元梁バネモデル

で評価し，代表断面においては二次元梁バネモデルの妥当性

について三次元ＦＥＭモデルで検討する。 

ａ ． 津波時 

鉄筋コンクリート梁壁モデルに，自重，積雪荷重，津波荷

重及び漂流物荷重を作用させ，鉄筋に生じる引張り，せん断

応力度及びコンクリートに生じる圧縮，せん断応力度の照査

を行い，短期許容応力度以下であることを確認する。なお，

漂流物荷重は曲げモーメントが最大となる位置に作用させ

る。 

ｂ ． 津波＋ 余震時 

鉄筋コンクリート梁壁モデルに，自重，積雪荷重，津波荷

重並びに余震による慣性力及び動水圧を作用させ，鉄筋に生

じる引張り，せん断応力度及びコンクリートに生じる圧縮，
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せん断応力度の照査を行い，短期許容応力度以下であること

を確認する。なお，慣性力としての設計震度は，一次元地盤

応答解析及び二次元有効応力解析より算出される地表面の最

大加速度を与える。 

二次元梁バネモデルは地表面における最大変位を集約バネ

を介して載荷する。三次元ＦＥＭ解析については，深度なり

の変位を杭体にバネを介して載荷する。 

④  二次元梁バネモデルと三次元ＦＥＭモデルに対する保守性 

二次元梁バネモデルは，上部工堤外側の鉄筋コンクリート

梁壁のみをモデル化し，評価においては，津波荷重が最も大

きい上部工底部の荷重や漂流物荷重が最も大きい上部工天端

部の荷重を入力しているが，三次元ＦＥＭモデルでは，現実

的な荷重分布を入力する。 

また，二次元梁バネモデルは，荷重を５箇所の点で支持す

るモデルであるが，三次元ＦＥＭモデルでは，鉄筋コンクリ

ート梁壁の背後にある鋼管鉄筋コンクリートにより，荷重を

面的に支持するモデルとなっている。第1-15図に二次元梁バ

ネモデルと三次元ＦＥＭモデルの相違点を示す。 

 

 

 

第1-15図 二次元梁バネモデルと三次元ＦＥＭモデルの相違点 

 

 

なお，鉄筋照査等を行う断面計算は，軸力，曲げモーメン

ト，せん断力を用いて曲げ応力度及びせん断応力度を算出し
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て行う。応力計算は，面積と断面２次モーメントに依存する

ため，値が小さい方が応力度は大きくなる。 

以上のことから，二次元梁バネモデルで用いる断面性能（断

面積，断面２次モーメント）と三次元ＦＥＭでモデル化され

る断面性能では，二次元梁バネモデルの方が小さくなり，よ

って発生応力度が大きくなることから，三次元ＦＥＭモデル

と比較して安全側の評価になる。第1-16図に両断面モデルに

おける断面性能の比較を示す。 

 

 

第1-16図 二次元梁バネモデルと三次元ＦＥＭモデルにおける断

面性能の比較図 

 

⑤  鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面の一体性確保 

鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面の一体性を強固なもの

とするため，スタッドを適切な位置に所要の本数を配置して

確実な接合を行う方針とする。 

杭の曲げ変形により，鋼管と鉄筋コンクリートの間のせん

断力に対して，ずれを生じさせないために必要なスタッドを

配置する。設計は，鋼・合成構造標準示方書（土木学会）及

び道路橋示方書・同解説（Ⅳ 下部構造編）（日本道路協会） 

に基づき行う。 

せん断力は，杭の曲げモーメント分布の勾配として求め， 

各区間の平均的なせん断力とする。 

接合面に作用するせん断力の概念図を第1-17図に，せん断

力の算出方法概念図を第1-18図に示す。 
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第1-17図 鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面に作用するせん断

力 

 

 

第1-18図 杭の曲げモーメント分布に基づくせん断力の算出方法 

 

 

7) 止水ジョイント部の設計方針 

① 概要 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の施工ブロック間等に

は，止水ジョイントを設置する。 

止水ジョイントは，地震時やその後の津波や余震によっ

て生じる構造物間の相対変位に対して止水性を確保するた

め伸縮性を有するものとする。 

なお，堤外側の止水ジョイント部には，漂流物への対策

として，止水ゴム等の鋼製防護部材を設置する。 

 

②評価方針 

止水ジョイント部の評価は，基準地震動ＳＳを用いた二次

元有効応力解析及び津波荷重を用いた二次元静的フレーム

解析により算出された変位量及び入力津波を用い津波波圧

式より算出した津波荷重に対し，止水ゴム等の止水性が維

持できることを確認し，止水ゴム等の仕様を設定する。止
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水ジョイント部の設計フローを第1-19 図に示す。 

止水ゴム等の仕様は，津波荷重に耐え，構造物間の相対

変位に追従して止水機能を維持できる材料を設定し，性能

試験によってこれらを確認する。 

なお，止水ゴム等の取り付け部の鋼製アンカーに発生す

る応力度が短期許容応力度以下であることを確認するとと

もに，漂流物への対策として止水ゴム等の鋼製防護部材を

設置し，この部材に発生する応力度が短期許容応力度以下

であることを確認する。 

 

 

 

第1-19図 止水ジョイント部の設計フロー 

 

 

 

ａ ． 相対変位の設定方針 

防潮堤の標準部（直線部），隅角部，異種構造物間の位

置を第1-20図に示す（標準部は，異種構造物間，隅角部を

除く区間）。 
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第1-20図 防潮堤の各部(標準部，隅角部及び異種構造物間)位置図 

 

 

ｂ ． 標準部の地震時相対変位量 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の標準部は，隣り合う防

潮壁同士が同一の挙動を示すと考えられるため，地震時に

おいては，地盤のせん断波速度Ｖｓの平均物性，＋1σ物性，

－1σ物性による地震時応答解析で得られる応答変位に基

づき相対変位を設定する。 

地震時の設計用相対変位は，以下の式により水平2方向

（ｘ方向，ｙ方向）及び鉛直方向（ｚ方向）それぞれにつ

いて算出する。 

さらに，ｘ方向，ｙ方向及びｚ方向の相対変位から求め

られる合成方向変位を算出する。ここで，地震時の相対変

位の概念図を第1- 21図に示す。 
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第1-21図 地震時の相対変位の概念図 

 

 

ｃ ． 標準部の津波時相対変位量 

津波時においては，地震時の残留変位を防潮壁ブロック

間の相対変位として設定する。 

津波時の設計用相対変位は， 以下の式により水平2方向

（ｘ方向，ｙ方向） 及び鉛直方向（ｚ方向） それぞれに

ついて算出する。 

さらに，ｘ方向，ｙ方向及びｚ方向の相対変位から求め

られる合成方向変位を算出する。 

なお，止水ジョイント部の設計で考慮する荷重は，津波

波圧式により算出した津波荷重を設計荷重とする。ここで， 

津波時の相対変位の概念図を第1-22図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

163



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

第1-22図 津波時の相対変位の概念図 

 

 

ｄ ． 標準部の重畳時（津波＋余震時）相対変位量 

重畳時（津波＋余震時）においては，地震時の残留変位

と余震による応答変位を防潮壁ブロック間の相対変位とし

て設定する。 

重畳時（津波＋余震時）の設計用相対変位は，以下の式

により水平2方向（ｘ方向，ｙ方向）及び鉛直方向（ｚ方向） 

それぞれについて算出する。さらに，ｘ方向，ｙ方向及び

ｚ方向の相対変位から求められる合成方向変位を算出す

る。 

なお，止水ジョイント部の設計で考慮する荷重は，津波

波圧式により算出した津波荷重を設計荷重とする。また，

動水圧，防潮壁の横断方向と縦断方向の慣性力をブロック

ごとの応答加速度に依存する設計荷重とする。ここで，重

畳時（津波＋余震時）の相対変位の概念図を第1-23図に示

す。 

 
 

 
第1-23図 重畳時（津波＋余震時）の相対変位の概念図 
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ｅ ． 隅角部及び異種構造物間の相対変位量 

隅角部及び異種構造物間の変位量の設定は，標準部と同

様に最大変位量を設定する。 

隅角部及び異種構造物間の相対変位概念図を第1-24図及

び第1-25図に示す。 

 

 

第1-24図 隅角部の相対変位概念図 

 

 
第1-25図 異種構造物間の相対変位概念図 

 

 

ｆ ． 止水ゴム等の適用方針 

止水ゴム等は津波荷重に耐えうる材料を選定する。 

また，止水ゴム等は構造物間に生じる相対変位に対し，

その相対変位に追従可能な材料を選定することとする。 

止水ゴム等は，変位量に応じゴムジョイント，シートジ

ョイントの使い分けを計画している。 

 

ｇ ． 止水ゴム等の性能試験について 

止水ジョイント部は，地震時に構造物間に生じる相対変
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位と，その後の津波や余震により構造物間に生じる相対変

位に対して止水性を確保するため，伸縮性を有するものと

し， 堤内側及び堤外側の両面に止水ゴム等を設置する。こ

れを踏まえ，止水ゴム等の性能を確認するために耐圧試験

等を実施する。 

ゴムジョイントの試験は，所定の変位を与えた上で津波

荷重相当の荷重での耐圧試験を実施する。 

ゴムジョイントの耐候性については，メーカーによる試

験結果を確認した結果，ゴムジョイントに使用されるゴム

の伸びが半減する期間が約38年（気温条件：30℃）で，ゴ

ムの伸びが半減しても有意な硬化はなく，十分な変形性能

（伸び率225％）を有している。 

シートジョイントの試験は，継続載荷試験，津波荷重相

当の荷重での耐圧試験及び母材の耐候性試験（紫外線を照

射し，初期値と照射後の引張強度の確認）を実施する。耐

候性試験はJIS L 1096 「織物及び編物の生地試験方法」に

基づき，15年に相当する耐候性を確認する。今後，耐候性

試験結果に基づき適切にシートジョイントの耐用年数を設

定し，供用後の維持管理を行うと共に，必要に応じさらな

る耐候性試験を実施し，耐用年数を見直していく。 

止水ゴム等の耐圧試験例を第1-26図に示す。 

 

 

第1-26図 止水ゴム等の耐圧試験例 

 

 

 

 

 

8) 防潮壁間の相互の支圧力に関する設計方針 

防潮壁境界部は空隙を設けない構造とすることから，隣接
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する躯体同士が地震時の相互の支圧力に対して，鉄筋コンク

リート壁体が損傷をしないことを確認する。 

具体的には，以下の式により隣接する防潮壁躯体あるいは

鉄筋コンクリート防潮壁側の竪壁の慣性力を防潮壁側面に載

荷して，支圧応力度の照査を実施する。ここで，慣性力と防

潮壁側面の概念図を第1- 27図に示す。 

 

 

 

 

第1-27図 慣性力と防潮壁側面の概念図 

 

 

 

9) 地盤高さの嵩上げ（改良体）の設計方針 

地盤高さの嵩上げ（改良体）は，津波荷重等に対する上部
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工の変位の抑制を目的としている。したがって，地盤高さの

嵩上げのせん断力が改良体のせん断強度以内であることを二

次元有効応力解析及び二次元フレーム解析にて確認する。 

また，二次元有効応力解析で得られる地震時における地盤

高さの嵩上げの防潮壁境界部の離隔を確認するとともに，二

次元フレーム解析による津波時の防潮壁の変形量と比較し， 

津波時の防潮壁の変形量を下回ることを確認する。 

地盤高さの嵩上げの基本設定及び設計方針については，表

層改良体と共に第1-29図に示す。 

 

 

10 ) 表層地盤改良及びシートパイルの設定方針 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁周りの表層付近の地盤に

おいては，地震時における変形や津波による洗掘などに対

して，浸水防護をより確実なものとするために，地盤改良

の実施及びシートパイルの設置を行う。第1-28図に地盤改

良及びシートパイルのイメージ図を示す。 

表層改良体の深さ方向の範囲は，表層地盤の過剰間隙水

圧比が比較的高い範囲や杭体に生じる断面力の低減等を考

慮し設定する。 

また，堤内側の表層改良体の幅は，地盤高さの嵩上げが

地震時に損傷に至らない範囲を考慮し設定する。堤外側の

表層改良体の幅は，地盤改良に係る指針類に基づき範囲を

設定する。 

地盤改良工法は，改良対象地盤の物性，地下水位，施工

性などを考慮して選定する。また，地盤剛性の急変部によ

り杭体に局所的な応力を発生させないように，地盤剛性が

上層から下層に向けて，やや大きめの剛性から原地盤に近

い剛性に移行するような改良仕様を設定する。地盤高さの

嵩上げ部は，地盤内部のすべりに対する安全率を確保する

ためにセメント改良工法を選定する。 

地盤高さの嵩上げ及び表層改良体の基本設定方針及び設

計方針を第1-29図に示す。 
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第1-28図 地盤改良及びシートパイルのイメージ図 
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第1-29図 地盤高さの嵩上げ及び表層改良体の基本設定方針及び

設計方針 
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①  ボイリング，パイピング防止対策の検討方針 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁には，津波時において堤外

側と堤内側の水位差による，堤外側から堤内側への浸透圧に

対して，堤外側にシートパイルの設置や堤内外の表層地盤改

良により，堤内側の地盤の有効重量が浸透圧よりも十分に大

きくなるようにすることで，安全性を確保する方針とする。

第1-30図にボイリング，パイピング防止対策工の概念図を示

す。 

 

 

第1-30図 ボイリング，パイピング防止対策工概念図 

 

 

ａ ． ボイリング防止対策 

津波時において防潮堤の堤外側と堤内側の水位差による

堤外側から堤内側への浸透圧に対して，鋼管杭鉄筋コンク

リート防潮壁の堤外側にシートパイルを設置し，堤内側の

地盤の有効重量が浸透圧よりも十分に大きくなるようにす

ることで，安全性を確保する方針とする。 

ボイリングの検討は，堤内側の土の有効重量とシートパ

イル先端位置に作用する平均過剰間隙水圧との比を取って

下式より照査する。第1-31図にボイリング防止対策の説明

図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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なお， 安全率(Ｆｓ)は，土木学会トンネル標準示方書， 

開削工法編に準拠し， Ｆｓ≧1.5を確保する。 

 

 

第1-31図 ボイリング防止対策の説明図 

 

 

ｂ ． パイピング防止対策 

津波時において防潮堤の堤外側と堤内側の水位差による

堤外側から堤内側への浸透圧に対して，鋼管杭鉄筋コンク

リート防潮壁の堤外側のシートパイルの設置や堤内外の表

層改良体により，堤内側の地盤の有効重量が浸透圧よりも

十分に大きくなるようにすることで，安全性を確保する方

針とする。第1-32図にパイピング防止対策の説明図を示す。 

パイピングに対する検討は浸透流路長と水位差の比を考

慮した下式により算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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なお，安全率（Ｆｓ）は，土木学会トンネル標準示方書，

開削工法編に準拠し，Ｆｓ≧2.0を確保する。 

 

 

第1-32図 パイピング防止対策の説明図 

 

 

11 ) 防潮壁の地山寄り付き部における設定方針 

津波に対して，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の前面の洗

掘防止対策は，津波時において壁に作用する津波荷重に対し

て，防潮壁前面の表層地盤強度が津波荷重よりも大きくなる

ように，十分な安全余裕を持たせた地盤のせん断強度を確保

する地盤改良強度を設定する。 

津波荷重 ≦ 防潮壁前面の表層地盤せん断強度 

また，敷地南西部においては，防潮堤が南側丘陵地に寄り

付くことから，津波遡上解析結果により，寄り付き部には津

波が到達しないことを確認しているが，洗掘防止対策として， 

寄り付き部の範囲を地盤改良する。地盤改良の対象は，ｄｕ 

層，Ｄ1ｇ－1層とし，防潮堤の天端であるT.P.＋18 mに余裕

を持たせてT.P.＋22mまでの範囲を対象とする。また，地盤改

良幅は，隣接する防潮壁の幅に余裕を持たせて4mとし，縦断

方向の改良範囲は地山高さに合わせて適切に設定する。防潮

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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壁寄り付き部の平面図を第1-33図，第1-34図に，断面図を第1 

-35図に示す。 

 

 

第1-33図 防潮壁全体平面図 

 

 

 

第1-34図 防潮壁寄り付き部拡大平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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第1-35図 防潮壁寄り付き部断面図 

 

 

12 ) 防潮壁底部の地盤根入れ長の設定方針 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の堤外側，堤内側には表

層地盤改良を実施しているため，地震による表層地盤の沈

下は軽微であると判断するが，保守的に地下水位を原地表

面高さとした有効応力解析により残留沈下量を算出する。 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は，底部を地盤に十分に

根入れすることで，津波による下部からの浸水を確実に防

護する構造とする。 

防潮壁底部の地盤根入れ長が，地震時に生じる地盤面の

沈下量以上であることを確認する。第1-36図に地震に伴う

防潮壁の地表面沈下量算定に関する概念図を示す。 

 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁底部の地盤根入れ長 

＞ 地震による地盤面沈下量＝①＋②＋③ 

 

 

なお，考慮する地震時の沈下量は，以下の沈下量とする。 

①  不飽和土層の揺すり込み沈下量 

②  有効応力解析により算出した残留沈下量 

③  過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量 

 

揺すり込み沈下量は，「鉄道構造物等設計標準・同解説，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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土構造編（平成２５年編），耐震設計編（平成２４年改編）」

に準じて算出する。 

また，有効応力解析結果より求められる防潮壁堤外側地

盤の残留鉛直変位量及び液状化検討対象層のせん断ひずみ

から算定される地層ごとの過剰間隙水圧の消散に伴う沈下

量を算出する。 

 

 

第1-36図 地震に伴う防潮壁の地表面沈下量算定に関する概念図 

 

 

13 ) 構内排水路と防潮壁の交差部の設計方針 

防潮堤内の降雨等を想定した構内排水路については，第

1-37図に示すとおり，複数箇所で防潮壁を横断して設置さ

れる。 

構内排水路は直径1mの鋼製の管路であり，鋼管杭鉄筋コ

ンクリート防潮壁はこれを跨いで設置する。 

 

第1-37図 構内排水路設置位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針

を設備毎に分けて記載 
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構内排水路交差部の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の鋼

管杭は第1-38図に示す通り杭を一部重ねて配置した構造と

する。 

 

 

第1-38図 構内排水路と鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁との交差

部断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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14 ) 海水引込み管と防潮壁の交差部の設定方針 

海水引込み管は，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の下部

構造である鋼管杭先端よりも深い深度に設置される。第1 

-39図に海水引込み管の位置図を，第1-40図に交差部の断面

イメージ図を示す。 

鋼管杭の先端と海水引き込み管の天端の離隔距離は，『ト

ンネル標準示方書シールド工法編』を参考に，地震時応答

解析に基づいた確認を行った後，安全な離隔距離を設定す

る。 

 

 

第1-39図 海水引込み管位置図 

 

 

 

第1-40図 海水引込み管と鋼管杭の交差部断面イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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15 ) 東海発電所の取水路・放水路と防潮壁の横断部の設定方針 

東海発電所 取水路・放水路は，鋼管杭鉄筋コンクリート

防潮壁の南東部を横断する。第1-41図に東海発電所 取水

路・放水路と防潮壁の横断位置図を示す。 

東海発電所の取水路・放水路は，廃止措置工事に伴う排

水（解体撤去作業に伴う廃液，洗濯廃液）に必要な希釈取

水機能及び希釈放水機能に影響が生じないよう，希釈水の

取水箇所及び排水の排出箇所の上流側の取水路と放水路を

コンクリート等により埋戻しを行うことにより，東海発電

所の廃止措置の運用に影響を及ぼさない設計とする。防潮

壁横断部の取水路・放水路の埋戻しイメージ図を第1- 42図

に示す。 

 

 

第1-41図 東海発電所 取水路・放水路横断部位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，設計方針
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第1-42図 防潮壁横断部の取水路・放水路埋戻しイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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16 ) 構造物評価における地下水位の設定方針 

防潮堤の堤内側の水位については， 洗掘防止等の目的で

設置される表層部の地盤改良体により上昇する可能性が想

定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため，構造物評価時の地下水位は，保守的に地表面

に設定することとする。 

ただし，有効応力解析での評価では，地表面まで水要素

を配置させると数値解析上不安定とならないよう，地表面

から1 m 範囲にはわずかな粘性を考慮できるよう全応力要

素を設定する（粘着力cの設定は，平均－1σ残留強度物性

とする）。解析評価時の地下水位の設定図を第1-43図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．地下水位の設定方針 

設置許可段階における地下水位は，地下水位低下設備の効

果を考慮し設定する。地下水位の設定方針を第 1-49 表及び第

1-56 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，工認段階においては，三次元浸透流解析の結果を踏

まえ保守性を確認の上，設定する。 

 

なお，防潮堤の地盤改良に当たっては，地下水位低下設備

の集水機能・通水機能等を阻害しないように施工計画を検討

する。 

 

 

第 1-49 表 地下水位の設定方針（設置許可段階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ．地下水位の設定方針 

地下水位については，護岸前面は T.P.-0.02mとする。施設

護岸より陸側の地下水位設定は港湾基準に準拠して残留水位

とする。なお，3号炉エリアの防波壁より陸側については，保

守的に地表面とする。 

地下水位の設定方針を第 1-42 表及び第 1-114 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-42 表 地下水位の設定方針（設置許可段階） 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，地下水

位の設定について別途

審査中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造型式 水位

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）
・防波壁から陸側：EL+0.30m
・施設護岸から防波壁まで：EL+0.14m
・施設護岸から海側：EL-0.02m

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）
・防波壁から陸側：地表面
・施設護岸から防波壁まで：EL+0.14m
・施設護岸から海側：EL-0.02m

防波壁（波返重力擁壁）
・防波壁から陸側：地表面
・防波壁から海側：EL-0.02m
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第1-43図 地下水位の設定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-56 図 地下水位設定の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-114 図 地下水位設定の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，地下水

位の設定について別途

審査中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

EL+15m

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

改良地盤
砂礫層

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

海水位 地下水位

鋼管杭（単管）

改良地盤③

改良地盤

逆T擁壁（鉄筋コンクリート造）

←海 陸→

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

基礎捨石 岩盤

鋼管杭(φ1.3m，t=22mm)
グラウンドアンカー※

EL+15m

被覆石

捨石

海水位

地下水位

重力擁壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

岩盤

埋戻土（掘削ズリ）

ケーソン（施設護岸）

←海 陸→

砂礫層

グラウンドアンカー※

改良地盤

EL+15m

ＭＭＲ

防波壁（波返重力擁壁）

海水位

地下水位
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ｈ．解析用物性値 

敷地には，中世界ジュラ系の牡鹿層群萩の浜累層が分布し

ており，防潮堤の設置位置には狐崎部層及び牧の浜部層が分

布する。敷地の地質層序表を第 1-57 図に，狐崎部層及び牧の

浜部層の分布範囲を第 1-58 図に示す。第 1-50 表に示すとお

り，両部層間で力学特性に大差はないものの，それぞれの部

層に対する試験結果に基づき物性値を設定した。 

狐崎部層の解析用物性値を第 1-51 表に，牧の浜部層の解析

用物性値を第 1-52 表に，D 級岩盤，旧表土，盛土，セメン

ト改良土，改良地盤，背面補強工及び置換コンクリートの物

性値を第 1-53 表に示す。D 級岩盤及び盛土・旧表土は，地

層の部層の相違による影響が小さいこと等から，狐崎部層と

牧の浜部層を同一の物性値とした。 

コンクリート（背面補強工，置換コンクリート）のせん断

強度は，コンクリート標準示方書におけるせん断強度に関す

る記載※を参考に下記のとおり設定する。 

 

τ0=1/5qu=1/5×30(N/mm2)=6.0(N/mm2) 

τ0：コンクリートのせん断強度 

ｑu：コンクリートの圧縮強度 

 

※：ダムコンクリートのせん断強度は，ダムコンクリートが等方体

と考えられる場合には，設計上必要なパラメータとならない

が，水平打継目におけるせん断摩擦安全率を検討する場合に

は，水平打継目のせん断強度が必要となる。水平打継目のせん

断強度は打継目処理の方法によって大きく変化するが，丁寧な

打継目処理を施した場合，水平打継目のせん断強度はダムコン

クリート自身のせん断強度とほぼ等しい値を示す。この値はダ

ムコンクリートの圧縮強度のおよそ 1/5 である。（（公社）土

木学会，2013 年制定・ダムコンクリート編） 

なお，コンクリートのせん断強度は，詳細設計時に試験施工及

び力学試験を実施し，設定の妥当性を確認することとする。 

 

また，コンクリートの内部摩擦角φについては，保守的に考慮

しないこととする。 

コンクリートの引張強度はコンクリート標準示方書（（公社）土

ｉ．解析用物性値 

防波壁の設計に用いる解析条件（解析用物性値等）の設定方針

は，以下のとおりとする。 

【施設・地盤の解析用物性値】 

・施設の解析用物性値は，「コンクリート標準示方書［構造性能

照査編］（社）土木学会，2002年制定」等に基づき設定する。 

・地盤の解析用物性値は，原位置試験結果及び室内試験結果に

基づき設定することを基本とするが，一部については，港湾基

準等に準拠し，妥当性を確認の上，慣用値を用いる。 

【設計地下水位】 

・詳細設計段階において，防波壁や改良地盤等をモデル化した

浸透流解析を実施し，自然水位より保守的に設定した水位を設

計地下水位として設定する。 

【液状化強度特性】 

・液状化評価対象層（埋戻土（掘削ズリ），砂礫層）に対して実

施した液状化試験結果に基づく液状化強度特性よりも保守的な

有効応力解析（FLIP）の簡易パラメータ設定法により液状化強

度特性を設定する。簡易設定法及び液状化試験結果による液状

化強度曲線の比較を第 1-115 図に示す。 

地盤の解析用物性値を第 1-43 表に，構造物の解析用物性

値を第 1-44 表に，解析用物性値の準拠基準を第 1-45 表に示

す。 

 

第 1-115 図簡易設定法及び液状化試験結果による液状化

強度曲線の比較 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，解析用物性値を設

定 
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木学会，2017 年制定・設計編）に準拠し，下記のとおり設定する。 

 

ftk=0.23f’ck
2/3=0.23×302/3=2.22(N/mm2) 

ftk：コンクリートの引張強度 

f’ck：コンクリートの設計基準強度 

 

 

 
第 1-57 図 敷地の地質層序表 

 

 

 

 

第 1-58 図 狐崎部層及び牧の浜部層の分布範囲 

 

 

 

第 1-43 (1) 表 解析用物性値（地盤）（1/2） 

 

 
 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，解析用物性値を設

定 
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第 1-50 表 一軸圧縮強度の比較（単位：N/mm2） 

 

 

 

第 1-51 表 解析用物性値（狐崎部層） 

 

 

第 1-52 表 解析用物性値（牧の浜部層） 

 

 

 

 

第 1-43 (2) 表 解析用物性値（地盤）（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，解析用物性値を設

定 
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第 1-53 表 解析用物性値（敷地全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-44 表 解析用物性値（構造物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，解析用物性値を設

定 
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第 1-45 表 解析用物性値の準拠基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

島根２号炉は，解析用

物性値の準拠基準を記

載 
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ｉ．液状化強度特性の設定方針 

設置許可段階での防潮堤の耐震性評価においては，有効応

力解析により液状化の影響を確認する。有効応力解析に用い

る旧表土の液状化強度特性は，防潮堤近傍の液状化強度試験

結果に基づき設定する。液状化強度試験の試料採取位置を第

1-59 図に示す。なお，液状化強度試験の試料採取位置選定と

その代表性については，参考資料７に示す。 

盛土の液状化強度特性は，敷地全体の液状化強度試験結果

に基づき，下限値を基本に保守的に設定する。盛土・旧表土

の液状化パラメータを第 1-54 表に，液状化強度試験結果を第

1-60 図に示す。 

一方，工認段階においては，液状化の有無による影響を確

認するために，全応力解析及び有効応力解析を実施する。そ

の上で，保守的となる解析を基本ケースとする。 

また，有効応力解析で用いる液状化強度特性は，設置許可

段階の設定を基本とする。 

なお，盛土については，防潮堤近傍において液状化強度試

験の追加実施を検討し，信頼性のある試験結果が得られた場

合において，液状化強度特性を見直すこととする。 

 

 

 

第 1-59 図 液状化強度試験の試料採取位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中

の地下水位の設定に基

づき，液状化強度特性を

設定 
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第 1-54 表 盛土・旧表土の液状化パラメータ 

 
 

 

 

第 1-60(1)図 液状化強度試験結果に基づく液状化強度曲線（旧表

土） 

 

 

第 1-60(2)図 液状化強度試験結果に基づく液状化強度曲線（盛土） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，審査中の

地下水位の設定に基づ

き，液状化強度特性を設

定 
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2. 施工実績（本設杭構造） 

杭の最小中心間隔が2 .5Ｄ未満であり，かつ一列配置とした本

設構造物の実績について調査した結果を第2-1表に，施工事例写真

を第2-1図に示す。 

 

 

第2-1表 一列杭の本設構造物の実績 

 

 

 

 

 

 

 

第2-1図（1） 施工事例： 国道工事（国土交通省） 
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第2-1図（2） 施工事例： 羽田Ｄ滑走路護岸（国土交通省） 
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第2-1図（3） 施工事例： 法面工事（NEXCO 中日本） 

 

 

 

第2-1図（4） 施工事例： 河川工事（鳥取県） 
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第2-1 図（5） 施工事例： 河川工事（名古屋市） 

 

 

第2-1図（6） 施工事例： 港湾築堤工事（国土交通省） 
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第2-1図（7） 施工事例： 河川護岸耐震工事（大阪府） 

 

 

第2-1図（8） 施工事例： 海岸岸壁の災害復旧工事（国土交通省） 
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第2-1図（9） 施工事例： 

ジャイロプレス工法（技研製作所）による鋼管杭連続壁 

 

 

 

第2-1図（10） 施工事例： 

大船渡港長浜地区海岸防潮堤工事（岩手県大船渡市） 
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第2-1 図（11） 施工事例： 

両石漁港海岸災害復旧工事（岩手県釜石市） 
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なお，これら施工実績の中で，設計情報が確認できたものに

ついては，土圧算定や地盤反力係数の算定，液状化の判定など

随所にわたって道路橋示方書が引用されていることを確認し

た。 
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ｊ．構造成立性評価地震波 

構造成立性評価断面（地点）における基準地震動５波の応

答結果から，構造成立性評価地震波を選定する。基準地震動

Ss の時刻歴波形及び応答スペクトルを第 1-116 図及び第

1-117 図に示す。 

 

 

第 1-116 図 基準地震動 Ss の時刻歴波形 

 

 

 

第 1-117 図 基準地震動 Ss の応答スペクトル 

 

・資料構成の相違 

【東海第二，女川2】 

 島根2号炉は構造成立

性評価地震波設定の考

え方を記載 
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（参考資料１） 

 

敷地内の地下水位の上昇を仮定した場合における 

防潮堤への影響評価について 

 

1. 目的 

防潮堤は岩着杭形式の構造であり，杭間距離が小さいこと及

び防潮堤周りの表層地盤に地盤改良を行うことから，防潮堤内

の地下水位が上昇する可能性がある。 

したがって，防潮堤内の地下水位上昇が地盤や防潮堤の杭や

表層改良体に及ぼす影響の有無について評価した。 
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2. 敷地内の地下水位観測データ 

過去の地下水位観測データを第1表,観測最高地下水位コンタ

ー図を第1図に示す。 

 

第1表 過去の地下水位観測データ（その1） 
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第1表 過去の地下水位観測データ（その2） 
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第1図 観測最高地下水位コンター図 
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3. 防潮堤を考慮した地下水位の設定 

防潮堤の設置により地下水位が上昇する可能性を考慮し，地

下水位の設定について以下の検討を行った。 

(1) 敷地近傍陸域の地形 

第2図に敷地近傍陸域の地形図を示す。 

敷地近傍陸域の地形は，台地，低地及び海岸砂丘からなる。

敷地の南西方の高台エリアは台地東方部に位置し，海岸砂丘と

の境界に当たる。高台エリアの北方には海岸砂丘と低地の境界

が分布しており，その西方には台地と低地（T.P.＋5 m以下）の

境界が分布している。このような地形的状況から，高台エリア

への流入地下水は，高台エリアから西方に続く台地より流入し

ているものと考えられる。なお，高台エリアの西端の標高とそ

の西方の台地の標高に大きな差はない。 

 

 

第2図 敷地近傍陸域の地形図 
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(2) 防潮堤に囲われた範囲の地下水位の検討 

防潮堤の設置に伴い地下水位の上昇の可能性を踏まえ，施設

設計の保守性を考慮し，防潮堤に囲われた第3図に示す範囲につ

いては，地下水位を地表面に設定することを基本とする。 

 

 

第3図 地下水位設定 
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(3) 地下水位の上昇によるその他の影響 

防潮堤で囲われた範囲について地下水位の上昇を考慮した際

の，周辺の領域の地下水の流速の変化及びそれに伴う影響（地

盤中の砂の流出）の有無について検討する。地盤への影響の検

討は，設定した地下水位から想定される地下水の流速と，現地

の土質材料から想定される多粒子限界流速を比較することによ

り行う。 

検討は，地下水位の高低差が大きくなる敷地南側の境界部を

対象とした。敷地南側の防潮堤で境される敷地南側の高台につ

いては，T.P.＋18mまでは防潮堤が設置されるため，防潮堤を境

に北側，南側で水位差が発生することになるが，防潮堤の南西

終端部より以西は地下水位を区分けする構造物がないことか

ら，北側（敷地側）の地下水位上昇により相対的に地下水位が

低くなる南側に地下水が流れることが想定される。この流れに

ついて，設計で考慮する条件（地下水位を地表面とする）にお

ける防潮堤の外側の地下水の流れについて検討を行う。 

第4図に検討位置を，第5図に検討イメージ図を，第2表に各地

層の透水係数を示す。 
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第4図 検討位置図 

 

 

第5図 検討イメージ図 

 

 

防潮堤に囲われた範囲の地下水位は地表面に設定しているこ

とから，地下水位の最高点として地表の最も高い位置ｈ1（T. P.

＋29m）を，また，下流側は既往の観測記録のコンターに地下水

位が摺りつくと仮定し，保守的に地下水位がなだらかになる手

前の点ｈ2（地下水位T.P.＋2.5m）を選定し，両者の水位差と水

平距離及び透水係数から，地盤中に流れる地下水の流速をダル

シー則で求めた。なお，透水係数は当該箇所に分布する地層で

最も大きい透水係数であるｄｕ層の透水係数を採用した。 
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第2表 各地層の透水係数 

 

 

一方，多粒子限界流速※１により，ｄｕ層の平均粒径Ｄ50及び

20％粒径Ｄ20に対する限界流速を求めた。多粒子限界流速の算

定フローを第6図に，計算に用いたパラメータを第3表に示す。 
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第6図 多粒子限界流速の算定フロー 

 

 

第3表 多粒子限界流速の算出に用いた計算パラメータ（ｄｕ層） 
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ｄｕ層の平均粒径Ｄ50に対する多粒子限界流速は2.99×10-1 

cm/s，20％粒径に対する多粒子限界流速は1.63×10-2cm/ｓであ

り， 前述の地盤中に流れる地下水の流速5.71×10－3cm/ｓは多

粒子限界流速を下回っていることから，粒子の移動は発生せず， 

これらの地下水の流れが地盤に影響を及ぼすものではないこと

を確認した。 

地下水の流れが地盤に影響を及ぼさないことから，防潮堤の

杭や表層改良体についても，地下水の流れによる影響はない。 

 

4. 結論 

敷地内の地下水位の上昇を仮定した場合における防潮堤等へ

の影響の有無を確認するため，多粒子限界流速式を用いて，地

下水位の仮定した上昇量に伴う流速の変化を算定した。その結

果，土粒子の移動が発生しない程度の遅い流速となり，これに

伴う地下水の流れは防潮堤の杭や表層改良体に影響を及ぼすも

のではないことを確認した。 

 

※1：浸透破壊における粒子群を考慮した限界流速（1997，杉井， 

宇野，山田ら，地下水技術Vol.39，No.8，pp28～35） 
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（参考資料２） 

 

 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の各設計対象の照査に用いる 

解析手法について 

 

 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の主要部位である鋼管杭，鉄筋

コンクリート梁壁及び鋼管鉄筋コンクリートの照査に用いる解析

手法について，作用荷重毎に取りまとめた。 

 

 
 

評価手法 
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（参考資料１） 

 

防潮堤の沈下防止・安定性確保の考え方について 

 

１．沈下防止・安定性確保（地盤改良）の目的と期待される効果 

女川の防潮堤は，敷地の高さや津波高さ等のサイト特性並びに

取水路を跨ぐ等の制約条件，また盛土・旧表土の耐震性等を総合

的に勘案し，地震等に伴う沈下を考慮した構造とすることで設計

上の配慮を行い，建設を進めてきた。 

その後，津波の影響が比較的大きいサイト特性も踏まえ，防潮

堤の構造成立性を従来の構造形式よりも高め，地震・津波に対す

る耐性をより強固なものとするために，防潮堤の設計変更（沈下

対策，安定性向上対策）を行うこととした。 

対策実施により，沈下に伴う損傷モードが無くなるとともに，

地震に対する安定性が向上し，安全に対する信頼性や説明性が高

まる。 

鋼管式鉛直壁（一般部）及び盛土堤防の設計変更に伴う安全確

保の考え方と構造と損傷モードの検討過程を第 1 図に示す。 

 

 

第 1 図 安全確保の考え方と構造と損傷モードの検討過程 
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２．沈下防止・安定性確保（地盤改良）の範囲設定の考え方 

鋼管式鉛直壁（一般部）及び盛土堤防の沈下防止・安定性確保

（地盤改良）の範囲は，規則第３条～第５条を満足するよう，第 2 

図及び第 3 図に示すフローで設定する。 

 

 

第 2 図 防潮堤の地盤改良範囲の設定フロー（鋼管式鉛直壁（一般

部）） 

 

 
第 3 図 防潮堤の地盤改良範囲の設定フロー（盛土堤防） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

212



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

追加対策範囲を第 4 図に示す。 

防潮堤直下（鋼管式鉛直壁（一般部）：既設改良地盤直下，盛土

堤防：セメント改良土直下）の盛土・旧表土について，沈下防止

の観点から岩盤上面まで地盤改良する。 

また，防潮堤前面（海側）の一部は，基礎地盤のすべり安定性

確保の観点から CM級以上の岩盤上面まで置換コンクリート（設計

基準強度 f'ck＝30N/mm2）を施工する。 

 

 

第 4 図 追加対策範囲 
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既設の改良地盤の下部他を対象として新たに地盤改良を行うこ

とによる設計上の課題とその対応方針を第 1 表のとおり整理し

た。地盤改良に伴う設計条件の変更は，適切に設計に反映する。 

 

第 1 表 追加の地盤改良に関する設計上の課題 
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（参考資料２） 

 

改良地盤の追加施工の成立性について 

 

１．改良地盤の追加施工に関する検討フロー 

構造物の耐震裕度向上を目的とする地盤改良は，女川サイトに

おいても実績があるが，今回追加で施工する防潮堤直下の改良地

盤は，背面補強工や既設改良地盤直下の施工であることや，支持

地盤としての性能が求められる等の観点において，これまでの施

工と異なる。 

このことを踏まえ，第 1 図のフローにより防潮堤直下の改良地

盤追加施工における特異性の有無及び品質確保の方針を示す。 

なお，安定性確保の観点から設定する置換コンクリートの施工

計画の概要については参考資料３に記載する。 

 

 

第 1 図 改良地盤の追加施工に関する検討フロー 
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２．改良地盤の要求機能の整理 

改良地盤の役割及び要求される品質を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 改良地盤の役割及び要求される品質 

 

 

３．施工時の課題抽出 

（１）施工における課題抽出と特異性有無の検討 

改良地盤の追加施工における課題及び特異性について整理し

た結果を第 2 表に示す。 

ここで，特異性有無の考え方は，改良地盤の要求品質（第 1 表）

を確保する上で対処が必要となる施工上の課題に対し，既往の

知見から十分対応可能であると考える事項を特異性「無」，それ

以外を特異性「有」と整理とした。 

 

第 2 表 改良地盤の追加施工における課題及び特異性の整理 
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（２）特異性の検討を踏まえた対応方針 

特異性有無の検討結果を踏まえた施工における課題に対する

対応方針を第 3 表に示す。 

 

第 3 表 特異性の検討を踏まえた対応方針 

 

 

４．女川防潮堤における施工実績 

（１）施工手順 

防潮堤において，盛土・旧表土を対象として実施した既設改

良地盤（高圧噴射攪拌工法）の施工手順を第 2 図に示す。所定

深度まで削孔してガイドホールを構築し，その後高圧噴射によ

り地盤改良体を造成した。地盤改良体は，第 3 図に示すように，

未改良部が生じないよう平面的に重複（ラップ）させて造成し

た。 

 

 

第 2 図 高圧噴射攪拌工法による地盤改良手順 
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第 3 図 地盤改良体の造成イメージ 

 

（２）施工状況 

防潮堤において，盛土・旧表土を対象として第 4 表に示す仕

様で既設改良地盤（高圧噴射攪拌工法）を施工した。施工状況

を第 4 図に，地盤改良後の状況を第 5 図に，写真の撮影方向を

第 6 図に示す。 

なお，第 5 図は上部に背面補強工を施工するため，地盤改良

後に表層地盤（盛土）を撤去した状態である。第 5 図中の赤線

は，地盤改良の出来形をマーキングしたものであり，これによ

り設計改良径を満足していることを確認した。また，必要改良

範囲よりも広い範囲を改良していることを確認した。 

 

第 4 表 既設地盤改良（高圧噴射攪拌工法）の概要 
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第 4 図 施工状況写真 

 

 

第 5 図 地盤改良後の状況写真 

 

 

第 6 図 写真の撮影方向 
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（３）品質確認試験結果 

既設改良地盤について，要求品質（剛性）を確保するため，

品質確認試験として PS 検層を実施した。試験のための供試体

は，第 7 図に示すように，改良体中心から離れた位置（0.3D）

にて採取した。 

PS 検層による品質確認試験結果を第 8 図に示す。せん断波速

度 Vs は概ね目標値以上であり，岩砕主体の盛土においても良好

に改良されていることを確認した。 

また，品質管理の参考として一軸圧縮強度試験についても実

施したことから，その結果を第 9 図に示す。なお，今回追加で

施工する改良地盤は，支持地盤としての性能が求められること

から，試験施工を踏まえて今後品質管理項目を設定する。 

 

 

 

第 7 図 試験及びボーリングコア採取位置 

 

 

第 8 図 既設地盤改良における品質確認結果（PS 検層） 
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第 9 図 既設改良地盤における一軸圧縮強度試験結果（参考値） 

 

（４）ボーリングコア写真 

地盤改良実施後，上部の盛土を撤去前の段階で，改良品質確

認のためボーリングコアを取得した。ボーリングコア採取位置

は改良体中心から 0.3D の位置であり，上部の盛土を含めた採取

を行った。ボーリングコア写真位置を第 10 図に，ボーリングコ

ア写真（①孔～⑤孔）を第 11 図～第 15 図に示す。 

ボーリングコアより，礫が多い範囲も礫背面に土砂が残るこ

となく固化材（セメントミルク）が充填され，全体として良好

に改良されていることを確認した。また，上部の盛土との境界

付近にも未改良部は生じていないことを確認した。 

 

 

第 10 図 ボーリングコア写真位置 
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第 11 図 ボーリングコア写真（①孔） 

 

 
第 12 図 ボーリングコア写真（②孔） 
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第 13 図 ボーリングコア写真（③孔） 

 

 

第 14 図 ボーリングコア写真（④孔） 
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第 15 図 ボーリングコア写真（⑤孔） 
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（５）過去の試験施工（目的及び改良地盤の追加施工との関連性） 

女川及び東通原子力発電所においては，地中構造物の耐震裕

度向上のため地盤改良が必要となった場合を想定し，試験施工

を過去に実施している。 

この試験施工は盛土及び旧表土を対象とし，高圧噴射攪拌工

法（SJ，SJM，XJ）の注入回数や配合を変動させ，改良品質の確

認や，近隣構造物への影響確認等を実施している。 

試験施工の主な目的を以下に示す。 

－改良品質の確認 

－改良品質を確保できる施工仕様の選定，改良体の配置 

－近隣構造物への影響の確認 （建屋防水工，コンクリート

構造物など） 

今回検討している防潮堤直下の地盤改良については，施工形

態が過去の試験施工と同様に高圧噴射攪拌工法であり改良深度

が同様（岩盤表面から上）であること，改良対象が同じ盛土・

旧表土であること，近隣に試験施工における想定と同様の構造

物（地下水位低下設備等）が存在することから，成立性確認に

おいて参照できる。 

以降，過去に実施した試験施工（平成 20 年実施）の概要を示

す。 

 

ａ．地盤改良による埋設物への影響 

地盤改良（高圧噴射攪拌工法）によるドレーン及び埋設物

への影響に関する試験施工の概要を第 16 図に，改良体中心と

埋設物の離隔を第 5 表に，ドレーンの設置状況及び詳細図を

第 17 図に示す。 

 

第 16 図 試験施工の概要（埋設物への影響） 
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第 5 表 改良体中心と埋設物の離隔 

 

 

 

第 17 図 ドレーンの設置状況及び詳細図 

 

地盤改良後のドレーン及びフィルター材状況を第 18 図に示

す。 

試験施工の結果，ドレーンについては改良体中心（高圧噴射

位置）からドレーン中心までの離隔が 0.7m 以上あれば，ドレー

ン内に固化材の流入が無く，閉塞の恐れが無いことが分かった。 

地盤改良後のエフレックス管及び接地線状況を第 19 図に示

す。 

エフレックス管及び接地線については，改良体中心から 1.0m 

の離隔においても損傷しないことが分かった。 
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第 18 図 地盤改良後のドレーン及びフィルター材状況 

 

 

第 19 図 地盤改良後のエフレックス管及び接地線状況 
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地盤改良（高圧噴射攪拌工法）による近接構造物（地下防水

を施した L 字擁壁）への影響に関する試験施工についても実施

した。試験施工の概要を第 20 図に，L字擁壁設置状況を第 21 図

に示す。 

 

 

第 20 図 試験施工の概要（構造物への近接施工） 

 

 
第 21 図 L 字擁壁設置状況 
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地盤改良後の地下防水及び L 字擁壁状況を第 22 図に示す。 

試験施工の結果，L 字擁壁については，コンクリートは表面

がごく薄く削れているものの，部分的な破損も無く構造的に問

題がないことが確認できた。 

 

 

第 22 図 地盤改良後の地下防水及び L 字擁壁状況 
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ｂ．過去の試験施工による岩盤との境界面 

過去の試験施工時における，岩盤との境界面の施工イメージ

を第 23 図に，岩盤との境界面のボーリングコア写真を第 24 図

に示す。岩盤境界部については，岩盤を先行削孔後に改良する

ことから，境界面についても未改良部が生じず良好に改良され

ていることを確認した。 

 

 

第 23 図 岩盤との境界面の施工イメージ 

 

 

第 24 図 改良後のボーリングコア写真 
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（６）一般産業施設の施工事例 

ａ．東京外環自動車道ジャンクション工事 

東京外環自動車道ジャンクション工事において，既設洞道

の沈下防止を目的として，構造物脇から高圧噴射攪拌工法に

より構造物直下の地盤改良を行っている。 

改良体底面の深度は GL-41.09m であり，防潮堤改良深度

（GL-20～40m 程度）と同等以上の深度でも施工可能である。

施工概要を第 6 表に，施工概要図を第 25 図に示す（出典：

SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 6 表 施工概要 

 

 

 

第 25 図 施工概要図 
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ｂ．江の川川越排水樋門改築工事における施工事例 

江の川川越排水樋門改築工事において，既設水路の沈下防

止を目的とし，高圧噴射攪拌工法による地盤改良を行ってい

る。 

既設水路底版を削孔した後に施工しており，構造物直下に

おいても施工可能である。施工概要を第 7 表に，施工概要図

を第 26 図に示す（出典：SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 7 表 施工概要 

 

 

 

 

第 26 図 施工概要図 
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ｃ．柏崎市自然環境浄化センターにおける施工事例 

平成 18 年中越沖地震により被害を受けた柏崎市自然環境

浄化センター内の監視汚泥棟基礎部の補強として，高圧噴射

攪拌工法により地盤改良を行っている。 

床スラブを削孔した後に施工しており，構造物直下におい

ても施工可能である。施工概要を第 8 表に，施工概要図を第

27 図に示す（出典：SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 8 表 施工概要 

 

 

 

第 27 図 施工概要図 
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ｄ．栄本町線共同溝地盤改良工事における施工事例 

栄本町線共同溝地盤改良工事において，既設共同溝の沈下

防止を目的として，構造物脇から高圧噴射攪拌工法により地

盤改良を行っており，構造物の直下においても地盤改良の施

工は可能である。施工概要を第 9 表に，施工概要図を第 28

図に示す（出典：SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 9 表 施工概要 

 

 

 

 

第 28 図 施工概要図 
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ｅ．江戸川幹線補修工事における施工事例 

江戸川幹線補修工事において，既設管渠の沈下・傾斜防止

を目的として，構造物脇から高圧噴射攪拌工法により地盤改

良を行っており，構造物の直下においても地盤改良の施工は

可能である。施工概要を第 10 表に，施工概要図を第 29 図に

示す（出典：SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 10 表 施工概要 

 

 

 

第 29 図 施工概要図 
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ｆ．宮本遮集幹線管渠築造工事における施工事例 

宮本遮集幹線管渠築造工事において，埋設物（水道，下水

道）の下部のシールド防護のため，既存施設の配置を考慮し

て，高圧噴射攪拌工法により斜め方向に地盤改良を行ってお

り，既存施設を回避するための斜め方向の地盤改良は施工可

能である。施工概要を第 11 表に，施工概要図を第 30 図に示

す（出典：SUPERJET研究会主要施工実績集）。 

 

第 11 表 施工概要 

 

 

 

 

第 30 図 施工概要図 
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ｇ．北多摩二号幹線工事における施工事例 

北多摩二号幹線工事において，埋設物（下水道）の下部の

シールド防護のため，既存施設の配置を考慮して，高圧噴射

攪拌工法により斜め方向に地盤改良を行っており，既存施設

を回避するための斜め方向の地盤改良は施工可能である。施

工概要を第 12 表に，施工概要図を第 31 図に示す（出典：

SUPERJET 研究会 主要施工実績集）。 

 

第 12 表 施工概要 

 

 

 

第 31 図 施工概要図 
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ｈ．蔵前幹線工事における施工事例 

蔵前幹線工事において，埋設物（φ3.7m）の下部のシール

ド防護のため，既存施設の配置を考慮して，高圧噴射攪拌工

法により斜め方向に地盤改良を行っており，既存施設を回避

するための斜め方向の地盤改良は施工可能である。施工概要

を第 13 表に，施工概要を第 32 図に示す（出典：SUPERJET 研

究会 主要施工実績集）。 

 

第 13 表 施工概要 

 

 

 

 

第 32 図 施工概要図 
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（７）施工方法の立案 

既設改良地盤と新設改良地盤の境界部の施工にあたっては，

境界部に未改良部が残らないよう，境界部よりも上方（既設改

良地盤中）を重複させて固化材を充填する。境界部の充填状況

は，試験施工においてボーリングコア等により確認し，施工計

画へ反映する。 

既設改良地盤と新設改良地盤の境界部の施工ステップ図（イ

メージ）を第 33 図に示す。 

なお，防潮堤の地盤改良に当たっては，地下水位低下設備の

集水機能・通水機能等を阻害しないように施工計画を今後検討

する。 

 

 

第 33 図 既設改良地盤と新設改良地盤の境界部の施工ステップ図

（イメージ） 
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（８）試験施工の概要 

ａ．試験施工の概要 

工認段階において，施工仕様（配合，引上げ速度）の妥当

性確認を目的として，試験施工を実施する。また深い位置で

の施工成立性，先に施工した表層改良と新設改良地盤との境

界部の性状についても確認を行う。 

また，試験施工時に先に施工した表層改良部の沈下有無を

確認し，防潮堤直下の改良地盤の追加施工時に沈下させない

ための施工計画立案の参考とする。 

試験施工イメージを第 34 図に，試験施工の仕様及び確認項

目を第 14 表に示す。 

 

 

第 34 図 試験施工イメージ 
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第 14 表 試験施工の仕様及び確認項目 

 

 

ｂ．試験施工のための予備試験結果 

工認段階で計画している試験施工の予備試験を実施した。

改良体の外縁付近（改良体中心から 0.46D）から採取した，表

層改良と新設改良地盤（材齢７日）との境界面のコア写真を

第 35 図に示す。表層改良と新設改良地盤は密着しており，未

改良部が無いことを確認した。 

 

 

第 35 図 表層改良と新設改良地盤との境界面のコア写真 
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５．まとめ 

設置許可段階における施工成立性の確認結果について第 15 

表に示す。 

特異性「有」の課題については，設置許可段階において施工

成立性の見通しを確認したことから，工認段階で試験施工を実

施し成立性を検証する。 

 

第 15 表 施工成立性確認結果まとめ 
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（参考資料３） 

 

置換コンクリートの施工計画の概要について 

 

１．置換コンクリートの施工概要 

鋼管式鉛直壁（一般部）及び盛土堤防において防潮堤の海側

に設置する置換コンクリートは，オールケーシング工法を主体

に施工を行う計画としている（岩盤の浅い一部範囲は開削工法

を検討）。置換コンクリートの施工範囲を第 1 図に示す。 

 

 

第 1 図 置換コンクリートの施工範囲 

 

オールケーシング工法によるコンクリート打設は，場所打ち

コンクリート杭等で施工実績があるが，今回施工する置換コン

クリートは防潮堤のすべり安定性確保に必要なものであるこ

と，地下水位以深での施工となることも踏まえ，施工品質を確

保する必要がある。 

オールケーシング工法は，ケーシングチューブを円周回転さ

せながら油圧ジャッキで圧入し，ファーストチューブ先端に取

り付けた超硬ビットにより切削し，ケーシングチューブ内掘削

土をハンマーグラブで排土する工法である。所定の深度まで掘

削後，孔底に残留した掘削ズリの処理を行った上で置換コンク

リートの打設を行う。置換コンクリートの施工手順を第 2 図に

示す。また，女川防潮堤におけるオールケーシング工法の施工

例を第 3 図に示す。 

女川防潮堤におけるオールケーシング工法の適用にあたって

は，「場所打ちコンクリート杭の施工と管理 （社団法人 日本基

礎建設協会）」 を参照するものとする。 
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第 2 図 置換コンクリートの施工手順（オールケーシング工

法） 

 

 

第 3 図 オールケーシング工法の施工例（女川防潮堤） 
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２．置換コンクリート施工に関する検討フロー 

防潮堤の置換コンクリートにおける品質確保の方針につい

て，第 4 図に示すフローにより検討する。 

 

 

第 4 図 置換コンクリート施工に関する検討フロー 

 

３．置換コンクリートの要求機能と品質確保方針の整理 

オールケーシング工法は施工事例も多く，通常の工事管理に

て一定水準の品質を確保できるが，今回施工する防潮堤の置換

コンクリートの役割・要求機能を踏まえ，通常の工事管理以外

に特に配慮すべき事項について，第 1 表のとおり整理した。 

 

第 1 表 置換コンクリートの役割・要求される機能及び品質確保の

ための配慮事項 
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４．配慮事項への対応 

（１）配慮事項①『CM 級岩盤へ着岩の確認』への対応 

女川原子力発電所における CM 級岩盤の分布については，後述

するように，これまでの調査（ボーリング調査，建設時の目視

確認等）により精度よく得られている。 

防潮堤の置換コンクリート施工に適用するオールケーシング

工法では，掘削位置における岩盤性状を，ケーシングチューブ

先端から採取された岩ズリにより直接確認することができる。

女川防潮堤の鋼管杭施工時における岩盤確認状況について第 5 

図に示す。 

 

 

第 5 図 女川防潮堤の鋼管杭施工時における岩盤確認状況 

 

女川原子力発電所における岩級区分は，第 2 表に示すとおり，

その形状・割れ目間隔や風化度に応じて判定することとしてい

る。 

女川原子力発電所防潮堤の置換コンクリート施工において

は，掘削位置より採取される岩ズリの確認と，近傍のボーリン

グコアとの対比により，CM 級岩盤へ着岩の確認を精度よく行う

ことができる。 
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第 2 表 置換コンクリートの施工において参照する岩級区分基準 

 

（参考）ボーリングコアにおける岩級区分とコア写真の対応例 
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女川原子力発電所における地質情報の取得状況を第 6 図に示

す。ボーリング調査・トレンチ調査等を多数実施しており，地

質情報が密に得られている。 

 

第 6 図 女川原子力発電所 地質情報の取得状況 

 

また，防潮堤縦断方向の地質断面図を第 7 図に示す。防潮堤

の縦断方向に対してボーリング調査結果が密に得られており，

置換コンクリート施工においては近傍のボーリングデータを参

照することが可能である。また，CM 級岩盤への着岩高さを精度

よく把握することができる。 

 

 

第 7 図 防潮堤位置における地質断面図（縦断方向） 
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（２）配慮事項② 『CM 級岩盤と置換コンクリートの密着性確保』

への対応 

CM 級岩盤と置換コンクリートの境界面における密着性を確

保するため，「孔底処理」の実施及び「水中不分離コンクリート

使用」の対応を行う。 

CM 級岩盤と置換コンクリートの密着性確保については，掘削

ズリの性状に応じた対応を行う必要があることから，施工計画

立案後，本施工前に試験施工にて適用性を確認する。 

 

ａ．孔底処理 

孔底に残留した掘削ズリを除去するために孔底処理を行

う。一次孔底処理の手順を第 8 図に示す。掘削完了後，ハン

マーグラブあるいは沈殿バケットによって掘削ズリを除去す

る。 

 

 
第 8 図 一次孔底処理の手順 

 

防潮堤の置換コンクリート施工は岩盤掘削であり，掘削ズリ

は岩ズリ主体となるため，一次孔底処理にて十分な施工品質が

確保される。 

盛土等の掘削過程において，細粒分がケーシングチューブ内

に残留・掘削底面に沈殿することが懸念される場合は，沈殿時

間等を考慮の上，必要に応じ水中ポンプを用いた循環方法によ

って二次孔底処理の実施を検討する。 

なお，「場所打ちコンクリート杭の施工と管理 （社団法人 日
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本基礎建設協会）」によれば，多くの場合は一次孔底処理で残留

物を除去することができるとされている。 

 

ｂ．水中不分離コンクリートの使用（岩盤との境界付近） 

掘削岩盤表面と置換コンクリートの境界部の密着性を確保

するため，孔底処理後，間隙への充填性に優れる水中不分離

コンクリートを打設する。 

水中不分離コンクリートは，第 9 図に示すように，優れた

分離抵抗性，充填性を有する。 

 

 

第 9 図 水中不分離コンクリートの材料特性 

 

水中不分離コンクリートを使用することで，コンクリートの

圧縮強度は大きくなる。また，引張強度及びせん断強度と圧縮

強度との関係は通常のコンクリートの関係とほぼ同等である。 

水中不分離コンクリートの強度特性のうち，圧縮強度につい

ては，第 10 図に示すように，不分離剤を添加することで圧縮強

度が比例的に増加する。 
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第 10 図 不分離剤添加量と圧縮強度との関係例 

（芳賀孝成，十河茂幸，三浦律彦，玉田信二：分離低減剤を使用した SC コンクリート

に関する研究（その１），大林組技術研究報，No.28，1984） 

 

引張強度については，第 11 図に示すように，圧縮強度の 1/8

～1/13 であり，通常のコンクリートの関係（圧縮強度の 1/10

～1/13 程度）とほぼ同等である。 

 

 

第 11 図 圧縮強度と引張強度の関係例 

（（社）土木学会：水中不分離コンクリート設計施工指針（案）） 
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水中不分離コンクリートのせん断強度については，第 12 図に

示すように，圧縮強度の 1/3.1～1/3.7 であり，通常のコンクリ

ートの関係（圧縮強度の 1/5 程度）よりやや大きくなる。 

 

 

第 12 図 圧縮強度とせん断強度の関係例 

（（社）土木学会：水中不分離コンクリート設計施工指針（案）） 
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水中不分離コンクリートは，港湾施設の施工において，多く

の実績がある。 

第 13 図に示す明石海峡大橋では，主塔基礎（２基）において，

水中不分離コンクリートが使用されている（総打設量は約 50 万

m3）。 

また，第 14 図に示す羽田空港 D 滑走路では，消波護岸底盤

において，水中不分離コンクリートが使用されている。 

第 15 図に示す川内原子力発電所の貯留堰においても，水中不

分離コンクリートが使用されている。 

 

第 13 図 明石海峡大橋における施工事例 

 

 

第 14 図 羽田空港 D 滑走路における施工事例 
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第 15 図 川内原子力発電所１号機における施工事例 
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（３）配慮事項③ 『置換コンクリートの一体性確保』への対応 

置換コンクリートの一体性を確保するため，「置換コンクリー

トのラップ配置」，「置換コンクリート造成体間の一体化」，「ト

レミー管による水中コンクリート打設」の対応を以下のとおり

行う。 

 

ａ．置換コンクリートのラップ配置 

置換コンクリート造成体の境界が重なるように施工するこ

とにより，置換コンクリートの一体化を図る。また，改良対

象範囲に未改良範囲が残らないよう，置換コンクリート造成

体を配置する。置換コンクリートのラップ配置例を第 16 図に

示す。 

 

 

 

第 16 図 置換コンクリートのラップ配置例（平面図） 
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ｂ．置換コンクリート造成体間の一体化 

置換コンクリートの周面は，オールケーシング掘削時に粗

面となるため，置換コンクリート造成体間の一体化が図られ

る。オールケーシング工法によるコンクリートの掘削面を第

17 図に示す。 

造成体間の一体化については，試験施工によりその効果を

確認し，必要に応じて設計に反映する。 

 

 

第 17 図 オールケーシング工法によるコンクリートの掘削面 
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ｃ．トレミー管による水中コンクリート打設 

掘削完了後，水中不分離コンクリートを打設した後，水中

不分離コンクリートが固化する前に水中コンクリートを打設

する。 

水中コンクリートは，2m 程度根入れしたトレミー管の先端

から充填し，先端が常に打設したコンクリート中にある状態

を保つように施工することで，材料分離を防止する。水中コ

ンクリートの施工例を第 18 図に示す。 

なお，水中コンクリート施工における細目は，「コンクリー

ト標準示方書[施工編：特殊コンクリート]（公益社団法人 土

木学会）」に準拠するものとする。 

 

 

第 18 図 水中コンクリートの施工例 

（コンクリート標準示方書[施工編]（公益社団法人 土木学会）） 
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（４）まとめ 

鋼管式鉛直壁（一般部）及び盛土堤防において防潮堤の海側

に設置する置換コンクリートについて，施工計画の概要及び要

求される品質を確保するための配慮事項について整理した。 

置換コンクリートに要求される品質を確保する上で，『CM 級

岩盤へ着岩の確認』 ，『CM 級岩盤と置換コンクリートの密着性

確保』及び『置換コンクリートの一体性確保』について配慮を

行うことが重要である。 

－配慮事項① 『CM 級岩盤へ着岩の確認』 

ケーシングチューブ先端から採取された岩ズリの確認及

び近傍のボーリングコアとの対比により着岩を判断するこ

とにより達成可能 

－配慮事項② 『CM 級岩盤と置換コンクリートの密着性確保』 

配慮事項①を適切に行った上で，孔底処理を確実に行い，

水中不分離コンクリートの適用など材料・施工方法を適切

に選定することにより達成可能 （本施工前に試験施工にて

適用性を確認） 

－配慮事項③『置換コンクリートの一体性確保』 

置換コンクリートのラップ配置，掘削時の粗面化と試験

施工での確認，トレミー管によるコンクリートの打設等，

コンクリート造成体間への配慮を行うことにより達成可能 

以上から，置換コンクリートに要求される品質を確保するこ

とが可能であり，今後の試験施工の結果も踏まえて施工計画に

反映する。 
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（参考資料４） 

 

改良地盤及び置換コンクリートの施工手順について 

 

改良地盤及び置換コンクリートの施工範囲は近接しており，施

工にあたって両者の施工手順の調整が必要となる。鋼管式鉛直壁

（一般部）を例にして，現在想定している改良地盤及び置換コン

クリートの施工手順を第 1 図に示す。 

 

 

第 1 図 改良地盤及び置換コンクリートの施工手順 
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（参考資料５） 

 

セメント改良土の耐侵食性・耐洗堀性について 

 

１．セメント改良土の耐侵食性・耐洗掘性について 

セメント改良土の耐侵食性及び耐洗掘性について，文献を参照

して検討を行った。その結果，女川防潮堤のセメント改良土は，

侵食及び洗掘に対して耐性を持つことを確認した。検討結果を以

下に示す。 

 

（１）模型実験によるコーン指数を指標とした耐侵食性確認 

「本田隆英，織田幸伸，伊藤一教，石井裕泰，高畠知行：貧

配合セメント混合土を用いた海岸堤防の粘り強さに関する実験

的研究，土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.70，No.2，I981_I985，

2014」によると，第 1 図に示すとおり，セメント混合土は，強

度がある一定(qc=4.0MPa)以上となると，越流による侵食が見ら

れないことが分かる。 

 

 

第 1 図 コーン指数を指標とした耐侵食性確認 

 

越流により侵食しない強度であるコーン指数 qc=4.0MPa は，

一軸圧縮強度 qu=qc/5＝0.8MPa 相当となる（「地盤調査の方法と

解説（地盤工学会，2004）」）。これに対して，女川防潮堤のセメ

ント改良土は設計基準強度 qu=2.7MPa 以上であることから，侵

食に対して耐性を持つと考えられる。 

 

（２）海岸堤防を模擬した大規模実験 

「加藤史訓，諏訪義雄，鳩貝聡，藤田光一：津波の越流に対

して粘り強く減災効果を発揮する海岸堤防の構造検討，土木学

会論文集 B2（海岸工学），Vol.70，No.1，31-49，2014」による
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と，海岸堤防を越流する津波を模擬した大規模実験において，

裏法尻の地盤改良により洗掘防止効果があることが確認されて

いる。実験概要を第 2 図に，実験結果を第 3 図に示す。 

 

 

第 2 図 海岸堤防を模擬した大規模実験概要 

 

 

第 3 図 海岸堤防を模擬した大規模実験結果 

 

実験で使用したセメント改良土の引張破壊応力 5.9N/cm2 に

対し，女川防潮堤のセメント改良土は引張強度 35N/cm2 以上で

あることから，洗掘に対して耐性を持つと考えられる。 
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２．盛土堤防におけるセメント改良土の既設部と新設部の取扱い

について 

（１）既設防潮堤(O.P.+17m)の概要 

新設防潮堤（O.P.+29m）の建設以前に，3.11 地震を踏まえた

緊急安全対策として，O.P.約+17ｍ（高さ約 3ｍ）のセメント改

良土による防潮堤（以下，既設防潮堤）を設置している。既設

防潮堤の概要を第 4 図に示す。 

なお，O.P.+29.0m の盛土堤防築堤時には，舗装等の支障物を

取り除いた上で，セメントペーストによる打継処理を実施して

いる。 

 

 

第 4 図 既設防潮堤の概要 
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（２）セメント改良土の既設部と新設部の物性 

盛土堤防の既設防潮堤部分と新設部について，セメント改良

土の物性調査を行った。盛土堤防の地震時応答に影響を与える

主たる物性として動的変形特性を，安定性評価に影響を与える

主たる物性として強度特性を対象として，既設防潮堤部分と新

設部の比較を行った結果を第 5 図に示す。 

 

 

 

第 5 図 既設防潮堤と新設部のセメント改良土の物性調査結果 

 

既設防潮堤部分と新設部の物性はほぼ同程度となっているこ

とを確認した。そのため，既設防潮堤についても盛土堤防の一

部として，両者を一様の物性として扱って評価を行うことは妥

当と考えられる。 

なお，盛土堤防全体における既設防潮堤部分は約 20％（体積

比）となっている。 
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（参考資料６） 

 

防潮堤を横断する構造物の取扱いについて 

 

１．防潮堤を横断する構造物 

防潮堤内及び直下を横断する構造物を対象に，設置状況や地

震に対する評価状況から，当該構造物の損壊等による防潮堤機

能への影響の有無を確認する。 

防潮堤を横断する構造物は発電用冷却用水の取放水設備並び

に構内排水設備となっている。防潮堤を横断する構造物一覧を

第 1 表に，平面図を第 1 図に，断面図を第 2 図に示す。 

これらの構造物は北側排水路を除き，岩盤上あるいは岩盤内

に設置されている。また，北側排水路は，盛土堤防のセメント

改良土内に設置されている。 

 

第 1 表 防潮堤を横断する構造物一覧 
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第 1 図 平面図 

 

 

第 2 図 断面図（A-A’） 

 

２．各構造物の地震に対する評価 

防潮堤を横断する各構造物はいずれも地中構造物であること

から，主たる外部事象である地震に対する評価を行った。 

いずれの構造物も，第 2 表に示すように，地震による構造物

の損傷に起因する漏水（防潮堤を横断する浸水経路の形成）の

可能性はないことを確認した。 

また，地震による影響だけでなく，コンクリートの劣化，ひ

び割れ等による漏水を防止する観点からも保守管理を適切に実

施することが重要である。保守管理については「３．各構造物

の保守管理」に記載する。 

なお，北側排水路のみ設置状況が異なることから，参考とし

て詳細構造等を「４．北側排水路の取扱い」に示す。 
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第 2 表 防潮堤を横断する構造物の地震に対する評価一覧 

 
 

３．各構造物の保守管理 

防潮堤を横断する各構造物は，地震により防潮堤の機能に影

響を与えないことを確認しているが，浸水経路形成を回避する

観点から，保守管理を適切に実施することが重要である。防潮

堤を横断する構造物の点検内容（例）を第 3 表に示す。 
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第 3 表 防潮堤を横断する構造物の点検内容（例） 

 

 

４．北側排水路の取扱い 

（１）北側排水路の構造 

北側排水路の概要図を第 3 図に，標準断面図を第 4 図に示

す。北側排水路は，PC 鋼線により水路縦断方向にプレストレ

スを導入することで，排水路ブロックを一体化し，水密性に

配慮した構造としているとともに，透水性が小さく耐侵食性

に優れたセメント改良土内に設置されている。このため，万

が一排水路のひび割れやブロック間の目開きから水路外に漏

水が生じたとしても，漏出箇所より侵食範囲が広がり防潮堤

を横断する排水経路に進展していく可能性は低いと考えられ

る。 
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第 3 図 北側排水路概要図 

 

 

第 4 図 北側排水路標準断面図 
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（２）北側排水路の漏水対策に係る参考文献 

ａ．河川堤防の構造検討の手引き(改訂版) 財団法人国土技術研

究センター 

当文献では，第 5 図に示すように，堤体内の構造物からの

漏水を防止する工法（抜本的対策）の１つに，水みちを連続

させない対策として連壁工法（函体を取り囲むようにコンク

リートあるいはセメント系改良体を設置し，これらの遮水機

能によって，構造物に沿う水の流れを遮断する）が記載され

ている。 

 

 

第 5 図 連壁工法の概要 
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ｂ．柔構造物樋門設計の手引き 財団法人国土技術研究センター 

当文献では，第 6 図に示すように，構内排水路で採用して

いるプレキャストブロック工法（複数の函体ブロックを一本

化するために函軸方向に緊張力を導入する工法）の設計手法

について記載されており，施工事例が紹介されている。 

 

 

第 6 図 プレキャストブロック工法の概要 
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（参考資料７） 

 

液状化強度試験の試料採取位置選定とその代表性について 

 

１．液状化強度試験の試料採取位置選定とその代表性 

防潮堤の液状化影響評価にあたっては，盛土は敷地全体（B-1，

B-2）の液状化強度試験結果から保守的に設定した液状化強度特

性を用い，旧表土は防潮堤の近傍で採取した液状化強度試験結

果（A-1～A-4）があることから，これらの結果から保守的に設

定した液状化強度特性を用いる方針である。液状化強度試験の

試料採取位置を第 1 図に示す。 

以下では，防潮堤の液状化影響評価に用いる液状化影響評価

に用いる旧表土及び盛土の液状化強度試験箇所の代表性につい

て検討した。 

 

 

第 1 図 液状化強度試験の試料採取位置図 
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（１）旧表土 

旧表土の基本物性について，防潮堤近傍（A-1～A-4）と敷地

全体で比較した。基本物性として，粒度分布，細粒分含有率及

び N 値をそれぞれ第 2 図，第 3 図及び第 4 図に示す。 

 

 

第 2 図 粒度分布（旧表土） 

 

 
第 3 図 細粒分含有率（旧表土） 第 4 図 N 値（旧表土） 

 

粒度分布について，防潮堤近傍の液状化強度試験箇所は概ね

敷地全体の粒度分布の平均的な範囲にある。 

細粒分含有率については，防潮堤近傍の液状化強度試験箇所

は敷地全体の±1σの範囲で概ね敷地全体の平均的な範囲にあ

る。 

N 値については，防潮堤近傍の液状化強度試験箇所は敷地全

体よりもやや小さい値である。 

以上から，防潮堤近傍の液状化強度試験箇所は敷地全体と比

較し，同程度あるいはやや液状化しやすい箇所から採取されて

いることから，防潮堤近傍の液状化強度試験箇所は敷地全体に

対して保守的な位置で実施され，代表性があるといえる。 

上記に加えて，防潮堤近傍の旧表土の液状化強度試験結果に

ついて，その中で液状化のしやすさについて整理した。液状化
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強度試験の試料採取位置のうち，粒度分布と液状化強度試験の

比較を第 5 図に示す。 

粒度分布から，A-1（2，3）と A-3 が液状化しやすい傾向があ

るといえる。これらの試料に着目すると，液状化強度試験結果

においても，液状化強度比が小さく，液状化しやすい傾向があ

ることを確認した。 

防潮堤の液状化強度特性については，これらの液状化しやす

いと判断される試料も考慮して保守的（下限値）になるよう設

定しており，この設定は妥当であるといえる。 

 

 

第 5 図 粒度分布と液状化強度試験の比較 

 

（２）盛土 

防潮堤の液状化影響評価に用いる盛土の液状化強度特性につ

いては，防潮堤近傍の試料がないため，敷地全体（B-1，B-2）

の液状化強度試験結果から保守的に設定する方針とし，敷地全

体の液状化強度試験箇所（B-1，B-2）と防潮堤近傍の物性値を

比較することで，その妥当性を確認する。 

比較する物性値は，粒度分布，相対密度，S 波速度及び盛土

の施工における品質管理項目である締固め度とした。なお，比

較する物性値は以下の理由により選定したものである。 
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粒度分布は，基本的な土の物性値であり液状化しやすさの

判定指標とされ，道路橋示方書における液状化判定におい

て平均粒径，10％粒径が用いられているなど，液状化強度

との相関が高い。 

相対密度は，ダイレイタンシー特性と密接に関係するた

め，液状化強度との相関が高い。 

波速度は，各基準類において N 値と関連付けられるな

ど，地盤の剛性や強度と相関する物性であり，局所的では

なく深さ方向に平均的な地盤の強度を確認できる指標であ

る。 

盛土の施工管理項目である締固め度は，施工期間中に全域

で確認し，管理を実施していることから盛土範囲を網羅し

ており，締固め程度についてエリア毎の比較が可能である。 

以下ａ．～ｄ．にそれぞれの物性値の比較検討結果と代表性に

関する確認結果を示す。 

 

ａ．粒度分布 

防潮堤近傍と液状化試験箇所における粒度分布について，道

路橋示方書の判定基準である以下の②及び③で比較する。試料

採取位置及び粒度分布を第 6図に示す。 

 

第 6 図 試験試料採取位置及び粒度分布（盛土） 

 

［道路橋示方書の液状化判定基準］ 

① 地下水位が現地盤面から 10ｍ以内にあり，かつ地表面か

ら 20ｍ以内に存在する飽和土層 

② 細粒分含有率Fc が35％以下の土層又はFc が35％を超え

ても塑性指数 IP が 15 以下の土層 

③ 平均粒径 D50 が 10 ㎜以下で，かつ 10％粒径 D10 が 1 ㎜

以下である土層 
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判定基準②に関して，防潮堤近傍及び液状化強度試験箇所の

いずれも Fc＜35％となっており，液状化の判定が必要な土層と

なる。防潮堤近傍は液状化強度試験箇所よりも細粒分含有率が

少ないことから，防潮堤近傍の盛土は液状化強度試験箇所より

も液状化しやすい。 

判定基準③に関して，防潮堤近傍では概ね D50＞10 ㎜で防潮

堤近傍は液状化の判定が不要な土質であるが，逆に液状化強度

試験箇所では D50≦10 ㎜かつ D10≦1 ㎜となっており，液状化

の判定が必要な土質である。従って，防潮堤近傍の盛土は液状

化強度試験箇所よりも液状化しにくい。 

なお，判定基準②と③では相反する結果であるが，供試体レ

ベルでの細粒分含有率の比較では，液状化強度試験箇所と防潮

堤近傍でほぼ同じ値となる結果が得られている。 

 

［盛土の粒度分布の比較に関する補足］ 

現場粒度試験による比較では，液状化試験箇所の細粒分含有

率は防潮堤近傍より大きく，液状化しにくい結果となったが，

実際の試験に用いる供試体レベルで細粒分含有率の比較を行っ

た。 

敷地の盛土は最大粒径 300mm の岩砕を含むことを踏まえる

と，平均粒径や 10％粒径の比較には 75mm 以上の土粒子も対象

とすることが有効であるものの，岩砕を含む程度により細粒分

含有率は大きく変化することから，細粒分含有率の比較には，

液状化強度試験に用いる供試体レベルでの比較を目的として，

JIS「土の粒度試験方法」に準拠した 75mm 以下の土粒子を対象

とする。ボーリングコアによる試験試料採取位置及び細粒分含

有率を第 7 図に示す。 

液状化強度試験に用いた試料のごく近傍で同じ深度における

細粒分含有率と，防潮堤近傍の細粒分含有率を比較すると，ほ

ぼ同程度である。 
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第 7 図 試験試料採取位置及び細粒分含有率（盛土，ボーリングコ

ア） 

 

ｂ．相対密度 

防潮堤近傍と液状化強度試験箇所における相対密度を比較す

る。試験試料採取位置及び相対密度を第 8 図に示す。 

液状化強度試験箇所の相対密度の平均値から，防潮堤近傍と

同程度かやや小さい箇所で試験を実施している。 

 

 

第 8 図 試験試料採取位置及び相対密度（盛土） 

 

ｃ．S 波速度 

防潮堤近傍と液状化強度試験箇所における S 波速度を比較す

る。測定位置及び S 波速度を第 9 図に示す。 

防潮堤近傍の５箇所における S 波速度と液状化強度試験箇所

近傍における S 波速度とを比較すると，ほぼ同程度になってい

ることを確認した。 
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第 9 図 測定位置及び S 波速度（盛土） 

 

ｄ．締固め度 

防潮堤近傍と液状化強度試験箇所における締固め度を比較す

る。 

２号炉建設においては盛土施工の品質管理のために，複数の

ブロックに分けて施工しており，そのブロック割を第 10 図に示

す。 

盛土施工の品質管理に用いた指標のうち，締固め度（＝乾燥

密度÷最大乾燥密度（γｄmax））の実績を各ブロック及び防潮堤

近傍ブロックと液状化強度試験箇所付近のブロックを抜き出し

て第 11 図及び第 12 図に示す。 

２号炉建設においては，盛土を複数のブロックに分けて施工

しているが，いずれの施工ブロックにおいても試験結果はすべ

て管理基準（90％以上）を満たしており，十分締固められてい

る。 

また，液状化強度試験箇所と防潮堤近傍を比較すると，ほぼ

同程度の締固め度である。 
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第 10 図 盛土施工におけるブロック割 

 

 

第 11 図 各ブロックの締固め度 

 

 

第 12 図 液状化強度試験箇所と防潮堤近傍の締固め度の比較 
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２．まとめ 

（１）旧表土 

防潮堤近傍における旧表土の試料採取位置（A-1～A-4）は，

敷地全体と比較して以下の特徴を有していることから，A-1～

A-4 において採取した試料から得られる液状化強度特性を防潮

堤の設計に適用することは妥当である。 

 

【粒度分布】   概ね敷地全体の平均的な粒度分布を持つ試

料で試験を実施 

【細粒分含有率】概ね敷地全体における±1σの範囲内の試料

で試験を実施 

【N 値】    平均値，－1σ値共に敷地全体より小さい箇

所で試験を実施 

 

また，防潮堤近傍における旧表土の試料採取箇所（A-1～A-4）

の中で，液状化のしやすさに関して検討を行い，粒度分布等か

ら液状化しやすい試料としにくい試料に区分できることを確認

したが，液状化強度特性の設定にあたっては，A-1～A-4 の全て

の試験結果を用いて保守的に設定することとする。 

 

（２）盛土 

盛土の試料採取箇所（B-1，B-2）は，防潮堤近傍と比較して

以下の特徴を有していることから，B-1，B-2 において採取した

試料から得られる液状化強度特性を防潮堤の設計に適用するこ

とは妥当である。 

 

【粒度分布】防潮堤近傍と液状化強度試験箇所はほぼ同程度

である。 

【相対密度】防潮堤近傍と液状化強度試験箇所はほぼ同程度

である。 

【S 波速度】防潮堤近傍と液状化強度試験箇所はほぼ同程度

である。 

【締固め度】防潮堤近傍と試験箇所どちらも管理基準以上の

締固め度であり，かつ防潮堤近傍の締固め度は，

液状化強度試験箇所とほぼ同程度である。 
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（参考資料８） 

 

構造成立性検討結果の補足 

 

１．鋼管式鉛直壁（一般部）の成立性検討結果（断面：地点④） 

鋼管式鉛直壁（一般部）の地震時に，鋼管杭の安全率が小さく

なる地震動である Ss-D1 における最大過剰間隙水圧比分布及び最

大せん断ひずみ分布を，第 1 図及び第 2 図に示す。 

 

 

第 1 図 最大過剰間隙水圧比分布（Ss-D1） 

 

 

第 2 図 最大せん断ひずみ分布（Ss-D1） 
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２．盛土堤防の構造成立性検討結果（断面：地点⑤） 

盛土堤防の地震時に，セメント改良土のすべり安全率が小さく

なる地震動である Ss-N1 における最大過剰間隙水圧比分布及び最

大せん断ひずみ分布を，第 3 図及び第 4 図に示す。 

 

 

 

第 3 図 最大過剰間隙水圧比分布（地震時，Ss-N1） 

 

 

 

第 4 図 最大せん断ひずみ分布（地震時，Ss-N1） 
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（参考資料９） 

 

女川防潮堤の特徴と他サイト防潮堤との比較 

 

１．比較の観点 

女川の防潮堤は，鋼管式鉛直壁（一般部），鋼管式鉛直壁（岩

盤部）及び盛土堤防の３つの構造形式に分かれている。鋼管式

鉛直壁（一般部）については長杭（岩盤に支持されている杭）

及び短杭（改良地盤に支持されている杭）の２つの杭仕様があ

り，いずれも鋼管式鉛直壁（岩盤部）と同様に沈下しない設計

としている。盛土堤防はセメント改良土で構築し，岩盤又は改

良地盤に支持させることで，沈下しない設計としている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，女川

と他サイト（関西電力㈱高浜発電所，日本原子力発電㈱東海第

二発電所）の防潮堤について，施設構造，施設等を比較し，女

川防潮堤の津波防護施設としての特徴を評価しながら，津波防

護施設としての構造成立性評価の基礎情報として整理するとと

もに，原子力発電所以外の一般施設において女川と類似する設

計事例を調査する。 

また，女川防潮堤を設計するにあたり配慮した内容，構造仕

様の変更などの設計経緯について整理する。 

 

２．構造形式の違いと考察 

各サイトの防潮堤の概要を第 1 図に，他サイト防潮堤との構

造形式の違いに係る考察を第 1 表に示す。 

 

第 1 図 各サイトの防潮堤の概要 

（参考資料１） 

 

防波壁の構造等に関する先行炉との比較 

 

１．比較の観点 

島根原子力発電所の防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆

Ｔ擁壁及び波返重力擁壁の3 つの構造型式に分かれている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，島根原

子力発電所と先行炉（日本原子力発電(株)東海第二発電所，東北

電力(株)女川原子力発電所及び関西電力(株)美浜発電所）の防潮

堤等について構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏ま

えた設計方針の適用性及び先行炉実績との相違点を踏まえた設計

への反映事項を示す。 

 

２．先行炉との比較 

（１）多重鋼管杭式擁壁 

防波壁のうち多重鋼管杭式擁壁については，岩盤に支持され

た鋼管杭に上部工として被覆コンクリート壁を設置する構造で

あることから，類似する先行炉津波防護施設として，東海第二

発電所における鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を選定する。そ

れぞれの構造概要を第 1図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は港湾基準の自立矢板式護岸に

準拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，東

海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁と比較を行い，

類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞ

れ第 1表のとおり整理した。 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 1 表 他サイト防潮堤との構造形式の違いによる考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）及び東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
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第 1(1) 表 防波壁（多重鋼管杭擁壁）の構造等に関する先行炉と

の比較(1/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
評
価
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

日
本
原
子
力
発
電
㈱

東
海
第
二
発
電
所

（
鋼
管
杭
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
鋼
管
杭
を
岩
盤
に
支
持
。

－
・
同
様
の
支
持
形
態
で
あ
る
。

－

・
上
部
工
か
ら
伝
達
さ
れ
る
荷
重
に
耐
え
る

構
造
と
す
る
た
め
，
鋼
管
杭
（
多
重
鋼
管

杭
）
を
採
用
す
る
。

・
鋼
管
杭
（
単
管
）
を
採
用
す
る
。

－
・
鋼
管
杭
の
構
造
の
違
い

－
・
多
重
鋼
管
杭
が
一
体
と
し
て

挙
動
す
る
こ
と
を
，
水
平
載
荷

実
験
に
よ
り
確
認
し
て
い
る
。

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
応
力
度

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
： 短
期
許
容
応
力
度

－

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
の
違

い

－

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
に
つ
い

て
，
道
路
橋
示
方
書
・同
解

説
（
平
成

1
4
年

3
月
）
に
基

づ
き
，
曲
げ
に
つ
い
て
は
降
伏

モ
ー
メ
ン
ト
，
せ
ん
断
に
つ
い
て

は
せ
ん
断
応
力
度
を
そ
れ
ぞ
れ

設
定
し
，
設
計
す
る
。

・
遮
水
性
保
持
の
た
め
に
，
防
波
壁
背
後

に
地
盤
改
良
を
実
施
す
る
。

・
遮
水
性
保
持
の
た
め
に
，
海
側
に
シ
ー
ト

パ
イ
ル
を
施
工
す
る
。

－

・
遮
水
性
保
持
を
期
待
す
る

設
備
の
違
い

－
・
今
後
，
２
次
元
動
的
Ｆ
Ｅ

Ｍ
解
析
に
よ
り
改
良
地
盤
の

健
全
性
を
確
認
す
る
。

上
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
間
か
ら
の
津
波
の
浸
水
を
防
止
す

る
観
点
で
，
鋼
管
杭
を
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

で
被
覆
す
る
。

・
地
震
荷
重
並
び
に
津
波
荷
重
は
，
鋼
管

で
負
担
す
る
設
計
と
し
て
い
る
。

・
鋼
管
杭
間
か
ら
の
津
波
の
浸
水
を
防
止
す

る
観
点
で
，
鋼
管
杭
を
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

で
被
覆
す
る
。

・
地
震
荷
重
並
び
に
津
波
荷
重
を
全
て
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
で
負
担
で
き
る
設
計
と
し
て

い
る
。

－
・
遮
水
性
を
確
保
す
る
部
材

の
設
計
方
針
の
違
い

－

・
今
後
，
３
次
元
静
的
Ｆ
Ｅ

Ｍ
解
析
に
よ
り
被
覆
コ
ン
ク
リ
ー

ト
壁
の
健
全
性
を
確
認
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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第 1(2) 表 防波壁（多重鋼管杭擁壁）の構造等に関する先行炉と

の比較(2/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評
価
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

日
本
原
子
力
発
電
㈱

東
海
第
二
発
電
所

（
鋼
管
杭
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

類
似
点

相
違
点

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に

応
じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
く
は
シ
ー
ト
ジ
ョ

イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す

る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て

実
施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く
許
容
変
形

量
及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に

応
じ
，
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外

側
に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目
地
を

採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁
の

陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採

用
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行

炉
の
止
水
目
地
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に
一

時
的
に
遮
水
性
が
確
保
で
き
な

く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
が
，

耐
用
年
数
が
３
０
年
で
あ
り
，

経
年
劣
化
に
よ
る
取
り
換
え
は

不
要
と
考
え
ら
れ
る
。
万
一
取
り

換
え
の
必
要
が
生
じ
た
場
合
に

つ
い
て
は
，
津
波
襲
来
ま
で
の

時
間
で
取
り
換
え
を
行
う
よ
う
，

今
後
運
用
面
の
手
順
を
整
備

す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘

削
ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状

化
試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液

状
化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状

化
試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
地
盤
を
強
制

的
に
液
状
化
さ
せ
る
条
件
（
豊
浦
標
準

砂
の
考
慮
）
も
含
め
て
保
守
的
な
液
状

化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設
定

に
お
い
て
，
有
効
応
力
解

析
（

F
L
IP
）
の
簡
易
設
定

法
を
採
用
し
て
い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状
化

強
度
比
が
，
液
状
化
強
度

試
験
に
基
づ
く
液
状
化
強
度

特
性
よ
り
保
守
的
と
な
っ
て
い

る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

・
別
途
，
「
地
盤
の
液
状
化
強

度
特
性
」
の
審
査
に
お
い
て
説

明
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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（２）鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

防波壁のうち鋼管杭式逆Ｔ擁壁については，岩盤に支持され

た鋼管杭上に上部工として鉄筋コンクリート壁を設置する構造

であることから，類似する先行炉津波防護施設として，女川原

子力発電所２号炉における防潮壁（RC遮水壁）を選定する。そ

れぞれの構造イメージを第 2図に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）

に準拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（鋼管杭式逆

Ｔ擁壁）の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，

女川原子力発電所 2号炉の防潮壁（RC遮水壁）と比較を行い，

類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞ

れ第 2表のとおり整理した。 

 

 

 

第 2図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）及び女川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC遮水壁）） 
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第 2 表 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造等に関する先行炉との

比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
鋼
管
杭
式
逆

T
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

東
北
電
力
㈱

女
川
原
子
力
発
電
所

2
号
炉

防
潮
壁
（

R
C
遮
水
壁
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
杭
頭
部
は
，
ヒ
ン
ジ
結
合
と
し
て
設
計

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
応
力
度

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
杭
頭
部
は
，
剛
結
合
と
し
て
設
計

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
強
度
以
下

・
鋼
管
杭
を
岩
盤
に
支
持
さ

せ
る
設
計
と
す
る
。

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
を
降

伏
強
度
に
基
づ
き
設
定
す

る
。

・
杭
頭
部
を
ヒ
ン
ジ
結
合
と
し

て
設
計
し
て
い
る
。

・
許
容
限
界
に
つ
い
て
は
，

降
伏
強
度
に
基
づ
く考
え

方
と
な
っ
て
お
り
，
先
行
炉

の
設
計
方
針
が
適
用
可
能

で
あ
る
。

・
杭
頭
を
剛
結
と
し
た
場
合
に

つ
い
て
も
成
立
性
を
確
認

す
る
。

・
今
後
，
模
型
実
験
に
よ
り

杭
頭
部
の
力
学
挙
動
を

確
認
す
る
。

上
部
工
の
構
造

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
逆

T
擁
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

・
逆

T
擁
壁
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）
の

許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
遮
水
壁
を
地
上
部
に

設
置
す
る
。

・
遮
水
壁
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
耐
力
以
下

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
耐
力
以
下

・
鋼
管
杭
に
支
持
さ
れ
た
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

ー

・
同
様
の
構
造
で
あ
る
。
先

行
炉
の
上
部
工
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

ー

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応

じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
くは
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン

ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す

る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て

実
施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く
許
容
変
形

量
及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応
じ
，

シ
ー
ト
ジ
ョ
イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外
側

に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目
地

を
採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁

の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採

用
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行

炉
の
止
水
目
地
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に

一
時
的
に
遮
水
性
が
確
保

で
き
な
く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ

る
が
，
耐
用
年
数
が
３
０

年
で
あ
り
，
経
年
劣
化
に
よ

る
取
り
換
え
は
不
要
と
考
え
ら

れ
る
。
万
一
取
り
換
え
の
必

要
が
生
じ
た
場
合
に
つ
い
て
は
，

津
波
襲
来
ま
で
の
時
間
で
取

り
換
え
を
行
う
よ
う
，
今
後
運

用
面
の
手
順
を
整
備
す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘
削

ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液

状
化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
地
盤
を
強
制
的
に
液

状
化
さ
せ
る
条
件
（
豊
浦
標
準
砂
の
考

慮
）
も
含
め
て
保
守
的
な
液
状
化
強
度
特

性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設

定
に
お
い
て
，
有
効
応
力

解
析
（

F
L
IP
）
の
簡
易

設
定
法
を
採
用
し
て
い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状

化
強
度
比
が
，
液
状
化
強

度
試
験
に
基
づ
く液
状
化

強
度
特
性
よ
り
保
守
的
と

な
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。

・
別
途
，
「
地
盤
の
液
状
化

強
度
特
性
」
の
審
査
に
お
い

て
説
明
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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（３）波返重力擁壁 

防波壁のうち波返重力擁壁については，岩盤上にＭＭＲ及び

ケーソンを介して鉄筋コンクリート壁を設置する構造であるこ

とから，類似する先行炉津波防護施設として，美浜発電所にお

ける防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）を選定する。

それぞれの構造イメージを第 3 図に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）に準

拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（波返重力擁壁）

の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，美浜発電

所３号炉の防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）と比較

を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその

適用性を，相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項

を，それぞれ第 3 表のとおり整理した。 

 

 

 

第 3図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（波返重力擁壁）

及び美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）） 
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第 3 表 防波壁（波返重力擁壁）の構造等に関する先行炉との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
波
返
重
力
擁
壁
）

先
行
炉
の
構
造
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

関
西
電
力
㈱

美
浜
発
電
所
３
号
炉

防
潮
堤

（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
及
び
地
盤
改
良
部
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
下
部
工
（
ケ
ー
ソ
ン
）
は
，
岩
盤
若
し
くは

改
良
地
盤
に
支
持
さ
せ
る
。
な
お
，
上
部

工
（
重
力
擁
壁
）
を
直
接
岩
盤
若
し
くは

M
M

R
に
支
持
さ
せ
る
箇
所
が
あ
る
。

・
下
部
工
（
改
良
地
盤
）
は
，
岩
盤
に
支
持

さ
せ
る
。

・
下
部
工
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト

構
造
物
若
し
く
は
改
良

体
）
を
岩
盤
に
支
持
さ
せ

る
設
計
と
す
る
。

・
下
部
工
（
ケ
ー
ソ
ン
）
は
，

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
で
あ

り
，
複
数
の
隔
壁
を
有

す
る
構
造
で
あ
る
。

・
同
様
の
支
持
形
態
で
あ
る
こ
と

か
ら
，
岩
盤
の
支
持
機
能
の

照
査
に
お
い
て
は
先
行
炉
の

下
部
工
の
設
計
方
針
が
適
用

可
能
で
あ
る
。

・
下
部
工
（
ケ
ー
ソ
ン
）
の
構

造
を
踏
ま
え
，

3
次
元
モ
デ
ル

に
よ
り
各
部
位
の
照
査
を
行
う
。

上
部
工
の
構
造

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
重
力
擁
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

・
重
力
擁
壁
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）
の

許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
防
潮
堤
を
地
上
部
に

設
置
す
る
。

・
防
潮
堤
の
許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
若
し

く
は
改
良
体
に
支
持
さ
れ

た
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
を

地
上
部
に
設
置
す
る
。

・
許
容
限
界
は
，
短
期
許

容
応
力
度
と
す
る
。

ー

・
同
様
の
構
造
及
び
許
容
限
界

の
設
定
で
あ
る
。
先
行
炉
の
上

部
工
の
設
計
方
針
が
適
用
可

能
で
あ
る
。

ー

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応

じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
くは
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン

ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て
実

施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く許
容
変
形
量

及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応
じ
，

シ
ー
ト
ジ
ョ
イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外
側

に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目

地
を
採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁

の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採
用

で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行
炉
の

止
水
目
地
の
設
計
方
針
が
適

用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に
一

時
的
に
遮
水
性
が
確
保
で
き
な

く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
が
，

耐
用
年
数
が
３
０
年
で
あ
り
，

経
年
劣
化
に
よ
る
取
り
換
え
は

不
要
と
考
え
ら
れ
る
。
万
一
取
り

換
え
の
必
要
が
生
じ
た
場
合
に

つ
い
て
は
，
津
波
襲
来
ま
で
の

時
間
で
取
り
換
え
を
行
う
よ
う
，

今
後
運
用
面
の
手
順
を
整
備

す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘
削

ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液
状

化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
保
守
的
な
液
状
化

強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設

定
に
お
い
て
，
有
効
応

力
解
析
（

F
L
IP
）
の
簡

易
設
定
法
を
採
用
し
て

い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状
化

強
度
比
が
，
液
状
化
強
度
試

験
に
基
づ
く
液
状
化
強
度
特

性
よ
り
保
守
的
と
な
っ
て
い
る
こ

と
を
確
認
し
て
い
る
。
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３．先行炉との比較結果のまとめ 

・島根原子力発電所の防波壁の構造及び設計条件等に関する類似

する先行炉の津波防護施設との比較を踏まえ，防波壁は先行炉

の設計方針を適用して設計を行う。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）：東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コ

ンクリート防潮壁 

防波壁（鋼管杭式逆T 擁壁）：女川原子力発電所２号炉 防潮

壁（RC 遮水壁） 

防波壁（波返重力擁壁）：美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリ

ート及び地盤改良部） 

・また，多重鋼管杭の許容限界については，道路橋示方書・同解

説（平成14 年3 月）を踏まえた降伏モーメント（曲げ）及びせ

ん断応力度（せん断）とする。 

・防波壁の液状化影響の設計の反映に関して，液状化検討対象層

に対する液状化試験結果に基づく保守的な液状化強度特性を設

定する点については先行炉と同様であるが，有効応力解析

（FLIP）の簡易設定法に基づき液状化強度特性を設定している

ことから，その適用性や実績について今後詳細に説明する。 
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３．地震時における沈下の取扱い 

地震時における沈下の取扱いについて，他サイトの沈下の考

え方を第 2 図に，女川防潮堤の沈下の考え方を第 3 図に示す。 

他サイトは，地震時の周辺地盤の沈下に対して，防潮堤（遮

水壁）の下に隙間ができないような対策（遮水壁の埋込み長さ

を必要長だけ確保，地盤改良による止水対策等）を実施してい

る。 

女川防潮堤は，鋼製遮水壁を支持する長杭・短杭はいずれも

岩盤又は改良地盤に支持されるため，沈下は発生しない。鋼管

杭に接する範囲の周辺地盤についても，鋼管杭周辺地盤の地盤

改良により，沈下は発生しない。 

また，鋼製遮水壁は，背面補強工に根入れしているが，背面

補強工は改良地盤に支持されており，沈下が発生しないことか

ら，鋼製遮水壁と周辺地盤の間に隙間が生じない構造となる。 

 

 

第 2 図 他サイトの沈下の考え方 

 

 

 

第 3 図 女川防潮堤の沈下の考え方 
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４．女川防潮堤における構造設計の経緯 

女川防潮堤における構造設計の経緯を第 4 図に示す。 

 

 

第 4 図(1) 女川防潮堤における構造設計の経緯(1/2) 
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第 4 図(2) 女川防潮堤における構造設計の経緯(2/2) 
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（参考資料２） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭頭部構造について，荷揚護岸

北側部と取水路横断部で構造が異なっている。それぞれの杭頭部

の状況を第 1 図に示す。 

【一般部】 

・4重管のうち，最内管のφ1600のみ地上部に突出させ，φ1800, 

φ2000, φ2200の杭頭上部からφ1600の杭頭まで，鉄筋コンク

リートで被覆する構造としている。 

【取水路横断部】 

・取水路横断部では 2号炉取水管を横断するため，取水管の両

側に鋼管杭を追加した構造としている。 

・地震時及び津波時に被覆コンクリート直下の杭と隣接する追加

杭が荷重を分担するように，地上付近（EL+6.7ｍ～+8.2m）で杭

頭連結材にて連結し，内部をコンクリートで充填している。杭

頭連結材上部から最内管上端まで鉄筋コンクリートで被覆する

構造としている。 

 

 

第 1 図 杭頭部の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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（参考資料３） 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造概要 

 

防波壁のうち鋼管杭式逆 T 擁壁について，設置の経緯を第 1 図

のとおり整理した。 

 

第 1 図 防波壁（鋼管式逆 T擁壁）の設計の経緯 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は，十分な支持地盤（堅硬な岩盤）

に鋼管杭を設置し，支持力評価においては，先端支持力のみに期

待している。鋼管杭の支持岩盤確認については，地盤調査の頻度

による誤差を考慮し，事前ボーリング調査に加え，施工時のクロ

ーラードリルによる岩盤深さ確認等を入念に実施した。また，そ

の上で，鋼管杭を設置する際には，先端部の岩盤を採取して目視

確認することで鋼管杭全周の岩盤支持をより確実なものとした。

なお，支持岩盤の支持力については， 2 号炉原子炉設置許可申請

時で実施した平板載荷試験結果に基づき十分な支持力を有してい

ると判断していたが，以下，示方書及び設計標準などによると，

杭支持機構について以下の記載がされているため，支持岩盤の更

なる支持力確認として，現地試験を実施した。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成２４年３月）」

によると，杭基礎の多様な支持層（Ｎ値が 20程度以上の粘性土層

やＮ値が 30程度以上の砂層，砂れき層等）に対する根入れ深さの

一般的な考え方が記載されている。 

・杭基礎はその支持機構において杭先端の支持力を考慮するか

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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どうかにより支持杭と摩擦杭とに大別される。長期的な基礎の

変位を防止するためには一般的には支持杭とすることが望まし

い。（中略）支持杭においては，杭の支持層への根入れ深さは

一般に杭径程度以上確保するのがよい。 

・地盤調査結果等に基づき設定した支持層の深さには，地盤調 

査の頻度や地盤の不均一性等による誤差が含まれていることを

考慮し，杭長はある程度余裕を見込み，0.5m 刻み程度で決定す

るのがよい。 

 

 

一般産業施設での設計事例について，「鉄道構造物等設計標準・

同解説 基礎構造物（平成２４年１月）」によると，鉄道の高架

橋などにおける杭の根入れ深さについて，以下の記載がされてい

る。 

・支持層が硬質粘性土または軟岩の場合の最小根入れ深さは， 

施工試験および載荷試験結果等に基づき別途適切に設定するの 

がよいが，一般的に公称径の 1/2程度としてよい。 

 

 

 

第 2 図 鋼管杭根入れ状況イメージ図 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T 擁壁）の鋼管杭は着岩判定後，支持岩盤

の不陸を考慮し，施工上の配慮として 0.5m程度（0.5d）の岩盤根

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

qtk＝5.1ｃ≦9000
qtk＝51Ｎ≦9000

ここに，qtk：杭の基準先端支持力度（kN/m2）
（場所打ち杭工法，硬質粘性土または軟岩（参考式））

Ｎ：杭先端のＮ値（Ｎ値50以上では換算Ｎ値としてよい）
杭先端から下方３Ｄの区間のＮ値 Ｄ：杭の設計径

ｃ：地盤材料試験（一軸圧縮試験等）により求めた粘着力度（kN/m2）
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入れ深さを確保した。以下に鋼管杭設置に係る施工手順を示す。 

①支持岩盤の深さは，既往のボーリング調査及び既往ボーリン

グ調査を踏まえて推定した岩盤線の変化点におけるクローラード

リルによる調査から確認した。 

②全旋回掘削機により掘削を行い，着岩予定深度の手前から約

１m掘削を進める度に，掘削先端部の掘削土を採取した。 

  また，施工時は全旋回掘削機の回転トルク値を確認し，支持

岩盤の深度付近でのトルク値上昇を判断材料とした。 

③着岩手前では，採取した掘削土に埋戻土（掘削ズリ）が含ま

れるが，既往の調査から想定される着岩深度に達し，且つ，新鮮

な堅岩が採取されることを目視確認することで，鋼管杭の全周が

着岩したと判定した。なお，目視確認は，ボーリングデータを参

考に，着岩深度で採取した岩塊が浸食等による丸みを帯びておら

ず，鋭利であることなどを確認し，新鮮な堅岩であると判断した。

（第 3 図参照） 

④着岩判定後，支持岩盤の不陸を考慮し，鋼管杭全周を確実に

岩盤支持させるため，更に 0.5m程度（0.5d）掘削して掘削完了し，

鋼管杭を設置した。 

 

 

第 3 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）支持岩盤目視確認例 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T字擁壁）の鋼管杭の支持岩盤は主に CM級

～CH級岩盤であり， 2 号炉原子炉設置許可申請で実施した試掘坑

での平板載荷試験結果に基づき，支持力照査には CM級岩盤の極限

支持力を用いることとしている。平板載荷試験の概要を第 4 図に，

平板載荷試験結果を第 5 図に示す。 
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第 4 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）平板載荷試験概要 

 

第 5 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）平板載荷試験結果 

 

現地試験方法について，防波壁（鋼管杭式逆 T字擁壁）の鋼管

杭の支持力評価に当たっては，周面摩擦力による抵抗に期待しな

い設計としていることから，先端支持力を直接計測できる「平板

載荷試験」を選定した。 

平板載荷試験について，防波壁（鋼管杭式逆 T字擁壁）の支持

岩盤と同種の岩盤が出現するまで掘削し，実際の鋼管杭の根入れ

深さと同様に，着岩から 0.5m以内の深度で試験を実施した。なお，

試験は地盤工学会の「JGS 1521：地盤の平板載荷試験方法」に基

づいた方法とし， 試験用荷重は地震時と津波時を包絡した鋼管杭
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（Φ1,300mm，t=22mm）１本あたりの杭先端の設計支持力度に余裕

を考慮した荷重とした（単位面積当たりの載荷条件 5.5N/mm2）。 

平板載荷試験の結果，最大荷重作用時において弾性挙動が確認

された。以上より，支持岩盤については，極限支持力度が地震時

及び津波時の設計支持力度以上であり，十分な強度を有している。 

平板載荷試験の概要を第 6 図に，平板載荷試験結果を第 7 図に

示す。 

 

 

第 6 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）平板載荷試験概要 

 

 

第 7 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）平板載荷試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地試験位置（平面位置）

試験状況（全景）

着岩から0.5m以内

埋戻土
（掘削ズリ）

岩盤

境界

現地試験位置（露岩状況）

現地試験位置
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「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成２９年１１月）」

によると，杭とフーチングとの接合部について，以下の記載がさ

れている。 

・原則として剛結としているが，剛結としない場合には，接合

方法の力学特性等を実験等により検証したうえで，個別にモデ

ル化等について検討する必要性がある。 

上記を踏まえ，ヒンジ結合として設計・施工した防波壁（鋼管

杭式逆 T擁壁）の杭頭部について，模型実験により地震荷重もし

くは津波荷重が作用した際の杭頭部の力学挙動が剛からヒンジへ

移行することを確認する。 

模型実験はスケール効果による影響を小さくする観点から出来

るだけ実機に近いサイズでの実験となるよう，1/2の模型縮尺とす

る。模型実験の概要図を第 8 図に示す。 

 

第 8 図 模型実験概要図 

 

詳細設計段階においては，以下の検討により，杭頭部の力学的

挙動の確認を行う。 

・模型実験から得られる荷重ー変位曲線を踏まえ，耐震・耐津

波設計における荷重範囲における杭頭部の挙動が，杭頭剛と杭

頭ヒンジの中間的な挙動であることを確認する。 

・実験結果の妥当性を確認するため，実験模型をモデル化した

３次元静的ＦＥＭ解析により，実験結果の再現解析を実施する。 

・数値解析により，杭頭部を剛とした場合とヒンジ状態とした

場合の耐震性及び耐津波性に係る評価結果を示すとともに，底

盤が概ね弾性状態であることを確認する。 

 ３次元静的ＦＥＭ解析モデル概要図を第 9 図に，実験結果に

基づく荷重ー変位曲線第 10 図に示す。 
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第 9 図 ３次元静的ＦＥＭ解析モデル概要図（イメージ） 

 

 

第 10 図 実験結果に基づく荷重ー変位曲線（イメージ） 
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（参考資料４） 

 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要 

 

１．防波壁（波返重力擁壁） 設置の経緯 

防波壁（波返重力擁壁）における重力擁壁の設置の経緯を以下

に示す。 

 

第 1 図 防波壁（波返重力擁壁）の設置の経緯 

 

２．重力擁壁の既設と新設の一体性検討 

（１）重力擁壁の構造について 

重力擁壁は，津波による敷地内への浸水を防止するため，既

設の護岸を嵩上げした構造としている。 

新設コンクリートは，既設の護岸の重力擁壁表面に目荒らし

を行い，既設コンクリートを巻き込むように打設し，新設コン

クリートに配置する鉄筋を既設の護岸に定着することにより，

既設コンクリートと新設コンクリートの一体化を図っている。 

したがって，設置許可段階においては，新設コンクリート主

筋の既設の護岸への定着長と新設コンクリートの付着強度につ

いて確認する。 

新設コンクリート主筋定着部の定着長と付着強度確認試験結

果について次頁に示す。重力擁壁の構造図を第 2 図に，施工状

況を第 3 図に示す。 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 2 図 重力擁壁の構造図 

 

 

第 3 図 施工状況写真 

 

（２）主筋定着部の定着長について 

新設コンクリートの主筋は，「コンクリート標準示方書」に

示される引張鉄筋の基本定着長に基づき定着長を算定し，既設

の護岸に定着させている。 

コンクリート標準示方書に示される引張鉄筋の基本定着長の

算定式 

 

（３）付着強度確認試験結果について 

新設コンクリートの付着力を高め，既設と新設の一体化を確

実なものとするため，既設コンクリート表面の目荒らしを実施

している。 
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目荒らしについては，目標とする付着強度を「表面保護工法 

設計施工指針（案）[工種別マニュアル編] 土木学会 断面修

復工マニュアル p221」を参考に設定し，同指針（案）で示され

ている 1.0N/mm2に裕度を加えた 1.5N/mm2を管理基準とした。 

付着強度については，事前に付着強度確認試験を実施し，目

荒らし後の付着強度が 1.5N/mm2以上であることを確認した。付

着強度確認試験の試験手順を第 4 図に，試験場所を第 5 図に，

試験イメージ図及び試験状況写真を第 6 図に，試験結果を第 1 

表に示す。 

 

 

第 4 図 試験手順 

 

 

第 5 図 付着強度確認場所 
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第 6 図 試験イメージ図及び試験状況写真 

 

第 1 表 付着強度確認試験結果 

 

 

（４）主筋定着部の評価方法について 

主筋定着部の施工は，コアドリル又はパーカッションドリル

を使用して既設の護岸のコンクリートを削孔し，主筋建込後，

周囲にセメントミルクを注入する手順としている。定着部の構

造を第 7 図に示す。 

「各種合成構造設計指針・同解説 日本建築学会」において

は，上記の施工手順で施工されたアンカーボルトは，「その他

のアンカーボルト」のうち，「型抜きアンカー」に該当すると

判断できる。型抜きアンカーの許容耐力については，「実験等

により確認し，使用条件および施工条件を考慮し，本指針に準

じて適切な安全率を見込んだ許容耐力をきめる」とあることか

ら，詳細設計段階において，島根２号炉の重力擁壁の施工条件

を考慮した模型実験を行い，コーン状破壊や付着破壊について

確認し，適切な許容耐力による評価を実施する。なお，試験実

施に当たっては，第 8 図及び第 9 図に示す，（一社）日本建築

あと施工アンカー協会が定めた試験方法を参考とする。 

しかしながら，津波荷重や地震荷重により新設コンクリート
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の主筋定着部に作用する力が，実験で確認した許容耐力以上と

なる場合は，新設コンクリート部分の増設等の対策工を実施す

ることにより，重力擁壁の損傷を防止する。詳細設計段階にお

いて，新設コンクリートと既設コンクリートの照査をそれぞれ

行い，一体性について影響が生じる場合は，対策工を実施する

ことにより，重力擁壁の損傷を防止する。対策工の構造例を第

10 図に示す。 

 

 

第 7 図 定着部の構造（陸側主筋） 

 

 

第 8 図 あと施工アンカー標準試験法（引張試験）の一例 
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第 9 図 接着系アンカーのセット試験法の一例（接着系アンカー

周囲を拘束した引張試験（付着強度試験）） 

 

 

第 10 図 対策工の構造例 

 

（参考）重力擁壁のせん断破壊に対する評価について 

嵩上げした重力擁壁は，既設と新設が一体化しているものと

して耐震や耐津波の評価を行う方針であるが，仮に新設コンク

リート部分には期待せず，既設コンクリート部分のみを対象と

した場合のせん断破壊による評価を実施した。 

重力擁壁は，地震時に土圧が作用しないので，検討ケースは

津波時とした。評価のイメージを第 11 図に示す。 

第 2 表に示す結果より，津波荷重により発生するせん断力に

対して既設コンクリート部分のみで所定の安全率が確保できる

ことから，構造成立性に影響はないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震荷重

新設コンクリート主筋(陸側)

新設コンクリート主筋(海側)

←海 陸→

▽EL+6.5m

既設の護岸

新設コンクリート

▽EL+11.0m

▽EL+15.0m

ｺﾝｸﾘｰﾄ増打
差し筋

主筋定着部に対する補強

地震・津波荷重

中間貫通鋼材
既設コンクリートと新設コン
クリートの一体化に対する
補強
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なお，地震時の評価結果については別途解析を行い，詳細設

計段階で示す。 

 

 

第 11 図 海側からの荷重に対するせん断破壊に対する評価イメ

ージ 

 

第 2 表 津波時における既設コンクリートでのせん断破壊に対す

る評価結果 

 

 

３．防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの構造 

 波返重力擁壁のうちケーソンの構造について，第 12 図に示す。

岩盤上に鋼製架台を設置し，ケーソンを据え付けた後，鋼製架台

内に水中コンクリートを打設することにより，MMR（マンメイドロ

ック）を構築している。ケーソン内はコンクリート，銅水砕スラ

グ又は砂により中詰めし，その上部に蓋コンクリート及び重力擁

壁を打設している。防波壁（波返重力擁壁）のケーソン中詰材の

施工状況を第 13 図に示す。中詰材の種類は，ケーソンの安定性確

保の観点から選定している。なお，西側端部については，現場打

ちコンクリートにより防波壁を施工している。ケーソンと重力擁

壁の境界は，蓋コンクリート天端をケーソン天端から 20cm下げて

打設とすることで，一体構造としている。ケーソンの施工状況に

ついて，第 14 図に示す。 
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第 12 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの構造 

 

第 13 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン中詰材の施工状況 

 

 

第 14 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの施工状況 
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ケーソンと重力擁壁を一体構造として扱うことについて，境界

部が仮に平坦とした場合の相対変形量により確認していたが，今

回，地震時及び津波時におけるケーソン上端の張出部の健全性を

評価することで確認する。ただし，津波時及び地震時（海側から

陸側への荷重作用）は，防波壁（波返重力擁壁）の背後に地盤が

あることから，検討に当たっては，地震時（陸側から海側への荷

重作用）における張出部の健全性を確認する。 

ケーソンと重力擁壁の境界部における，2次元動的 FEM解析（有

効応力解析）から算定される重力擁壁の基準地震動Ｓｓ-Dによる

荷重をケーソンの張出部に作用させ，張出部が損傷しないことを

確認する。なお，ケーソンと重力擁壁の境界部は港湾基準に示さ

れるコンクリート同士の静止摩擦係数μ=0.5として設定する。 

検討の結果，張出部のせん断について，コンクリートのせん断

耐力のみで照査した場合でも，せん断耐力を下回ることから，ケ

ーソンと重力擁壁は一体挙動し，境界部における遮水性が確保さ

れることを確認した。 

断面図を第 15 図に，照査結果を第 3 表に示す。 

 

 

第 15 図 防波壁（波返重力擁壁）輪谷部断面図 
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第 3 表 照査結果 
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（参考資料５） 

 

防波壁多重鋼管杭の設計方針 

 

１．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）のモデル化 

多重鋼管杭は，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充

填することにより，一体として挙動することで，荷重を分担でき

る構造としており，多重鋼管杭の挙動については実験により確認

を行っている（水平載荷実験については２．参照）。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の２次元動的 FEM解析にあたって

は，多重鋼管杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断

面二次モーメント（各管の断面二次モーメントの合計）を設定す

る。なお，最外管については，セメントミルクで周囲を覆われて

おり腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食

代１㎜を考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。腐食

代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値(陸側土中

部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を 50 年として算出した。 

 

 

第 1 図 多重鋼管杭の概要 

 

２．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の水平載荷試験 

（１） 実験概要 

多重鋼管杭は鋼管１本あたりの全塑性モーメントを港湾基準

から算出し，それらを合算して多重鋼管杭の曲げ耐力として評

価することから，多重鋼管杭の実耐力・挙動特性を確認するた

めに水平載荷実験及び数値解析を実施している。このうち多重

管の一体挙動と降伏荷重時の挙動を確認したについて説明す

る。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面二次モーメント Ｉ※2= Ｉ① + Ｉ② + Ｉ③ + Ｉ④

断面積 Ａ※2= Ａ① + Ａ② + Ａ③ + Ａ④

※1

※1 最外管については，セメントミルク及びグラウト材で周囲を覆われており
腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食代１㎜を
考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。
ここで，腐食代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値
(陸側土中部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を50年として算出した。

※2 添え字は鋼管杭の番号
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実験には，耐力・挙動特性に関してスケール効果の影響は小

さいことから，1/4 スケールの試験体を用いる。実験としては，

Case1及びCase2は中詰コンクリートの有無が曲げ耐力に与える

効果と多重鋼管杭の挙動特性を，Case3は交番載荷を与えた後の

多重鋼管杭の挙動特性を確認する。また，港湾基準から算出し

た全塑性荷重・降伏荷重と比較する。なお，交番載荷では，δy，

２δy，３δy（ δy：試験から得られた最外管の降伏時変位）

を繰り返し載荷した後，水平一方向載荷を行う。 

試験の概要を第2 図に，試験装置の概要図を第3 図に，交番

水平載荷時に作用させる変位を第4 図に示す。 

 

 

第 2 図 試験の概要 

 

 

第 3 図 実験装置概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①1/4スケールの試験体による実験

4重管鋼管の効果，挙動の把握

• 中詰めコンクリートの曲げ耐力向上への影響確認

• 交番載荷の曲げ耐力への影響確認

②実験結果に基づく1/4スケールのFEM解析（再現解析）

• 実験で得られた鋼管の荷重-変形関係および終局耐力時のひずみ
応力分布をFEM解析により再現

• 解析結果が実験で得られた鋼管の挙動と整合が取れているか検
証し，必要であれば解析入力値を補正

③実物スケールでのFEM解析

• FEM解析による実物スケールの鋼管実耐力の評価

• 無次元化した1/4スケールおよび実物スケールの荷重-変形関係を
比較し，スケール効果による影響を確認

試験体 現場実機 試験体/実機

鋼管径

φ528 φ2200 0.24

φ480 φ2000 0.24

φ432 φ1800 0.24

φ384 φ1600 0.24

鋼管肉厚 6mm 25mm 0.24

実機と試験体の相似則検討フロー

Case
鋼管
構造

中詰
ｺﾝｸﾘｰﾄ

載荷方法

1 4重管
φ528
φ480
φ432
φ384

無 水平一方向載荷

2 有 水平一方向載荷

3 有 交番載荷後，水平一方向載荷

実験ケース

本資料による
説明範囲
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第 4 図 交番水平載荷変形 

 

（２）結果の概要（Case1 と Case2の比較） 

水平一方向載荷ケース（Case1 及び Case2）のうち，Case1（４

重管中詰無）の結果，最大荷重は多重管の全塑性荷重 704kNに

対して 1.08倍であり，概ね一致している。一方，Case2（４重

管中詰有）の結果，最大荷重平均で 1.29倍となった。Case1と

Case2を比較すると，最外管の局部座屈発生までは同じ挙動を示

すが，Case2は Case1と比較して最内側管がコンクリートで中詰

めされていることにより，曲げ耐力が増加している。Case1 及 

び Case2 の実験結果を第 5 図及び第 1 表に示す。 

 

 
第 5 図 Case1及び Case2の最大荷重時の荷重変形関係 
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第 1 表 Case1及び Case2の実験結果の比較 

 

 

（３）結果の概要（Case3 の結果） 

Case3（交番載荷後，水平一方向）の結果，繰返し荷重を受け

た後でも Case2と同様に荷重は緩やかに上昇している。水平荷

重と変形の関係から，多重鋼管杭に対する水平載荷実験の荷重

は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」よ

り算定した各管の全塑性モーメントの合計値に達する時の全塑

性荷重と概ね一致していることを確認した。また，実験後の試

験体の観察の結果，圧縮側のモルタル・コンクリートにひび割

れ等の損傷は見られない。また，圧縮側の鋼管杭の座屈による

変形量は内側ほど小さいことから，外側から内側にかけて順番

に座屈が発生したと考えられる。 

以上より多重鋼管杭は一体構造として挙動して荷重を分担し

ており，降伏荷重においても弾性挙動を示していることを確認

した。 

水平載荷試験の最大荷重時の写真を第6 図に，水平荷重と変

形の関係を第7 図に，試験後の試験体の切断面の写真を第8 図

に示す。 

 

 

第 6 図 最大荷重時座屈状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験Case
最大荷重

(kN)
最大荷重時変形

(mm)
全塑性荷重に
対する比率

Case１ 761 120 1.08

Case ２ 907 624 1.29
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第 7 図 水平荷重と変形の関係 

 

 

 

 

第 8 図 水平載荷試験状況 
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３．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の鋼管杭曲げ系破壊に関する許

容限界 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」による

と，降伏の判定は，全塑性モーメントを上限値とするバイリニア

型の「鋼管杭の杭体の曲げモーメント-曲率関係」を用いてよいと

されている。 

また，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成11 年4 月」

によると，鋼管杭の曲げモーメントと曲率の関係は，全塑性モー

メントを上限値とするトリリニアモデルを用いるが，トリリニア

モデルに代えて，より簡便に計算が可能な，破線で示すバイリニ

アモデルを用いても計算結果に差があまり見られないので，バイ

リニアモデルを用いてよいとされている。 

以上を踏まえ，鋼管杭の曲げ系破壊については，繰返しの津波

荷重に対して機能を保持していることを確認することとし，降伏

モーメントＭy を許容限界とする。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」に示さ

れる鋼管杭の曲げモーメント-曲率関係を第9 図に，「港湾の施設

の技術上の基準・同解説 平成11 年4 月」に示される鋼管杭の曲

げモーメント-曲率関係を第10 図に示す。 

 

第 9 図 「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14 年 3 月」 

 

 

第 10 図 「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」 
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（参考資料６） 

 

防波壁に作用する荷重と部位の役割 

 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある津波および

余震の影響を踏まえ，「津波＋余震時」の検討の要否について以

下の通り，検討を行った。 

・第 1 図に示すとおり，「日本海東縁部に想定される地震による

基準津波１，２，３，５及び６」の波源位置は，敷地から 600km

以上の距離にあり，その波源の活動に伴う余震については，敷

地への影響が明らかに小さい。 

・第 2 図に示すとおり，「海域活断層に想定される地震による基

準津波４」は，防波壁の敷地の壁体部（被覆コンクリート部等）

には到達しないが，到達する部位については個別に評価を実施

する。 

・なお，詳細については，荷重の組合せの審査において説明する。 

 

 

第 1 図 島根原子力発電所と基準津波の波源 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁に

作用する荷重と部位の

役割についても記載 
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第 2 図 基準津波４の最大水位上昇量分布 
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（参考資料７） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析用物性値の設定方針 

 

１．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の設定方針 

石材（基礎捨石，被覆石）の強度特性は，港湾基準より粘着力

C=20(kN/m2)，せん断抵抗角Φf=35（°）が標準の値とされている

が，港湾基準の引用文献の検討内容を整理するとともに，地震時

の動的挙動への適用性についても文献の内容を検討し，強度特性

の信頼性について検証する。 

また，港湾基準に標準値として示される捨石の強度特性

C=20(kN/m2)，Φf=35（°）について，島根原子力発電所の護岸に

使用した石材（基礎捨石・被覆石）への適用性について確認する。 

港湾基準では，第 1 図に示す通り石材の強度特性の設定方法が

記載されている。 

 

 

第 1 図 港湾基準における石材の強度特性の設定方法（港湾基

準より引用・加筆） 

 

２．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の設定根拠 

港湾基準の引用文献である「港湾技術研究所報告 捨石マウン

ドの支持力の新しい計算法（1987.6）（文献①）」では，捨石マ

ウンド上に重力式構造物が設けられる場合における捨石の力学的

特性の検討を目的とした実験が行われている。 

ここで，文献①では，直轄港湾工事に用いられる基礎捨石に対

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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して質量～粒径換算を行い，それらと同程度の強度・比重を有す

る「砕石（Dmax=25mm~200mm：砂岩と花崗岩の 2種類）」を対象に，

試験条件として均等係数 Uc，拘束圧及び締固め程度を変化させた

供試体を準備し，直径 60cm・高さ 120cmの供試体では中型三軸圧

縮試験，直径 120cm・高さ 240cmの供試体では大型三軸圧縮試験を

それぞれ実施して捨石の力学特性を検討している。文献①の三軸

圧縮実験ケース及び実験結果を第 2 図に示す。 

上述の試験結果より，「捨石の強度定数は粘着力 C=2（tf/m2），

せん断抵抗角Φ=35（°）を標準とする」とされている。 

なお，島根原子力発電所の基礎捨石は Dmax=200mm～250mmであ

り，文献①と同等の大きさである。 

 

 

第 2 図 文献①の三軸圧縮実験ケース及び実験結果 

 

文献①は，捨石マウンドにおける支持力の新しい計算方法の提

案を目的に，捨石マウンド上の重力式構造物の安定性（静的）に

関して現地実験（小名浜港：基礎捨石50kg～800kg/個，被覆石600kg

～800kg/個（推定））が行われている。 

現地実験は，マウンド肩幅を 10mから 25m,15m,5mに変更した４

ケースで行われており，実験ケーソン（幅 22m×奥行 15m）に油圧

ジャッキで水平力を与えてマウンド及び基礎地盤に偏心傾斜荷重

を加えることで，実験ケーソンの回転角や水平変位が計測されて

いる。 

現地実験から得られた最大水平力を用いた円形すべり計算結果
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によると，「捨石の三軸試験による強度定数 C=2（tf/m2），Φ=35

（°）を用いたビショップ法の結果が実験結果と良く一致する」

とされている。 

小名浜港の現地試験の概要図を第 3 図に示す。 

 

第 3 図 小名浜港現地試験概要図 

 

引用文献「港湾技研資料 マウンド用石材の大型三軸試験によ

る強度特性（1991.3）（文献②）」では，「品質が劣ると考えら

れてきた石材の強度特性を明らかにする」ことを目的として，文

献①で用いた比較的良質な花崗岩等よりも性質が劣る石灰岩及び

軟質な砂岩等について，一軸圧縮強度に着目した分類で大型三軸

圧縮試験（供試体寸法：直径 30㎝，高さ 60㎝）が行われている。

（一軸圧縮強度との相関関係を得るため，幅広い範囲の一軸圧縮

強度を持つ特殊モルタルも使用） 

大型三軸圧縮試験の結果，「母岩の一軸圧縮強度が 300（kgf/cm2）

以上であれば，文献①で報告された捨石の標準値である C=2

（tf/m2），Φ=35（°）をほぼ満足する」とされている。文献②

の三軸圧縮実験ケース及び実験結果を第 4 図に示す。 

なお，島根原子力発電所の石材（基礎捨石・被覆石）の一軸圧

縮強度は 30（N/mm2）を有している。 
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第 4 図 文献②の三軸圧縮実験ケース及び実験結果 

 

独立行政法人土木研究所では，ロックフィルダムの主要築堤材

料として使用されるロック材料のせん断強度の評価について，原

位置における表層すべり試験（切り崩し試験及び押し崩し試験）

を実施し，原粒度条件下でのロック材料のせん断強度の評価を論

文「拘束圧依存性を考慮したロック材料の強度評価（山口ほか）」

で示している。 

ロック材料を 100t級大型ブルドーザで静かに谷に押し崩す「押

し崩し試験」を実施して，安息角を計測しているが，「得られた

平均 38.5（°）の結果は，大型三軸圧縮（ＣＤ）試験により求め

られた内部摩擦角 41.0（°）とほぼ同等の値である」とされてい

る。 

押し崩し試験の概要を第 5 図に，原位置表層すべり試験結果を

第 1 表に示す。 

 

 

第 5 図 押し崩し試験の概要 
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第 1 表 原位置表層すべり試験結果（押し崩し試験による安息

角） 

 

 

島根原子力発電所にて，押し崩し試験を模擬した安息角の現地

試験を実施した。 

現地試験には基礎捨石と同様の石材（凝灰岩主体：Dmax=200～

250mm程度）を用いて，40tダンプにて平坦な場所でダンプアップ

することで試料塊を作り,ダンプが逃げる方向以外の３辺を測線

として試料塊の角度計測を行った。試験は３回行い，合計９測線

から得られた平均値は 38.5（°）であり，文献①のせん断抵抗角

Φ=35（°）と同等な結果となった。 

試験の概要を第 6 図に，試験結果を第 2 表に示す。 

上記の結果より，島根原子力発電所の石材は Dmax＝200mm～

250mmであり，一軸圧縮強度は 30（N/mm2）を有することから，港

湾基準に示される C=20(kN/m2)，Φf=35（°）を適用できると判断

した。 

 

 

第 6 図 試験の概要 
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第 2 表 安息角試験 試験値一覧表 

 

 

３．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の動的評価への適用性 

文献①及び文献②については，捨石マウンド上の港湾施設に対

する静的な安定性評価に関する内容であるので，ここでは島根で

の適用性を目的として，地震時（動的）の検討で用いられている

捨石の物性値について，文献調査を行った。 

捨石の動的挙動に関して検討している文献「捨石のモデル化に

関する検討報告書（FLIP研究会 企画委員会捨石作業部会，平成

13年 5月）」（以下「捨石のモデル化に関する検討報告書」とい

う）によると，捨石の強度定数に，文献①で提案されていた標準

的な値である，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°） が

用いられた事例検証が行われている。 

事例検証は 1995年兵庫県南部地震における六甲アイランド RF3

岸壁及び神戸港第７防波堤の被災事例と，1993年釧路沖地震にお

ける釧路港北埠頭の被災事例を対象に行われており，「解析によ

る残留変位量は観測値と適合性が良い」とされている。事例検証

①六甲アイランド RF3岸壁の検討用地震動及び検討対象断面を第

7 図に，検討結果を第 3 表に示す。事例検証事例検証② 神戸港

第七防波堤の検討用地震動及び検討対象断面を第 8 図に，検討結

果を第 4 表に示す。事例検証事例検証③ 釧路港北埠頭岸壁の検

討用地震動及び検討対象断面を第 9 図に，検討結果を第 5 表に示

す。なお，各図表は 「捨石のモデル化に関する検討報告書」 か

ら引用している。 
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第 7 図 事例検証①六甲アイランド RF3岸壁の検討用地震動及

び検討対象断面 

 

第 3 表 事例検証①六甲アイランド RF3岸壁の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

傾斜
（°）

CASE3 0 40 6.10 2.11 10.6 従来方法
CASE4 20 35 4.33 2.00 4.69 提案方法
観測値 4.1～4.6 1.7～2.0 4.1~5.1

事例検証① 六甲アイランドRF3岸壁※捨石は主に200kg～400kg/個程度

※結果は捨石強度特性のみが異なるCASE3（従来方法）とCASE4(提案方法)のみ抜粋している。
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第 8 図 事例検証②神戸港第七防波堤の検討用地震動及び検討

対象断面 

 

第 4 表 事例検証②神戸港第七防波堤の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース※
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

CASE2 0 40 0.04 4.39 従来方法
CASE4 20 35 0.00 2.26 提案方法
観測値 － 1.4～2.6

事例検証② 神戸港第七防波堤※捨石は主に10kg～200kg/個程度

※結果は捨石強度特性のみが異なるCASE２（従来方法）とCASE4(提案方法)のみ抜粋している。
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第 9 図 事例検証③釧路港北埠頭岸壁の検討用地震動及び検討

対象断面 

 

第 5 表 事例検証③釧路港北埠頭岸壁の検討結果 

 

 

「捨石のモデル化に関する検討報告書」で検討した事例は，い

ずれも重力式岸壁あるいはケーソン式防波堤であることから，鋼

管杭を使用した構造物を対象とした被災事例の再現解析における

捨石の解析用物性値の設定状況について以下に示す。解析用物性

値の設定状況については， 1995年兵庫県南部地震における神戸港

T桟橋及び 2011年東北地方太平洋沖地震における小名浜港 5号埠

頭耐震強化岸壁，相馬港 2号埠頭-12m岸壁について再現解析を実

施している文献について確認した。 

（被災事例の再現解析① 神戸港 T桟橋） 

1995年兵庫県南部地震による神戸港 T桟橋の被災事例を対象と

した再現解析が行われているが，捨石の解析用物性値として，粘

着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）が設定されており，

鋼管杭の座屈位置という被災事例を再現できたとされている。 

解析断面図を第 10 図に，解析用物性値を第 6 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース※
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

CASE1 0 40 0.89 0.21 従来方法
CASE3 20 35 1.28 0.22 提案方法
観測値 0.8～1.6 0.2～0.5

事例検証③ 釧路港北埠頭岸壁

※結果は捨石強度特性の設定の違いに着目し，CASE1（従来方法）とCASE3(提案方法)のみ抜粋している。
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第 10 図 断面図（神戸港 T桟橋） 

 

第 6 表 FLIPにおける解析用物性値（神戸港 T桟橋） 

 

 

（被災事例の再現解析② 小名浜港 5号埠頭耐震強化岸壁） 

2011年東北地方太平洋沖地震による小名浜港 5号埠頭耐震強化

岸壁の被災を対象とした再現解析が行われているが，捨石の解析

用物性値として，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）

が設定されており，岸壁背後の沈下等の被災結果に調和的な変形

を再現可能であるとされている。 

なお，当該岸壁の基礎捨石は 30～200㎏/個とされている。解析
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断面図を第 11 図に，解析用物性値を第 7 表に示す。 

 

第 11 図 断面図（小名浜港 5号埠頭耐震強化岸壁） 

 

第 7 表 FLIPにおける解析用物性値（小名浜港 5号埠頭耐震強

化岸壁） 

 

 

（被災事例の再現解析③ 相馬港 2号埠頭-12m岸壁） 

2011年東北地方太平洋沖地震による相馬港 2号埠頭-12m岸壁の

被災を対象とした再現解析が行われているが，捨石の解析用物性

値として，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）が設

定されており，被災状況や背後地盤の沈下や段差について再現で

きたとされている。 

断面図を第 12 図に，解析用物性値を第 8 表に示す。 
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第 12 図 断面図（相馬港 2号埠頭-12m岸壁） 

 

第 8 表 FLIPにおける解析用物性値（相馬港2号埠頭-12m岸壁） 

 

 

４．解析用物性値（石材）の設定方針 まとめ 

（1）文献調査結果 

文献①及び②から，「母岩の一軸圧縮強度が 300（kgf/cm2）

以上であれば，文献①で報告されている捨石の標準値である C=2

（tf/m2），Φ=35（°）をほぼ満足する」とされている。 

独立行政法人土木研究所で実施された押し崩し試験による安

息角と大型三軸圧縮（ＣＤ）試験による内部摩擦角がほぼ同等

の値となるとされていることを踏まえ，島根原子力発電所では

押崩し試験を模擬した安息角の現地試験を実施し，安息角の平

均値は 38.5度となることを確認した。 

石材の動的挙動について，「捨石のモデル化に関する検討報

告書」において， 1995年兵庫県南部地震及び 1993年釧路沖地

震といった複数の地震動に対する被災事例を対象に，事例検証

が行われており，捨石の解析用物性値 C=20(kN/m2)，Φf=35（°）

と設定した場合，解析結果はそれぞれの観測値と適合性が良い

とされている。また，鋼管杭を使用した構造物を対象とした解
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析事例においても，捨石の解析用物性値 C=20(kN/m2)，Φf=35

（°）と設定して被災事例を再現できたとされている。 

以上より，捨石の標準値とされている C=20(kN/m2)，Φf=35

（°）は信頼性がある値であると判断した。 

（2）島根原子力発電所への適用性 

岩石試験結果参照より，島根原子力発電所で使用されている

石材（基礎捨石・被覆石）の一軸圧縮強度は 30（N/mm2）を有し

ている。 

島根原子力発電所の施設護岸の工事で使用した基礎捨石は，

30kg以上/個程度（200mm～250mm）であり， 「捨石のモデル化

に関する検討報告書」で事例検証が行われている捨石の質量（六

甲アイランド RF3 岸壁の捨石は主に 200kg～400kg/個程度、神

戸港第七防波堤の捨石は主に 10kg～200kg/個程度）の範囲内と

なっている。 

以上のことから，島根の石材（基礎捨石・被覆石）において

も港湾基準に示される C=20(kN/m2)，Φf=35（°）を適用できる

と判断した。 

（3）設置許可段階における構造成立性評価 

島根の石材の解析用物性値は上述のとおり考えているが，設

置許可段階においては，保守的に C=0(kN/m2)，Φf=35（°）と

設定した場合の構造成立性評価について確認する。 

 

（参考）岩石試験結果 

島根原子力発電所の石材（基礎捨石・被覆石）は主に発電所敷

地内の凝灰岩を使用しており，これについて実施した岩石試験の

概要を示す。 

ボーリングコアから採取した試料を用いて一軸圧縮試験を実施

した結果，30N/mm2を上回る結果となった。 

一軸圧縮試験概要を第 9 表に，一軸圧縮試験装置図を第 13 図

に，岩石試料採取位置図を第 14 図に，凝灰岩ボーリングコア写真

の例を第 15 図に示す。 
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第 9 表 一軸圧縮試験概要 

 

 

 

第 13 図 一軸圧縮試験装置図 

 

 

第 14 図 岩石試料採取位置図 
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第 15 図 凝灰岩ボーリングコア写真の例 

 

５．解析用物性値（粘性土）の設定根拠 

島根原子力発電所の埋戻土（粘性土）は，護岸建設時に，背面

の止水性を担保するために施工しており，攪乱されていることか

ら，正規圧密状態である，また，土の液性限界・塑性限界試験（JIS 

A 1205）結果より，塑性指数は Ip=27.3となり，塑性図における

「粘土」に位置する。 

粘性土の強度特性の設定の考え方としては，「FLIP研究会 14

年間の検討成果まとめの作成について（FLIP研究会 14年間の検討

成果まとめ WG）」（以下「FLIP研究会報告」という）があり， FLIP

研究会報告によると，「三軸試験による自然粘性土地盤の強度設

定法に関する研究（土田，1990）」の正規圧密粘土の塑性指数ー

内部摩擦角（排水条件）の関係から，粘性土は C=0(kN/m2)，Φf=30

（°）と設定している。 

土田（1990）の「正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係」

によると，塑性指数によらず，Φ＝30（°）一定の結果が得られ

ていることから，島根原子力発電所の埋戻土（粘性土）の強度特

性については， C=0(kN/m2)， Φf=30（°）と設定できると判断

した。 

正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係を第 16 図に，塑性図

による粘性土の分類を第 17 図に，埋戻土（粘性土）の液性限界・

塑性限界試験結果を第 10 表に示す。 
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第 16 図 正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係 

 

 

第 17 図 塑性図による粘性土の分類 

 

第 10 表 埋戻土（粘性土）の液性限界・塑性限界試験結果 

 

 

６．解析用物性値（セルラーブロック）の設定根拠 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸を構成する上

部工コンクリート及びセルラーブロックのモデル化にあたって

は，要素間の滑り・剥離を考慮するため，ジョイント要素でモデ

ル化している。また，セルラーブロックの中詰材の剛性は考慮し
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ない。解析モデル図を第 18 図に示す。 

せん断抵抗角は港湾基準に準拠し，第 11 表に示す摩擦係数の考

え方を踏まえ設定した。港湾基準より引用した静止摩擦係数の値

を第 19 図に示す。 

なお，粘着力については，上部工コンクリート及びセルラーブ

ロックは完全に分離した構造物同士であることから，粘着力は考

慮しない。 

 

 

第 18 図 解析モデル図 

 

第 13 表 ジョイント要素に考慮した摩擦係数の根拠 

 

 

 

第 19 図 静止摩擦係数の値（港湾基準より引用） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸を構成するセ

ルラーブロックのうち，最下部の④セルラーブロック（栗石充填）

と基礎捨石の境界のジョイント要素については，港湾基準に準拠

し摩擦係数 0.7と設定した。施設護岸部の解析モデル拡大図を第

20 図に，セルラーブロック断面図（例）を第 21 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジョイント要素 ジョイント要素に考慮した摩擦係数の根拠

①上部工コンクリート・
②セルラーブロック（コンクリート充填）境
界

・境界面の上下はそれぞれコンクリートであるため，港湾基準より「コンクリートとコンク
リート」の静止摩擦係数0.5と設定する。

②セルラーブロック（コンクリート充填）・
③セルラーブロック（栗石充填）境界

・セルラーブロック（栗石充填）設置後に上段のセルラーブロックのコンクリートを打設し
たことから，境界面の上下はそれぞれコンクリートであるため，「コンクリートとコンクリー
ト」の静止摩擦係数0.5と設定する。

③セルラーブロック（栗石充填）・
④セルラーブロック（栗石充填）境界

・境界面はセルラーブロック同士と栗石同士で構成されている。港湾基準よりセルラーブ
ロック同士は「コンクリートとコンクリート」の静止摩擦係数0.5，栗石同士は「捨石と捨
石」の静止摩擦係数0.8であるため，これらを平均した0.6（0.65の少数第2位を切
り捨て）と設定する。

④セルラーブロック（栗石充填）・
基礎捨石境界

・セルラーブロック（栗石充填）と基礎捨石境界の摩擦係数は，港湾基準に示され
る「底版のないセルラーブロックの性能照査に用いる摩擦係数の特性値」から0.7と設
定する。（島根原子力発電所における施設護岸への適用性については次頁参照）
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港湾基準では，底版のないセルラーブロックの滑動の性能照査

に用いる摩擦係数の特性値は，厳密には鉄筋コンクリート底版の

受ける反力については 0.6，中詰石底部の受ける反力については

0.8を用いて計算すべきであるが，便宜上 0.7としてもよい，とさ

れている。港湾基準より引用した静止摩擦係数の値を第 22 図に示

す。 

島根原子力発電所の施設護岸へ用いたセルラーブロックの鉄筋

コンクリート部と中詰部の面積比を考慮して摩擦係数の平均値を

算定した結果，0.71となることから，港湾基準に示される摩擦係

数 0.7と設定することは妥当と判断する。 

 

 

 

第 20 図 施設護岸部 解析モデル拡大図 

 

 

第 21 図 セルラーブロック断面図（例） 
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第 22 図 静止摩擦係数の値（港湾基準より引用） 
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（参考資料８） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸の役割 

 

耐震性の低い施設護岸が防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接し

ていることから，防波壁への受動抵抗として作用しているか確認

するため，防波壁と施設護岸の位置関係を踏まえて，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②）断面および施設護岸前出

し部（③－③）断面を選定し，基準地震動 Ssにおける周辺地盤の

水平有効応力を確認する。 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②）断面におけ

る基準地震動 Ssによる２次元 FEM解析（有効応力解析）の結果か

ら，防波壁の鋼管杭曲げモーメント最大時刻において，周辺地盤

の水平有効応力の分布を第 1 図に示す。鋼管杭が海側へ変形した

場合，改良地盤部及び根入れ部（岩盤）に圧縮側の水平応力が発

生し，鋼管杭の変形を抑制しており，施設護岸及びその周辺の埋

戻土等の水平応力は比較的小さく，施設護岸による受働抵抗は小

さい。また，鋼管杭が陸側へ変形した場合は，根入れ部（岩盤）

において圧縮側の水平応力が発生し，施設護岸の水平応力は周辺

の埋戻土等と同程度である。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③）断面

における基準地震動 Ssによる２次元 FEM解析（有効応力解析）の

結果から，防波壁の鋼管杭曲げモーメント最大時刻において，周

辺地盤の水平応力の分布を第 2 図に示す。鋼管杭が海側に変形し

た場合，根入れ部（岩盤）に圧縮側の水平応力が発生し，鋼管杭

の変形を抑制しており，施設護岸と鋼管杭の間の埋戻土と施設護

岸背後の埋戻土の水平応力の値が同程度であることから，施設護

岸は応力をそのまま伝達しており，鋼管杭に対する応力低減作用

は生じていない。また，鋼管杭が陸側へ変形した場合，根入れ部

（岩盤）において圧縮側の水平応力が発生し，鋼管杭の変形を抑

制していることから，施設護岸による受働抵抗は小さい。 

以上より，鋼管杭は主に改良地盤及び根入れ部（岩盤）により

変形が抑制されており，施設護岸による受動抵抗の影響は小さい

ことを確認した。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 1 図 鋼管杭の曲げモーメント最大時刻における水平有効応力

分布図（改良地盤部（②－②）） 

 

 

 

第 2 図 鋼管杭の曲げモーメント最大時刻における水平有効応力

分布図（施設護岸前出し部（③－③）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良地盤部（②－②）断面図

鋼管杭が海側へ変形した場合 鋼管杭が陸側へ変形した場合

施設護岸 鋼管杭

改良地盤

施設護岸 鋼管杭

改良地盤

0 80 160 240 320 400

圧縮側の応力を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

②

②

施設護岸前出し部（③－③）断面図

鋼管杭が海側へ変形した場合 鋼管杭が陸側へ変形した場合

鋼管杭 施設護岸 鋼管杭 施設護岸

0 80 160 240 320 400

圧縮側の応力を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

③

③
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（参考資料９） 

 

防波壁（波返重力擁壁）のケーソンの設計方針 

 

１．既設の護岸の構造変更に係る主な経緯 

防波壁（波返重力擁壁）の構造変更に係る主な経緯を第 1 表に，

構造図を第 1 図に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）のうち既設の護岸は，３号炉増設時に

建設されている。その後，平成 23年 3月の東北地方太平洋沖地震

を踏まえ，重力擁壁の嵩上げを実施し，津波対策施設として港湾

の施設の技術基準適合性確認を受けている。 

 

第 1 表 構造変更に係る主な経緯 

 

 

 

第 1 図 防波壁（波返重力擁壁）断面図 

 

２．新規制基準における要求性能及び性能照査 

新規制基準において，津波防護施設は，基準地震動Ｓｓ並びに

入力津波に対し，津波防護施設が要求される機能を損なうおそれ

がないよう，構造物全体としての変形能力に対し，十分な構造強

度を有するとともに，浸水及び漏水を防止することが要求性能と

されている。 

防波壁（波返重力擁壁）は津波防護施設であることから，その

構成部位であるケーソンの照査に当たっては，要求性能及び性能

目標を新規制基準に従い設定する。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な経緯 概 要 重力擁壁天端高 準拠基準

①3号炉増設時
（H16.2 公有水面埋立免許
受領）

埋立地の外郭施設であるため，波浪時（変動波浪：100年確率
波）及び地震時（レベル１地震動：設計震度0.14）の外力に対し
て十分な耐波性，耐震性を有する構造として設計。

EL+11m

海岸保全施設築造基準解説，
河川砂防技術基準（案）同解
説，港湾基準（平成11年４
月）等

②港湾の施設の技術基準適合
性確認
（H23.11 確認証受領）

平成23年3月の東北地方太平洋沖地震を踏まえた安全対策として，
津波による敷地内への浸水を防止するため，既設ケーソン式護岸の嵩
上げを実施し，港湾の施設の技術基準適合性確認証を受領した。当
該確認においては，レベル１地震動，基準地震動Ss（600Gal）及
び津波高さ(敷地浸水高さ) EL+15mにより評価。

EL+15m 港湾基準

③新規制基準適合性審査
（H25.12）

基準地震動Ss及び入力津波を設計外力とした場合でも，構造成立
性を確認。

EL+15m
港湾基準，防波堤の耐津波設
計ガイドライン(2013），RC示
方書等

341



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

ケーソンは港湾基準によると，供用時における照査部位として

底版，フーチング，前壁，後壁及び側壁が選定されるが，新規制

基準においては津波防護施設に区分されるため，性能目標が地震，

津波後の再使用性を考慮し，「概ね弾性状態に留まること」とな

ることから，港湾基準における照査部位に隔壁を加えることとす

る。ケーソンの照査項目及び許容限界を第 2 表に示す。 

 

第 2 表 ケーソンの照査項目及び許容限界 

 

 

【参考１】 既設の護岸の設計概要（3号炉増設時） 

既設の護岸は，JEAG4601-1987では「その他土木構造物（港湾施

設）」に分類されており，耐震設計において参考とする基準，指

針等として，「港湾基準（昭和 55年度版）」が示されている。3

号増設時の港湾基準の最新版は平成 11年度版であり，既設の護岸

はこれに基づいて耐震設計を実施した。 

港湾基準（平成 11年 4月）では，「護岸の構造は，仮土留めを

除き，重力式係船岸，矢板式係船岸，鋼矢板セル式係船岸等の構

造形式と類似しているので，設計に当たっては，係留施設の関連

部分を参照することができる」としている。護岸の安定計算は係

留施設の「重力式係船岸」を参照し，プレキャストコンクリート

部材であるケーソンについては，港湾基準（H11）に従い照査した。

第 2図に，港湾基準に基づき作成した港湾施設における施設分類

を示す。第 3図に，港湾基準（平成 11年 4月）に基づくケーソン

の設計順序を示す。 

設計状態としては，供用時のレベル１地震動及び変動波浪の変

動状態に加え，施工中の浮遊時及び冬季波浪時等の厳しい状態を

考慮した設計を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規制基準 ケーソンの設計方針 （参考）港湾の施設の技術上の基準・同解説
施設名 津波防護施設 津波防護施設 津波対策施設

要求性能

・基準地震動Ｓｓに対し，津波防護
施設が要求される機能を損なうおそ
れがないよう，構造物全体としての
変形能力に対し，十分な構造強
度を有した構造であること。

・入力津波に対して，津波防護施設
が要求される機能を損なうおそれが
ないよう，津波による浸水及び漏水
を防止すること。

・基準地震動Ｓｓに対し，津波防護
施設が要求される機能を損なうおそ
れがないよう，構造物全体としての
変形能力に対し，十分な構造強
度を有した構造であること。

・入力津波に対して，津波防護施設
が要求される機能を損なうおそれが
ないよう，津波による浸水及び漏水
を防止すること。

使用性 修復性
・施工時及び供用時に当該施設が置か
れる諸条件に照らし，自重，土圧，
水圧，変動波浪，水の流れ，レベル
一地震動，漂流物の衝突等の作用
による損傷等が，当該施設の機能を
損なわず継続して使用することに影響
を及ぼさないこととする。（永続状態及
び変動状態）

・津波，レベル二地震動等の作用
による損傷等が，軽微な修復に
よる当該施設の機能の回復に影
響を及ぼさないこと。（偶発状
態）

性能目標

・基準地震動Ｓｓ並びに入力津波に
より発生する応力が，既往研究等に
おいて試験・解析等により妥当性が
確認された許容値を超えていないこと。

・概ね弾性状態に留まること。 ・永続状態及び変動状態に対して健全
性を損なう危険性が限界値以下であ
ること。

・偶発状態に対して作用による損
傷の程度が限界値以下であるこ
と。

供用時における
照査部位

施設の安定性を確保するために
健全性を求める部材

・底版，フーチング
・前壁，後壁及び側壁
・隔壁

・底版，フーチング
・前壁，後壁及び側壁

施設の安定性を確保するために健
全性を求める部材

供用時における
照査項目

(許容限界)
規定なし

・前壁
・後壁
・側壁

曲げ破壊
（短期許容応力度）
せん断破壊
（短期許容応力度）

・断面破壊（設計断面耐力）
・使用性
（曲げひび割れ幅の制限値）
・抜け出し（設計降伏応力度）

規定なし
・底版
・隔壁
・フーチング

曲げ破壊
（限界層間変形角又は
圧縮縁コンクリート限界
ひずみ）
せん断破壊
（せん断耐力）
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第 2 図 港湾施設における施設分類（港湾基準(平成 11年 4月)

に基づき作成） 

 

 

第 3 図 ケーソンの設計順序（港湾基準（平成 11年 4月）に基

づき作成） 
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【参考２】 港湾基準上のケーソンの要求性能 

港湾基準で示されたケーソンの各部位に関する性能規定及び設

計状態に関する設定を第 3 表～第 6 表に示す。ここでは，供用時

（完成時）の検討対象部材である底版及びフーチングと側壁につ

いて示す。第 7 表に護岸の作用の組合せと荷重係数の一覧表を示

す。本表は港湾基準に記載されている「岸壁」の作用の組合せと

荷重係数の一覧表を引用したものである。供用時（完成時）の検

討対象部材は，底版及び側壁と示されている。 

表で示される使用性とは，使用上の不都合を生じずに施設等を

使用できる性能のことであり，作用に対して想定される施設の構

造的な応答においては，損傷の可能性が十分に低いこと，又はわ

ずかな修復により速やかに所要の機能が発揮できる程度の損傷に

留まることである。なお，基準省令では，使用性の規定を，原則

として「作用による損傷等が，当該施設の機能を損なわず継続し

て使用することに影響を及ぼさないこと」と表記している。 

 

第 3 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が自重の永続状態）に関する設定 

 

 

第 4 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が変動波浪の変動状態）に関する設定 

 

 

第 5 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が浮遊時の水圧及びレベル１地震動の変動状

態）に関する設定 
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第 6 表 ケーソンの側壁に関する性能規定及び設計状態（偶発状

態を除く）に関する設定 

 

 

 

一般的な形状のケーソン各部の名称を第 4 図に示し，構成部材

と役割等について第 7 表のとおり整理する。 

 

第 4 図 ケーソン各部の名称（港湾基準 図-参 1.2.1を加筆・

修正） 

 

第 7 表 ケーソン構成部材の役割，照査要否，及び照査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成部材 供用時の主な役割

港湾基準 新規制基準

供用時の
照査要否

照査項目
（許容限界）

供用時の
照査要否

照査項目
(許容限界)

・前壁
・後壁
・側壁

・重力擁壁を支持する
・遮水性を保持する

要
断面破壊(設計断面耐力)
使用性
(曲げひび割れ幅の制限値)
抜け出し(設計降伏応力度)

要
曲げ破壊，せん断破壊
(短期許容応力度)

・底版 ・前壁，後壁，側壁，隔壁を支持する 要 要

曲げ破壊，せん断破壊
（曲げ：限界層間変形角又は
圧縮縁コンクリート限界ひずみ，
せん断：せん断耐力）

・隔壁
・重力擁壁を支持する
・前壁，後壁，側壁，底版の変形を抑制する

否 ー 要

・フーチング ・滑動，転倒に対して安定性を確保する 要

断面破壊(設計断面耐力)
使用性
(曲げひび割れ幅の制限値)
抜け出し(設計降伏応力度)

要
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【参考３】 港湾基準上の防波壁の位置付け及び要求性能 

港湾基準において，津波対策施設の要求性能は，使用性に加え

て，津波，レベル２地震動等の作用による損傷等が，軽微な修復

による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこと（修復性）

が追加される。第 5 図に，港湾基準における津波対策施設の要求

性能を示す。 

津波対策施設を構成する部材については，主たる作用が津波又

はレベル２地震動である偶発状態に対して，作用による損傷の程

度が限界値以下であることとされている。 

 

 

第 5 図 港湾基準における津波対策施設の要求性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【港湾の施設の技術上の基準を定める省令 第七条 第２項 第二号】
津波から当該施設の背後地を防護する必要がある施設を構成する部材の要求性能にあっては，津波，レベル二地震動等の作用に
よる損傷等が，軽微な修復による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこと。

【港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示 第二十二条 第１項 第二号】
津波から背後地を防護する必要がある施設を構成する部材にあっては，主たる作用が津波又はレベル二地震動である偶発状態に
対して，作用による損傷の程度が限界値以下であること。

条 項 号 条 項 号
状
態

主たる作用 従たる作用

7 2 2 22 1 2

修
復
性

偶
発

津波
（Ｌ２地震動）

－ 損傷 －

要
求
性
能

省令 設計状態

照査項目 標準的な限界値の指標

告示

津波対策施設の構造部材に共通する性能規定及び設計状態（偶発状態に限る）に関する設定

港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年）より引用
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【参考４】 既設の護岸の性能照査検討ケース 

港湾基準（平成 11年 4月）に準じて設計した 3号増設時のケー

ソン設計における検討ケースの例を第 8 表に示す。なお，港湾基

準で「側壁」と記載されている部材は，港湾基準（平成 11年 4月）

では「外壁」として表記されている。 

 

第 8 表 ケーソン性能照査における検討ケース（標準部①（地

盤改良部）ケーソンの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終局限界状態 使用限界状態 疲労限界状態

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

製作時 ○ ○

進水時
浮遊時

○ ○ ○ ○ ○ ○

注水時 ○ ○

中詰ｺﾝｸﾘｰﾄ打設前 ○ ○

据
付
後

施
工
時

波の山※１ ○ ○ ○

波の谷※２ ○ ○ ○

完
成
時

波の山※１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

波の谷※２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地震時 ○ ○ ○

※１ 波浪に関する変動状態における波の山作用時であり，作用の方向は外部からの作用である。
※２ 波浪に関する変動状態における波の谷作用時であり，作用の方向は内部からの作用である。
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【参考５】 ケーソンの設計における設計状態 

護岸の作用の組合せと荷重係数の一覧表を第 9 表に示す。本表

は港湾基準に記載されている「岸壁」の作用の組合せと荷重係数

の一覧表を引用したものである。 

供用時（完成時）の検討対象部材は，底版及び側壁と示されて

いる。 

 

第 9 表 作用の組合せと荷重係数（港湾基準 p.498表-1.2.1より

引用） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状
態

設計状態 自重 静水圧
内部
水圧

内部
土圧

底版
反力

上載
荷重

動水圧
地震動
作用時の
底版反力

施工時荷重

備考

据付時 静水時

供
用
時

自重に関す
る永続状態

0.9
(1.0)

1.1
(1.0)

1.1
(1.0)

0.8
(0.5)

底版（上載
荷重は底版
反力分）

内部土圧に
関する永続
状態

1.1
(1.0)

1.1
(1.0)

側壁

レベル1地震
動に関する
変動状態

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

底版（上載
荷重は地震
動作用時）

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

側壁

施
工
時

浮遊時の水
圧に関する
変動状態

0.9
(0.5)

1.1
(0.5)

底版
（浮遊時）

1.1
(0.5)

側壁
（浮遊時）

据付時の水
圧に関する
変動状態

1.1
(0.5)

隔壁
（据付時）

・護岸（岸壁）

・下段の（ ）内は，使用限界状態検討時の荷重を示している。
・なお，偶発状態においては，荷重係数を1.0としてよい。
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【参考６】 最新の港湾基準（平成 30年 5月）における照査方法

の採用 

港湾基準の最新版は平成 30年度版であり，護岸や重力式係船岸

に係る平成 19年度版からの改訂内容は，生産性の向上の推進に向

けた規定の拡充として，「荷重抵抗係数アプローチによる部分係

数法の導入」と防災・減災対策の強化に係る規定の拡充として，

「防波堤における津波作用時の波力式の改訂」である。 

「荷重抵抗係数アプローチによる部分係数の導入」では，設計

の効率化を図るため，従来の部分係数法（個々のパラメータに部

分係数を乗じる方法）から，作用の項及び抵抗の項に集約した部

分係数を乗じる方法を導入している。また，「防波堤における津

波作用時の波力式の改訂」では，平成 23年 3月の東北地方太平洋

沖地震を踏まえて，津波波圧算定に関する記載が追加されている。

ケーソン各部位の照査においては，これらの改訂内容を反映した

照査を行うものとする。 

港湾基準（平成 19年 7月）では津波の波力として，海中の防波

堤等の直立壁に作用する津波波圧算定式である谷本式が示されて

いたが，港湾基準（平成 30年 5月）では，海中の直立壁に作用す

る津波波力については，東北地方太平洋沖地震後に作成された「防

波堤の耐津波設計ガイドライン※１」に基づき，波状段波や越流

の発生の有無を考慮した津波波力の算定手順が示されている。ま

た，陸上の直立壁に作用する津波波力については，「津波を考慮

した胸壁の設計の考え方（暫定版）※２」に従って，越流の発生

の有無を考慮した波力算定式が示されている。 

島根 2号炉における津波波圧は，港湾基準（平成 30年 5月）に

基づき算定することを基本とするが，３次元津波シミュレーショ

ン解析等の方法により，ソリトン分裂や砕波の影響を確認し，適

切な津波波圧算定式により津波波力を算定することとする。防波

堤に対する津波波力算定手順を第 6 図に示す。 

※１ 国土交通省港湾局：防波堤の耐津波設計ガイドライン，

2015 

※２ 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課・国土交通省港湾局海

岸・防災課：津波を考慮した胸壁の設計の考え方，2015 
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第 6 図 防波堤に対する津波波力算定手順（港湾基準（平成 30

年 5月）より抜粋） 
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（参考資料１０） 

 

施設護岸の役割の検討 

 

１．検討方針 

防波壁（多重鋼管杭式）の前面または背面には，施設護岸が近

接して設置されている。地震時の検討においては，施設護岸はそ

の形状を適切にモデル化し，有効応力解析により耐震性を評価す

る。これにより，防波壁への波及的影響を考慮する。また，津波

時においては，防波壁の設置状況に応じた地盤ばねを設定し，津

波波圧を作用させて静的フレーム解析により耐津波性を評価す

る。一方で，施設護岸については，耐震性が低く，その損傷によ

る防波壁へ影響を及ぼす可能性が考えられることから，それが損

傷した場合の防波壁への影響を確認する。 

ここでは，施設護岸が地震により損傷した場合の防波壁の「耐

震性」，「耐津波性」及び「止水性」に与える影響を確認し，施

設護岸の取り扱いを評価する。施設護岸の地震による損傷の程度

を評価することが困難であることから，保守的に，施設護岸が無

いものと仮定した状態における防波壁への影響（耐震性）及び地

震による損傷後に津波が襲来した場合の津波の地盤中からの回り

込みによる影響（止水性）について検討する。なお，「耐津波性」

については，当初設計から施設護岸等が無いものとして津波波圧

を作用させた検討（添付資料２５「２．構造成立性評価」参照）

を実施していることから，検討を省略する。 

 

 

第 1 図 検討概要図 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

改良
地盤①

砂礫層

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

鋼管杭

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

【止水性】
津波による
洗掘の考慮

施設護岸及び
埋戻土が
無いと仮定

【耐震性】
地震による
損傷の考慮

基礎捨石

：防波壁前面では，地震により地形変状が発生する
可能性を踏まえ，施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に
関する物性値を考慮しない
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２．耐震性の検討方針（断面選定） 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐

震性）の検討は，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定

した場合の解析を実施することにより行う。 

施設護岸等が無いと仮定した検討は，第 2 図に示すとおり施設

護岸が防波壁より海側及び陸側に位置する断面について実施す

る。施設護岸が防波壁より海側に位置する断面として，鋼管杭が

長く埋戻土層厚が厚いことから，鋼管杭への影響が最も大きいと

判断する「一般部（①－①断面）」及び施設護岸の下部に砂礫層

が位置し，鋼管杭の前面に地盤改良を実施した「地盤改良部断面

（②－②断面）」を選定する。また，施設護岸が防波壁より陸側

に位置する断面として「施設護岸前出し部（③－③断面）」を選

定する。 

なお，「取水路横断部（④－④断面）」，「北東端部（⑤－⑤

断面）」及び「西端部（⑥－⑥断面）」については，第 1 表に示

すとおり，鋼管杭長及び周辺状況を踏まえ，地震時の鋼管杭への

影響が最も大きいと考える①－①，②－②及び③－③断面の検討

結果に包含されると判断した。 

 

 

第 2 図 選定した各断面の検討概要図 

 

第 1表 施設護岸等が無いと仮定した検討対象断面の選定理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：防波壁前面では，地震により地形変
状が発生する可能性を踏まえ，施設
護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する
物性値を考慮しない

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③

④

④

⑥

⑥

⑤

⑤

鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

一般部（①－①断面）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

地盤改良部断面（②－②断面）

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

改良
地盤①

砂礫層

被覆石 埋戻土
（掘削ズリ）

基礎捨石

施設護岸
被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

施設護岸前出し部（③－③断面）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

被覆石

基礎捨石

←海 陸→

検討対象
断面

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面） 施設護岸前出し部（③-③断面）

類似断面 西端部（⑥-⑥断面） －
取水路横断部（④-④断面），
北東端部（⑤-⑤断面）

選定
理由

・①－①断面は，施設護岸
が防波壁より海側に位置す
る断面であり，同様の周辺
状況である⑥－⑥に比べて
鋼管杭が長く埋戻土層厚が
厚いことから，鋼管杭への影
響が大きい①－①断面を検
討対象断面に選定する。

・②－②断面は，鋼管杭の前面
に改良地盤を実施した断面であ
り，①－①，③－③～⑥－⑥
断面とは異なる周辺状況である
ことから，②－②断面を検討対
象断面に選定する。

・③－③断面は，施設護岸が防波壁陸
側に位置する断面である。同様の周辺
状況である④－④断面は防波壁北側
に２号炉取水槽が隣接しており，また，
⑤－⑤断面は防波壁位置に施設護
岸が配置されており，これらに比べて鋼
管杭への地震時土圧が大きい③－③
断面を検討対象断面に選定する。
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３．耐震性の解析条件及び解析結果 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐

震性）検討における解析条件は以下のとおり。 

・施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する物性値を考慮しない

よう，剛性を低下させる（剛性を一律 1/1000以下とする）。

なお，施設護岸及び埋戻土の重量は変更しない。 

・港湾基準によると，施設護岸の石材（基礎捨石，被覆石）の

強度特性は粘着力 C=20(kN/m2)，せん断抵抗角Φf=35（°）と

されているが，保守的に C=0(kN/m2)，Φf=35（°）と設定す

る。 

・地震荷重は，基準地震動Ｓｓ-Ｄする。 

解析結果を以下に示す。なお，ここでは鋼管杭の構造成立性検

討において最も厳しい損傷モードである曲げにより照査を行っ

た。鋼管杭の曲げに対する安全率は 1以上となり，構造が成立す

ることを確認した。 

詳細設計段階では，施設護岸がある場合の防波壁の耐震性を評

価し，これにより施設護岸の防波壁への波及的影響を確認する。

また，施設護岸が地震により損傷する可能性を考慮し，施設護岸

及び埋戻土が無いものと仮定した場合も評価する。それぞれの評

価において，防波壁及び岩盤等の健全性を説明する。 

 

第 3 図 降伏モーメントに対する照査結果（最小安全率時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面
評価
部位

最小安全率
となる部位

地震動
最小安全率

（施設護岸がない場合）

一般部
（①－①断面）

鋼管杭
地中部※

【4重管構造】
Ｓｓ-D

1.43

地盤改良部断面
（②－②断面）

1.82

施設護岸前出し部
（③－③断面）

1.61

※ 地中部【4重管構造】は，安全率が最も小さくなる外側から2つ目の鋼管杭φ2000(SKK490)の数値を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③
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４．止水性の検討結果 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，鋼管杭間をグラウト

材（埋戻土部）（水ガラス系固化材）で充填しているが，施設護

岸等が無いと仮定し，杭間に直接津波波圧が作用した場合の津波

の地盤中からの回り込みに対して万全を期すため，防波壁の背後

に止水性を有する地盤改良を実施する対策を行う。 

防波壁背後の地盤改良後，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が

無いと仮定した場合の浸透流解析を実施した。ここで，津波水位

は保守的に EL15mとし，透水係数は下表のとおり設定した。 

解析の結果，EL+15m に津波が滞留した状態においても，防波壁

より敷地側に浸水は認められないことを確認した。 

なお，防波壁の背後に実施する地盤改良の仕様は詳細設計段階

において説明する。 

 

 

第 4 図 改良地盤の設置イメージ図（例） 

 

第 2 表 透水係数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

地盤改良

（陸側）

グラウト材
（水ガラス系固化材）

（海側）

2200mm 2200mm
300mm

津波

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

追加
改良地盤

地盤材料 透水係数(m/s) 摘要

岩盤 1×10-5 CL級岩盤と仮定

埋戻土 2×10-3

防波壁・改良地盤 1×10-7
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第 5 図 ２次元浸透流解析結果（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2次元浸透流解析結果

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

←海 陸→

10日後

６日後
２日後

初期水位
（EL+0.3ｍ）

津波高（EL15m）
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（参考資料１１） 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の地盤改良 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）RC床板部における改良地盤（鋼管

杭前面）の地震時における全時刻での局所安全率の逆数(1/fs)の

分布を第 1 図に，照査項目，許容限界を第 1 表に示す。 

改良地盤は，局所安全率の逆数が概ね 1/fs≦0.83（fs≧1.2）と

なり，また，0.83≦1/fs≦１（1≦fs≦1.2）となる領域はわずか

となっており，破壊領域が存在しないことを確認した。 

上記を踏まえ，改良地盤（鋼管杭前面）の役割として期待する

難透水性は保持されていることを確認した。 

 

 

第 1 図 検討概要図 

 

第 1 表 改良地盤（鋼管杭前面）の照査項目，許容限界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

改良地盤 地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

すべり安全率 すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド
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（参考資料１２） 

 

１号放水連絡通路（既設）坑口部におけるクラックの成因・対処

方法 

 

１号炉建設時に設置した１号炉放水連絡通路（既設）の坑口部

に経年劣化によるクラックが認められる。 

１号炉放水連絡通路（既設）の坑口部については，塩化物イオ

ン量試験の結果より，扉体支持コンクリートが設置される以前は

露出されていたことから，飛来塩分の影響を受けたことによる塩

害に起因する鉄筋腐食によるクラックと判断する。 

１号炉放水連絡通路（既設）の坑口部において変状が確認され

た範囲を対象に修繕を実施する。１号放水連絡通路防波扉の鳥瞰

図を第 1 図に，断面図を第 2 図に，既設連絡通路取り合い部状況

写真を第 3 図に示す。 

 

第 1 図 １号放水連絡通路防波扉 鳥瞰図 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 2 図 １号放水連絡通路防波扉 Ａ－Ａ 断面図 

 

 

第 3 図 既設連絡通路取り合い部状況写真 

 

1号放水連絡通路（既設）坑口部のクラックの発生要因について

検討する。 

1号放水連絡通路（既設）坑口部前面には防波扉設置を目的とし

た扉体支持コンクリートを，坑口部上部には間詰めコンクリート

を追加で設置していることから，新設部位による既設コンクリー

トへの影響（要因①及び②）が挙げられる。 

また，1号放水連絡通路防波扉設置以前は，1号炉放水連絡通路

（既設）の坑口部が長期間にわたり露出されていたことを踏まえ，
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飛来塩分に起因する塩害の影響（要因③）が挙げられる。 

クラックの発生要因について整理した結果を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 1号放水連絡通路（既設）坑口部クラックの発生要因 

 

 

クラックの発生要因の検討結果を以下に示す。 

《要因① 新設コンクリート部の膨張・収縮》 

新設扉体支持コンクリートと既設部の間には止水目地（既設）

が設置されており，止水目地（既設）は健全であることが確認で

きたことから，新設部のコンクリートの膨張・収縮による変位が

既設部に与える影響が小さいため，クラック発生要因ではないと

判断した。 

《要因② 新設間詰コンクリートの荷重影響》 

1号放水連絡通路（既設）上部に打設した間詰めコンクリートの

影響によりクラックが発生する場合には，トンネルのアーチ天端

部に縦軸方向のクラックが発生すると想定されるが，アーチ天端

部にクラックは確認されずトンネル坑口に沿ったクラックのみが

発生しているため，間詰めコンクリートの追加打設に起因するク

ラックではないと判断した。 

《要因③ 鉄筋腐食》 

外観調査結果から，鉄筋腐食に起因する剥離・剥落が発生して

いることを確認したため，中性化試験及び塩化物イオン量試験を

実施した。 

・中性化試験：クラック発生箇所において鉄筋が確認できる深さ

までコンクリートをはつり，はつり箇所の表面にフェノールフタ

レイン溶液を噴霧することにより中性化深さを確認した。 

・塩化物イオン量試験：クラック発生箇所における塩分浸透状況

を確認するため，クラック発生箇所の近傍において採取したコア

をスライスし各スライス片の塩化物イオン量を測定した。 

中性化試験及び塩化物イオン量試験の結果を以下に示す。中性

化試験の結果，「独立行政法人土木研究所 非破壊試験を用いた

土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル（平成 15 年 10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変状要因 内容

要因① 新設コンクリート部の
膨張・収縮

既設部の前面に設置した新設コンクリートの膨張・収縮が生じたため

要因② 新設間詰コンクリートの
荷重影響

既設部の上部に設置した新設間詰コンクリートに対する耐力が無かったため

要因③ 鉄筋腐食 飛来塩分に起因する塩害や中性化により鉄筋が腐食・膨張したため
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月）」に示される塩害環境下における中性化による評価基準であ

る中性化残り 25㎜以上を有していることを確認した。一方で，鉄

筋位置における塩化物イオン量は，「コンクリート標準示方書，

維持管理編，2007 年制定」に示される鋼材腐食発生限界塩化物イ

オン濃度 1.2kg/m3を上回っていることを確認した。 

 

 

第 4 図 1号放水連絡通路（既設）坑口部 止水目地（既設）設

置箇所及びコア採取箇所 

 

 

第 5 図 中性化試験及び塩化物イオン量試験の結果 

（左図：縦筋，右図：横筋） 

 

以上より，１号炉放水連絡通路（既設）の坑口部に発生したク

ラックは，坑口部が１号炉放水連絡通路防波扉設置まで長期間に

わたり露出されていたことに伴う，飛来塩分に起因する塩害によ

り発生したクラックと判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：表面からの深さにおける塩化物イオン量 ：鋼材腐食発生限界塩化物イオン濃度 ：中性化深さ（最大）

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

0 20 40 60 80 100 120

中性化深さ
15mm(最大)

中性化残り
52mm

鉄筋位置

1.2kg/m3

表面からの深さ(mm)

塩
化
物
イ
オ
ン
量

(k
g
/m

3
)

純かぶり67mm

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

0 20 40 60 80 100 120

中性化深さ
15mm(最大)

中性化残り
39mm

鉄筋位置

1.2kg/m3

表面からの深さ(mm)

塩
化
物
イ
オ
ン
量

(k
g
/m

3
)

純かぶり54mm

360



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

（参考資料１３） 

 

引用文献の根拠資料 

 

【（４）設計方針ａ．構造概要(b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の

鋼管杭の根入れ深さに関する引用文献】 

 

 

第 1 図 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 日本道路協会

（平成１４年３月）より引用・加筆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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【（参考資料３）防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造概要のうち

鋼管杭の根入れ深さに関する引用文献】 

 

 

第 2(1) 図 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 日本道路協

会（平成２４年３月）より引用・加筆 
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第 2(2) 図 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 日本道路協

会（平成２４年３月）より引用・加筆 
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第 3(1) 図 鉄道構造物等設計標準・同解説 基礎構造物 国土

交通省鉄道局（平成２４年１月版）より引用・加筆 
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第 3(2) 図 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 日本道路協

会（平成１４年３月）より引用・加筆 
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【（参考資料３）防波壁（鋼管杭式逆 T 擁壁）の構造概要のうち

杭頭部の力学特性確認実験に関する引用文献】 

 

 

第 4 図 道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 日本道路協会

（平成２９年１１月）より引用・加筆 
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【（参考資料４）防波壁（波返重力擁壁）の構造概要のうち（４）

主筋定着部の評価方法に関する引用文献】 

 

 

第 5(1) 図 各種合成構造設計指針・同解説 日本建築学会（２

０１０改定）より引用・加筆 

 

 

第 5(2) 図 各種合成構造設計指針・同解説 日本建築学会（２

０１０改定）より引用・加筆 
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【（参考資料７）防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析用物性値の

設定方針のうち４．解析用物性値（石材）の設定方針に関する引

用文献】 

 

 

第 6 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会（平

成１９年７月）より引用・加筆 
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【（参考資料７）防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析用物性値の

設定方針のうち６．解析用物性値（セルラーブロック）の設定根

拠に関する引用文献】 

 

 

第 7 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会（平

成１９年７月）より引用・加筆 
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【（参考資料９）防波壁（波返重力擁壁）のケーソンの設計方針

に関する引用文献】 

 

 

第 8(1) 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会

（平成１９年７月）より引用・加筆 
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第 8(2) 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会

（平成１９年７月）より引用・加筆 
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第 8(3) 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会

（平成１９年７月）より引用・加筆 
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第 9 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会（平

成１９年７月）より引用・加筆 
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第 10 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会

（平成１９年７月）より引用・加筆 
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第 11 図 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会（平

成１９年７月）より引用・加筆 
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